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〈は じ め に〉 

 本要覧は、静岡県が発注する建築・設備工事等において、監督及び検

査等の業務の参考とすべき既出の規則や要領等(以下「規則等」という。)

をとりまとめた資料です。 

 本要覧の活用により、発注者と受注者が共通認識を持った上で監督・

検査等業務の合理化を図ることを目指しています。 

 なお、本要覧には発行時点における最新の規則等を掲載していますが、

規則等によっては法令改正等による必要な改正や、規則等相互を整合す

るための必要な改正が未実施の箇所がありますので、ご注意ください。 

 また、本要覧の発行後において、掲載している規則等が改正されるこ

と等がありますので、ご注意ください。 

令和 3年 10月 
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１－１ 用語の説明 

①契約図書

契約書、契約約款、現場説明書、質問回答書、特記仕様書、図面(標準図等)及び標準仕様

書をいう。

②設計図書

質問回答書、現場説明書、仕様書、図面をいう。

③仕様書

特記仕様書は各工事ごとに作成され、その工事につき標準仕様書に記載されている選択事

項について品質、仕上げの程度、工法などを指定するほか、標準仕様書に記載されていな

い特殊な材料、工法、仕様などについて記載するものをいい、標準仕様書は各工事に共通

していて比較的頻度の高い工種あるいは重要な工種について記載し、工事毎に上記の標準

仕様書等を特記仕様書等において指定している。

④契約担当者

知事及び知事の委任を受けて請負契約の締結を行うかい長をいう。(静岡県建設工事執行規

則(以下「執行規則」という。)第2条第1項第1号)

⑤監督員

請負工事について、地方自治法第234条の2第1項の規定による監督を行う職員をいう。(執

行規則第2条第1項第2号)

⑥検査を行う職員

地方自治法第234条の2第1項の規定による検査は、静岡県行政組織規則第4条に規定する

本庁若しくは同規則第 6 条に規定する出先機関の検査技監若しくは検査監又は知事若しく

はかい長の命ずる職員が行う。(執行規則第38条)

⑦現場代理人

請負契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営及び取締りを行うほか、執行規則第

23 条第 1項の規定による請求の受理、同条第3項の規定による決定及び通知、同条第4項

の規定による請求並びに同条第5項の規定による通知の受理、請負代金額の変更、請負代金

の請求及び受領並びに請負契約の解除に係る権限を除き、この規則に基づく受注者の一切の

権限を行使することができる。(執行規則第21条第3項及び第4項)
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⑧主任技術者 

建設業法第26条第1項の規定による主任技術者をいう。 

建設業の許可を受けたものが建設工事を施工する場合には、建設業法第7条第1項第2号

イ、ロ又はハに該当する者(下表)で当該工事現場における建設工事の施工の技術上の管理

をつかさどる者として主任技術者を配置しなければならない。 

 

 (下表) 

建設業法第7条 
第1項第2号 

必 要 資 格 

イ 

・学校教育法による高等学校を(次表の学科を修めて)卒業した後、当該建設
工事に関し5年以上の実務経験を有する者 

・旧中等学校令による実業高校を(次表の学科を修めて)卒業した後、当該建
設工事に関し5年以上の実務経験を有する者 

・学校教育法による大学を(次表の学科を修めて)卒業した後、当該建設工事
に関し3年以上の実務経験を有する者 

・学校教育法による高等専門学校を(次表の学科を修めて)卒業した後、当該
建設工事に関し3年以上の実務経験を有する者 

・旧大学令による大学を(次表の学科を修めて)卒業した後、当該建設工事に
関し3年以上の実務経験を有する者 

・旧専門学校令による専門学校を(次表の学科を修めて)卒業した後、当該建
設工事に関し3年以上の実務経験を有する者 

ロ ・当該建設工事に関し10年以上の実務経験を有する者 

ハ 
・国土交通大臣がイ又はロに揚げる者と同等以上の知識及び技術又は技能を
有する者と認定した者 

 参考 上記中ハに該当するものとして施工管理技士、建築士などがある。 
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 (次表)                        (建設業法施行規則第1条) 

許可を受けようとする建設業 学 科 

土木工事業、舗装工事業 
土木工学(農業土木、鉱山土木、森林土木、砂防、治山、緑
地又は造園に関する学科を含む。以下この表において同
じ｡)、都市工学、衛生工学又は交通工学に関する学科 

建築工事業、大工工事業、 
ガラス工事業、内装仕上工事業 

建築学又は都市工学に関する学科 

左官工事業、とび・土工工事業 
石工事業、屋根工事業、 
タイル･れんが･ブロック工事業、 
塗装工事業、解体工事業 

土木工学又は建築学に関する学科 

電気工事業、電気通信工事業 電気工学又は電気通信工学に関する学科 

管工事業、水道施設工事業、 
清掃施設工事業 

土木工学、建築学、機械工学、都市工学又は衛生工学に関す
る学科 

鋼構造物工事業、鉄筋工事業 土木工学、建築学又は機械工学に関する学科 

しゅんせつ工事業 土木工学又は機械工学に関する学科 

板金工事業 建築学又は機械工学に関する学科 

防水工事業 土木工学又は建築学に関する学科 

機械器具設置工事業、 
消防施設工事業 

建築学、機械工学又は電気工学に関する学科 

熱絶縁工事業 土木工学、建築学又は機械工学に関する学科 

造園工事業 土木工学、建築学、都市工学又は林学に関する学科 

さく井工事業 土木工学、鉱山学、機械工学又は衛生工学に関する学科 

建具工事業 建築学又は機械工学に関する学科 
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⑨監理技術者 

建設業法第26条第2項の規定による監理技術者をいう。 

発注者から直接請け負った建設工事を施工するために締結した下請契約の請負代金の額の

合計が4,000万円(建築一式工事の場合は6,000万円)以上となる場合には、特定建設業の

許可が必要となるとともに、主任技術者に代えて建設業法第15条第1項第2号による監理

技術者を配置しなければならない。 

建設業法第15条 
第1項第2号 

必 要 資 格 

イ 

技術検定(建設業法第 27 条第１項)その他の法令の規定による試験で許可を
受けようとする建設業の種類に応じ国土交通大臣が定めるものに合格した
者又は他の法令の規定による免許で許可を受けようとする建設業の種類に
応じ国土交通大臣が定めるものを受けた者 

ロ 
発注者から直接に工事を請負い、その請負代金の額が4,500万円以上である
ものに関し2年以上指導監督的な実務の経験を有する者 

ハ 
国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定
した者 

 参考 上記中ハに該当するものとして施工管理技士、建築士などがある。 

 

許可を受けて 

いる業種 

指定建設業(7業種) 
土木一式､建築一式､管工事､鋼構造物､舗装､電気､ 

造園 

 

 

 

その他(左以外の22業種) 
大工､左官､とび･土工･コンクリート､石､屋根､ 

タイル･れんが･ブロック､鉄筋､しゅんせつ､板金､ 

ガラス､塗装､防水､内装仕上､機械器具設置､ 

熱絶縁､電気通信､さく井､建具､水道施設､ 

消防施設､清掃施設､解体 

許可の種類 特定建設業 一般建設業 特定建設業 一般建設業 

元請工事に 

おける 

下請代金合計 

4,000万円(*1) 

以上 

4,000万円(*1) 

未満 

4,000万円(*1) 

以上は下請 

契約できない 

4,000万円 

以上 

4,000万円 

未満 

4,000万円 

以上は下請 

契約できない 

工
事
現
場
の
技
術
者
制
度 

工事現場に 

置くべき 

技術者 

監理技術者 主任技術者 監理技術者 主任技術者 

技術者の 

資格要件 

一級国家資格者 

国土交通大臣 

特別認定者 

一級・二級国家資格者 

登録基幹技能者 

指定学科＋実務経験者 

実務経験者 

一級国家資格者 

指導監督的な 

実務経験者 

一級・二級国家資格者 

登録基幹技能者 

指定学科＋実務経験者 

実務経験者 

技術者の 

現場専任 

公共性のある施設若しくは工作物又は多数の者が利用する施設若しくは工作物に関する重要な建築工事 

であって、請負金額が3,500万円(*2)以上となる工事 

監理技術者 

資格者証の 

必要性 

公共工事、監理

技術者の専任を

要する民間工事

のときに必要 

必要なし 

公共工事、監理

技術者の専任を

要する民間工事

のときに必要 

必要なし 

 *1：建築一式の場合6,000万円 *2：建築一式の場合7,000万円 
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⑩特例監理技術者、監理技術者補佐（建設業法第26条第３項ただし書） 

公共性のある重要な建設工事において、監理技術者を配置する場合、専任が必要となるが、

監理技術者の職務を補佐するもの（監理技術者補佐）を当該工事現場に専任で置く場合には

２つの工事を同一の監理技術者が兼任できる（特例監理技術者）。 

 

 

 

 

 

なお、監理技術者補佐は、監理技術者がその職務として行うべきものに係る基礎的な知識及

び能力を有すると認められる者とされており、具体的には以下のいずれかの者。 

・建設工事の種類に応じた１級技師補であって、主任技術者要件を満たす者 

・建設工事の種類に応じた監理技術者要件を満たす者 

 

⑪専門技術者 

建設業法第26条の2第1項の規定による建設工事の施工の技術上の管理をつかさどる者を

いう。 

 

⑫技能士 

職業能力開発促進法第50条第1項の規定による技能検定に合格した者が称することのでき

る称号をいう。 

 

⑬承諾、指示及び協議 

「監督職員の承諾」とは、受注者等が監督員に対し、書面で申し出た事項について監督員

が書面をもって了解することをいう。 

「監督職員の指示」とは、監督員が受注者等に対し、必要な事項を書面によって示すこと

をいう。 

「監督職員と協議」とは、監督員と受注者等とが結論を得るために合議し、その結果を書

面に残すことをいう。 

「書面」とは、発行年月日及び氏名が記載された文書をいう。 

(各標準仕様書 1.1.2 用語の定義) 

 

A工事 B工事 

特例監理技術者（兼任） 

監理技術者補佐（専任） 監理技術者補佐（専任） 
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１－２ 静岡県建設工事監督要領 

静岡県建設工事監督要領 

（目的） 

第１条 この要領は、静岡県が発注する工事の監督を執行するために必要な事項を定

め、もって工事監督の円滑な遂行に資することを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） 監   督 契約図書における発注者の責任を適切に遂行するために、工事

施工状況の確認、把握等を行い、契約の適正な履行を確保する

業務をいう。 

（２） 監 督 員 発注機関の長が工事の監督を命じた職員をいう。 

（３） 発注機関の長 課長及び出先機関の長をいう。 

（４） 課   長 静岡県行政組織規則（平成１９年静岡県規則第 29 号。以下「組

織規則」という）第 60 条に規定する本庁の課長をいう。 

（５） 出先機関の長 組織規則 69 条に規定する出先機関の長をいう。 

 

（監督の体制） 

第３条 監督の体制は、発注機関において定めるものとする。 

 

（監督の業務） 

第４条 監督員は、静岡県建設工事執行規則（昭和 50 年静岡県規則第 16 号。以下「執

行規則」という。）及び別記「監督業務の内容」に基づき、監督業務を実施するも

のとする。 

 

（かい長が監督を委託する場合の承認） 

第５条 かい長は、地方自治法施行令第 167 条の 15 第４項の規定により県職員以外

の者に委託して監督を行わせようとする場合は、当該部長の承諾を受けなければな

らない。 

 

（監督に関する図書の整備） 

第６条 監督員は、次の各号に掲げる図書（受注者から提出された図書を含む。）を

作成し、又は整理して監督の経緯を明らかにするものとする。 

（１） 契約の履行に関する協議事項（軽易なものを除く。）を記載した図書 

（２） 工事の実施状況及び工事材料の検査の事実を記載した図書 

（３） その他監督に関する図書 
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（監督に関する留意事項） 

第７条 監督員は、次に掲げる各号に留意して監督を行わなければならない。 

（１） 監督員は、契約図書に基づき法令を遵守し、公平かつ公正に監督を行うこと。 

（２） 監督員は、現場の状況を把握し、受注者に対して設計意図を正しく伝え、工

事が完全に施工されるようにすること。 

（３） 監督員は、関係機関及び地元関係者等との協調を図り、工事が円滑に行われ

るように努めること。 

（４） 監督員は、監督の実施に当たっては、受注者の業務を不当に妨げることのな

いようにするとともに、監督において特に知ることができたその者の業務上の

秘密に属する事項は、これを他に漏らさないこと。 

 

（監督の命令） 

第８条 発注機関の長は、第３条の規定に基づく監督体制により担当する職員に監督

の命令を行うものとする。 

２ 前項の監督の体制を変更する場合は、その都度担当する職員に監督の命令を行う

ものとする。 

 

（監督員の通知） 

第９条 発注機関の長は、工事の請負契約を締結したときは執行規則第 21 条第 1項

に基づき、受注者に監督員の通知を行うものとする。 

２ 前項の監督員を変更した場合は、速やかに監督員変更通知書（様式第１号）《4-14

ページ参照》により、受注者に変更した監督員の通知を行うものとする。ただし、

前項の通知を口頭により実施した工事における監督員の変更の通知については、口

頭によることができる。 

 

（成績評定） 

第 10 条 監督員は、別に定める成績評定要領により、工事の成績を評定するものと

する。 

 

（雑則） 

第 11 条 この要領に定めのない事項及びこの要領により難い場合については、契約

担当者等と協議する。 

 

  附  則 

 この訓令乙は、平成 28 年４月１日から施行する。 
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項 目 業 務 内 容
静岡県

工事執行規則
関連条項

静岡県
工事請負
契約約款
関連条項等

その他
関係法令等

１　契約の履行の
確保

（１）契約図書の
内容把握

建設工事請負契約書、契約約款、仕様書、設計書、図面、現場
説明書、質問回答書等を把握し、受注者に対して設計意図を正し
く伝える。

（２）施工体制の
把握

①下記の施工体系の確認及び指導を実施する。
・配置技術者の専任制の確認
・施工体制台帳、施工体系図に基づく施工体制の確認

②下記の現場標識の確認を実施する。
・工事カルテの登録の確認（500万円以上の工事）
・工事施工中の建設業許可を示す標識の掲示の確認
・労災保険関係成立票の掲示の確認
・建退協制度の適用を受ける事業主に係る工事現場であることを
示す標識の掲示の確認

契 第10条

「公共工事の
入札及び契約
の適正化の促
進に関する法
律第15条」及
び「適正化指
針」５（３）

平成27年１月
６日付け「施工
体制台帳の作
成等について
の改正につい
て」

施工体制台帳
活用マニュア
ル

（３）施工計画書
の受理

契約図書に基づいて受注者から提出された施工計画書の内容を
把握する。

（４）契約図書に
基づく指示、承諾
の内容把握

契約図書に明示した指示、承諾、協議、受理等（詳細図等の作成
を含む）を適切に行う。

執規　第21条 契 第９条

（５）条件変更に
係る調査、指示、
確認等

① 工事執行規則第28条第１項の第１号から第５号までの事実を
発見したとき、又は受注者から事実の確認を求められたときは、
直ちに調査を行い、その内容を確認し検討する。

執規　第28条 契 第18条

② 前項の調査結果に基づいて、受注者に指示又は通知する。 執規　第28条
執規　第29条

契 第18条
設計変更事務
処理要領・同
運用基準

（６）受注者への
指示

設計図書に基づく指示、承諾、協議等については、「指示、承諾、
協議書（様式１）《4-72ページ参照》」により行うものとする。

執規　第10条
執規　第21条

契 第１条
契 第９条

別記「監督業務の内容」
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項 目 業 務 内 容
静岡県

工事執行規則
関連条項

静岡県
工事請負
契約約款
関連条項等

その他
関係法令等

別記「監督業務の内容」

２　品質・出来形
の確保、施工状
況の確認等

（１）事前調査等 工事の着手に先立ち、工程・使用材料・施工方法・配置技術者の
妥当性、作業時間・方法の確認、近隣への安全対策、官公庁等
への届出状況の把握等の確認を行う。

（２）工事材料の
検査等

契約図書において、監督員の検査を受けて使用すべきものと指
定された工事材料、又は監督員の立会いの上、調合し、又は調
合について見本検査を受けるものと指定された材料の検査又は
立会いを行う。

執規　第24～
25条

契 第13～14
条

（３）工事施工の
立会い

契約図書又は監督員の指示により、監督員の立会いの上、施工
するものと指定された工事において立会いを行う。

執規　第25条 契 第14条

（４）改造の指示
及び破壊検査

① 工事の施工が設計図書に適合しない事実を確認した場合で、
必要があると認められるときは、改造の指示を行う。

執規　第21条
執規　第27条

契 第９条
契 第17条

② 工事執行規則第24条第２項若しくは第２５条第１項から第３項
までの規定に違反した場合、又は工事の施工が設計図書に適合
しないと認められる相当の理由がある場合において、必要がある
と認められる場合には、工事の施工部分を破壊して検査する。

執規　第27条 契 第17条

（５）支給材料及
び貸与品の検査、
引渡し

契約図書に定められた支給材料及び貸与品については、その品
名、数量、品質、規格又は性能を立会いの上、設計図書に基づ
き検査を行う。

執規　第26条 契 第15条

３　工程に関する
監督

（１）関連工事との
調整

関連する２以上の工事が施工上密接に関連する場合、必要に応
じて契約担当者の行う工事の調整に協力する。

執規　第９条 契 第２条

（２）工程の把握
及び工事促進の
指示

受注者からの履行報告に基づき、工程を把握し必要に応じて工
事促進の指示を行う。

執規　第22条
の２

契 第11条
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項 目 業 務 内 容
静岡県

工事執行規則
関連条項

静岡県
工事請負
契約約款
関連条項等

その他
関係法令等

別記「監督業務の内容」

４　契約担当者へ
の報告

（１）工事の中止
及び工期の検討
及び報告

① 工事の全部若しくは一部の施工を一時中止する必要があると
認められたときは、中止期間を検討し、契約担当者へ報告する。

執規　第29条
の２

契 第20条

② 受注者から工期延長の申し出があった場合は、その理由を検
討し、契約担当者へ報告する。

執規　第30条 契 第21条

（２）一般的損害
の調査及び報告

一般的損害について、受注者から通知を受けた場合は、その原
因、損害の情況等を調査し、発注者の責に帰する理由及び損害
額の請求内容を審査し、契約担当者に報告する。

執規　第34条 契 第27条

（３）天災、その他
の不可抗力によ
る工事出来形部
分等の損害の調
査及び報告

① 天災、その他の不可抗力による損害について、受注者から通
知を受けた場合は、その原因、損害の情況等を調査し、確認結
果を契約担当者へ報告する。

執規　第36条 契 第29条

昭和60年１月
６日付け「天災
その他の不可
抗力により工
事出来形部分
等に損害を生
じた場合にお
ける事務の取
扱いについて」

② 損害額の負担請求内容を審査し、契約担当者へ報告する。 執規　第36条 契 第29条

（４）第三者に及
ぼした損害の調
査及び報告

工事の施工に伴い、第三者に損害を及ぼしたときは、その原因、
損害の情況等を調査し、発注者が損害を賠償しなければならな
いと認められる場合は、契約担当者へ報告する。

執規　第35条 契 第28条

（５）部分使用の
確認及び報告

部分使用を行う工事目的物の確認を行い、受注者と協議し、契
約担当者へ報告する。

執規　第41条 契 第33条

（６）中間前金払
請求時の出来高
確認及び報告

中間前金払の請求があった場合は、工期、出来高等を確認し、
契約担当者へ報告する。

執規　第42条 契 第34条

（７）部分払（出来
形確認請求） 時
の出来形の 審査
及び報告

出来形確認請求があった場合は、内容を審査の上、出来形歩合
調書を作成し、契約担当者へ報告する。

執規　第45条 契 第37条

平成21年3月
31日付け「建
設工事請負代
金の部分払の
取扱いについ
て」

昭和45年９月
21日付け「出
来形歩合調書
について」

（８）工事関係者
に関する措置請
求

現場代理人が、その職務の執行につき著しく不適当と認められる
場合は、契約担当者へその措置請求を行う。

執規　第23条 契 第12条

（９）契約解除に
関する 必要書類
の作成及び措置
請求又は報告

① 工事執行規則第52条第１項及び第53条第１項に基づき契約
を解除する必要があると認められる場合は、契約担当者に対し
て措置要求を行う。

執規　第52条
執規　第53条

契 第43条
契 第43条の２
契 第44条
契 第47条
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項 目 業 務 内 容
静岡県

工事執行規則
関連条項

静岡県
工事請負
契約約款
関連条項等

その他
関係法令等

別記「監督業務の内容」

② 受注者から契約の解除の通知を受けたときは、契約解除要件
を確認し、契約担当者へ報告する。

執規　第54条 契 第45条

③ 契約が解除された場合は、出来形部分に関する調書を作成
し、契約担当者に報告する。

執規　第55条 契 第49条

５　その他

（１）現場発生品
の処理

工事現場における発生品は、品質、規格、数量等を確認し、その
処理方法を指示する。

（２）建設副産物
の適正処理状況
等の把握

建設副産物を搬出する工事にあっては、産業廃棄物管理票（マ
ニュフェスト）等により、適正に処理されているか把握する。
また、建設資材を搬入又は建設副産物を搬出する工事にあって
は、受注者が作成する再生資源利用計画書及び再生資源利用
促進計画書により、リサイクルの実施状況を把握する。

（３）地元対応 地元住民等からの工事に関する苦情、要望等に対し、必要な措
置を行う。

（４）関係機関との
協議・調整

工事に関して、関係機関との協議・調整等における必要な措置を
行う。

（５）臨機の措置 災害防止、その他工事の施工上、特に必要と認めるときは、受注
者に対して臨機の措置を求める。

執規　第33条 契 第26条

（６）事故等に対す
る措置

事故等が発生したときは、速やかに状況を調査し、所属長又は
主務課長等に報告する。

（７）「施工プロセ
ス」チェックリスト
の整備

監督員は、「施工プロセス」チェックリストに、監督の実施状況を
記録し整備する。

静岡県建設工
事成績評定要
領運用通知

（８）検査申請 担当監督員は、次のいずれかに該当するときは、工事検査申請
手続きを行う。
（1）完成届出書を受理したとき
（2）出来形確認請求書を受理したとき
（3）契約の解除の通知をし、又は解除の通知を受けたとき
（4）中間検査申請書を受理したとき

執規　第39条 契 第31条
静岡県建設工
事検査要領

（９）工事成績の
評定

監督員は、工事が完成したときは、静岡県建設工事成績評定要
領に基づき工事成績の評定を行う。

静岡県建設工
事成績評定要
領及び同運用
通知

（１０）工事完成検
査等の立会い

工事の完成、出来形、中間の各検査時は、原則として監督員等
が立会う。

静岡県建設工
事検査要領

（注） 「執規」
は静岡県工事
執行規則をい
う。

（注）「契」は静
岡県建設工事
請負契約約款
をいう。
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建経工第 19 号  

令和３年６月４日  

 

本庁関係課長 様 

各土木事務所長 様 

 

工事検査課長  

 

静岡県建設工事監督要領別記「監督業務の内容」における様式１の改正に 

ついて（通知） 

 

このことについて、建築工事等において、提出書類への押印廃止等に対応するため、

静岡県建設工事監督要領別記「監督業務の内容」における様式１を下記のとおり改正し

たので、通知します。 

 

記 

 

１ 改正内容 

  押印を廃止し、承諾については署名を、指示、協議、提出、報告については記名し

たものを有効とする。 

  なお、土木工事及び農林土木工事については、令和３年３月 15 日付け建工第 75 号

土木工事共通仕様書等の改正について（通知）及び令和３年３月 15 日付け建工第 76

号農林土木工事共通仕様書等の一部改正について（通知）により、改正済であること

を申し添える。 

 

２ 適用 

  令和３年４月１日以降に契約する工事及び既契約工事 

 ※１ この通知を受けた際現に改正前の様式により使用されている指示書等は、改正

後の様式により使用された指示書等とみなす。 

 ※２ この通知を受けた際現に改正前の様式により作成されている用紙は、当分の間

調整して使用することができる。 

 

３ その他 

  改正した様式１については、工事検査課ＤＢ及びホームページに掲載する。 

 

 

担当：工事検査班 

電話：054-221-2624 
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１－３ 静岡県建設工事監督要領の運用について(通知) 

建  工 第 1 1 8 号 

平成 28 年３月 30 日 

 

各本庁関係課長 

各関係出先機関の長 

 

交通基盤部長 

 

静岡県建設工事監督要領の運用について（通知） 

 

 

 静岡県建設工事監督要領については、平成 28 年３月 30 日付け建工第 117 号に

より通知したところですが、その運用について別紙のとおり定めたので通知しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    担  当 工事検査課工事検査班 

                    電話番号 054-221-2624 

                    Ｆ Ａ Ｘ 054-221-3199 
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（別紙） 
静岡県建設工事監督要領の運用 

 
１ 適用範囲 
  この運用は、経営管理部、くらし・環境部、経済産業部及び交通基盤部が発注す

る土木工事、農林土木工事及び建築・設備工事に適用する。 

 
 ２ 監督の体制、業務（第３、４条関係） 
  静岡県建設工事監督要領（以下「監督要領」という。）第３条に規定する監督の

体制は、土木工事及び農林土木工事にあっては別表１、建築・設備工事にあっては

別表２によるところとする。 

  監督要領第４条に規定する監督の業務は、総括監督員、主任監督員及び担当監督

員に分任するものとし、次の各号に掲げるとおりとする。また、同条に規定する別

記「監督業務の内容」については、土木工事においては「監督業務の内容 土木工

事編」と、農林土木工事においては「監督業務の内容 農林土木工事編」と、建築・

設備工事においては「監督業務の内容 建築・設備工事編」とそれぞれ読み替えて

適用する。 

 

 （１）総括監督員の業務 

   ア 契約の履行についての契約の相手方に対する必要な指示、承諾又は協議で

重要なもの 

   イ 関連する２以上の工事監督を行う場合における工事の工程等の調整で重

要なもの 

   ウ 工事の内容の変更、一時中止又は打切りの必要を認めた場合における当該

措置を必要とする理由、その他必要と認める事項の契約担当者への報告 

   エ 主任監督業務及び担当監督業務を担当する監督員の指揮監督及び監督業

務の掌理 

   オ 現場技術員（※注１）の指揮監督及び業務の掌理 

 

 （２）主任監督員の業務 

   ア 契約の履行についての契約の相手方に対する必要な指示、承諾又は協議

（重要なもの及び軽易なものを除く）。 

   イ 契約図書に基づく工事の実施のための詳細図等（軽易なものを除く。）の

作成及び交付又は契約の相手方が作成したこれらの図書（軽易なものを除

く。）の承諾 

   ウ 契約図書に基づく工程管理、立会、工事の実施状況の検査及び工事材料の

試験又は検査の実施（他の者に実施させて確認することを含む。以下同じ。）

で重要なもの 
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   エ 関連する２以上の工事の監督を行う場合における工事の工程等の調整（重

要なものを除く。） 

   オ 工事の内容の変更、一時中止又は打切りの必要があると認めた場合におけ

る、当該措置を必要とする理由、その他必要と認める事項の総括監督業務を

担当する監督員への報告 

   カ 担当監督業務を担当する監督員の指揮監督並びに主任監督業務及び担当

監督業務の掌理 

   キ 現場技術員の指揮監督及び業務の掌理 

 

 （３）担当監督員の業務 

   ア 契約の履行についての契約の相手方に対する必要な指示、承諾又は協議で

軽易なもの 

   イ 契約図書に基づく工事の実施のための詳細図等で軽易なものの作成及び

交付、又は契約の相手方が作成したこれらの図書で軽易なものの承諾 

   ウ 契約図書に基づく工程の管理、立会、工事の実施状況の検査及び工事材料

の試験又は検査（立会確認）の実施（重要なものを除く。） 

   エ 工事の内容の変更、一時中止又は打切りの必要があると認めた場合におけ

る当該措置を必要とする理由、その他必要と認める事項の主任監督業務を担

当する監督員への報告 

   オ 担当監督業務の掌理 

   カ 現場技術員の業務の掌理及び調整 

 

３ 監督員の通知（第９条関係） 

  静岡県建設工事執行規則第21条第１項に規定する監督員通知書及び監督要領第

９条第２項に規定する監督員変更通知書については、監督員の職氏名に加え、業務

の区分を併記するものとする。（記載例１、２参照《4-13、4-14ページ参照》） 

 

 

（※注１） 

  現場技術員とは、土木工事共通仕様書第3編1-1-4及び農林土木工事共通仕様書第

1編第１章1-1-9に規定する現場技術員をいう。 
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別表１（監督の体制） 

 土木工事、農林土木工事における監督体制は、原則として次のように定める。 

 

工事発注機関 

監 督 員 

総括監督員 主任監督員 担当監督員 

 

土木事務所 

農林事務所 

特設事務所 

 

技監 

技監兼支所長・課長 

技術課長 

班長級相当職 

 

班長級相当職 

副班長級相当職 

副班長級相当職 

主任 

技師 

注１ 総括監督員は、主任監督員を兼ねることができる。 
注２ 主任監督員は、担当監督員を兼ねることができる。 
注３ 副班長級相当職とは、班長代理、副班長若しくは主査をいう。 

 

別表２（監督の体制） 

 建築・設備工事における監督体制は、原則として次のように定める。 

 

工事発注機関 
監 督 員 

総括監督員 主任監督員 担当監督員 

 

 

土木事務所 

 

 

技監 

技術課長 

班長級相当職 

班長級相当職 

副班長級相当職 

副班長級相当職 

主任 

技師 

 

 

本 庁 各 課 

 

 

課長 

技監 

班長級相当職 

班長級相当職 

副班長級相当職 

副班長級相当職 

主任 

技師 

注１ 総括監督員は、主任監督員を兼ねることができる。 
注２ 主任監督員は、担当監督員を兼ねることができる。 
注３ 副班長級相当職とは、班長代理、副班長若しくは主査をいう。 
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項 目 業 務 内 容
静岡県

工事執行規則
関連条項

静岡県
工事請負
契約約款
関連条項等

建築工事
標準仕様書
関連条項等

１　契約の履行の
確保

（１）契約図書の
内容把握

建設工事請負契約書、契約約款、仕様書、設計書、図面、現場
説明書、質問回答書等を把握し、受注者に対して設計意図を正し
く伝える。

（２）施工体制の
把握

①下記の施工体系の確認及び指導を実施する。
・配置技術者の専任制の確認
・施工体制台帳、施工体系図に基づく施工体制の確認

②下記の現場標識の確認を実施する。
・工事カルテの登録の確認（500万円以上の工事）
・工事施工中の建設業許可を示す標識の掲示の確認
・労災保険関係成立票の掲示の確認
・建退協制度の適用を受ける事業主に係る工事現場であることを
示す標識の掲示の確認

契 第10条

「公共工事の
入札及び契約
の適正化の促
進に関する法
律第15条」及
び「適正化指
針」５（３）

平成27年１月
６日付け「施工
体制台帳の作
成等について
の改正につい
て」

施工体制台帳
活用マニュア
ル

標仕1.1.4

「施工体制の
確保に関する
推進協議会運
用方針」に係
る交通基盤部
の取扱い

（３）施工計画書
の受理

契約図書に基づいて受注者から提出された施工計画書の内容を
把握する。

標仕1.2.2

（４）契約図書に
基づく指示、承諾
の内容把握

契約図書に明示した指示、承諾、協議、受理等（詳細図等の作成
を含む）を適切に行う。

執規　第21条 契 第９条 標仕1.1.2、6、
8
標仕1.2.1～3
標仕1.3.3、5～
6、8
標仕1.4.2～5
標仕1.5.1、4～
5、7～8
標仕1.6.1
標仕1.7.2～3

（５）条件変更に
係る調査、指示、
確認等

① 工事執行規則第28条第１項の第１号から第５号までの事実を
発見したとき、又は受注者から事実の確認を求められたときは、
直ちに調査を行い、その内容を確認し検討する。

執規　第28条 契 第18条

② 前項の調査結果に基づいて、受注者に指示又は通知する。 執規　第28条
執規　第29条

契 第18条
設計変更事務
処理要領・同
運用基準

（６）受注者への
指示

設計図書に基づく指示、承諾、協議等については、「指示、承諾、
協議書（様式１）《4-72ページ参照》」により行うものとする。

執規　第10条
執規　第21条

契 第１条
契 第９条

別記「監督業務の内容　建築・設備工事編」
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項 目 業 務 内 容
静岡県

工事執行規則
関連条項

静岡県
工事請負
契約約款
関連条項等

建築工事
標準仕様書
関連条項等

別記「監督業務の内容　建築・設備工事編」

２　品質・出来形
の確保、施工状
況の確認等

（１）事前調査等 工事の着手に先立ち、工程・使用材料・施工方法・配置技術者の
妥当性、作業時間・方法の確認、近隣への安全対策、官公庁等
への届出状況の把握等の確認を行う。

標仕1.1.3
標仕1.2.2
標仕1.2.3

（２）工事材料の
検査等

契約図書において、監督員の検査を受けて使用すべきものと指
定された工事材料、又は監督員の立会いの上、調合し、又は調
合について見本検査を受けるものと指定された材料の検査又は
立会いを行う。

執規　第24～
25条

契 第13～14
条

標仕1.3.6
標仕1.4.2
標仕1.4.4
標仕1.4.5

（３）工事施工の
立会い

契約図書又は監督員の指示により、監督員の立会いの上、施工
するものと指定された工事において立会いを行う。

執規　第25条 契 第14条 標仕1.4.4
標仕1.4.5
標仕1.5.7

設計図書に定められた場合、一工程の施工完了の報告を受けた
場合、その他指示した工程に達した場合は施工の検査を行う。

標仕1.5.5

（４）改造の指示
及び破壊検査

① 工事の施工が設計図書に適合しない事実を確認した場合で、
必要があると認められるときは、改造の指示を行う。

執規　第21条
執規　第27条

契 第９条
契 第17条

② 工事執行規則第24条第２項若しくは第２５条第１項から第３項
までの規定に違反した場合、又は工事の施工が設計図書に適合
しないと認められる相当の理由がある場合において、必要がある
と認められる場合には、工事の施工部分を破壊して検査する。

執規　第27条 契 第17条

（５）支給材料及
び貸与品の検査、
引渡し

契約図書に定められた支給材料及び貸与品については、その品
名、数量、品質、規格又は性能を立会いの上、設計図書に基づ
き検査を行う。

執規　第26条 契 第15条

３　工程に関する
監督

（１）関連工事との
調整

関連する２以上の工事が施工上密接に関連する場合、必要に応
じて契約担当者の行う工事の調整に協力する。

執規　第９条 契 第２条 標仕1.1.7

（２）工程の把握
及び工事促進の
指示

受注者からの履行報告に基づき、工程を把握し必要に応じて工
事促進の指示を行う。

執規　第22条
の２

契 第11条 標仕1.2.1

（３）工期の変更
に係る資料整理

契約書の規定に基づく工期変更の協議に当たり、受注者から提
出された変更工程表、変更日数根拠等の資料を整理し、内容の
妥当性を確認する。

執規第30条 契 第21条
契 第23条

標仕1.1.10
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項 目 業 務 内 容
静岡県

工事執行規則
関連条項

静岡県
工事請負
契約約款
関連条項等

建築工事
標準仕様書
関連条項等

別記「監督業務の内容　建築・設備工事編」

４　契約担当者へ
の報告

（１）工事の中止
及び工期の検討
及び報告

① 工事の全部若しくは一部の施工を一時中止する必要があると
認められたときは、中止期間を検討し、契約担当者へ報告する。

執規　第29条
の２

契 第20条 標仕1.1.9

② 受注者から工期延長の申し出があった場合は、その理由を検
討し、契約担当者へ報告する。

執規　第30条 契 第21条 標仕1.1.10

（２）一般的損害
の調査及び報告

一般的損害について、受注者から通知を受けた場合は、その原
因、損害の情況等を調査し、発注者の責に帰する理由及び損害
額の請求内容を審査し、契約担当者に報告する。

執規　第34条 契 第27条

（３）天災、その他
の不可抗力によ
る工事出来形部
分等の損害の調
査及び報告

① 天災、その他の不可抗力による損害について、受注者から通
知を受けた場合は、その原因、損害の情況等を調査し、確認結
果を契約担当者へ報告する。

執規　第36条 契 第29条

昭和60年１月
６日付け「天災
その他の不可
抗力により工
事出来形部分
等に損害を生
じた場合にお
ける事務の取
扱いについて」

標仕1.3.10

② 損害額の負担請求内容を審査し、契約担当者へ報告する。 執規　第36条 契 第29条

（４）第三者に及
ぼした損害の調
査及び報告

工事の施工に伴い、第三者に損害を及ぼしたときは、その原因、
損害の情況等を調査し、発注者が損害を賠償しなければならな
いと認められる場合は、契約担当者へ報告する。

執規　第35条 契 第28条 標仕1.3.10

（５）部分使用の
確認及び報告

部分使用を行う工事目的物の確認を行い、受注者と協議し、契
約担当者へ報告する。

執規　第41条 契 第33条

（６）中間前金払
請求時の出来高
確認及び報告

中間前金払の請求があった場合は、工期、出来高等を確認し、
契約担当者へ報告する。

執規　第42条 契 第34条

（７）部分払（出来
形確認請求） 時
の出来形の 審査
及び報告

出来形確認請求があった場合は、内容を審査の上、出来形歩合
調書を作成し、契約担当者へ報告する。

執規　第45条 契 第37条

平成21年3月
31日付け「建
設工事請負代
金の部分払の
取扱いについ
て」

昭和45年９月
21日付け「出
来形歩合調書
について」

標仕1.6.1

（８）工事関係者
に関する措置請
求

現場代理人が、その職務の執行につき著しく不適当と認められる
場合は、契約担当者へその措置請求を行う。

執規　第23条 契 第12条

（９）契約解除に
関する 必要書類
の作成及び措置
請求又は報告

① 工事執行規則第52条第１項及び第53条第１項に基づき契約
を解除する必要があると認められる場合は、契約担当者に対し
て措置要求を行う。

執規　第52条
執規　第53条

契 第43条
契 第43条の２
契 第44条
契 第47条

② 受注者から契約の解除の通知を受けたときは、契約解除要件
を確認し、契約担当者へ報告する。

執規　第54条 契 第45条

③ 契約が解除された場合は、出来形部分に関する調書を作成
し、契約担当者に報告する。

執規　第55条 契 第49条
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項 目 業 務 内 容
静岡県

工事執行規則
関連条項

静岡県
工事請負
契約約款
関連条項等

建築工事
標準仕様書
関連条項等

別記「監督業務の内容　建築・設備工事編」

５　その他

（１）現場発生品
の処理

工事現場における発生品は、品質、規格、数量等を確認し、その
処理方法を指示する。

標仕1.3.8

（２）建設副産物
の適正処理状況
等の把握

建設副産物を搬出する工事にあっては、産業廃棄物管理票（マ
ニュフェスト）等により、適正に処理されているか把握する。
また、建設資材を搬入又は建設副産物を搬出する工事にあって
は、受注者が作成する再生資源利用計画書及び再生資源利用
促進計画書により、リサイクルの実施状況を把握する。

標仕1.3.8

（３）地元対応 地元住民等からの工事に関する苦情、要望等に対し、必要な措
置を行う。

（４）関係機関との
協議・調整

工事に関して、関係機関との協議・調整等における必要な措置を
行う。

（５）臨機の措置 災害防止、その他工事の施工上、特に必要と認めるときは、受注
者に対して臨機の措置を求める。

執規　第33条 契 第26条 標仕1.3.10

（６）事故等に対す
る措置

事故等が発生したときは、速やかに状況を調査し、所属長又は
主務課長等に報告する。

営繕工事事故
等対応マニュ
アル（経済産
業部営繕企画
課）
工事事故対応
マニュアル（く
らし・環境部建
築住宅局）

（７）「施工プロセ
ス」チェックリスト
の整備

監督員は、「施工プロセス」チェックリストに、監督の実施状況を
記録し整備する。

静岡県建設工
事成績評定要
領運用通知

建築・設備工
事成績評定要
領

（８）検査申請 担当監督員は、次のいずれかに該当するときは、工事検査申請
手続きを行う。
（1）完成届出書を受理したとき
（2）出来形確認請求書を受理したとき
（3）契約の解除の通知をし、又は解除の通知を受けたとき
（4）中間検査申請書を受理したとき

執規　第39条 契 第31条
静岡県建設工
事検査要領

（９）工事成績の
評定

監督員は、工事が完成したときは、静岡県建設工事成績評定要
領に基づき工事成績の評定を行う。

静岡県建設工
事成績評定要
領及び同運用
通知

（１０）工事完成検
査等の立会い

工事の完成、出来形、中間の各検査時は、原則として監督員等
（総括監督員、主任監督員、担当監督員等）が立会う。

静岡県建設工
事検査要領

参考資料 別添「執行規則に基づく監督業務の内容」

（注） 「執規」
は静岡県工事
執行規則をい
う。

（注）「契」は静
岡県建設工事
請負契約約款
をいう。

（注）「標仕」は
公共建築工事
標準仕様書を
いう。

公共建築工事標準仕様書以外の仕様書を適用する工事については、適用される仕様書の規定を遵守する。
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執行規則に基づく監督業務の内容

第９条　関連工事の調整（約款第２条）

第13条　権利義務の譲渡等（約款第５条）

　請負契約により生ず
る義務はもとより、権
利についても受注者が
加入している事業協同
組合から制度的に建設
工事の施工に必要な資
金を借り入れるため、
請負代金請求権を当該
組合に譲渡する場合の
ほかは、原則として第
三者に対して譲渡する
ことを承諾しないこ
と。

　第１項　受注者は、
請負契約により生ずる
権利又は義務を第三者
に譲渡し、又は承継さ
せてはならない。　た
だし、あらかじめ、契
約担当者の承諾を得た
場合は、この限りでな
い。
　第２項　受注者は、
工事目的物、工事材料
（工事製品を含む。以
下同じ。）のうち第24
条第２項の検査に合格
したもの及び第45条第
３項の規定による部分
払のための確認を受け
たもの並びに工事仮設
物を第三者に譲渡し、
貸与し、又は抵当権そ
の他の担保の目的に供
してはならない。　た
だし、あらかじめ、契
約担当者の承諾を得た
場合は、この限りでな
い。
　第３項　受注者は、
請負代金の請求権の譲
渡について承諾を得よ
うとするときは、様式
第７号による建設工事
請負代金請求権譲渡承
諾（変更承諾）申請書
を契約担当者に提出し
なければならない。こ
れを変更しようとする
ときも同様とする。

　発注者の書面による承諾のな
い限り禁止される受注者の処分
行為は、譲渡、貸与及び抵当権
等の担保の目的に供することで
ある。
　工事材料については、貸権譲
渡担保等の目的に供すること
が、その他の担保の目的に供す
ることに該当する。

　当該工事
が、契約担当
者が発注した
第三者の施工
する他の工事
と関連し工事
の進捗に支障
を及ぼすと認
められるとき
は、主任監督
員に報告しな
ければならな
い。

　第１項（後段）この
場合においては、受注
者は、契約担当者の調
整に従い、第三者の行
う建設工事の円滑な施
工に協力しなければな
らない。

　「必要があるとき」とは、受
注者又は発注者から工事を請け
負っている第三者のいずれかの
申し出があった場合のほか、発
注者が工事全体の円滑な施工の
ため必要と判断したときも含む
ものである。
　「調整」の内容は、工事の関
連する態様により多様であり、
その程度も一様でないが、単純
にいえば、受注者及び他の工事
を施工する第三者（この第三者
についても、この約款に基づい
て契約していることが当然予想
されるので、当該契約において
調整に従わなければならないこ
とになる。）の工事の実施工
程、施工方法等について、必要
な範囲内における調整をするこ
とである。また、一方の工事が
遅延したため、他方の工事にも
影響が生ずる場合には、他方の
工事の促進を図ることも含まれ
ると解する。
　受注者は、発注者の調整に従
い、第三者の施工する工事の円
滑な施工に協力しなければなら
ないが、この調整に従ったこと
を理由として請負代金額の変
更、又は必要とした費用を発注
者が負担することを要求するこ
とはできないと解する。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

　第１項（前段）契約
担当者は、受注者の施
工する建設工事及び契
約担当者の発注に係る
第三者の施工する他の
建設工事が施工上密接
に関連する場合におい
て、必要があるとき
は、その施工につき、
調整を行うものとす
る。

　主任監督員
から報告を受
けた場合にお
いて、工期及
び請負代金額
を変更し、又
は工事を打ち
切る等の必要
が生じる場合
には、契約担
当者に報告し
なければなら
ない。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
第三者の施工
する工事と両
方の工程、そ
の他必要な事
項を調整し、
総括監督員に
報告しなけれ
ばならない。
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第14条　一括委任又は一括下請負の禁止（約款第６条）

第15条　下請負人の通知（約款第７条）

 （１）

（２）
 （２） （３）

 （３）

（１）下請負人の住所及
び商号

※平成10年６月19
付け、管第149号
「中小建設業者の
受注機会の確保等
について（通
知）」により、当
分の間、下請負通
知書を全ての工事
から徴取。

　第２項　請負者は、
前項の規定による請求
があったときは、遅滞
なく、様式第８号によ
る下請負人通知書によ
り契約担当者に通知し
なければならない。

 上記各号に掲げる
 場合のほか、契約
 担当者が特に必要
 と認めるとき

 （執行規則の運用第６
 下請負人に関する通知
 の請求）
 　次のいずれかに該当
 するときは受注者に対
 し、下請負人に関する
 事項を通知させるこ
 と。

 　受注者に対
 して下請負人
 に関する通知
 の請求をし契
 約担当者に報
 告しなければ
 ならない。

 　契約担当者
 から報告を受
 けたときは、
 速やかに事実
 関係を調査し
 受注者として
 の監督を徹底
 するよう受注
 者に指示する
 ものとする。
 　なお、指示
 しても徹底し
 ない場合には
 総括監督員に
 報告しなけれ
 ばならない。

  指示事項が下
 請負人に徹底
 しない等、監
 督行為が円滑
 に行われず工
 事の全部又は
 大部分を一括
 して委任又は
 下請負人に対
 して疑いがあ
 るときは、主
 任監督員に報
 告しなければ
 ならない。

　発注者が受注者に通知を求め
ることができる「その他必要な
事項」とは、例えば、下請負者
の住所、施工実績等の施工能
力、当該下請負人が担当する工
事内容、現場代理人の名称、主
任技術者の名称等であり、発注
者の必要に応じて決めることが
できる。
　なお、本規定とは直接関係な
いが、建設業法第24条の７に基
づく施工体制台帳の記載事項が
参考となろう。

 一括下請負に付し
 ている疑いがある
 とき

下請契約の内容
 下請負人が工事の
 施工又は管理につ
 いて不適当である
 と認められるとき

下請負人が請け
負った工事に係る
建設業の種類並び
に当該建設業の許
可の年月日及び許
可番号

　第１項　契約担当者
は、第14条の規定によ
る請負の禁止に違反す
る疑いがあると認める
ときは、下請け契約を
締結した請負者に対
し、次に掲げる事項の
通知を請求することが
できる。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

　第１項　受注者は、
建設工事の全部若しく
はその主たる部分又は
他の部分から独立して
その機能を発揮する工
作物の工事を一括して
第三者に委任し、又は
請け負わせてはならな
い。

　建設業法第22条第３項におい
て、受注者があらかじめ発注者
の書面による承諾を得た場合に
は、一括下請負の禁止が適用除
外されているが、「公共工事の
入札及び契約の適正化の促進に
関する法律」第14条において、
公共工事については適用除外さ
れていない。

　一括下請負とは見なされない
「受注者がその下請工事の施工
に実質的に関与しているもの」
とは、受注者が自ら総合的に企
画、調整及び指導（施工計画の
総合的な企画、工事全体の的確
な施工を確保するための工程管
理及び安全管理、工事目的物、
工事仮設物、工事使用材料等の
品質管理、下請負人間の施工調
整、下請負人に対する技術指
導、監督等）の全ての面におい
て主体的な役割を果たしている
ことをいい、単に現場に技術者
を置いているだけでは、実質的
に関与しているとはいえない。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

※平成30年7月
執行規則の運用
から削除
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備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

　第１項（後段）ただ
し、契約担当者が、そ
の工事材料及び施工方
法等を指定した場合に
おいて、設計図書に特
許権等の対象である旨
の明示がなく、かつ、
その存在を知らなかっ
たときは、契約担当者
は、受注者がその使用
に関して要した費用を
負担しなければならな
い。

　主任監督員
の報告が妥当
である場合に
は契約担当者
に報告しなけ
ればならな
い。

　担当監督員
から「その存
在を知らな
かった」との
報告を受けた
ときは、立証
方法を検討
し、受注者の
知悉を立証で
きないとき
は、その使用
に要した費用
を積算し、総
括監督員に報
告しなければ
ならない。

　その施工方
法を指定した
場合におい
て、設計図書
に特許権等の
対象のある旨
の明示がな
く、かつ、受
注者がその存
在を知ってい
たことを、立
証できないと
きは主任監督
員に報告しな
ければならな
い。

　第１項（前段）受注
者は、特許権、実用新
案権、意匠権、商標権
その他日本国の法律に
基づき保護される第三
者の権利（以下「特許
権等」という。）の対
象となっている工事材
料及び施工方法等（仮
設、施工方法その他工
事目的物を完成するた
めに必要な一切の手段
をいう。以下同じ。）
を使用するときは、そ
の使用に関する一切の
責任を負わなければな
らない。

　特許権等の第三者の権利の対
象になっている工事材料、施工
方法等を使用するときは、原則
として受注者がその使用に関す
る一切の責任を負う。
　受注者は、契約約款第１条第
３項の規定により、設計図書に
指定がない場合には、施工方法
等（仮設、施工方法その他工事
目的物を完成するために必要な
一切の手段）を定めなければな
らない。また、工事材料につい
ても、設計図書に指定がない場
合には、受注者が決定すること
となっている。このため、受注
者が自ら選択した施工方法等に
ついては、受注者自身がその責
任を負い、特許権等の使用料を
負担するのは当然と言えよう。
　なお、契約に係る工事を実施
するためには、第三者の権利の
対象となっている工事材料、施
工方法等を使用することが不可
欠である場合には、発注者は、
設計図書において指定すべきで
ある。
　ただし、受注者に選択権がな
い場合、すなわち、発注者が工
事材料、施工方法等を指定した
場合において、設計図書に特許
権等の第三者の権利の対象であ
る旨の明示がないときは、原則
として、発注者が使用に関して
要した費用を負担しなければな
らない。これは、原因者に負担
を帰したものである。
　この場合であっても、受注者
が第三者の権利の存在を知って
いたときには、受注者が負担す
べきものとされる。これは、原
因者（工事材料、施工方法等の
選択者）負担主義を公平の観点
から修正したものである。
　　したがって、「受注者がそ
の存在を知らなかったときに初
めて、発注者に費用の負担義務
が発生すると解すべきでなく、
むしろ、発注者が受注者の知悉
を立証したときに発注者の負担
義務が免責されると解すべきで
ある。

第16条　特許権等の使用（約款第８条）

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者
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第18条　自主施工の原則（約款第１条）

第19条　建設工事の着手（約款なし）

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
速やかに着手
するよう受注
者に指示しな
ければならな
い。

　受注者が工
事に着手しな
いときは、主
任監督員に報
告しなければ
ならない。

　第１項　受注者は、
請負契約締結後、速や
かに、建設工事に着手
しなければならない。

 仮設工事につ
いては、仮設
費積算基準に
より行うもの
とする。な
お、指定仮設
の施工につい
ては、受注者
に資料の整理
をさせなけれ
ばならない。

　第１項　施工方法等
については、請負契約
等において特に定める
場合を除き、受注者が
その責任において定め
るものとする。
　契約約款第１条第３
項　仮設、施工方法そ
の他工事目的物を完成
するために必要な一切
の手段（「施工方法
等」という。以下同
じ。）については、こ
の約款及び設計図書に
特別の定めがある場合
を除き、受注者がその
責任において定める。

　約款第１条第３項は、施工方
法等については、原則として、
受注者がその責任において定め
ることを明らかにし、施工主体
として受注者の自主性を明文で
保証したものである。したがっ
て、発注者は、工事の特殊性、
安全確保等のために必要がある
場合には、設計図書において、
施工方法等を指定することがで
きるが、設計図書に施工方法等
の指定をしない場合には、受注
者は、自己の責任において施工
方法等を選択するものとし、発
注者が施工方法等について注文
を付けることは許されない。こ
のため、契約後に施工方法等の
選択について発注者が注文を付
ける必要が生じた場合には、発
注者は、第21条の手続きに従っ
て設計図書を変更して、必要な
施工方法等の指定をしなければ
ならない。
　一方、受注者に自主的な選択
権が認められた結果、発注者の
指定の施工方法等については、
仮に受注者が実際に用いた施工
方法等がかなり高額なもので
あっても、請負代金額の変更等
の対象とはならない。
　また、受注者が他の施工方法
等を選択すれば工事を工期内に
完成することができたのに、あ
る特定の施工方法等を選択した
ために工期内に完成できない場
合には、受注者の責に帰すべき
事由による履行遅滞として発注
者の損害金請求権、解除権等が
発生する。また、他の施工方法
等を選択すれば第三者損害を防
ぐことができたのに、受注者が
特定の施工方法等を選択したこ
とにより損害を及ぼしたとき
は、発注者が専門的知識・経験
に照らして必要な指図をすべき
であるのに、指図をしなかった
ときは別として、発注者は被害
者に対して注文者としての責任
は負わず、また、受注者との関
係では、受注者は、自己が被害
者に賠償した費用を発注者に請
求することはできない。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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　第２項　受注者は、
工期が１月を超える建
設工事については、毎
月10日までに様式第10
号による工事工程月報
に前月末における建設
工事の進ちょくの状況
を記載し、契約担当者
に提出しなければなら
ない。
　第３項　受注者は、
契約担当者から請求が
あった場合において
は、請負契約締結後10
日以内に、設計図書に
基づいて請負代金内訳
書を作成し、契約担当
者に提出しなければな
らない。

　工事工程月
報が提出され
たときは、審
査し工程管理
を行わなけれ
ばならない。
　工程が10％
以上遅れてい
るときは、対
策を講じなけ
ればならな
い。
　工事工程月
報の受理は主
任監督員とす
る。

備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

　約款第３条第２項
契約担当者は、工程表
について直ちにその内
容を審査し、不適当と
認めたときは、受注者
に訂正を求めるものと
する。
　（執行規則の運用
第７　工程表）
　工事の管理は工程表
により行うが、請負代
金の額が500万円に満た
ない建設工事（以下
「小額工事」とい
う。）であって契約担
当者が特に工程表によ
る必要がないと認める
ものについては、受注
者又は現場代理人との
打合せに基づき工程を
管理することができる
ものとする。
　（執行規則の運用
第８　工事工程月報）
　工期が１ｹ月を超える
建設工事の進捗状況の
把握は、工事工程月報
により行うが、小額工
事であって契約担当者
が特に工事工程月報に
よる必要がないと認め
るものについては、受
注者に対しその提出を
省略させることができ
るものとする。

　契約額6,000
万円以上の建
設工事の工程
表を決裁す
る。

　担当監督員
から工程表に
ついて報告を
受けたとき
は、決裁し報
告する。
　ただし、契
約金額が6,000
万円以上の場
合には総括監
督員に報告す
るものとす
る。

　受注者より
工程表が提出
されたとき
は、速やかに
審査し、意見
を付し主任監
督員に報告す
るものとす
る。

　第１項　受注者は、
請負契約締結後10日以
内に、設計図書に基づ
いて様式第９号による
工程表を作成し、契約
担当者に提出しなけれ
ばならない。

第20条　工程表、工事工程月報及び請負代金内訳書（約款第３条）

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者
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第21条　監督員（約款第９条）

（１）

（２）

（３）

　第１項　契約担当者
は、監督員を置いたと
きは、その者の氏名を
受注者に通知しなけれ
ばならない。監督員を
変更したときも同様と
する。
　第３項　契約担当者
は、２人以上の監督員
を置き、前項の権限を
分担させたときは、そ
れぞれの監督員の有す
る権限の内容を受注者
に通知しなければなら
ない。
　第５項　契約担当者
が監督員を置いたとき
は、この規則に定める
請求、通知、報告、承
諾及び解除であって受
注者が契約担当者に対
して行うものについて
は、第23条第４項の規
定による請求を除き、
監督員を経由して行う
ものとする。この場合
においては監督員に到
達した日をもって契約
担当者に到達したもの
とみなす。
　第６項　契約担当者
が監督員を置かないと
きは、この規定に定め
る監督員の権限は、契
約担当者に帰属する。
（執行規則の運用　第
９　監督員の氏名等の
通知）
（１）監督員の氏名等
の通知は、書面により
行うが、小額工事で
あって契約担当者が特
に書面による必要がな
いと認めるものについ
ては、口頭で通知する
ことにより、これに代
えることができるもの
とする。
（２）監督員の氏名等
の書面による通知は、
別紙様式１により行う
ものとする。
（執行規則の運用　第
10　監督員の指示又は
承諾）
　監督員の指示又は承
諾は書面で行うが、時
間的余裕のない緊急の
場合等には、口頭によ
りできるものとする。

　第２項　監督員は、各本条に特別の定めがあ
る場合を除くほか、次に掲げる権限を有し、請
負契約の定めるところにより、これを行使す
る。

　「監督員」とは、通常、工事
が施工されるときは、発注者が
直接工事現場において監督を行
うことは少なく、発注者は、請
負契約の適正な履行を確保する
ために、発注者の職員又は外部
の者を監督員として置き、工事
の施工、工事材料の調合、立会
いを行わせることが通例であ
る。このように施工途中での監
督を行うのは、建設工事はその
性質上、工事完成後に施工の適
否を判定することが困難であ
り、また仮に不適当であること
を発見できても、それを修復す
るには相当の費用を要する場合
が多く、施工の段階で逐次監督
することが合理的であるとの考
えによるものである。
　本条は、このような考え方の
もとに、発注者は、監督員を置
くことができることとし、監督
員を置かない場合には、監督員
の権限は、発注者に帰属するこ
とを第６項において確認的に定
めている。そして、第１項は、
監督員を置く場合には、監督員
の氏名を受注者に通知しなけれ
ばならないこととしている。
　本条は、このような理由によ
り監督員を置くことにしたもの
であるが、一方、監督員の監督
行為は、必要最小限度にとど
め、受注者の自主的な工事の施
工を確保する趣旨から、監督員
の権限の範囲を明確にしたもの
である。
　監督員が有する権限は、約款
において大略次の３つに分ける
ことができる。

　請負契約の履行についての受注者又は
受注者の現場代理人に対する指示、承諾
又は協議
　設計図書に基づく工事の施工ための詳
細図等の作成及び交付又は受注者が作成
した詳細図等の承諾
　設計図書に基づく工程の管理、工事の
施工への立会い、工事の施工の状況の検
査又は工事材料の検査（確認を含む。第
24条第２項及び第３項において同じ。）

　第４項　第２項の規定による監督員の権限の
うち指示又は承諾は、第10項第７項の規定にか
かわらず、口頭により行うことができる。

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
明らかに判断
のつくものは
指示し、その
他のものにつ
いては総括監
督員に報告す
るものとす
る。

　第２項
（１）、
（２）、
（３）号につ
いて、担当監
督員は監督を
行うに必要な
諸基準によ
り、明らかに
判断のつくも
のについては
受注者に指
示、承諾又は
協議を行うも
のとし、その
他については
主任監督員に
報告するもの
とする。

　主任監督員
の報告に対し
明らかに判断
のつくものは
指示し、その
他のものは、
契約担当者に
報告するもの
とする。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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第22条　主任技術者、現場代理人等（約款第10条）

（１）

（２）

（３）

（１）現場代理人
（２）

（執行規則の運用第１１　主任
技術者、現場代理人等の通知及
び現場代理人の常駐義務）
主任技術者又は監理技術者、現
場代理人及び専門技術者の氏名
は、書面により通知させるが、

　担当監督員
から主任技術
者、現場代理
人等の通知を
受理したとき
は、決裁をす
る。

　受注者か
ら、主任技術
者、現場代理
人等の通知を
受けたときは､
主任監督員に
報告しなけれ
ばならない。

 第１項　受注者は、次
の各号に掲げるいずれ
かの者の氏名等を様式
第11号による主任技術
者等通知書により契約
担当者に通知しなけれ
ばならない。これらの
者を変更したときも同
様とする。

　「現場代理人」とは、請負契
約の的確な履行を確保するた
め、工事現場の取締りのほか、
工事の施工及び契約関係事務に
関する一切の事項を処理する者
として工事現場に置かれる受注
者の代理人であり、工事現場に
常駐することとされている。
　「主任技術者、監理技術者」
とは、工事現場における建設工
事の施工の技術上の管理をつか
さどる者として、法第26条第１
項又は第２項の規定により配置
が義務づけられている技術者で
ある。
　このうち、監理技術者は、下
請契約の請負金額の額（下請契
約が２以上あるときは、それら
の請負代金の額の総額）が
3,500万円（建築一式工事であ
る場合においては7,000万円）
以上になる場合において、受注
者たる特定建設業者が配置しな
ければならないとされる法第15
条第２項の基準を充足する技術
者である。　主任技術者とは、
その他の建設工事の現場に配置
すべきものとされる同法第７条
第２号の基準を充足する技術者
である。
　「専門技術者」とは、受注者
が建築一式工事又は土木一式工
事を施工する場合において、そ
の一式工事の一部である専門工
事を自ら施工しようとするとき
に、又は専門工事を施工する場
合において自らそれらに付帯す
る他の建設工事を施工しようと
するときに建設業法上配置する
ことが要求されている技術者で
ある。（法第26条の２）
 「常駐」とは、当該工事のみ
を担当しているだけでなく、さ
らに作業期間中、特別の理由が
ある場合を除き常に工事現場に
滞在することを意味するもので
あり、発注者又は監督員との連
絡に支障をきたさないことを目
的としたものである。
　「運営、取締り」とは、請負
契約に基づく工事の施工に関
し、受注者において行う工事現
場に関するすべての管理行為を
指すものとし、受注者の適正な
施工又は管理が確保できない場
合には、直接技術者や下請負人
等に対して必要な措置をとるこ
とを請求できるものと解する。
したがって、工事の施工上必要
とされる労務管理、工程管理、
安全管理その他の管理行為のほ
か、工事現場の風紀の維持等も
これに含まれる。

主任技術者（法第
26条第１項に規定
する主任技術者を
いう。以下同
じ。）
専任の主任技術者
（法第26条第３項
の規定により専任
のものでなければ
ならない主任技術
者をいう。以下同
じ。）

　専任の監理技術
者（法第26条第４
項の規定により選
任された専任のも
のでなければなら
ない監理技術者を
いう。以下同
じ。）

　第２項　受注者は、
次に掲げる者を置いた
ときは、その者の氏名
等を様式第11号による
主任技術者等通知書に
より契約担当者に通知
しなければならない。
これらの者を変更した
ときも同様とする。

専門技術者（法第
26条の２に規定す
る建設工事の施工
の技術上の管理を
つかさどる者い
う。以下同じ。）

　第３項　現場代理人
は、請負契約の履行に
関し、工事現場に常駐
し、その運営及び取締
りを行うほか、第23条
第１項の規定による請
求の受理、同条第３項
の規定による決定及び
通知、同条第４項の規
定による請求並びに同
条第５項の規定による
通知の受理、請負代金
額の変更、請負代金の
請求及び受領並びに請
負契約の解除に係る権
限を除き、この規定に
基づく受注者の一切の
権限を行使することが
できる。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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第22条の２　履行報告（約款第11条）

（執行規則の運用　第
12　履行報告）
　契約の履行について
の報告とは、過去の履
行状況についての報告
も含むものであるこ
と。

　第１項　受注者は、
様式第12号による工事
記録簿に必要な事項を
記録し、監督員が指示
したときはこれを提示
しなければならない。
　第２項　前項の規定
によるほか、受注者
は、設計図書に定める
ところにより、契約の
履行について契約担当
者に報告しなければな
らない。

　本条の規定により設計図書で
定めている履行報告の例として
は、施工計画書、実施工程表、
工事打合せ書、建設機械使用実
績報告書等がある。このうち、
施工計画書は、工事目的物を完
成するために必要な手順、施工
方法等を記したものであり、計
画工程表、現場組織表、安全管
理、指定機械、主要資材、施工
方法等、施工管理計画、緊急時
の体制及び対応、交通管理、環
境対策、現場作業環境の整備、
再生資源の利用の促進等の事項
を含むものである。一般的に
は、受注者は、準備工事を開始
する前に施工計画書を発注者に
提出することとなっている。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

第４項　受注者は、前
項の規定にかかわら
ず、同項の規定により
現場代理人が行使でき
るとされた権限のうち
現場代理人に委任せず
自ら行使しようとする
ものがあるときは、あ
らかじめ、当該権限の
内容を契約担当者に通
知しなければならな
い。

小額工事であって契約担当者が
特に書面により通知させる必要
がないと認めるものについて
は、口頭で通知させることによ
り、これに代えることができる
ものとする。
現場代理人の常駐義務の緩和
は、「県発注工事に係る現場代
理人の常駐義務緩和の試行につ
いて」等の通知に基づくほか
は、原則として承諾しないこ
と。

第５項　現場代理人、
主任技術者又は専任の
監理技術者及び専門技
術者は、兼ねることが
できる。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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第23条　工事関係者に関する措置請求（約款第12条）

第24条　工事材料の品質、検査等（約款第13条）

１．

２．

　第１項　工事材料は、設計図書に定める品質
を有するものを使用しなければならない。
　ただし、設計図書にその品質の定めのない場
合にあっては、中等の品質を有する工事材料を
使用するものとする。
　第３項　監督員は、受注者から前項の検査を
請求されたときは、当該請求を受けた日から７
日以内に検査を行わなければならない。

　第２項　受注者は、
設計図書において監督
員の検査を受けて使用
すべきものとされた工
事材料については、当
該検査に合格したもの
を使用しなければなら
ない。
　第４項　第２項の検
査に直接必要な費用
は、受注者の負担とす
る。
　第５項　受注者は、
工事現場内に搬入した
工事材料を監督員の承
諾を受けないで工事現
場外に搬出してはなら
ない。
　第６項　受注者は、
前項の規定にかかわら
ず、第２項の検査の結
果不合格と決定された
工事材料については、
当該決定を受けた日か
ら７日以内に工事現場

　主任監督員又は担当監
督員は、使用承諾し検査
を受けて使用すべきもの
とされた工事材料が現場
に搬入された場合には、
形状、寸法、数量等の検
査を行うものとする。
　工事材料検査を行った
ときは、受注者に材料検
査簿に記入させ検印しな
ければならない。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

　第１項　契約担当者
は、現場代理人がその
職務（主任技術者若し
くは専任の監理技術者
又は専門技術者と兼務
する現場代理人にあっ
ては、これらの職務を
含む。）の執行につき
著しく不適当と認める
ときは、受注者に対し
て、その理由を明示し
た書面により、必要な
措置をとるべきことを
請求することができ
る。
　第２項　契約担当者
又は監督員は、主任技
術者又は専任の監理技
術者、専門技術者（こ
れらの者と現場代理人
を兼務する者を除
く。）、下請負人、労
働者その他受注者が工
事を施工するために使
用している者で工事の
管理又は施工につき著
しく不適当と認められ
るものがあるときは、
受注者に対して、その
理由を明示した書面に
より、必要な措置をと
るべきことを請求する
ことができる。
　第５項　契約担当者
は、前項の規定による
請求があったときは、
当該請求に係る事項に
ついて決定し、その結
果を請求があった日か
ら10日以内に受注者に
通知しなければならな
い。

　主任監督員
より報告を受
け、著しく不
適当である客
観的妥当性が
立証される場
合には、書面
をもって受注
者に必要な措
置をとるよう
求めるものと
する。

　担当監督員
より報告を受
けたときは、
事実関係を調
査し総括監督
員に報告しな
ければならな
い。

　建設工事の
施工につい
て、不適当で
ある工事関係
者がある場合
にはその事由
を付して主任
監督員に報告
しなければな
らない。

　第３項　受注者は、
前２項による請求が
あったときは、当該請
求に係る事項について
決定し、その結果を請
求を受けた日から10日
以内に契約担当者に通
知しなければならな
い。
　第４項　受注者は、
監督員がその職務の執
行につき著しく不適当
と認められるときは、
契約担当者に対して、
その理由を明示した書
面により、必要な措置
をとるべきことを請求
することができる。

 「著しく不適当と認められ
る」ためには、客観性がなけれ
ばならず、単に発注者が主観的
に著しく不適当と認めても、本
項の対象にはならない。
　たとえば、品行が悪いという
ようなことのみでは本項の対象
となるものではないが、それ
が、工事現場周辺に悪影響を及
ぼし、ひいては工事の施工が有
形無形の影響を受ける場合等に
は、本条の対象となると考え
る。
　「必要な措置」は、是正措置
の指示のほか、その程度に応じ
て交替を含むものである。ま
た、監督員は第21条第２項第１
号に基づいて受注者又は現場代
理人に対して、技術者や下請負
人等に施工又は管理について指
示することができるが、第２項
は、このような指示を行っても
十分な効果が見られず、技術者
や下請負人等の適正な施工又は
管理が確保できない場合には、
受注者に対して必要な措置をと
ることを請求できるものとす
る。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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第25条　監督員の立会い、見本等の整備等（約款第14条）

主任監督員 担当監督員
 第４項　監督員は、受注者から第１項又は第
２項の立会い又は見本検査を請求されたとき
は、当該請求を受けた日から７日以内に立会い
又は見本検査を行わなければならない。
　第５項　前項に規定する期間内に、監督員が
正当な理由なく立会い又は見本検査を行わない
ため、その後の工程に支障を来たすときは、受
注者は、監督員に通知した上で、立会い又は見
本検査を受けることなく、当該工事材料を調合
して使用し、又は当該工事を施工することがで
きる。この場合において、受注者は、当該工事
材料の調合又は当該工事の施工を適切に行った
ことを証する見本等を整備し、監督員の請求が
あったときは、整備した見本等を当該請求を受
けた日から７日以内に提出しなければならな
い。

　第１項　受注者は、
設計図書において監督
員立会いの上調合し、
又は調合について見本
検査を受けるものとさ
れた工事材料について
は、立会いを受けて調
合したもの又は見本検
査に合格したものを使
用しなければならな
い。
　第２項　受注者は、
設計図書において監督
員の立会いの上施工す
るものとされた工事に
ついては、立会いを受
けて施工しなければな
らない。
　第３項　受注者は、
前２項に規定するもの
のほか、設計図書にお
いて見本、工事の写真
その他の記録（以下
「見本等」という。）
を整備すべきものとさ
れた工事材料の調合又
は工事の施工をすると
きは、設計図書に定め
るところにより見本等
を整備し、監督員の請
求があったときは、整
備した見本等を当該請
求を受けた日から７日
以内に提出しなければ
ならない。
　第６項　第１項、第
３項又は前項の場合に
おいて、見本検査又は
見本等の整備に直接必
要な費用は、受注者の
負担とする。

　建設工事の施工にあたって
は、工事材料の品質が工事目的
物の良否を決める重要な要素で
あると同時に、具体の工事の施
工の良否もまた工事目的物の良
否を決める重要な要素である。
したがって、工事材料の検査と
同時に、具体の工事の施工にあ
たっても、受注者の自主的な施
工管理に期待しつつ、監督員が
立会い等を行って適正な施工の
確保に努めるのが一般的な方法
である。
　また、公共工事の施工に当
たっては、監督員が立会い等に
より適正な施工の確保に努める
とともに、工事が完成した場合
において発注者の定める検査職
員が完成の確認のための検査を
行うのが通例であり、本約款に
おいても第31条第２項に規定し
ているところである。
　このように適正な施工を確保
するために様々な方法がとられ
ているが、工事完成後に検査職
員が検査を行う場合において
は、工事内容が外面から判断し
得ない部分が多いため、施工中
の監督員の立会いや工事記録の
整備が重要な意味を持つことに
なる。

　担当監督員
から立会いで
きないとの報
告を受けたと
きは、自ら立
会わなければ
ならない。
　立会いが困
難な場合には
受注者に対し
資料を提出さ
せ確認するも
のとする。

　受注者の求
めに応じて立
会いし、設計
図書及び諸基
準に基づき工
事を施工させ
なければなら
ない。
　また、立会
いできない場
合には主任監
督員に報告し
なければなら
ない。

備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

外に搬出しなければな
らない。
　第７項　受注者は、
主要な工事材料で完成
検査を受ける際に外部
から明視することがで
きないものについて第
２項の検査を受けたと
きは、様式第13号によ
る材料検査簿にその状
況を記入し、監督員の
検印を受けるものとす
る。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者
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第26条　支給材料及び貸与品（約款第15条）

①

②

③

　第１項　契約担当者
が受注者に支給する工
事材料（以下「支給材
料」という。）及び貸
与する建設機械器具
（以下「貸与品」とい
う。）の品名、数量、
品質、規格、又は性
能、引渡場所及び引渡
時期は、設計図書に定
めるところによる。
　第６項　契約担当者
は、受注者から第３項
又は前項の規定による
通知を受けた場合にお
いては、当該支給材料
又は貸与品に代えて他
の支給材料又は貸与品
を引き渡さなければな
らない。ただし、既に
引き渡した支給材料又
は貸与品を使用するこ
とによっても工事の目
的を達成することがで
きると認められる場合
にあっては、支給材料
若しくは貸与品の品
名、数量、品質若しく
は性能を変更し、又は
理由を明示した書面に
より、当該支給材料若
しくは貸与品の使用を
受注者に請求すること
ができる。
　第７項　契約担当者
は、前項に規定するほ
か、必要があると認め
るときは、支給材料又
は貸与品の品名、数
量、品質、規格若しく
は性能、引渡場所又は
引渡時期を変更するこ
とができる。

　総括監督員
は主任監督員
より報告を受
けたときに
は、契約担当
者に報告しな
ければならな
い。

　第２項　監督員は、支給材料
又は貸与品の引渡しに当たって
は、受注者の立会いの上、県の
負担において、当該支給材料又
は貸与品を検査しなければなら
ない。

　第３項　前項の規定
による検査の結果、受
注者は、その品名、数
量、品質又は規格若し
くは性能が設計図書の
定めと異なり、又は使
用に適当でないと認め
たときは、その旨を直
ちに契約担当者に通知
するとともに、その引
渡しを拒むことができ
る。
　第４項　受注者は、
支給材料又は貸与品の
引渡しを受けたとき
は、引渡しの日から７
日以内に、契約担当者
に受領書又は借用書を
提出しなければならな
い。
　第５項　受注者は、
支給材料又は貸与品の
引渡しを受けた後、当
該支給材料又は貸与品
に第２項の規定による
検査によっては発見す
ることが困難であった
隠れたかしがあり使用
に適当でないと認めた
ときは、その旨を直ち
に契約担当者に通知し
なければならない。
　第８項　受注者は、
引渡しを受けた支給材
料及び貸与品を善良な
管理者の注意をもって
管理しなけてばならな
い。
　第９項　受注者は、
設計図書に定めるとこ
ろにより、建設工事の
完成、設計図書の変更
等によって不用となっ
た支給材料又は貸与品
を契約担当者に返還し
なければならない。
　第10項　受注者は、
故意又は過失により支
給材料又は貸与品が滅
失し、若しくはき損
し、又はその返還が不
可能となったときは、
契約担当者の指定した
期間内に代品を納め、
若しくは原状に復し、
又は損害を賠償しなけ
ればならない。
　第11条　受注者は、
支給材料又は貸与品の
使用方法が設計図書に
定められていないとき
は、その使用方法につ
き監督員の指示に従わ
なければならない。

　主任監督員
は担当監督員
より報告を受
けたときに
は、審査し総
括監督員に報
告しなければ
ならない。

　設計図書
で支給され
ることに
なっている
工事材料又
は貸与品に
ついて、品
名、数量、
品質、規格
等受注者立
会いの上検
査して引渡
すものとす
る。引渡し
が完了した
ときには、
受注者より
受領書を提
出させ主任
監督員に報
告しなけれ
ばならな
い。
　支給材料
又は貸与品
が使用でき
ない場合又
は変更する
必要が生じ
た場合には
主任監督員
に報告しな
ければなら
ない。
　支給材料
又は貸与品
が返還され
たときは、
主任監督員
に報告しな
ければなら
ない。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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第26条の２　工期等の変更及び費用の負担（約款なし）

第27条　設計図書不適合の場合の改造義務、破壊検査等（約款第17条）

①

②

第２項　第26条の２の
規定は、前項に規定す
る不適合が監督員の指
示その他契約担当者の
責めに帰すべき事由に
よって生じた場合に準
用する。

 第３項　監督員は、受注者が第24条第２項又
は第25条第１項から第３項までの規定に違反し
たことが明らかな場合において、必要があると
認められるときは、工事の施工部分を破壊して
検査することができる。
　第４項　前項に規定するもののほか、監督員
は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと
認められる相当の理由がある場合において、必
要があると認められるときは、その理由を受注
者に通知して、工事の施工部分を最小限度の範
囲に限り破壊して検査することができる。

　第１項　受注者は、
工事の施工部分が設計
図書に適合しない場合
において、監督員がそ
の改造を請求したとき
は、当該請求に従わな
ければならない。
　第５項　前２項の場
合において、検査及び
復旧に直接要する費用
は、受注者の負担とす
る。

　主任監督員
より報告を受
けたときは、
受注者に修補
を命令しなけ
ればならな
い。
　また、修補
の取扱は検査
要領における
「修補取扱基
準」に準ず
る。

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
調査し意見を
付して総括監
督員に報告し
なければなら
ない。
　修補が完了
したときは、
主任監督員が
確認し、総括
監督員に報告
しなければな
らない。

　第３項の
規定により
違反したこ
とが明らか
な場合と判
断されたと
きには、主
任監督員に
報告しなけ
ればならな
い。
　第４項の
規定により
設計図書に
適合しない
と認められ

　第１項　前条第６項
及び第７項の場合にお
いて、当事者は必要に
応じ工期又は請負代金
額を変更し、県は受注
者に生じた損害につき
必要な費用を負担しな
ければならない。
　第２項　前項の規定
による変更後の工期又
は請負代金額は、当事
者が協議して定める。
ただし、当該協議の開
始の日から14日以内に
協議が整わない場合に
は、契約担当者が定
め、受注者に通知す
る。
　第３項　前項の規定
による協議の開始の日
（以下「変更協議開始
日」という。）につい
ては、契約担当者が受
注者の意見を聴いて定
め、受注者に通知する
ものとする。ただし、
契約担当者が、工期又
は請負代金額の変更事
由が生じた日から７日
以内に変更協議開始日
を通知しない場合に
は、受注者が変更協議
開始日を定め、契約担
当者に通知することが
できる。
　第４項　第１項の必
要な費用の額は、当事
者が協議して定める。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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③

第28条　条件変更等（約款第18条）

①

（１）

（２）

（３）

（４）

②

（５）

　第３項　契約担当者
は、受注者の意見を聴
いて、前項の調査の結
果（これに対してとる
べき措置を指示する必
要があるときは、当該
指示を含む。）をとり
まとめ、調査の終了後
14日以内に、その結果
を受注者に通知しなけ
ればならない。ただ
し、その期限内に通知
できないやむを得ない
理由があるときは、あ
らかじめ受注者の意見
を聴いた上、当該期間
を延長することができ
る。
　第４項　前項の規定
によりとりまとめられ
た調査の結果におい
て、第１項各号に掲げ
る事実が確認された場
合で、必要があると認
められるときは、契約
担当者は、設計図書の
訂正又は変更を行わな
ければならない。ただ
し、同項第４号又は第
５号に掲げる事実が確
認されその結果設計図
書を変更する場合（工
事目的物の変更を伴わ
ない場合に限る。）に
は受注者と協議して行
う。
　第５項　第26条の２
の規定は、前項の規定
により設計図書の訂正
又は変更が行われた場
合に準用する。

 第２項　監督員は、前項の規定による確認を
請求されたとき、又は自ら同項各号に掲げる事
実を発見したときは、受注者の立会いの上、直
ちに調査を行わなければならない。ただし、受
注者が立会いに応じない場合には、受注者の立
会いを受けずに行うことができる。

　第１項　受注者は、
工事の施工に当たり、
次の各号のいずれかに
該当する事実を発見し
たときは、直ちにその
旨を監督員に通知し、
その確認を請求しなけ
ればならない。　主任監督員

の報告を受け
たときは、判
断可能なもの
は指示し、そ
の他について
は契約担当者
に報告しなけ
ればならな
い。

　担当監督員
より第１項の
調査結果につ
いて報告を受
けたときは、
この規定の全
般の趣旨から
みて再調査等
事実の確認、
あるいはとり
あえずの工事
の中止、応急
措置等の指示
を与えるもの
とするが内容
が重要なもの
については総
括監督員に報
告しなければ
ならない。

　第１項の
確認を求め
られたとき
は、速やか
に調査を行
い、諸基準
により明ら
かに判断の
つくものは
受注者に指
示するもの
とし、その
他について
は主任監督
員に報告し
なければな
らない。

　設計図書が相互
に一致しないこと
（設計図書に優先
順位が定められて
いる場合を除
く。）
　設計図書に誤
びゅう又は脱漏が
あること。
　設計図書の表示
が明確でないこ
と。
　工事現場の形
状、地質、ゆう水
等の状態、施工上
の制約その他の設
計図書に示された
施工条件と実際の
工事現場が一致し
ないこと。

　第１項の
報告の結
果、工事内
容の変更又
は、設計図
書の訂正を
行う必要が
ある場合に
は、第29条
第１項及び
第２項を準
用し、「設
計変更事務
処理要領」
に基づき、
変更指示書
又は変更設
計書を提出
しなければ
ならない。

　設計図書で明示
されていない施工
条件について予測
することのできな
い特別の状態が生
じたこと。

るときに
は、主任監
督員に報告
しなければ
ならない。
　修補が完
了したとき
は、受注者
から修補完
了届出書を
提出させ、
主任監督員
に報告しな
ければなら
ない。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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第29条　設計図書の変更（約款第19条）

第29条の２　工事の中止（約款第20条）

　第１項　工事の用地
等の確保ができない等
のため又は暴風、豪
雨、洪水、高潮、地
震、地すべり、落盤、
火災、騒乱、暴動その
他の自然的若しくは人
為的な事象（以下「天
災等」という。）で
あって、受注者の責め
に帰すことができない
ものにより工事目的物
に損害を生じ、若しく
は工事現場の状態が変
動したため、受注者が
建設工事を施工できな
いと認められるとき
は、契約担当者は、直
ちに受注者に通知し
て、建設工事の全部又
は一部の施工を一時中
止させなければならな
い。
　第２項　前項に規定
するもののほか、契約
担当者は、必要がある
と認められるときは、
受注者に通知して、建
設工事の全部又は一部
の施工を一時中止させ
ることができる。

　主任監督員
より報告を受
けたときは、
判断可能なも
のは指示し、
その他につい
ては契約担当
者に報告しな
ければならな
い。

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
内容を検討
し、又は必要
に応じて調査
を行い意見を
付して総括監
督員に報告し
なければなら
ない。

　建設工事の
全部又は一部
の施工を一時
中止し、工期
及び請負代金
額を変更する
必要が生じた
場合には、主
任監督員に報
告しなければ
ならない。

　第１項においては、受注者の
責に帰すことができない事由に
よって工事を施工することがで
きないと認められる場合を２つ
に分けて規定している。すなわ
ち、第１が「工事用地等の確保
ができない等のため受注者が工
事を施工できないと認められる
とき」であり、第２が「暴風、
豪雨、洪水、高潮、地震、地す
べり、落盤、火災、騒乱、暴動
その他自然的又は人為的な事象
であって受注者の責めに帰する
ことができないものにより工事
目的物等に損害を生じ若しくは
工事現場の状態が変動したため
受注者が工事を施工できないと
認められるとき」である。
第１の場合には、例えば、発注
者の義務である工事用地等の確
保（第26条の３）が行われない
ため施工できない場合、設計図
書と実際に施工条件の相違又は
設計図書の不備が発見されたた
め（第28条）施工を続けること
が不可能と認められる場合など
含まれよう。
　また、第２の場合における
「自然的又は人為的な事象」に
は、埋蔵文化財の発掘又は調
査、反対運動などの妨害活動等

　「設計図書の変更」　公共工
事の発注者は、工事の目的物の
目的、構造、仕様等を十分検討
した後設計を行い、請負契約を
締結すべきであるが、工事の施
工途中においてその意思、判断
を変更せざるを得ない事態が生
ずることもある。その場合に
は、発注者は、前条で述べた工
事の施工条件等とは異なり、自
らの意思で設計図書を変更しな
ければならないこととなる。
　このように、発注者は、必要
があると認めるときは、設計図
書の変更を行うことができる
が、この場合には、設計図書の
変更内容を書面をもって受注者
に通知しなければならない。ま
た、「必要があると認める」か
否かは、発注者の自由な判断で
あり、その理由を受注者に示す
必要がないし、受注者の意思が
入る余地もない。同時に、変更
する設計図書の内容も、発注者
の自由な意思により決定される
ものと解される。
　上記のように、発注者は、自
己の都合により設計図書を変更
することができるが、その場合
には、発注者と受注者の契約関
係のバランスをとることが要請
されるため、工期又は請負代金
額の変更を行うのは当然であ
り、また、設計図書の変更に伴
い受注者が被った損害を発注者
が負担しなければならないこと
はいうまでもない。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

　第１項　契約担当者
は、必要があると認め
るときは、その内容を
受注者に通知して、設
計図書を変更すること
ができる。
　第２項　第26条の２
の規定は、前項の規定
による設計図書の変更
が行われた場合に準用
する。

　主任監督員
より報告を受
けたときは、
判断可能なも
のは指示し、
その他につい
ては契約担当
者に報告しな
ければならな
い。

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
内容を検討
し、又は必要
に応じて調査
を行い意見を
付して総括監
督員に報告し
なければなら
ない。

　設計図書を
変更し、工期
及び請負代金
額を変更する
必要が生じた
場合には、主
任監督員に報
告しなければ
ならない。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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第30条　請負者による工期の延長の請求（約款第21条）

「工事遅延事由の一般論」

ア）

イ）

ウ）

　受注者が工期の満了の日まで
に工事を完成しなければならな
いことは、契約上当然のことで
あるが、種々の事情により定め
られた工期内に工事を完成させ
ることが困難となる場合があ
る。このように工事の工期内完
成が不可能となる場合は、一般
的に次の３つに分類される。

　受注者の帰責事由によ
り工事の着手が遅れ、又
は工事の進捗がはかどら
ない場合
　条件変更、設計図書の
変更、前払金等の不払に
対する工事中止の場合な
ど契約内容の変更、又は
発注者の帰責事由により
当初の工期が不適当とな
る場合
　天候の不良、発注者が
行う関連工事の調整への
協力等受注者の責に帰す
ることができない事由に
より工事が遅れる場合

　以上の工期遅延事由のうち、
ア）は、遅延利息の規定（執行
規則第50条）の適用を受ける工
事遅延であり、工期は延長され
ない。イ）は、各条項で工期の
延長と請負代金額の変更が規定
されており、請負代金額の変更
を伴う工期延長である。本条
は、上記のウ）の場合を規定し
ており、請負代金額の変更を伴
わない工期の変更（いわゆる無
償延期）を認める趣旨の規定で
ある。

担当監督員
　第３項　第26条の2第
２項及び第３項の規定
は、第１項の請求が
あった場合に準用す
る。この場合におい
て、同条第２項本文中
「前項の規定による変
更後の工期又は請負代
金額」とあるのは「第
１項の規定による請求
に係る延長後の工期」
と、同条第３項ただし
書中「工期又は請負代
金額の変更事由が生じ
た日」とあるのは「工
期の延長の請求を受け
た日」と読み替える。

　工期延長請
求書を審査
し、契約担当
者に進達しな
ければならな
い。

　担当監督員
より報告を受
けた工期延長
請求書を審査
するときは、
担当する管轄
内で当該受注
者が複数受注
している場合
は、それらの
工事の進捗状
況も併せ審査
し、総括監督
員に報告しな
ければならな
い。

　受注者から
工期延長請求
書の提出を受
けたときは、
遅滞なく延期
理由、変更工
程表を審査
し、意見を付
して主任監督
員に報告しな
ければならな
い。

　第１項　受注者は、
天候の不良、第９条に
よる関連建設工事の調
整への協力その他の受
注者の責めに帰すこと
ができない事由により
工期内に建設工事を完
成することができない
ときは、契約担当者に
対し、工期の延長を請
求することができる。
　第２項　前項の規定
による請求は、様式第
14号による工期延長請
求書に様式第15号によ
る変更工程表を添えて
行わなければならな
い。

主任監督員 担当監督員
　第３項　第26条の2の
規定は、契約担当者
が、前２項の規定によ
り、建設工事の全部又
は一部の施工を一時中
止させた場合に準用す
る。

も含まれよう。また、「工事現
場の状態の変動」には、地形等
の変動といった物理的な変動だ
けでなく、妨害活動を行う者に
よる工事現場の占拠や著しい威
嚇行為といったものも含まれる
と解する。
　第２の場合にも、単に暴風雨
等の受注者の帰責事由のない自
然的又は人為的な事象が生じた
だけでは不十分であり、施工で
きないと認められる状態にまで
達していることが必要である。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員
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第31条　契約担当者による工期の短縮の請求等（約款第22条）

主任監督員 担当監督員
　第１項　契約担当者
は、特別の理由により
工期を短縮する必要が
あるときは、工期の短
縮を受注者に請求する
ことができる。
　第２項　契約担当者
は、この規則の定める
ところにより工期を延
長すべき場合におい
て、特別の理由がある
ときは、通常必要とさ
れる工期に満たない工
期への変更を請求する
ことができる。
　第３項　前２項の場
合において、当事者は
必要に応じ請負代金額
を変更し、県は受注者
に生じた損害につき必
要な費用を負担しなけ
ればならない。
　第４項　第26条の2第
２項及び第３項の規定
は第１項又は第２項の
規定による請求があっ
た場合及び前項の規定
による変更後の請負代
金額の決定に、同条第
４項の規定は前項の必
要な費用の額の決定に
準用する。この場合に
おいて、同条第２項本
文中「前項の規定によ
る変更後の工期又は請
負代金額」とあるのは
「第１項又は第２項の
規定による請求に係る
変更後の工期及び前項
の規定による変更後の
請負代金額」と、同条
第３項ただし書中「工
期又は請負代金額の変
更事由が生じた日」と
あるのは「受注者が工
期の短縮又は変更の請
求を受けた日」と、同
条第４項中「第１項」
とあるのは「前項」と
読み替える。

　監督員は、道路の供用開始等、当初予定した
時期を繰り上げて行う必要がある場合には、短
縮する日数及び短縮するために必要とする増加
費用を算出して契約担当者に報告するものとす
る。

　工期は、工事の施工に必要な
物理的な期間によって定められ
るものであるが、同時に、完成
した構造物の供用面から要請も
考慮に加えられている。
　このように、供用面の要請を
考慮にいれ工期は定められてい
るが、公共施設等については、
例えば、道路の供用開始時期、
公営住宅の入居時期について、
当初予定した時期を繰り上げて
行うことが行政運営上必要とな
る場合もあり、それ以外にも事
業の執行に関する当初の予定が
変更され、早い時期に完成が必
要となる場合がある。このよう
な場合には、当然に工事目的物
の完成も繰り上げることが必要
となり、工期を短縮せざるを得
ない。また、同様にして、本規
則の各条項において工期を延長
することが必要な場合におい
て、公共施設等の供用、利用面
からの要請により、必要な日数
の延長を行うことが困難な場合
も生じる。
　一方、工期は、ほとんどの場
合、経済的に最も妥当な速度で
工事を施工することを前提にし
て定められており、これに各季
節における気象条件等を考慮し
て決定するのが通例であるの
で、ある程度経済性を無視し
て、あるいは気象条件等の不利
を覚悟すれば、短縮を行う余地
は残されている。
　したがって、発注者の行政運
営の必要性から工事費の増嵩等
をも考慮して、工期の短縮等を
行う必要性があると判断すれ
ば、受注者も経済的不利益がな
い限り、これに応じることに問
題はないはずであり、そのよう
な趣旨から本条の規定が設けら
れている。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員
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第33条　臨機の措置（約款第26条）

①

②

③ 　臨機の措
置をとる必
要がある場
合におい
て、受注者
がそれに気
付かないと
き、又は受
注者の判断
に誤りが
あって措置
をとらない
場合には、
主任監督員
に報告しな
ければなら
ない。

主任監督員 担当監督員
　第４項　受注者が第
１項又は前項の規定に
より臨機の措置をとっ
た場合において、当該
措置に要した費用のう
ち、受注者が請負代金
額の範囲内において負
担することが適当でな
いと認められる費用に
ついては、県が負担す
る。
第５項　第26条の２第4
項の規定は、前項の規
定により県が負担する
費用の額の決定に準用
する。

　第３項　監督員は、災害防止その他建設工事
の施工上特に必要があると認めるときは、受注
者に対して臨機の措置をとることを請求するこ
とができる。この場合においては、受注者は、
直ちにこれに応じなければならない。

　第１項　受注者は、
災害防止等のため必要
があると認めるとき
は、臨機の措置をとら
ねばならない。
　この場合において、
受注者は、そのとった
措置の内容を直ちに監
督員に通知するものと
する。
　第２項　前項前段の
場合において、必要が
あると認めるときは、
受注者は、あらかじめ
監督員の意見を聴かな
ければならない。ただ
し、緊急やむを得ない
事情があるときは、こ
の限りでない。

「受注者の措置義務」
　第１項は、災害防止等のため
の臨機の措置をとるべき義務を
有するのは受注者であることを
明らかにするとともに、第２項
において受注者が「必要がある
と認めるとき」は、監督員の意
見をあらかじめ聴かなければな
らないことを規定している。
　この場合の災害の防止等に
は、前述したとおり、工事目的
物、工事材料、仮設物、建設機
械器具等に関する被害の防止の
ほか、工事の施工が第三者に与
える損害の防止や工事の施工に
従事する労働者の労働災害防止
を含むものと解される。
　受注者が、臨機の措置をとる
に当たって「必要があると認め
る」か否かは、受注者の判断に
委ねられており、同時に、監督
員の意見を聞く場合に「必要が
あると認める」か否かも、受注
者に委ねられている。しかし、
この監督員の意見を聴くかどう
かは第４項の費用負担とも関連
するものであって少なくとも、
工期の延長あるいは発注者の費
用の負担を伴わないようないわ
ば受注者の責任の範囲内におい
て処理しうるものは別として、
受注者の責任の範囲を超えるも
のあるいは受注者がとるべき臨
機の措置につき判断し得ないよ
うなものは、監督員の意見を聴
くべきであろう。もちろん、監
督員の意見を聴くほど余裕のな
いほど切迫したもの等緊急やむ
を得ない事情があるときは、監
督員の意見を聴くことなく臨機
の措置をとることができるとさ
れている。
「監督員の措置請求」
　第３項は、災害防止その他施
工上特に必要があると認められ
るが、受注者がそれに気付かな
いとき又は受注者の判断に誤り
があって措置をとらないとき
に、監督員は受注者に対して臨
機の措置をとることを求めるこ
とができる。
　この措置の請求は、受注者に
対する指示と解され、受注者
は、その措置請求が明らかに誤
りである等従わないことについ
て正当な理由がある場合を除い
て、これに従わなければならな
い。

　主任監督員
から報告を受
けたときは、
判断可能なも
のは指示し、
その他につい
ては、契約担
当者に報告し
なければなら
ない。

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
その措置につ
いて判断可能
なものは指示
し、その他に
ついては総括
監督員に報告
しなければな
らない。

　第１項に
ついて受注
者より臨機
の措置をと
るに当たっ
て、工期の
延長、請負
代金額の変
更を行う場
合、又は臨
機の措置に
つき判断し
得ない場合
について意
見を求めら
れたときに
は、主任監
督員に報告
しなければ
ならない。
　受注者の
意見を聞く
余裕がなく
受注者の緊
急にとった
臨機の措置
について報
告を受けた
ときは、主
任監督員に
報告しなけ
ればならな
い。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員
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第34条　一般的損害（約款第27条）

　主任監督員
から報告受け
たときは、損
害額及びその
責任について
審査し、契約
担当者に報告
しなければな
らない。

　担当監督員
から損害につ
いて報告を受
けたときは、
その損害額及
び損害を与え
た原因が発注
者の責めによ
るものか、受
注者の責めに
よるものか審
査し､総括監督
員に報告しな
ければならな
い。

　工事目的物
の引渡し前
に、監督員の
指示に基づい
て施工したた
め損害が生じ
た場合、ある
いは設計図書
に誤りがあっ
てそのため工
事目的物につ
いて損害を生
じた場合に
は、損害額を
算定し、主任
監督員に報告
しなければな
らない。

　第１項　各本条に特
別の定めがある場合を
除くほか、工事目的物
の引渡しが行われたと
みなされる前に工事目
的物又は工事材料につ
いて生じた損害その他
建設工事の施工に関し
て生じた損害について
は、受注者がその費用
を負担する。ただし、
その損害（「第56条第
１項の規定により付さ
れた保険等によりてん
補される損害（以下
「保険てん補部分」と
いう。）を除く。）の
うち、契約担当者の責
めに帰すべき事由によ
り生じた損害について
は、県がその費用を負
担する。

　本条において工事目的物の引
渡し前と規定されたのは、主と
して工事目的物に関して生じた
損害については、引渡し後は受
注者の負担としないことを明ら
かにするためである。このた
め、受注者の所有する仮設物、
建設機械器具に関する損害など
当然に受注者の負担に属する損
害は､工事目的物の引渡し後に
おいても受注者が負担しなけれ
ばならない。
　発注者の帰責事由による損害
には、例えば、監督員の指示に
基づいて施工したため発生した
労務者の被害又は工事目的物等
の損壊、支給材料又は貸与品に
よって生じた工事目的物の損
壊、あるいは、設計図書に誤り
があったため生じた労務者の被
害や工事目的物の損壊などが含
まれよう。
　なお、損害が発注者及び受注
者の双方の責により生じた場合
の発注者の負担となるのは、損
害のうち発注者の責に帰すべき
事由により生じた部分に限られ
る。
　したがって、例えば、損害の
発生原因は発注者にあるが、発
生後受注者が善良な管理者の注
意を怠りいたずらに損害を拡大
したような場合は、損害の負担
は、発注者及び受注者の双方が
それぞれ妥当な部分を分担すべ
きである。このように、発注者
の帰責事由と発注者以外の帰責
事由（受注者の帰責事由を含
む。）があいまって損害が発生
した場合には、それぞれの帰責
事由が損害に寄与した割合に応
じて、発注者と受注者が損害を
負担することとなる。それぞれ
の帰責事由が損害に寄与した割
合の決定方法については本約款
には明文の規定はないが、協議
によって解決すべきと解する。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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第35条　第三者に及ぼした損害等（約款第28条）

主任監督員 担当監督員
　工事の施工に伴い、第三者に騒音、振動、地
盤沈下、地下水の断絶等の理由により損害が及
ぶおそれがある場合には、事前に調査を行わな
ければならない。

　約款第28条第１項
工事の施工に伴い第三
者に損害を及ぼしたと
きは、受注者がその損
害を賠償しなければな
らない。ただし、その
損害（第47条第１項の
規定により付された保
険等によりてん補され
た部分を除く。以下本
条において同じ。）の
うち、発注者の責めに
帰すべき事由により生
じたものについては、
発注者が負担する。
　同条第２項　前項の
規定にかかわらず、工
事の施工に伴い通常避
けることができない騒
音、振動、地盤沈下、
地下水の断絶等の理由
により第三者に損害を
及ぼしたときは、発注
者がその損害を負担し
なければならない。た
だし、その損害のうち
工事の施工につき受注
者が善良な管理者の注
意義務を怠ったことに
より生じたものについ
ては、受注者が負担す
る。
　同条第３項　前２項
の場合その他工事の施
工について第三者との
間に紛争を生じた場合
においては、発注者と
受注者は協力してその
処理解決に当たるもの
とする。

　約款第28条第１項は、通常避
けることが可能な第三者に与え
た損害については、受注者が損
害を賠償しなければならないと
いう大原則を規定し、損害の発
生の原因が監督員の指示による
など発注者の責に帰すべき事由
による場合には、第１項後段で
特則を設け、発注者の負担とな
ることを規定している。
　第２項は、第1項の大原則に
特則を設け、通常避けることが
できない騒音、振動、地盤沈
下、地下水の断絶等の理由によ
る損害については、原則とし
て、発注者が負担することとし
ている。ここで、「通常避ける
ことができない」というのは、
発注者の設計する工事目的物が
当然に損害の原因となるもの及
び工事の施工が通常の技術的又
は経済的尺度で判断して妥当な
場合においても避けえないもの
と考えるべきであり、特殊な又
は一般的でない施工方法をとれ
ば避けることができる場合で
も、その旨が設計図書等に指定
されていない場合には、通常避
けることができない場合に該当
する。また、工事を施工する地
域の特殊性に応じて、発注者が
特にこれらの損害の防止のため
特別の施工工法等を考慮した場
合においては、予定価格の積算
においても配慮し、むしろその
特別の施工工法等に従うことを
設計図書は明らかにし、受注者
に義務付けるべきであり、その
ようにしてもなお防止し得ない
ものについては本項を適用すべ
きである。
　第２項後段においては、工事
の施工に伴ない通常避けること
ができない損害についての発注
者負担の原則に特則を設けて、
受注者が工事の施工につき善良
な管理者の注意義務を怠ったこ
とにより生じた損害について
は、受注者の負担とすることを
規定している。
　第３項は、前２項に規定する
場合その他工事の施工について
第三者との間に紛争を生じた場
合においては、発注者及び受注
者の双方が協力してその処理解
決に当たるべきことを規定して
いる。

　主任監督員
から報告を受
けたときは、
判断可能なも
のは指示し、
その他につい
ては契約担当
者に報告しな
ければならな
い。

　第三者に損
害を与えたと
きの報告を受
けたときは、
損害を与えた
原因が「通常
避けることが
できない」も
のによるもの
か調査し、総
括監督員に報
告しなければ
ならない。

　工事の施工
に伴って第三
者に、騒音、
振動、地盤沈
下、地下水の
断絶等により
損害をおよぼ
したときは、
主任監督員に
報告しなけれ
ばならない。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員

1-39



第36条　不可抗力による損害（約款第29条）

ア）
①

②

イ）
③

ウ）

　火災
保険そ
の他の
保険等
により
てん補
される
ものが
ないか
確認
し、総
括監督
員に報
告しな
ければ
ならな
い。

　工事現場に搬入済みの
工事材料
　工事材料は、第13条第2
項において定義されてい
るように、工場で生産さ
れ、組み立てられて、工
事現場で設置するものが
増えており、工事材料と
工場製品を明確に区別す
ることが困難となってい
るため、工場製品を含む
概念で工事材料を取り扱
うこととしている。

　なお、「工事現場に搬
入済み」の工事材料につ
いてのみ本条の適用があ
るので、工事現場外の工
場、倉庫等は、立地上安
全な場所を選定し得る
し、本条において不可抗
力による損害の負担を部
分的に発注者が負うこと
としたのは、それらの損
害の発生が工事現場の特
定といった面において、
ある程度発注者の意思に
制約されるものであり、
反面、臨機の措置（第33
条）その他発注者におい
てもその回避のための努
力が期待し得るからでも
ある。

　第２項　契約担当者
は、前項の規定による
通知を受けたときは、
直ちに調査を行い、同
項の損害の状況を調査
し、その結果を受注者
に通知するものとす
る。
　第３項　契約担当者
は、前項の規定により
確認された損害のう
ち、この規則の定める
ところにより行った検
査若しくは立会い又は
整備された見本等その
他の受注者の工事に関
する記録等により確認
することができた工事
目的物、仮設物又は工
事に搬入済みの工事材
料若しくは建設機械器
具に係る損害の額（受
注者が善良な管理者の
注意義務を怠ったこと
に基づく損害の額及び
保険てん補部分の額を
除く。）及び当該損害
の取片付けに要する費
用の額の合計額（以下
「損害合計額」とい
う。）を負担しなけれ
ばならない。ただし、
損害合計額のうち請負
代金額の100分の１に相
当する額に至るまでの
金額については、この
限りでない。
　第４項　不可抗力に
よって生じた損害のう
ち工事材料、仮設物及
び建設機械器具に係る
損害の額は、受注者が
通常妥当と認められる
範囲を超えた品質、数
量、規格又は性能の工
事材料、仮設物及び建
設機械器具を使用した
場合であっても、通常
妥当と認められる範囲
の品質、数量、規格又
は性能に基づいて算定
する。
　第５項　数次にわた
る不可抗力により損害
合計額が累積した場合
における第２次以降の
損害の負担について
は、第３項本文中「損
害の額」とあるのは
「損害の額の累計」
と、「保険てん補部分
の額」とあるのは「保
険てん補部分の額の累
計」と、「損害の取片
付けに要する費用の
額」とあるのは「損害
の取片付けに要する費
用の額の累計」と、同
項ただし書中「損害合
計額のうち請負代金額
の100分の１に相当する
額」とあるのは「損害
合計額のうち請負代金
額の100分の１に相当す
る額に既に負担した額
を加えた額」として同
項を適用する。

 天災不可抗力による損害を生じた場合には、
昭和60年10月23日付け管第434号による「天災
その他不可抗力により工事出来形部分等に損害
を生じた場合等における事務の取扱いについ
て」により行う。

　第１項　工事目的物
の引渡しが行われたと
みなされる前に、天災
等（設計図書で基準を
定めたものにあって
は、当該基準を超える
ものに限る。）で当事
者双方の責めに帰すこ
とができないもの（以
下「不可抗力」とい
う。）により、工事目
的物、仮設物又は工事
現場に搬入済みの工事
材料若しくは建設機械
器具に損害を生じたと
きは、受注者は、その
事実の発生後直ちにそ
の状況を契約担当者に
通知しなければならな
い。

　第１項は、不可抗力によって
損害を生じた場合において、受
注者は、損害発生後直ちに、そ
の状況を発注者に通知しなけれ
ばならないことを規定してい
る。
　通知をすべき損害の対象に
は、次のものがある。

　主任監督員
から報告を受
けたときは、
事後の方針に
ついての意見
を契約担当者
に報告しなけ
ればならな
い。

　担当監督員
から報告を受
けたときは、

　受注者から
天災その他不
可抗力により
損害を生じた
旨の報告を受
けたときは、
被害写真、出
来形写真、工
事記録簿、材
料検査簿、出
来形管理図等
を提出させ平
面図、横断図
等に出来高、
手戻り等を記
入するととも
に、異常気象
資料等を整備
し、主任監督
員に報告しな
ければならな
い。

　工事目的物
　土木工事における盛土
部分とか、コンクリート
工事における打設済みの
コンクリート部分のよう
に部分的に出来上がって
いる工事目的物の部分で
あって、土地に定着し又
は工作物に付属している
ものをいう。部分払のた
めの確認（約款第37条第
２項）を受けているかを
問わないのは、第４項の
規定からみて明らかであ
る。

　天災
その他
不可抗
力の災
害か確
　受注
者が善
良な管
理者と
しての
注意義
務を
怠った
ことに
基づく 　仮設物

　工事目的物以外の工作
物であって、工事の施工
上の必要性に基づき仮に
設置するものをいう。し
たがって、その定義上、
工事現場に設置されてい
ることになる。主なもの
としては、受注者の現場
事務所、労働者寄宿舎、
材料倉庫等、コンクリー
トプラント、受変電設備
等、河川等の仮締切り、
仮桟橋、仮設道路、仮覆
い、仮囲い等、仮設足
場、コンクリートの仮
枠、仮支柱等があげられ
る。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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エ）

第39条　検査及び引渡し（約款第31条）

　第２項　契約担当者
は、前項の完成届出書
の提出を受けたとき
は、その日から14日以
内に受注者の立会いの
上設計図書に定めると
ころにより建設工事の
完成を確認するための
検査を完了し、かつ、

　主任監督員
から報告を受
けたときに
は、完成届出
書を契約担当
者に進達しな
ければならな
い。

　担当監督員
から報告を受
けたときに
は、審査を
し、総括監督
員に報告しな
ければならな
い。

　受注者から
完成届出書が
提出されたと
きは、速やか
に次に掲げる
調査を行い、
主任監督員に
報告しなけれ
ばならない。

　第１項　受注者は、
建設工事が完成したと
きは、様式第16号によ
る完成届出書を契約担
当者に提出しなければ
ならない。
　第５項　受注者は、
検査に合格しなかった
旨の第２項の規定によ

　第４項は、発注者が負担する
仮設物、工事材料又は建設機械
器具に関する損害は、「通常妥
当と認められる」ものに係る損
害に限られる。仮設物、建設機
械器具については、第18条によ
り設計図書に指定がない限り自
主施工の原則に則り受注者の裁
量に委ねられているものであ
る。また、工事材料について
も、第24条第１項により設計図
書に品質の規定がない場合に
は、中等の品質のものを使用す
れば十分とされており、工事材
料の選択は受注者に委ねられて
いる。（「通常妥当」とは、工
事材料については、中等の品質
という意味である。）したがっ
て、受注者が通常妥当と認めら
れる範囲を超えて特殊な、ある
いは、不必要な仮設物、建設機
械器具、上等な品質の工事材料
を選定した場合には、事故のリ
スクの上にこれらを選定してい
るのであるから、発注者は、仮
設物、建設機械器具、工事材料
が通常妥当と認められるもので
あったら生じたであろう損害の
みを負担すれば十分である。ま
た、通常妥当と認められる仮設
物等を用いれば損害は発生しな
かったのに、通常妥当と認めら
れない仮設物等を用いたことに
よって損害を生じた場合には、
発注者は、その損害を負担する
必要はない。
　工事目的物、仮設物、工事材
料又は建設機械器具について
は、発注者と受注者の間で確認
することができるものでなけれ
ばならない。すなわち、工事目
的物、仮設物、工事材料又は建
設機械器具については、発注者
が工事材料の検査（第24条第２
項）、監督員の立会い（第25条
第１項及び第２項）、部分払い
のための確認（第45条第３
項）、その他受注者の工事に関
する記録等により確認し得るも
のに係る額に限られる。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

　工事現場に搬入済みの
建設機械器具
　工事現場に搬入された建
設機械器具であり、受注者
が所有しているか、借用し
ているか問わない。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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①

②

第41条　部分使用（約款第33条）

 第１項　契約担当者
は、第39条第４項の規
定により引渡しが行わ
れたとみなされる前に
おいても、受注者の承
諾を得て、工事目的物
の全部又は一部を使用
することができる。
　第２項　前項の場合
においては、契約担当
者は、その使用部分を
善良な管理者の注意を
もって使用しなければ
ならない。
　第３項　契約担当者
が、第１項の規定によ
り工事目的物の全部又
は一部を使用したこと
によって受注者に損害
を及ぼしたときは、県
は必要な費用を負担し
なければならない。
　第４項　第26条の２
第４項の規定は、前項
の規定により県が負担
する費用の額の決定に
準用する。

　主任監督員
から報告を受
けたときは、
審査し、契約
担当者に報告
しなければな
らない。

　工事目的物
の部分使用を
する必要があ
るときは、受
注者に対する
部分使用承諾
願に意見を付
して、総括監
督員に報告し
なければなら
ない。

　第１項は、単に「第39条第４
項の規定による引渡し前」と規
定しているだけであり、発注者
が使用を希望している当該部分
の完成の有無や当該部分に相応
する請負代金の支払いの有無
は、部分使用の可否と直接関係
するものでない。このことは、
部分引渡しが工事の部分的完了
に伴いなされるものであり、か
つ、当該部分に相応する請負代
金の支払いと結びついているこ
とと基本的に異なるものであ
る。
　第２項は、発注者は、使用部
分に損傷を与えることのないよ
うに注意すべき義務を課され、
使用部分を加工したり、現状を
変更したりすることは許されな
い。
　このように、部分使用中は、
発注者は、使用部分を善良な管
理者の注意義務をもって使用す
べきことになるが、受注者の管
理責任はなくならない。部分使
用中は、未だ工事が完成してお
らず、引渡し前でもあるので、
他の施工中の部分と同様に、受
注者は、管理責任を負うことに
なる。
　なお、部分引渡しの場合は、
引き渡された部分の所有権は完
全に移転し、受注者に管理責任
は全くない。
　したがって、受注者は、引き
渡された部分について損害を負
担することなく、瑕疵担保責任
を負うのみである。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

当該検査の結果を受注
者に通知しなければな
らない。この場合にお
いて、契約担当者は、
必要があると認められ
るときは、その理由を
受注者に通知して、工
事目的物を最小限度の
範囲に限り破壊して検
査することができる。

　出来形管
理、品質管
理、写真管
理等の関係
書類につい
て現場代理
人に説明さ
せ、数値を
確認し、関
係書類を整
備させる。

る通知を受けたとき
は、直ちに修補しなけ
ればならない。この場
合のこの条の規定の適
用については、第１項
中「建設工事が完成し
たときは、様式第16号
による完成届出書」と
あるのは「修補が完了
したときは、様式第17

　第３項　第27条第５
項の規定は、前項後段
の検査に準用する。
　第４項　契約担当者
が、検査に合格した旨
の第２項の規定による
通知をしたときは、工
事目的物の引渡しが行
われたものとみなす。

号による修補完了届出
書」とし、第２項中
「完成届出書」とある
のは「修補完了届出
書」とする。

　現場に例
えば、測
点、寸法等
マーキング
を行わせ、
現場代理人
立会いの
上、出来形
を設計図書
に基づいて
確認する。
ただし、大
規模工事及
び重要構造
物の出来形
の確認に当
たっては、
主任監督員
の立会いを
求める。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者
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第45条　部分払（約款第37条）

（１）

（２）

（３）

　

（１）

（２）

（３）

　請負代金額100
万円以上2,000万
円未満…２回

契　約　担　当　者

　請負代金額
5,000万円以上…
４回

　「第42条（前金払）」
　第１項　受注者は、１件の請
負代金額が200万円以上の建設
工事に要する費用について、建
設工事請負契約書記載の建設工
事完成の時期を保証期限とする
保証事業会社との保証委託契約
（以下「保証委託契約」とい
う。）を締結し、その保証証書
を契約担当者に提出して、請負
代金額の10分の４以内の額の前
払金の支払を請求することがで
きる。
　第２項　前項に規定する前払
金の支払を受けた受注者は、当
該建設工事に要する費用につい
て、前項の保証委託契約に加え
て新たに保証委託契約を締結
し、その保証証書を契約担当者
に提出して、当該前払金に追加
して請負代金額の10分の２以内
の額の前払金の支払を請求する
ことができる。
　第３項　前項の規定による請
求をしようとする受注者は、契
約担当者に対し、あらかじめ、
当該建設工事が次に掲げる要件
に該当することの認定を請求
し、その旨の認定を受けなけれ
ばならない。

　工期の２分の１を経過
していること。
　工程表により工期の２
分の１を経過するまでに
実施すべきものとされて
いる当該建設工事に係る
作業が行われているこ
と。
　既に行われた当該建設
工事に係る作業に要する
経費が請負代金額の２分
の１以上の額に相当する
ものであること。

　第４項　契約担当者は、前項
の規定による認定の請求を受け
たときは、速やかに当該認定の
結果を当該受注者に通知しなけ
ればならない。
　第５項　契約担当者は、第１
項又は第２項に規定する請求が
あったときは、当該請求を受け
た日から14日以内に当該前払金
を支払わなければならない。

 第１項　受注者は、建
設工事の完成前に、出
来形部分又は製造工場
等にある特殊な工場製
品に相応する請負代金
相当額（以下「出来高
金額」という。）の10
分の９以内の額につい
て、部分払いを請求す
るこができる。ただ
し、前払金があった場
合においては特に必要
があると認める場合を
除き、出来形が、現に
なされた前払金の請負
代金額に対する割合に
10分の１を加えた率以
上に達したときに限
る。
　第２項　受注者は、
前項の規定による請求
をしようとするとき
は、契約担当者に対
し、あらかじめ、様式
第19号による出来形確
認請求書を提出して、
当該請求に係る出来形
部分及び製造工場等に
ある特殊な工場製品の
確認を請求しなければ
ならない。
　第５項　出来高金額
は、当事者が協議して
定める。ただし、受注
者が第３項の通知を受
けた日から10日以内に
協議が整わない場合に
は、契約担当者が定
め、受注者に通知す
る。
　第６項　受注者は、
検査に合格した旨の第
３項の規定による通知
を受けたときは、請求
書に様式第18号による
請求明細書を添えて部
分払金の支払を請求す
ることができる。この
場合においては、契約
担当者は、当該請求を
受けた日から14日以内
に部分払金を支払わな
ければならない。
　第７項　部分払金の
額は、次の式により算
定する。
出来高金額×((９/10)
－(前払金額/請負代金
額))
　第８項　第１項の規
定による部分払の請求
回数は、次の各号に掲
げる請負代金額の区分
に応じ当該各号に掲げ
る回数以内とする。た
だし、契約担当者が特
に必要があると認めた
ときは、請求回数を増
加することができる。

　請負代金額
2,000万円以上
5,000万円未満…
３回

担当監督員
 第３項　契約担当者
は、前項の規定による
確認の請求を受けた日
から14日以内に、受注
者の立会いの上、設計
図書に定めるところに
より、同項の確認をす
るための検査を行い、
かつ、当該検査の結果
を受注者に通知しなけ
ればならない。
　第４項　第27条第５
項及び第39条第２項後
段の規定は、前項の検
査に準用する。

　出来形歩合
調書により出
来形を確認し
証明の上、契
約担当者に進
達するものと
する。

　担当監督員
から出来形歩
合調書が提出
された場合に
は、出来形を
審査し、総括
監督員に提出
しなければな
らない。

　部分払の請
求をさせると
きは、平成21
年3月31日付け
改正建業第297
号「建設工事
請負代金の部
分払の取扱い
について」及
び昭和45年９
月21日付け管
第369号「出来
形歩合調書の
作成につい
て」に基づき
作成させるも
のとし、これ
に基づき遅滞
なく工事の出
来形を調整
し、出来形歩
合調書を作成
し、主任監督
員に提出しな
ければならな
い。

監　　督　　員　　の　　業　　務
受　　注　　者 備　　　　考

総括監督員 主任監督員
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第46条　部分引渡し（約款第38条）

 第１項　第39条及び第
40条の規定は、契約担当
者が設計図書において建
設工事の完成に先立って
工事目的物の一部の引渡
しを受けるべきことを指
定した部分又は工事目的
物の一部が完成した場合
には当該部分を引渡すこ
とについて当事者の合意
が成立した部分（以下
「一部引渡指定部分」と
いう。）がある場合にお
いて当該一部引渡指定部
分が完成した場合に準用
する。この場合におい
て、第39条中「建設工
事」とあるのは「一部引
渡指定部分に係る工事」
と、「工事目的物」とあ
るのは「一部引渡指定に
係る工事目的物」と、第
40条中「請負代金」とあ
るのは「部分引渡しに係
る請負代金」と読み替え
る。
　第２項　前項の規定に
より準用される第40条第
１項の規定により請求す
ることができる部分引渡
しに係る請負代金の額
は、次の式により算出す
る。
　一部引渡指定部分に相
応する請負代金の額×
(１－(前払金額/請負代
金額))
　第３項　前条第５項の
規定は、前項の規定によ
る部分引渡しに係る請負
代金の額の算定に当たっ
て準用する。この場合に
おいて、同条第５項本文
中「出来高金額」とある
のは「一部引渡指定部分
に相応する請負代金の
額」と、同項ただし書中
「第３項の通知を受けた
日から10日以内」とある
のは「第１項の規定によ
り準用される第39条第２
項前段の規定による通知
を受けた日から14日以
内」と読み替える。

　設計図書において指定した部分（指定部分）
がある場合及び工事目的物について指定部分が
ない場合において工事目的物の一部が完成しそ
の引渡しについて合意が成立した場合には、出
来形設計書を作成し、第39条を準用して既済部
分検査を受けなければならない。

　部分引渡しの対象となるもの
は、発注者が「設計図書におい
て指定した部分（指定部分）」
とされているが、これを設計図
書で定めることとしたのは、部
分引渡しが検査及び請負代金の
支払等について工事の全体の完
成時における引渡しと同様の取
扱いを受けるため、どの部分が
その対象として考えられている
かを明確にしておく必要がある
からである。
　この場合、発注者が部分引渡
しの対象として指定し得る部分
は「引渡し」の対象になり得る
こと、すなわち、他の部分と分
けて特定することができ（可分
性）、管理責任の移転ができる
部分であることが必要である。
ただし、部分引渡しを行うか否
かは、あくまでも発注者の判断
であり、契約前に、あらかじめ
設計図書に指定しておくことが
必要である。
　部分引渡しと類似のものとし
て、第41条に定める部分使用が
あるが、部分使用については、
当該部分の所有権の帰属につい
ては、議論があるところである
が、使用部分の当該部分の管理
責任は、受注者に残されてい
る。一方、部分引渡しを受けた
部分は、議論の余地なく明らか
に発注者に所有権が帰属するこ
ととなり、受注者は管理責任を
負わない。このように部分引渡
しを行った後においては、当該
部分について、不可抗力により
損害を生じた場合においても、
受注者は何等責任を負うもので
なく、発注者が当然その負担を
負うこととなる。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

主任監督員 担当監督員
　第９項　第６項の規
定により部分払金の支
払があった後、再度部
分払の請求をする場合
においては、第１項中
「請負代金相当額」と
あるのは「請負代金相
当額から既に部分払の
対象となった請負代金
相当額を控除した額」
とする。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員

1-44



第52条　契約担当者の解除権（約款第43条）

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）　第54条第１項の
規定によらないで
請負契約の解除を
申し出たとき。

　第２項　前項の規定
により請負契約を解除
しようとするときは、
様式第20号による請負
契約解除通知書によ
り、受注者に通知する
ものとする。
　第４項　契約担当者
は、第12条第１項の規
定により契約保証金の
納付又はこれに代わる
担保の提供が行われて
いるときは、当該契約
保証金又は担保をもっ
て前項の違約金に充当
することができる。

　第１項　契約担当者
は、受注者が次の各号
のいずれかに該当する
ときは、請負契約を解
除することができる。

　主任監督員
から報告を受
けたときは、
事実を確認
し、必要があ
ると認められ
るとき、契約
担当者に報告
しなければな
らない。

　担当監督員
から報告を受
けたときは､受
注者より事情
を聴取する等
の調査を行
い、契約の履
行が危ぶまれ
ると認められ
る場合は、総
括監督員に報
告しなければ
ならない。

　工期内に工
事を完成する
見込みがない
とき、又は正
当な理由がな
いのに工事に
着手しないと
き、その他契
約の履行が危
ぶまれると認
められるとき
は、主任監督
員に報告しな
ければならな
い。

　第３項　第１項の規
定により請負契約が解
除された場合において
は、受注者は、請負代
金額の10分の１に相当
する額を違約金として
契約担当者の指定する
期間内に支払わなけれ
ばならない。

　第１項第１号は、正当な理由
なく工事に着手すべき期日を過
ぎても工事に着手しないとき
は、契約を解除できることとし
ている。
　「工事に着手すべき期日」と
は、設計図書に定められている
場合には、その期日であるが、
その定めがないときは、契約書
上の工期の初日が「工事に着手
すべき期日」と解する。
　また、「着手」とは、現実に
工事の施工を始めることに限ら
ず、労働者募集、施工計画表の
作成、現場調査等の施工準備行
為が含まれる。
　第２号に定める解除要件は、
受注者の責に帰すべき事由によ
り工期内に完成しないときと受
注者の責に帰すべき事由により
工期経過後相当の期間内に工事
を完成する見込みがないと明ら
かに認められるときの２つであ
る。なお、「相当の期間」と
は、工期の長さ、従来の履行状
況、残工事量等を勘案して個別
に判断することとなるが、契約
を解除して残工事を新たな受注
者に工事を完成させた場合の完
成時期が一つ目安となろう。
　第３号は、主任技術者又は監
理技術者を設置しなかった場合
を解除要件としている。
　第４号は、第１号から第３号
までに掲げる場合以外に、受注
者が契約に違反し、その違反に
より契約の目的を達することが
できないと認められる場合を解
除要件としている。なお、「契
約に違反し」とは、本約款にお
いて受注者に課している付随的
債務を含む種々の義務に違反す
るときである。また、「契約の
目的を達することができないと
認められるとき」とは、工期内
に工事が完成しないと認められ
る場合、工事の完成が不能と認
められる場合や工事が工期内に
完成しても不完全履行となると
認められる場合、例えば、工事
材料の検査義務違反等を重ねた
ため設計図書に定められた強度
を持たない工事目的物が完成さ
れると認められる場合などを意
味する。
　第５号による解除は、第54条
において受注者の解除要件が定
められているにもかかわらず、
その解除要件以外による解除の
申出によって工事契約の履行拒
否の意思を明示したしたことを
解除要件とする特定解除であ
る。なお、契約の一方当事者が
契約解除の申し出をし、他方が
これに応じれば、法定、約定の
解除要件の有無にかかわらず、
解除が成立する。これは、合意
解除と呼ばれ、特に定めのない
限り､損害賠償請求を行うこと
はできない。

　正当な理由な
く、建設工事に着
手すべき期日を過
ぎ、かつ、相当の
期間を定めてその
着手の催告をした
にもかかわらずそ
の期間内に当該建
設工事に着手しな
いとき。
　その責めに帰す
べき事由により工
期内に建設工事を
完成しないとき、
又は工期経過後相
当の期間内に建設
工事を完成する見
込みが明らかにな
いと認められると
き。
　相当の期間を定
めてその設置を催
告したにもかかわ
らずその期間内に
第22条第１項各号
に掲げる者を設置
しなかったとき。
　前３号に掲げる
場合のほか、請負
契約に違反し、そ
の違反により請負
契約の目的を達す
ることができない
と認められると
き。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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第54条　請負者の解除権（約款第45条）

（１）

（２）

（３）

　第29条の２第１
項又は第２項の規
定による建設工事
の施工の中止期間
が工期の10分の５
（工期の10分の５
が６月を超える時
は、６月）を超え
たとき。ただし、
中止が建設工事の
一部のみの場合
は、その一部を除
いた他の部分の工
事が完了した後３
月を経過しても、
なおその中止が解
除されないとき。

　主任監督員
から報告を受
けたときは､内
容を審査し
て、契約担当
者に報告しな
ければならな
い。

　担当監督員
から報告を受
けたときは､意
見を付して、
総括監督員に
報告しなけれ
ばならない。

　受注者から
契約解除の申
し出を受けた
ときは､直ちに
主任監督員に
報告しなけれ
ばならない。

　第１項　受注者は、
次の各号のいずれかに
該当する理由があると
きは、請負契約を解除
することができる。

　第１項第１号は、事情変更に
よる法的解除権を約定により具
体化するものである。
　「第29条第１項の規定」は、
発注者は、その都合により設計
図書を変更できることを定めて
いる。
　同項では、必要があるときは
工期又は請負代金額を変更し、
又は損害を及ぼしたときは必要
な費用を発注者が負担しなけれ
ばならないとしているため、受
注者が損害を受けることがない
ように思われる。しかし、設計
図書の変更により請負代金額が
増額される場合には、受注者が
技術的、経営的に対応できる限
り、受注者の利益にもかなうこ
とであるが、設計図書の変更に
より請負代金額が著しく減額さ
れる場合には、受注者は、当初
期待していた売上、利益を手に
することができなくなり、工事
を完成して減額された請負代金
額を受け取ることに何の価値も
見いだせなくなることがある。
このため、本号では、設計図書
の変更により請負代金額が２/
３以上減少したときを解除要件
として規定している。
　第２号は、「第29条第１項又
は第２項の規定」は、受注者の
責に帰すことができない事由に
より工事の施工ができないと認
められるとき、発注者は工事の
中止をしなければならないこ
と、その他の場合にも、発注者
は、その都合により工事を中止
できることを定めている。同条
第３項では、必要があるときは
工期又は請負代金額を変更し、
又は、必要な費用を発注者が負
担しなければならないこととし
ているため、受注者が損害を受
けることはないように思われ
る。しかし、工事の中止が長期
に及んだ場合には、受注者は、
当初の工期末以後の請負契約獲
得の機会を逸失することとな
り、また、以後の工事計画が大
幅に狂うことになり、経営上大
きな影響を与えることとなる。
このため、本号では、工事の中
止期間が長期に及んだ場合を解
除要件として規定している。
　第３号の、「契約担当者が契
約に違反し」とは、請負代金の
支払、費用の負担、支給材料又
は貸与品の引渡し等約款、規則
の各条項に定められた発注者の
義務を果たさないことである。
　また、「不可能となったと
き」というのは厳格に解すれ
ば、本号の適用の余地は、ほと
んどあり得なくなるが、ここで
は、契約違反による前払金や部
分払金の不払の程度が著しくひ
どく受注者が資材の調達に著し
い困難をきたすような場合、代
替の余地があまりない支給材料
又は貸与品が給付されない場合
など工事を完成することを著し
く困難とするような場合も含ま
れるものと解する。

　第29条第１項の
規定により設計図
書を変更したため
請負代金額が３分
の２以上減少した
とき。

　契約担当者が請
負契約に違反し、
その違反により契
約の履行が不可能
となったとき。

　第２項　受注者は、
前項の規定により請負
契約を解除した場合に
おいて、損害があると
きは、その損害の賠償
につき必要な費用の負
担を県に請求すること
ができる。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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第55条　解除に伴う措置（約款第46条）

　第１項　第39条第２
項から第４項までの規
定は、請負契約が解除
された場合において準
用する。
　この場合において、
同条第２項前段中「前
項の完成届出書の提出
を受けたとき」とある
のは「解除の通知を
し、又は解除の通知を
受けたとき」と、「建
設工事の完成」とある
のは「出来形部分」
と、同条第４項中「工
事目的物」とあるのは
「出来形部分及び部分
払の対象となった特殊
な工場製品」と読み替
える。
　第２項　契約担当者
は、前項の規定によっ
て準用される第39条第
２項前段の規定による
通知をしたときは、前
項の規定によって準用
される第39条第２項前
段の検査に合格した出
来形部分に相応する請
負代金額を受注者に支
払わなければならな
い。
　第３項　第45条第５
項の規定は、前項の出
来形部分に相応する請
負代金額の決定につい
て準用する。この場合
において、同条第５項
本文中「出来高金額」
とあるのは「第１項の
規定により準用される
第39条第２項前段の検
査に合格した出来形部
分に相応する請負代金
額」と、同項ただし書
中「第３項の通知を受
けた日から10日以内」
とあるのは「第１項の
規定により準用される
第39条第２項前段の規
定による通知を受けた
日から14日以内」と読
み替える。

　第36条（不可抗力による損害）、第52条（契
約担当者の解除権）、第53条及び第54条（受注
者の解除権）の方針が決定し、既済部分の引渡
しを受ける場合には、取引の対象となる部分の
出来形を調査し、精算設計書を作成の上、第39
条を準用して既済部分検査を受けなければなら
ない。
　ただし、出来形調査に当たっては、現場及び
写真等により確認できるものをいい、工事現場
に搬入した材料は、これを含まないものとす
る。

　第４項　第２項の場
合において、第42条の
規定による前払金が
あったときは、当該前
払金の額（第45条の規
定による部分払をして
いるときは、その部分
払において償却した前
払金の額を控除した
額）を第２項の検査に
合格した出来形部分に
相応する請負代金額か
ら控除した額を支払
い、受領済みの前払金
に余剰があるときは、
受注者はその余剰額を
返還しなければならな
い。
　第５項　前項の規定
による返還に当たって
は、当該余剰額に前払
金の支払の日から返還
の日までの日数に応
じ、知事が別に定める
割合で計算した額の利
息を付さなければなら
ない。
　ただし、前２条の規
定による解除の場合に
あっては、この限りで
ない。
　第６項　受注者は、
請負契約が解除された
場合において、支給材
料があるときは、第２
項の検査に合格した出
来形部分に使用されて
いるものを除き、契約
担当者に返還しなけれ
ばならない。この場合
において、当該支給材
料が受注者の故意若し
くは過失により滅失
し、若しくはき損した
とき、又は同項の検査
に合格しなかった出来
形部分に使用されてい
るときは､代品若しくは
原状に復した支給材料
を返還し、又は返還に
代えてその損害につき
必要な費用を負担しな
ければならない。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者

[解除の効果]
　契約が解除された場合の一般
的な効果については、民法第
545条に規定がなされており、
契約当事者は、原状回復義務及
び相手方に与えた損害賠償義務
を負うこととされている。しか
し、建設工事に当たっては、契
約の解除に伴う原状回復につい
て、出来形部分の取壊しにより
被る両当事者の時間的、経済的
損失は莫大なものであるなど、
出来形部分の取壊し、支給材料
の返還、工事用地等の整地等と
いった点で問題があり、原状回
復は、極めて不経済かつ不合理
なことである。
　そこで、判例・通説において
も工事の完成部分については解
除をなし得ないとか、建設工事
の請負契約の解除には遡及効果
がないとされているところであ
る。
　本条では、民法の規定だけで
は律しきれないこれらの問題に
ついて、解除の遡及効果を認め
ないことを契約上明確にして解
決を図ったものである。
[出来形部分]
 出来形部分については、ま
ず、発注者の検査を受けなけれ
ならず、発注者は、検査に合格
した部分のみの引渡しを受けた
部分に相応する請負代金額を支
払うこととなる。これは、既に
施工された部分については、取
壊し、撤去することにより生ず
る両当事者の時間的、経済的損
失を考えれば、原状回復するの
ではなく、これを価値あるもの
と評価してなるべく利用すべき
ものとの考えによるが、その出
来形部分の状態、品質等から出
来形部分が価値のないもの、利
用に適さないものであれば、そ
れに対して対価を支払う理由は
ないので、検査を行うこととし
たものである。
[支給材料]
　支給材料は、加工したり、切
断したりして工事目的物のため
に使用すべき性格のものである
から、発注者が支給したもので
あるからといって、単純にすべ
てを返還することが原則となる
ものではなく、状況に応じて考
える必要がある。

備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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※
担当監督員

　第９項に一部関
係項目がある。受
注者の項参照のこ
と。

　第７項　受注者は、
請負契約が解除された
場合において、貸与品
があるときは、当該貸
与品を契約担当者に返
還しなければならな
い。この場合におい
て、当該貸与品が受注
者の故意又は過失によ
り滅失し、又はき損し
たときは、代品若しく
は原状に復した貸与品
を返還し、又は返還に
代えてその損害を賠償
しなければならない。
　第８項　第26条の３
第３項及び第５項の規
定は、契約が解除され
た場合に準用する。こ
の場合において、同条
第３項中「建設工事の
完成、設計図書の変更
等」とあるのは「請負
契約の解除」と、同条
第５項中「前項の期限
までに」とあるのは
「次項の期限までに」
と読み替える。
　第９項　第６項前段
及び第７項前段の規定
による受注者のとるべ
き措置の期限、方法等
については請負契約の
解除が受注者の責めに
帰すべき事由によると
きは、契約担当者が定
め、請負契約の解除が
受注者の責めに帰すべ
き事由によらないとき
は受注者が契約担当者
の意見を聴いて定める
ものとし、第６項後
段、第７項後段及び第
８項において準用する
第26条の３第３項の規
定による受注者のとる
べき措置の期限、方法
等については契約担当
者が受注者の意見を聴
いて定めるものとす
る。

　使用済みの支給材料について
は、出来形部分として検査に合
格した部分に使用されているい
るものは、当該部分が発注者に
引渡されるものであるから、こ
れを返還する必要がないことは
もちろんである。しかしなが
ら、出来形検査に合格しなかっ
た部分に使用されているもの
は、発注者として評価すべき価
値がないわけであるから、本来
は返還すべきこととなる。しか
し、これは事実上不可能である
から、代品を納めるとか支給材
料について損害賠償をすべきこ
とになる。ただし、返還が可能
な場合は、修復して返還しても
構わない。
　未使用の支給材料について
は、原則として、発注者に返還
しなければならない。
[貸与品]
 貸与品は、第26条の３の規定
により発注者から受注者に貸与
されている建設機械器具である
から、当然発注者に返還しなけ
ればならない。この場合におい
て、貸与品が受注者の使用若し
くは保管上の故意又は過失によ
り損傷を受けているときは、こ
れをそのまま返還するのではな
く、代品を納めるか、修復して
から返還すべきことになる。そ
して代品納入又は修復返還に代
えて貸与品についての損害を賠
償しなければならない。
[工事用地等]
　受注者は、その所有又は管理
する物件を工事用地等の外に撤
去し、工事用地等を修復し、取
り片付けて発注者に明け渡さな
ければならず、受注者が相当の
期間内に、これを行わない場合
には、発注者は、代執行できる
としている。撤去すべき物件の
中には、受注者が自ら所有又は
管理するものでだけでなく、
かっこ書で明示しているよう
に、下請負人の所有又は管理す
るものも含まれる。後者につい
ては、受注者は、下請負者との
契約において、受注者が撤去で
きる旨を規定しておくことが、
受注者と下請負人との紛争を未
然に防ぐために望ましい。
[解除に伴う措置の期限、方法
等]
　支給材料又は貸与品の返還に
ついては、原則として、第52条
の規定による解除の場合（受注
者の帰責事由のある場合）に
は、発注者が定め、第53条又は
第54条の規定により解除の場合
（受注者の帰責事由がない場
合）には、受注者が発注者の意
見を聴いて定める。ただし、受
注者の故意又は過失により滅失
又は毀損した場合等における支
給材料又は貸与品の返還及び代
品納品等については、発注者が
受注者の意見を聴いて定めるこ
ととする。また、物件の撤去、
工事用地等の修復、明渡しにつ
いては、解除規定にかかわら
ず、発注者が受注者の意見を聴
いて定めることとする。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員
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担当監督員主任監督員
　受注者のとるべき措置の「期
限、方法等」には、支給材料又
は貸与品の返還期日、返還場
所、工事用地等の明渡期日、修
復、取り片付け方法等が含まれ
ることとなる。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員
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１－４ 低入札価格調査対象工事に係る監督体制の強化について 

    (通知) 

建 経 工 第 ３ ９ 号 

令和３年９月 ２日 

  

交通基盤部及び経済産業部 

 関係各課及び各出先機関の長 様 

交通基盤部建設経済局工事検査課長 

 

低入札価格調査対象工事に係る監督体制の強化について（通知） 

 

 このことについては、平成 14 年６月 28 日付け建指第 144 号により通知しており

ますが、運用上の留意点を定めた別紙について、下記のとおり改定したので通知し

ます。 

 

記 

１ 改定の内容 
 別紙表中の「（３）重点的な監督業務の実施」の運用上の留意点に下表の下線部を

追加する。 
地方自治法施行令第 167 条の 10 第１項の運用
基準の取扱いに関する事務手続きについて 
10 監督体制の強化等 

運用上の留意点 

（１）～（２） 省略 （省略） 

（３） 重点的な監督業務の実施 
 

（省略） 

 当該工事に係る監督業務において、段階
確認、施工の検査等を実施するに当たっ
ては、担当監督員とともに、総括又は主
任監督員が立会いすることを原則とし、
重点的に行う。 
なお、遠隔臨場で行う場合は、原則とし
て監督員のうち１名は現地に臨場するも
のとする。 

（４）～（５） 省略 （省略） 

 

２ 改定の理由 

 遠隔臨場の試行要領の改定（令和３年８月 31 日付け建経技第 225 号建経工第 38

号）により、遠隔臨場の対象工事が低入札価格調査対象工事を含めたすべての工

事とされたことから、低入札価格調査対象工事において遠隔臨場を実施する際の

監督業務の取扱いについて定める必要が生じたため。 

 

担  当 工事検査課工事検査班 

電話番号 054-221-2697   
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10．低入札価格調査制度に係る調査対象工事の監督体制の強化 

地方自治法施行令第 167 条の 10 第１項の運用基準

の取扱いに関する事務手続きについて 

10 監督体制の強化等 

運用上の留意点 

(１) 施工体制台帳等の提出及びその内容のヒア

リング 

当該工事を所掌する出先機関の長又は課長

（以下｢事務所長等｣という。）は、請負業者に

対して、施工体制台帳及び下請負人通知書の提

出を求めるものとする。施工体制台帳及び下請

負人通知書の提出に際しては、必要に応じて請

負業者からその内容についてヒアリングを行う

ものとする。 

・下請契約の金額に拘わらず、施工体制

台帳及び下請負人通知書の提出を求

める。 

・提出に際しては、総括又は主任監督員

は担当監督員とともに社長、支店長又

は営業所長等から、その内容について

ヒアリングを行う。 

(２) 施工計画書の内容のヒアリング 

事務所長等は、仕様書に基づき施工計画書を

提出させるに際して必要があると認めるとき

は、請負業者から、その内容についてヒアリン

グを行うものとする。 

・施工計画書の提出に際しては、総括又

は主任監督員は担当監督員とともに

社長、支店長又は営業所長等から、そ

の内容についてヒアリングを行う。 

(３) 重点的な監督業務の実施 

監督員は、当該工事に係る監督業務におい

て、段階確認、施工の検査等を実施するに当た

っては、立会することを原則として、入念に行

うものとする。また、あらかじめ提出された施

工体制台帳及び施工計画書等の記載に沿った施

工が実施されているかどうかの確認を併せて行

うものとし、実際の施工が記載内容と異なると

きは、その理由を現場代理人から詳細に聴くも

のとする。 

・当該工事に係る監督業務において、段

階確認、施工の検査等を実施するに当

たっては、担当監督員とともに、総括

又は主任監督員が立会いすることを

原則とし、重点的に行う。 

なお、遠隔臨場で行う場合は、原則と

して監督員のうち１名は現地に臨場

するものとする。 

(４) 労働安全担当機関との連携 

事務所長等は、安全な施工の確保及び労働者

への適正な賃金支払の確保の観点から必要があ

ると認めるときは、労働基準監督署の協力を得

て、施工現場の調査を行うものとする。 

・労働基準監督署等との合同パトロー

ル、事務所単独のパトロールにおいて

は、必ず施工現場の調査を行うものと

する。 

(５) 厳格な検査の実施 

検査は、原則として検査監が行うものとす

る。 

・請負金額に拘わらず本庁検査とする。

また、中間検査も原則として本庁検査

とする。 
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１－６　建築工事検査・立会い一覧

区分 標仕№ 内容 検査 立会い

 1章 各章共通事項 1.3.6 品質管理 ○

 〃 1.4.4 工事現場に搬入した材料 ○

 〃 1.4.5 試験 ○

 〃 1.5.5 施工の検査 ○

 〃 1.5.7 施工の立会い ○

 2章 仮設工事 2.2.1 縄張り ○

 〃 2.2.2 ベンチマーク ○

 〃 2.2.3 遣方 ○

 3章 土工事 3.2.1 根切り ○

 4章 地業工事 4.2.1 支持地盤の試験 ○

 〃 4.5.5 掘削深さ及び支持層 ○

 5章 鉄筋工事 5.1.3 主要な配筋 ○

 6章 コンクリート工事 6.9.6 構造体コンクリートの仕上りの補修 ○

 〃 6.9.6 構造体コンクリートのかぶり厚さ不足の補修 ○

 7章 鉄骨工事 7.4.8 ボルト締付け後の確認結果記録 ○

 〃 7.10.5 鉄骨建方完了 ○

 9章 防水工事 9.1.3 防水層の施工 ○

11章 タイル工事 11.1.5 タイル接着力試験不合格の場合の措置 ○

 1章 各章共通事項 1.3.6 品質管理 ○

 〃 1.4.4 工事現場に搬入した材料 ○

 〃 1.4.5 試験 ○

 〃 1.6.5 施工の検査 ○

 〃 1.6.7 施工の立会い ○

 3章 防水改修工事 3.1.3 防水層の施工 ○

 4章 外壁改修工事 4.5.8 タイル接着力試験不合格の場合の措置 ○

 6章 内装改修工事 6.16.2 タイル接着力試験不合格の場合の措置 ○

 8章 耐震改修工事 8.3.1 主要な配筋 ○

 〃 8.8.6 構造体コンクリートの仕上りの補修 ○

 〃 8.8.6 構造体コンクリートのかぶり厚さ不足の補修 ○

 〃 8.14.8 ボルト締付け後の確認結果記録 ○

 〃 8.19.3 鉄骨組立完了 ○

 〃 8.23.6 鋼板等組立 ○

 〃 8.28.3 根切り ○

 〃 8.28.4 支持地盤の試験 ○

 9章 環境配慮改修工事 9.1.3 石綿含有吹付け材の除去 ○

公共建築工事標準仕様書(平成31年版)

　※本表は、標準仕様書において「監督員の検査」及び「監督員の立会い」が必要であると規定さ
れている事項を抽出した参考資料です。各事項の詳細内容については、標準仕様書を確認してくだ
さい。

公共建築改修工事標準仕様書(平成31年版)
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区分 標仕№ 内容 検査 立会い

 1章 各章共通事項 1.3.6 品質管理 ○

 〃 1.4.4 工事現場に搬入した材料 ○

 〃 1.4.5 試験 ○

 〃 1.5.5 施工の検査 ○

 〃 1.5.7 施工の立会い ○

 2章 仮設工事 2.2.1 縄張り ○

 〃 2.2.2 ベンチマーク ○

 〃 2.2.3 遣方 ○

 5章 軸組構法(壁構造系)工事 5.5.1 加工材の寸法及び含水率 ○

 〃 5.5.6 建方精度 ○

 6章 軸組構法(軸構造系)工事 6.5.1 加工材の寸法及び含水率 ○

 〃 6.5.7 建方精度 ○

 7章 枠組壁工法工事 7.5.1 加工材の含水率及び寸法 ○

 8章 丸太組構法工事 8.5.1 加工材の寸法及び含水率 ○

 9章 CLTパネル工法工事 9.5.1 加工材の寸法及び含水率

 〃 9.5.7 建方精度 ○

 1章 各章共通事項 1.5.4 施工の検査 ○

 〃 1.5.5 施工の立会い ○

 6章 石綿含有建材の除去及び処理 6.3.4 石綿含有吹付け材の除去 ○

建築物解体工事標準仕様書(平成31年版)

公共建築木造工事標準仕様書(平成31年版)
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２－１ 静岡県建設工事検査要領 

静岡県建設工事検査要領 

(目的) 

第１条 この要領は、静岡県が発注する工事の検査を執行するために必要な事項を

定め、もって検査の円滑な遂行に資することを目的とする。 

(用語の定義) 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 工事 建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設工事

をいう。

(２) 検査員 検査技監若しくは検査監又は知事若しくはかい長が工事の検査を

命じた職員をいう。

(３) 本庁検査 工事検査課が行う検査をいう。

(４) 主管事務所検査 農林事務所又は土木事務所が行う、他の事務所等の検査

をいう。

(５) 技術検査 工事の施工体制、施工状況、出来形、品質及び出来栄えについ

て行う技術的な検査をいう。

(６) 検査事務所長 主管事務所検査を行う事務所の長をいう。

(７) 課長 静岡県行政組織規則（平成19年静岡県規則第29号。以下「組織規則」

という。）第60条に規定する本庁の課長をいう。

(８) 出先機関の長 組織規則第69条に規定する出先機関の長をいう。

(検査の種類) 

第３条 検査の種類は、次のとおりとする。 

完 成 検 査 工事の完成の確認を行う検査 

一部完成検査 工事の一部が完成し引渡しを受ける既済部分の完成の確認を行

う検査 

出来形検査 工事の完成前に部分払いをしようとするとき、又は契約解除に

よる引渡しを受けるときに出来形の確認を行う検査 

中 間 検 査 工事の施工中に施工状況等の確認を行う検査 

(検査の対象) 

第４条 本庁検査及び主管事務所検査の対象は、別に定める「静岡県建設工事検査

要領の本庁検査・主管事務所検査の対象」によるものとする。 

２ 前項の規定により検査を行うことが困難又は適当でない場合は別途工事検査課

長と協議するものとする。 
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(兼務の禁止) 

第５条 検査員は、同一工事において次の各号の一に該当する検査を行う場合を除

き、監督員を兼ねることはできない。 

 (１) 検査の時期における災害その他異常な事態の発生等により、監督員以外の

職員により行うことが著しく困難な検査 

 (２) 検査を行うために特別の技術を要するため、監督員以外の職員により行う

ことが著しく困難な検査 

 (３) 維持修繕に関する工事で、施工後直ちに行わなければ給付の完了の確認が

著しく困難な検査 

 

(技術検査) 

第６条 検査員は、完成検査、一部完成検査及び中間検査時に技術検査を行うもの

とする。 

 

(検査申請) 

第７条 受注者は、中間検査を受ける必要があるときは、静岡県建設工事検査要領

細則に定める中間検査申請書《4-101ページ参照》を発注者に提出するものとする。 

２ 課長及び出先機関の長（以下「発注機関の長」という。）は、本庁検査又は主管

事務所検査対象工事の場合で次の各号のいずれかに該当するときは、内容を確認し

静岡県建設工事検査要領細則に定める工事検査申請書《4-102ページ参照》に工事

検査記録（様式第３号）《4-103ページ参照》を添えて、工事検査課長又は検査事務

所長に提出するものとする。 

 (１) 完成届出書を受理したとき。 

 (２) 出来形確認請求書を受理したとき。 

 (３) 契約の解除の通知をし、又は解除の通知を受けたとき。 

 (４) 中間検査申請書を受理したとき。 

 

(検査の命令) 

第８条 工事検査課長又は検査事務所長は、工事検査申請書を受理したときは、当

該申請書の余白に検査を担当する職員を記載し検査の命令を行うものとする。 

２ 発注機関の長は、前条第２項の工事以外の場合、同項各号の書類の余白に検査

を担当する職員を記載し検査の命令を行うものとする。 
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(検査の時期) 

第９条 検査の時期は、次のとおりとする。 

  完成検査・一部完成検査 

        完成届出書を受理した日から14日以内 

  出来形検査 出来形確認請求書を受理した日、又は契約の解除の通知をし、若

しくは解除の通知を受けた日から14日以内 

  中 間 検 査 その都度速やかに 

 

(検査の立会) 

第10条 検査は、監督員及び受注者又は現場代理人及び主任技術者等の立会のもと

に行うものとする。 

 

(検査の実施) 

第11条 検査員は、契約書、設計図書及びその他の関係書類に基づき、原則、実地

により検査をしなければならない。 

２ 検査員は、外部から明視できない部分があるときは、監督員の説明、写真その

他の工事記録等により、当該部分の検査を行うことができるものとする。 

３ 検査員は、検査（出来形検査及び中間検査を除く。）の結果その給付が契約内容

に適合すると認めるときは合格の、適合しないと認めるときは不合格の判定をしな

ければならない。 

 

(検査の技術基準) 

第12条 検査を実施するために必要な技術基準は、別に定める静岡県建設工事検査

技術基準による。 

 

(検査の中止) 

第13条 検査員は、検査の実施に当たり、次の各号の一に該当する場合は、検査を

中止することができるものとする。 

 (１) 受注者、現場代理人及び主任技術者等が検査の妨害をした場合 

 (２) 設計図書との著しい相違や重大な欠陥を発見した場合 

 (３) 災害その他異常な事態の発生によって、検査を実施することが困難な場合 

 

(検査の復命) 

第14条 検査員は、検査を完了したときは、静岡県建設工事検査要領細則に定める

工事検査復命書《2-6ページ参照》及び工事検査記録を作成し、検査を命令した者

に提出するものとする。 

２ 工事検査課長又は検査事務所長は、前項の復命書を受理したときは、速やかに

静岡県建設工事検査要領細則に定める工事検査結果通知書《2-7ページ参照》に工

事検査記録を添え検査を申請した者に通知するものとする。 
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(修補指示) 

第15条 発注機関の長は、検査の結果不合格の工事検査復命書又は工事検査結果通

知書を受理したときは、静岡県建設工事検査要領細則に定める修補指示書《2-9

ページ参照》により、受注者に修補を指示するものとする。 

 

(再検査) 

第16条 検査員は、修補完了を確認するための検査を行わなければならない。ただ

し、修補の内容が軽微な場合には、工事記録及び工事写真等によりその内容を確

認することをもって実地による検査に代えることができるものとする。 

２ 第７条から第15条の規定は、前項の検査に準用するものとする。この場合「完

成届出書」とあるのは「修補完了届出書」とする。 

 

(工事成績の評定) 

第17条 検査員は、検査を終了したときは、別に定める静岡県建設工事成績評定要

領に基づき成績評定をするものとする。 

 

(検査結果の通知) 

第18条 発注機関の長は、工事検査復命書又は工事検査結果通知書を受理したとき

は、検査の結果を静岡県建設工事検査要領細則に定める工事検査結果通知書《2-8

ページ参照》により受注者に通知するものとする。 

 

(検査結果の通知時期) 

第19条 検査結果の通知時期は、次のとおりとする。 

  完成検査・一部完成検査 

        完成届出書又は修補完了届出書を受理した日から14日以内 

  出来形検査 出来形確認請求書を受理した日、又は契約の解除の通知をし、若

しくは解除の通知を受けた日から14日以内 

  中 間 検 査 その都度速やかに 

 

  附 則 

 この訓令乙は、平成28年４月１日から施行する。 

  附 則（令和２年12月25日訓令乙第19号） 

 この訓令乙は、令和３年１月４日から施行する。 
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別紙 1 

本庁検査・主管事務所検査の対象 

 

○本庁検査 

工事の種類 検査対象 

土木工事 6,000 万円以上及び低入札価格調査対象工事 

※低入札価格調査対象工事以外の ICT 施工による河床掘削工並

びに舗装維持修繕工は除く 

農林土木工事 4,000 万円以上及び低入札価格調査対象工事 

建築・設備工事 6,000 万円以上及び低入札価格調査対象工事 

 

○主管事務所検査 

土木工事 

検査事務所 所管する事務所 検査対象 

富士土木事務所 田子の浦港管理事務所 500 万円以上 6,000 万円未満の工

事及び低入札価格調査対象工事以

外の 6,000 万円以上の ICT 施工に

よる河床掘削工並びに舗装維持修

繕工 

静岡土木事務所 清水港管理局 

島田土木事務所 焼津漁港管理事務所 

袋井土木事務所 御前崎港管理事務所 

 

農林土木工事 

検査事務所 所管する事務所 検査対象 

東部農林事務所 賀茂農林事務所 

富士農林事務所 
4,000 万円未満 

中部農林事務所 志太榛原農林事務所 

中遠農林事務所 西部農林事務所 

 

建築・設備工事 

検査事務所 所管する事務所 検査対象 

沼津土木事務所 下田土木事務所 

熱海土木事務所 

富士土木事務所 6,000 万円未満 

静岡土木事務所 島田土木事務所 

浜松土木事務所 袋井土木事務所 

 

注意事項 

１ 金額は、当初契約金額 
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様式第 4号 

 年 月 日  

 

 工事検査課長（○○○○事務所長） 様 

 

                     検査員職氏名          ㊞ 

工 事 検 査 復 命 書 

 
命により検査をしたので、復命します。 

 

工 事 番 号  

建設工事名 
 

 

建設工事箇所     

検査の種類 完成・一部完成・出来形（第 回）・中間（第 回） 

請負代金額  

受 注 者    

工 期 年  月  日から  年  月  日まで 

検査立会人 
監督員   

受注者  

検査年月日    年   月   日 

検査の結果  

備 考 

 ※１ 検査の結果欄には、完成・一部完成検査の場合は「合格」又は「不合格」を、出来
形検査の場合は「出来形  ％」を、中間検査の場合は所見又は「備考欄のとおり」
を記載する。 

 ※２ 備考欄には、「不合格の理由」、「指示事項」（契約事項を満足しなくなる可能性が
あると判断される事項）又は「改善を要する事項」（改善を行うことで品質等の向上に
寄与すると考えられる事項）等を記載する。 
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様式第 5-1 号 

第    号  

 年 月 日  

 

   発注機関の長 様 

 

                        工事検査課長（○○○○事務所長） 

工 事 検 査 結 果 通 知 書 

 
次のとおり、工事(完成・一部完成・出来形・中間)検査の結果を通知します。 

 

工 事 番 号  

建設工事名 
 

 

建設工事箇所     

検査の種類 完成・一部完成・出来形（第 回）・中間（第 回） 

請負代金額  

受 注 者    

工 期 年  月  日から  年  月  日まで 

検査立会人 
監督員   

受注者  

検査員職氏名   

検査年月日    年   月   日 

検査の結果  

備 考 

 ※１ 検査の結果欄には、完成・一部完成検査の場合は「合格」又は「不合格」を、出来
形検査の場合は「出来形  ％」を、中間検査の場合は所見又は「備考欄のとおり」
を記載する。 

 ※２ 備考欄には、「不合格の理由」、「指示事項」（契約事項を満足しなくなる可能性が
あると判断される事項）又は「改善を要する事項」（改善を行うことで品質等の向上に
寄与すると考えられる事項）等を記載する。 
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様式第 5-2 号 

 

第    号 

 年 月 日  

 

   （受注者）   様 

 

                               契約担当者  ㊞ 

工 事 検 査 結 果 通 知 書 

 
次のとおり、工事(完成・一部完成・出来形・中間)検査の結果を通知します。 

 

工 事 番 号  

建設工事名 
 

 

建設工事箇所     

検査の種類 完成・一部完成・出来形（第 回）・中間（第 回） 

請負代金額  

受 注 者    

工 期 年  月  日から  年  月  日まで 

検査立会人 
監督員   

受注者  

検査員職氏名   

検査年月日    年   月   日 

検査の結果  

備 考 

 

 

 

  

 
 ※１ 「指示事項」 契約事項を満足しなくなる可能性があると判断される事項 
 ※２ 「改善を要する事項」 改善を行うことで品質等の向上に寄与すると考えられる 
   事項 
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様式第 6号 

 

 年  月  日  

 

  （受注者）   様 

 

                              契約担当者  ㊞ 

 

修  補  指  示  書 

 
次のとおり、修補を指示する。 

 

工 事 番 号  

建設工事名 
 

 

建設工事箇所    

修 補 期 限    年   月   日 

修補指示事項  
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２－２ 静岡県建設工事検査要領の運用について(通知) 

建 工 第 1 1 5 号 - 2 

平成 28 年 3 月 28 日 

 

各本庁関係課長 

各関係出先機関の長 様 

交通基盤部長 

 

静岡県建設工事検査要領の運用について（通知） 

 

 静岡県建設工事検査要領の改正については、平成 28 年３月 28 日付け建工第 115 号

により通知したところですが、その運用について下記のとおり定めたので通知します。 

 

記 

１ 中間検査について（第３条） 

  中間検査の実施は、別添 1「中間検査実施基準」によるものとする。 

 

２ 検査の対象について（第４条） 

(1) 本庁検査の対象となる検査は、知事部局に係る建設工事の検査であるが、教育委

員会及び警察本部については、受託検査として、本庁検査の対象とすることがで

きるものとする。なお、この場合の手続は、別添２「受託検査の取扱い」による。 

(2) 本庁検査の対象建築物に係る設備工事については、当初の契約金額が 2,000 万円

以上の検査は、本庁検査対象とすることができるものとする。 

 

３ 図面等の提出 

  発注機関の長は、本庁検査対象の建築・設備工事の契約を締結したときは、速や

かに特記仕様書、図面、現場説明書及び質問回答書を工事検査課長に提出するもの

とする。 

 

４ 工事材料の製造請負契約に関する準用 

  この要領は、請負工事に支給する工事材料の製造請負契約について準用する。こ

の  場合において、第９条第 1項及び第 19 条第１項中「14 日」とあるのは「10

日」と読み替えるものとする。 

 

担  当 工事検査課工事検査班 

電話番号 054‐221‐2624    

Ｆ Ａ Ｘ 054‐221‐3199    
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【別添 1】 

中間検査実施基準 

（目的） 

第１ この基準は、静岡県建設工事検査要領に基づく中間検査の実施について必要な

事項を定めるものとする。 

 

（中間検査の指定） 

第２ 中間検査の対象工事は、特記仕様書等の契約図書において指定するものとする。 

 

（中間検査の対象） 

第３ 中間検査の対象となる工種、項目及び時期等は、別紙「中間検査の対象」を参

考にして、監督員が受注者に指示するものとする。 

 

（中間検査の実施） 

第４ 中間検査は、対象工事の施工途中における施工体制、施工状況、出来形、品質

及び出来栄えについて、関係書類に基づき実施し、施工について改善を要する事項

（改善を行うことで品質等の向上に寄与すると考えられる事項）及び現地における

指示事項（契約事項を満足しなくなる可能性があると判断される事項）を把握する

ものとする。 

２ 中間検査で確認した出来形部分については、完成検査、一部完成検査及び出来形

検査時の確認を省略することができるものとする。ただし、その後の現場状況の変

化や、受注者の管理状況等から再度の確認が必要な場合はこの限りではない。 

 

（中間検査の復命） 

第５ 検査員は、中間検査を完了したときは、速やかに当該中間検査の結果について、

所見、改善を要する事項及び指示事項を記載した工事検査復命書により、検査を命

令した者に復命するものとする。 

 

（その他） 

第６ この実施基準により難い場合は、工事検査課長と協議して実施するものとする。 

 

 

 

（参考）第２により中間検査を指定する場合の契約図書への記載例 

 「この工事は、中間検査の対象工事でありその実施については、中間検査実施基準

による。」 
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別紙 

中間検査の対象 

○土木・農林工事  (省略) 

 

○建築・設備工事 

１ 工事別検査時期 

工事種別 回数 検査時期 備 考 

新築・増築 

工事 

１ 地中梁が完了し、埋め戻し前  

２ 
躯体工事が完了し、サッシ取付中 

鉄骨造は、鉄骨建方が完了し、サッシ取付中 
 

３ 内装の下地が完了後  

追加１ 免震、制震装置が完了後 設備は不要 

追加２ 工場で検査を行うことが必要な時期  

リモデル 

工事 

１ 
地中梁が完了し、埋め戻し前 

設備は、解体工事完了し、配管工事施工中 
 

２ 内装の下地が完了後  

追加１ 工場で検査を行うことが必要な時期  

 ・検査と検査の間が 3か月を超える場合は、次回の検査時期に達していなくても中

間検査を行う。 

 ・改修工事、解体工事：工事内容により必要に応じて中間検査を行う。 

 ・居住改善工事：原則として初回対象住戸が完了した後に中間検査を行う。 

 

２ 工場で行う検査対象 

 建 築 

 ・特殊な建築物等で重要なもの。 

 【具体例】 

 ・鉄骨工場製作品、特注製作品、特殊材料のうち特に重要な材料 

 設 備 

 ・特殊な仕様なもの。 

 【具体例】 

 ・下水プラント機器で特に重要な材料(機械濃縮機、同コントロール盤等) 

 ・キュービクル、盤、大型材料等で特に重要なもの 

 ・特注製作品(標準仕様書にない仕様のもの)で特に重要な材料 
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【別添2】 

受託検査の取扱い 

 

第１ 受託検査の対象 

  受託検査の対象は、静岡県建設工事検査要領第４条に定める検査とする。 

 

第２ 受託検査の依頼 

 (1) 受託検査の依頼は、受託検査依頼書（様式１）《4-100ページ参照》により行

う。 

 (2) 依頼書の受付時に、理由及び工事内容のヒアリングを行う。 

 (3) ヒアリングの結果により、検査依頼の受託の可否を決定する。 

 

第３ 旅費の再配当 

 (1) 受託検査に伴う旅費は、依頼者が負担する。 

 (2) 受託決定後に交通基盤部経理監と調整し、再配当する。 
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２－３ 静岡県建設工事検査技術基準 

静岡県建設工事検査技術基準 

(目的) 

第１条 この技術基準は、静岡県建設工事検査要領第 12 条の規定に基づき、検査員

が検査を実施するために必要な技術的事項を定め、検査の適切な実施を図ることを

目的とする。 

 

（検査の内容） 

第２条 検査は、当該工事を対象として、契約図書等に基づき、工事実施状況、出来

形、品質及び出来ばえについて行うものとする。 

 

（工事実施状況の検査） 

第３条 工事実施状況の検査は、工事の施工体制、施工状況（契約書等の履行状況、

工程管理、安全管理、工事施工状況）に関する各種の記録（工事打合せ記録及び工

事写真等を含む。）と契約図書とを対比し、別表第１に掲げる事項に留意して行う

ものとする。 

 

（出来形の検査） 

第４条 出来形の検査は、位置、出来形寸法及び出来形管理に関する各種の記録と設

計図書とを対比し、別表第２に基づき行うものとする。 

 

（品質の検査） 

第５条 品質の検査は、品質及び品質管理に関する各種の記録と設計図書とを対比し、

別表第３に基づき行うものとする。 

 

（出来ばえの検査） 

第６条 出来ばえの検査は、仕上げの状況、とおり、すり付け、納まりの程度及び全

般的な外観について、目視又は観察により行うものとする。 
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別表第１（第３条関係） 

工事実施状況の検査留意事項 

【建築工事、設備工事】 

項目 関係書類 内容 

(1)施工体制 施工体制台帳、施工体系図、

その他 

適正な施工体制の確保状況 

(2)契約書等 

の履行状況 

契約書、仕様書、施工計画書、

その他 

 

指示、承諾、協議事項等の処理内容、

支給材料・貸与品及び工事発生品の処

理状況その他契約書等の履行状況 

(3)工程管理 工程表、工事工程月報、その

他 

工程管理状況 

(4)安全管理 施工計画書、安全活動の記録、

仮設設備点検表、重機等点検

記録、その他 

安全管理体制、安全設備及び点検、 

安全活動、関係法令の遵守状況 

(5)工事施工状況 施工計画書、工事記録簿、工

事写真、その他 

施工方法、施工管理、緊急時の対応、

現場管理状況 

 

 

別表第２(第４条関係) 

出来形の検査 

【建築工事】 

建築工事 検査内容 検査方法 

基準高、長さ、形状、個数、

径、断面寸法、厚さ、勾配、 

延長、膜厚、塗布量、範囲、 

幅、位置、ピッチ 

施工計画書、施工記録、納品書、伝票、

出荷証明、ミルシート、工事写真、目

視及び実測等により確認 

 

【設備工事】 

設備工事 検査内容 検査方法 

形状、管径、勾配、個数等 

 

 

施工計画書、施工記録、設計審査願、

工場検査報告書、工事写真、目視等に

より確認 
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別表第３(第５条関係) 

品質の検査 

【建築工事、設備工事】 

項目 検査内容 検査方法 

材料 

 

材料の品質は、設計図書と

対比して適切か 

品質証明書、規格証明書、材料試験結

果証明書、メーカーパンフレット等に

より確認 

施工方法 

及び仕様 

 

施工方法及び仕様は、設計

図書と対比して適切か 

施工計画書、施工記録、納品書、工事

写真、目視及び実測等により確認 

機能及び 

性能の水準 

建築物、設備又は付帯施設

等の機能及び性能の水準は

設計図書と対比して適切か 

目視又は実際に操作、計測して検査 
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２－４ 建築設備工事検査チェックシート 
建築工事検査チェックシート 

建
設
工
事
名

 

 
受
注
者 

 

請
負
金
額 

当 初 円 

工
期 

着 手  
建
設
地 

 

 

 

監
督
員 

 完 成  

最 終 円 
延 長  

工
事
概
要 

本 棟 ・SRC ・RC ・S ・W ・CB  階延べ面積          ㎡ 
立
会
人 

現 場 代 理 人  
附 属 ・SRC ・RC ・S ・W ・CB  階延べ面積          ㎡ 主任・監理技術者  
その他  そ の 他  

検 査 区 分 ・中間 （・Ａ・Ｂ・Ｃ ） ・完成 検
査
員 

 
出
来
高 

現在 ％ 
措
置 

・要  ・不要 

検  査  日  計画 ％  

確 認 済 証  設 計 変 更  
書
類 

・工程表 ・工程月報 ・請負代金内訳

書 ・主任技術者等通知書 ・火災保険等

契約書の写 ・工事カルテ受領書 検 査 済 証  前指示事項  

書
類
審
査 

施
工
計
画 

実施工程表 ・総合工程表（・変更 ・修正）・補足工程表（・月間・週間）・掲示・チェック 

施工体制等 
・施工体制台帳（下請負・再下請負通知書、下請負契約書、建設業許可証の写） ・
施工体系図（工事別責任者、掲示） ・建退共（掛金収納書、受払簿、掲示） ・有
資格者（作業主任者、技能士、資格者証の写、一覧表の掲示） 

総
合
施
工
計
画
書 

総合施工計画 

・現場組織表（現場代理人、主任技術者、監理技術者、専門技術者、電気主任技術者、
掲示） ・安全衛生管理体制（安全衛生管理体制表、緊急連絡体制表、安全教育、掲
示） ・災害公害体制（異常気象時の体制表、防火管理組織編成表、公害対策（騒音、
振動他）、環境対策、交通安全、警備対策） ・VOC 対策 ・発生材の処理 ・解体 

総合仮設計画 
・目的物位置 ・仮囲い ・搬入路 ・仮設物 ・仮設電力等 ・足場 ・揚重機 ・
安全対策  

工
種
別
施
工
計
画
書 

・土 ・地業（・杭） ・鉄筋（・材料 ・加工 ・施工 ・圧接） ・コンクリート（配合 ・打設 ・型枠） 

・鉄骨（・製作 ・施工 ・探傷試験） ・ブロック ・ＰＣ版 ・ＡＬＣ版 ・押出成形Ｃ板 

・ 防水（・アスファルト・シート・塗膜・シーリング） ・石 ・タイル ・木 

・屋根及びとい ・金属 ・左官 ・建具（・アルミ ・鋼製 ・木製） ・塗装 

・内装（・天井 ・壁 ・床 ･断熱防露） 
・ユニットその
他 

・排水 ・舗装 ・植栽 

・外構 ・電力設備 ・通信情報設備 ・給排水衛生設備 空気調和設備  

施
工
図 

・仮設 ・杭 ・土 ・鉄筋 ・型枠 ・コンクリート 

・鉄骨 ・ブロック ・ＰＣ版 ・ＡＬＣ版 ・押出成形Ｃ板 ・防水 

・石 ・タイル ・木 ・屋根 ・金属 ・植栽 

・外構 ・各階配管(線)図 ・各種系統図 ・機器製作図   

材
料
計
画 

・使用材料（機器）報告書 ・カタログ ・見本 ・型板 

・製作承諾図（・アルミサッシ・鋼製サッシ・木製建具                    ） 

施
工
管
理 

記 録 書 
・指示・承諾・協議・提出・報告書 ・工事記録簿 ・材料検査簿 ・工事日誌 ・

安全記録 

工 事 写 真 ・明確性 ・確実性（出来形、品質、作業工程、材料マーク） ・整備方法 

官公署申請・届出等 

・建基法（・確認済 ・完成） ・消防法（・計画 ・完成） ・労働安全衛生法  

・電気 ・騒音 ・産廃法 ・建設リサイクル法 ・耐震改修促進法（・認定 ・完

成）・福まち条例 ・CASBEE ・建築物省エネ法 

その他一般共通 ・養生 ・片付け ・事故 ・苦情 ・完成図 ・完成写真 
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書 

類

審

査 

施

工

管

理 

施  工

資格証明 

・ガス圧接工（技） ・溶接施工管理技術者（資、経） ・溶接工（資） ・ｽﾀｯﾄﾞ溶接工（技、試） 

・超音波探傷試験（資） ・耐火被覆施工業者 ・技能士（資）  

施工管理

技 術 者 

・場所打ちコンクリート杭地業 ・Ⅰ類コンクリートの製造工場 ・鉄骨製作工場 ・鉄骨工

事の溶接作業 ・溶融亜鉛めっき高力ボルト接合 

現場掲示 
・建設業許可証 ・施工体系図 ・労災保険関係標識 ・建退共制度適用標識 ・有資格者一

覧表・緊急時連絡表 ・再下請負通知書の提出案内 ・建築確認済証 ・鉄骨製作工場表示板 

そ の 他 ・「施工プロセス」のチェックリスト （・Ａ ・Ｂ ・Ｃ ・完成） 

施

工

管

理 

材 

料 

品 

質 

証 

明 

・杭 ・砕石 ・鉄筋 ・溶接金網 ・コンクリート(調合、強度) 

・鋼材 ・ボルト ・溶接材料 ・ブロック ・ＰＣ版 ・ＡＬＣ版 

・押出成形セメント板 ・防水材料 (・アスファルト ・改質アスファルトシート ・塗膜) 

・タイル ・石 ・シーリング材(・シリコン ・ポリサルファイド ・ウレタン) 

・木材 ・集成材 ・長尺金属板 ・粘土瓦 ・とい ・軽鉄下地 

（
 ・金属（・笠木 ・ＥxpＪ ・手摺 ・タラップ） ・左官材 ・仕上塗材 

・ロックウー

ル 

試
験
成
績
書
・
工
事
写
真 

品
質
証
明
書
・
納
入
伝
票 

・アルミ建具 ・鋼製建具 ・木製建具 ・ガラス ・石膏ボード ・合板 

・塗料 （・錆止 ・SOP ・CL ・EP ・VE ・UC ・他） 
・フローリン

グ ブロック 

・フローリン

グ ボード 

・化粧複合 フ

ローリング 

・壁紙 ・畳 ・カーペット 
・ビニール 

 床シート 

・ビニール 

 床タイル 

・ビニール床 

 の接着材 

・合成樹脂塗り床 ・断熱防露材 ・路盤材 ・Ａs舗装材 ・Ａs調合 ・排水材料 

・コンクリート二次製品 ・土壌改良材 ・設備材料 ・地盤改良  

（
 

）

      

品

質

・

出

来

形

管

理 

計 
測 
・ 
試 
験 
・ 
検 
査 
記 
録 
・ 
報 
告 
書 
・ 
工 
事 
写 
真 

・位置決定 ・水平基準墨 ・根切底深さ ・地耐力 ・埋戻し ・残土処分 

・試験杭（・支

持地盤の確認） 

・杭打記録 （・打込み深さ ・施工

時間 ・ｱｰｽｵｰｶﾞｰ電流値 ・支持力等） 

・杭頭 （・高さ ・杭芯 ・

補強） 

・杭根固め液 

 杭周固定液 

・継杭溶接 ・場所杭掘削 ・場所杭安定液 ・杭載荷試験 ・砕石 ・捨コン 

・配筋検査 ・圧接部検査 
・コンクリー

ト 圧縮強度 

・スランプ、 

 空気、温度 
・塩化物総量 ・型枠組立 

・躯体出来形 ・鉄骨製品 ・溶接開先等 ・溶接部検査 ・ｽﾀｯﾄﾞ曲げ ・ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ 

・鉄骨建方 ・高力ボルト（・一次締 ・ナット回転法 ・他） ・超音波探傷 ・ｹﾐｶﾙｱﾝｶｰ 

）
 ・ALC 等建込 ・防水 （・下地勾配 ・重ね長さ ・端部 ・防水下地乾燥度） ・ﾀｲﾙ引張 ・ﾀｲﾙ打診 

 

・木材含水率 ・軽鉄天井高 ・耐火被覆（・厚さ ・比重） ・サッシ社内 ・サッシ建込 

・畳施工管理 ・舗装出来形 ・舗装高 ・切取り厚 ・路床転圧高 ・路盤締固度 

・路盤転圧後 ・As 施工温度 ・排水勾配（・側溝 ・排水管） ・植栽出来形 ・設備 

・絶縁抵抗試

験測定結果表 

・接地抵抗試

験測定結果表 

・ 照度測定 

結果表 

・電界強度試

験測定結果表 

・ ガス気密 

試験報告書 

水圧試験 

報告書 

・ ｺﾝｾﾝﾄ 

極性試験 

結果表 

・排水管 

通水試験 

（満水試験） 

・ 風量測定 

報告書 

・試運転調整

報告書 
  

  ・産業廃棄物 ・社内検査 ・法定検査 ・下検査   

備考 
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設備工事検査チェックシート 

工

事

名 

 
 

工事 

受

注

者 

 

契

約

金

額 

当 初 円 
工

期 

着 手  工

事

箇

所 

 

 
 

監

督

員 

 

完 成   

変更 円 
延 長   

工

事

概

要 

建 築 ・SRC ・RC ・S ・W ・CB   階  延べ面積       ㎡ 立

会

人 

現場代理人  出 

設 備  主任・監理技術者  出 

その他  補助技術者  出 

検査区分 ・中間 （第  回 ） ・完成 検
査
員 

 

出

来

高 

現
在 

％ 
措

置 

要 ・ 不要 

検 査 日 平成    ・    ・    ・ 
計
画 

％  

確認済証  設計変更  下

請 

・下請届  ・請書（下請契約書） 
検査済証  前指示事項   

書

類

審

査 

施

工

計

画 

実施工程表 ・総合工程表（・変更 ・修正） ・補足工程表（・月間 ・週間）   掲示 

施工体制等 
・現場組織表（・現場代理人 ・主任 ・監理 ・専任監理 ・専門技術者 ・電気主任技術者） 
・施工体制台帳 ・施工体系図（工事別責任者）   ・建退共の加入 ・受払簿   

掲示 

安全衛生管理体制 ・安全衛生管理体制表 ・緊急時連絡体制表 ・安全教育   掲示 

災害公害体制 
・異常気象緊急時の体制表 ・防火管理組織編成表 ・公害（・騒音 ・振動 ・他） ・環境 ・交通安
全 ・警備対策 ・掲示 

総合施工計画書 ・仮設(・目的物位置 ・仮囲い ・搬入路 ・仮設物 ・仮設電力等 ・足場 ・揚重機 ・安全対策) ・VOC ・廃材処分 ・解体 

工
種
別
施
工
計
画
書 

・電 力 設 備 ・受 変 電 設 備 ・通 信 情 報 設 備 ・自 動 制 御 設 備 

・発 電 設 備 ・中 央 監 視 制 御 設 備 ・空 気 調 和 設 備 ・給 排 水 衛 生 設 備 

・電 力 貯 蔵 設 備 ・ガ ス 設 備 ・さ く 井 設 備 ・浄 化 槽 設 備 

・昇 降 機 設 備 ・医 療 関 係 設 備 ・医 療 ガ ス 設 備 ・機 械 式 駐 車 設 備 

    

施

工

図 

・配 置 図 （ 屋 外 ） ・各 階 配 管 （ 線 ） 図 ・各 種 系 統 図 ・各 種 詳 細 図 

・機 器 製 作 図 ・電気室、機械室平面等   

    

材
料
計
画 

・使用材料（機器）報告書 ・カタログ ・見本 ・型板 ・機器承諾図 

・製作承諾図（・受電盤 ・配電盤 ・ポンプ ・生コン工場ＪＩＳ                       ） 

施

工

管

理 

記 録 書 ・指示・承諾・協議・提出・報告書 ・工事記録簿 ・材料検査簿 ・工事日報(集計) ・安全記録 

工 事 写 真 ・明確性 ・確実性（出来形、品質、作業工程、材料マーク） ・整備方法 ・箇所 

官公署申請・届出等 

・建基法(・確認済 ・完成) ・消防法(・計画 ・完成) ・労働安全衛生法 ・電気事業法 

・上下水道法 ・水質汚濁防止法 ・浄化槽法 ・ガス事業法・ 液化石油ガス法 

・高圧ガス法 ・産廃法 ・建設リサイクル法 ・騒音規制法 ・CASBEE ・建築物省エネ法 

その他 一 般 共 通 

・ 養生 ・片付け ・事故 ・苦情 ・火災保険 ・完成図 ・完成写真 ・取扱説明書 ・CORINS 登録  
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書

類

審

査 

施
工
管
理 

施工資格証明書 

・電気主任技術者 ・電気工事士（１種・２種） ・浄化槽設備士 

・技能士（配管・熱絶縁・建

築板金・空気調和・さく井） 
・あと施工アンカー ・超音波探傷試験 

・消防設備士（甲４） ・溶接  

そ の 他 「施工プロセス」のチェックリスト（・中間 第  回 ・完 成） 

施

工

管

理

（
品

質

・
出

来

形

管

理

） 

器

材

品

質

証

明 

１ 電 力 電線保護類 電 線 照 明 盤 避 雷 塗 装 機器試験 

２ 受 変 電 キュービクル盤 高低圧盤 変圧器盤 開放型盤 高圧機器 直流電源装置 〃 

３ 電力貯蔵 直流電源 U P S      

４ 発 電 発 電 機 原 動 機 配 電 盤 補機付属装置 燃 料 油 配管材料 〃 

５ 通信・情報 電 線 電線保護類 端 子 盤 構内情報網 構内交換 情報表示 〃 

６  映像・音響 拡 声 テレビ共同 監視カメラ 自火災報知 ガス漏れ 〃 

( ７ 中央監視制御 警 報 盤 表示操作盤 監視制御装置 無停電装置   〃 

品
質
証
明
書
・
納
入
伝
票 

試
験
成
績
書
・
工
事
写
真 

８ 空気調和 ボ イ ラ類 冷凍機 冷却塔 空気調和機 全熱交換器 ポンプ・ダクト類 〃 

９ 給排水衛生 衛生器具 ポ ン プ タ ン ク 消火機器 厨房機器 配管材料  

10 自動制御 自動制御機器 自動制御盤 中央監視 計装機材  〃  

11 ガ ス 管 、継 手 弁、コック、栓 ガス漏れ警報器 配管雑材料 充てん容器  〃 

12 さ く 井 ケーシング スクリーン 砂 利 遮 水   〃 

13 浄 化 槽 ポ ン プ 接 触 材 各種装置 盤 配 管 電気配管配線 〃 

）
 14 昇 降 機 機械室機器 かご、乗場 レールロープ 安全装置 耐震装置 電気配管配線  〃 

15 建築工事 鉄 筋 鉄 骨 コンクリート 防 水 材 サ ッ シ 内 装 材 塗 装 材 

計

測

・
試

験

・
検

査

記

録

・
報

告

書

・
工

事

写

真 

電 力 接地抵抗 絶縁抵抗 絶縁耐力 照 度 点 灯 極 性 盤動作 盤外観構造 盤シーケンス 

受 変 電 構 造 絶縁抵抗 耐電圧 継電機器特性 総合動作 接地抵抗 塗 装 支持、固定  

電 力 貯 蔵 構 造 絶縁抵抗 総合動作       

発 電 始動停止 充気、充電 負荷燃料 振 動 保安継電器 絶縁抵抗 耐電圧 接地抵抗 圧力、背気圧 

通信 ・情報 絶縁抵抗 接地抵抗 電界強度 
機能（構内情報網、構内交換、映像・音響、拡声、テレビ、監

視カメラ、火災、警報、ガス漏れ、自動閉鎖） 

空気調和 蒸気水圧 油気密 水 圧 冷媒気密 塗装、防錆 保 温 支持、固定 防火区画  

給排水衛生 給水水圧 排水満水 排水桝 通 水 塗装、防錆 埋設、防食 保 温 支持、固定 スリーブ 

自動制御 絶縁抵抗 総合調整 システム構成       

ガ ス 気密（中間･完成） 点 火 塗装、防錆 埋設、防食 鋼管、溶接 支持、固定   

さ く 井 揚水（予備、段階、連続） 自然水位 水 質 位置図 柱状図 地質標本  

浄 化 槽 水張り 気 密 各種機器 躯 体 総合運転 ※ユニット型式は水張り、総合運転のみ 

昇 降 機 (社)日本エレベーター協会標準による試験成績表     

建 築 残土処分記録 産業廃棄物報告 根切底深さ くい打記録 圧設試験 
コンクリート 
強 度 

躯体測定 

検 査 社内完成 法定検査 下検査     

備 

 

考 
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３－１ 静岡県発注建設工事に係る建設生産システム合理化指導

要綱 
 

静岡県発注建設工事に係る建設生産システム合理化指導要綱 

 

                         平成3年11月26日 管第537号 

                   最終改正 令和３年９月21日  建経業第173号 

 

第１ 趣  旨 

  この要綱は、静岡県（以下「県」という。）発注建設工事に係る建設生産システム合理

化を図るため、「建設産業における生産システム合理化指針」（平成３年２月５日付け建

設省建設経済局長通知）に定めるもののほか、県発注建設工事を施工するに当たり工事

に携わる建設業者が講ずべき措置について定めるものとする。 

 

第２ 用語の定義 

  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 請負人 県から直接建設工事を請け負った者をいう。 

 (2) 注文者 工事が下請契約により施工される場合には、請負人のほかそれに続くすべ

ての下請契約における注文者をいう。 

 (3) 受注者 請負人からその工事の一部を請け負った者は勿論、それに続くすべての下

請契約における受注者をいう。 

 

第３ 適正な契約の締結 

  注文者及び受注者は、工事の開始に先立ち、中央建設業審議会勧告に係る建設工事標

準下請契約約款又は一般社団法人全国建設業協会制定に係る工事下請基本契約約款等に

より下請契約を締結するものとする。なお、請負人は、工事の一部を他の建設業者に請

け負わせて施工させる場合において、静岡県建設工事執行規則第２条に規定する契約担

当者（以下「契約担当者」という。）が求めたときは、同規則第15条に定める下請負人

通知書を、当該下請契約書の写しを添付のうえ、遅滞なく契約担当者に提出しなければ

ならない。 

 

第４ 適正な施工体制の確立 

  請負人は、建設工事における適正な施工体制の確保を図るため、別に定める施工体制

台帳を整備すること等により、的確に建設工事の施工体制を確立するよう努めるものと

する。 
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第５ 建設業退職金共済制度への加入の促進等 

 請負人は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加入し、当該工事に携わ

る建設業者の建設業退職金共済制度への加入の促進及び適正履行の確保に努めるものと

する。この場合において、請負人以外の注文者は、加入の促進等が的確に行われるよう

協力するものとする。 

 また、請負人は、請負代金額が100万円以上の工事について、掛金収納書を工事請負

契約締結後１か月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締結後 40

日以内）に、契約担当者に提出しなければならない。 

 あわせて、請負人は、当該工事において請負人が購入した退職金共済証紙の受払簿の

写し及び掛金充当実績総括表を、工事完成届の提出と同時に契約担当者に提出しなけれ

ばならない。 

第６ 下請取引責任者の選任 

 請負人は、この要綱において請負人が遵守すべきものと規定された事項の適正な履行

を図るため、下請取引責任者を選任しなければならない。 

 なお、請負人は、下請負人通知書を提出する場合には、当該通知書に係る工事に関し、

別紙様式《3-3 ページ参照》による下請取引責任者通知書を併せて契約担当者に提出し

なければならない。 

第７ 指導助言等 

 県は、県発注建設工事における建設生産システムの合理化を図るため必要があると認

めた場合には、請負人に対し、資料の提出を求め、当該工事に係る事業場等の現地調査

を実施し、必要に応じて指導助言を行い、又は是正措置を講ずるよう要請するものとす

る。 

  附 則 

１ この要綱は、平成3年11月26日から施行する。 

２ 静岡県発注建設工事にかかる元請下請関係適正化対策要綱（昭和59年1月18日付け

管第505号）は、廃止する。 

  附  則 

この要綱は、平成7年4月1日から施行する。 

附  則 

 この要綱は、令和３年10月１日から施行する。 
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別紙様式（用紙 日本産業規格A4縦型） 

 

下 請 取 引 責 任 者 通 知 書 

 

                               年  月  日 

 

            様 

 

                         住    所 

                     請負人 商号又は名称 

                         氏    名 

 

 静岡県発注建設工事に係る建設生産システム合理化指導要綱第６に基づく下請取引責任

者を下記の通り選任したので、通知します。 

 

 

記 

 

工    事    名 

下請取引責任者職氏名 
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３－２ 静岡県発注建設工事に係る建設生産システム合理化指導

要綱の取扱いについて 

静岡県発注建設工事に係る建設生産システム合理化指導要綱の取扱いについて 

                          平成３年11月26日  管第537号 

最終改正  令和３年９月21日  建経業第174号 

交通基盤部長から関係各部局長、関係各課長、各かい長あて              

 

  静岡県（以下「県」という。）発注建設工事に係る建設生産システムの合理化を図るため、

今般、標記要綱（以下「要綱」という。）を別添の通り策定したところであるが、これの取

扱いについては下記によられたく、通知します。 

記 

１  要綱の周知徹底等 

  契約担当者は、県発注建設工事の入札に参加しようとする者に対し、現場説明又は入

札の執行に先立つ契約事項の確認の際に、要綱の周知徹底を図るとともに、その遵守方

指導すること。 

２  下請負人通知書の取扱い 

(1) 要綱第３に基づき下請負人通知書の提出を求める場合については、昭和 50 年３月

25日付け規則第16号「静岡県建設工事執行規則」の第15条によるほか、契約担当者、

当該契約担当者所属部主管課長及び建設業課長が協議のうえ別に定めるものとする。 

(2) 契約担当者は、下請負人通知書の提出を受けたときは、下請契約の締結及び下請契

約における注文者から、その契約における受注者に対する請負代金の支払時期及び方

法等について、おおむね別紙の項目について審査すること。 

(3) 契約担当者は、前項による審査の結果、下請契約の内容が建設業法等関係法令に違

反し、あるいは要綱等行政指導通達に照らし著しく適正を欠くと認められる場合は、

要綱第７に基づいてその是正方要請すること。 

(4) 契約担当者は、毎月15日までに、前月に提出のあった、下請負人通知書に前項によ

り是正方要請したものがある場合は、下請契約に関する是正状況報告書（様式第１号）

《3-8ページ参照》を所属部主管課長を経由し、建設業課長あて提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-4



 
 
 
３  施工体制台帳等の取扱い 

(1) 施工体制台帳（様式は第２号《4-27ページ参照》に示すもの、又はこれに準拠するも

の及び作業員名簿（様式は第６号《4-112 ページ参照》に示すもの、又はこれに準拠

するもの）を含む。）は、請負人において作成し、工事現場ごとに備え置かなければな

らない。又、下請契約を締結した請負人は、受注者に対し、再下請負通知書（様式は

第３号《4-28ページ参照》に示すもの、又はこれに準拠するもの及び作業員名簿（様

式は第６号に示すもの、又はこれに準拠するもの）を含む。））の提出が必要である旨

を通知するとともに、施工体系図（様式は第４号《4-29ページ参照》に示すもの、又

はこれに準拠するもの）を作成し、当該工事現場の工事関係者が見やすい場所及び公

衆が見やすい場所に掲げなければならない。 

(2) 請負人は、施工体制台帳及び施工体系図を監督員へ提出しなければならない。 

(3) 工事執行を担当する本庁の課長等、出先機関においては副所長等又は部長等（副所長

等又は部長等が複数置かれている出先機関にあっては、契約担当者があらかじめ指定

した副所長等又は部長等、副所長等及び部長等を置かない出先機関にあっては、当該

工事を担当する課長）は、施工体制台帳の提出を受けたときは、下請契約の締結及び

下請契約における注文者から、その契約における受注者に対する請負代金の支払時期

及び方法等について、おおむね別紙の項目について審査すること。 

(4) 契約担当者は、前項による審査の結果、下請契約の内容が建設業法等関係法令に違反

し、あるいは要綱等行政指導通達に照らし著しく適正を欠くと認められる場合は、要

綱第７に基づいてその是正方要請すること。 

(5) 契約担当者は、毎月15日までに、前月に提出のあった、施工体制台帳に前項により是

正方要請したものがある場合は、下請契約に関する是正状況報告書（様式第１号）《3-8

ページ参照》を所属部主管課長を経由し、建設業課長あて提出すること。 

４  建設業退職金共済制度に係る書類の取扱い 

(1) 契約担当者は、要綱第５に基づく掛金収納書（証紙貼付方式による場合にあっては、

提出用台紙に貼り付けたもの）の提出を受けたときは、当該収納書記載の共済証紙購

入の考え方（電子申請方式による場合にあっては、退職金ポイント購入の考え方）を

確認し、おおむね当該工事に従事する作業員の延べ人員に対応する額とされているか

審査すること。 

(2) 契約担当者は、要綱第５に基づく掛金充当実績総括表の提出を受けたときは、掛金充

当日数と掛金収納書における証紙購入日数（電子申請方式による場合にあっては、退

職金ポイントの購入日数）を照合し、おおむね齟齬がないことを審査すること。 

(3) 契約担当者は、要綱第５に基づく建設業退職金共済証紙受払簿の写しの提出を受けた

ときは、退職金共済証紙（電子申請方式による場合にあっては、退職金ポイント）の

交付が、当該請負工事の種類、請負代金額等に応じておおむね適正になされているか

審査すること。 
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(4) 契約担当者は、前項による審査の結果、退職金共済証紙（電子申請方式による場合に

あっては、退職金ポイント）の交付状況が著しく適正を欠くと認められる場合は、要

綱第７に基づいてその是正方要請すること。 

(5) 契約担当者は、毎月15日までに、前月に提出のあった建設業退職金共済証紙の受払簿

の写し及び前項により是正方要請したものがある場合は、建設業退職金共済証紙の受

払いに関する是正状況報告書（様式第５号）《3-9ページ参照》を、所属部主管課長を

経由し、建設業課長あて提出すること。 

５  その他 

  契約担当者、関係各部主管課長又は建設業課長は、当該注文者及び受注者が要綱第７に

基づく指導助言あるいは要綱等に従わない場合等において、当該注文者及び受注者が

県発注建設工事を施工することに適さないと認められるときは、建設工事競争入札参

加者の格付及び選定要領４に定める建設工事入札参加資格委員会にその旨を報告し、

今後の県発注建設工事における入札参加者の選定において配慮を求めること。 

 

附  則 

この改正は、平成８年４月１日から施行する。 

附  則 

この改正は、平成27年４月１日から施行する。 

附  則 

この改正は、平成30年４月１日から施行する。 

附  則 

この改正は、平成31年４月１日から施行する。 

附  則 

この改正は、令和２年４月１日から施行する。 

   附  則 

  この改正は、令和３年３月11日から施行する。 

なお、この取扱いの施行の際現に改正前のそれぞれの取扱いの規定及び様式により提

出されている様式は改正後のそれぞれの取扱いの相当する規定及び様式により提出され

た様式とみなす。 

また、この取扱いの施行の際現に改正前のそれぞれの取扱いの様式により作成されて

いる様式は、当分の間、調整することができる。 

   附  則 

この改正は、令和３年５月20日から施行する。 

附  則 

この改正は、令和３年10月１日から施行する。 

 

 

3-6



 
 
 
 

別紙 

下請負人通知書及び施工体制台帳の審査項目 

 

１ 受注者選定の形態は適当か。一括下請の疑いはないか。（建設業法第22条） 

２ 要綱第３に定める約款により下請契約が締結されているか。 

３ 請負契約は、当該工事を施工するために通常必要とされる原価に満たない額ではない

か。（建設業法第19条の３） 

４ 請負代金の支払時期は、請負者が県から出来形部分に対する支払い、又は工事完成後

における支払を受けたときから１か月以内とされているか。（建設業法第24条の３第１

項） 

５ 注文者が前払金の支払を受けたときは、受注者に対し、資材の購入、労務者の募集、

その他当該工事の着手に必要な費用を前払金として支払うこととされているか。（建設業

法第24条の３第３項） 

６ 当該工事の完成検査は、受注者から完成通知があったときから20日以内に完了するこ

ととされているか。（建設業法第24条の４第１項） 

７ 当該工事目的物の引渡しは、完成検査完了後、受注者の申出があったときは、直ちに

受けることとされているか。（建設業法第24条の４第２項） 

８ 特定建設業者が注文者となった下請契約（当該特定建設業者が他の特定建設業者又は

資本金が4000万円以上の法人と下請契約を締結する場合を除く。）にかかる請負代金は、

当該工事目的物の引渡しの申出がなされた日から起算して 50 日以内に支払うこととさ

れているか。（建設業法第24条の６第１項） 

９ 請負代金（下請契約が２以上あるときは、請負代金の総額）が4000万円以上（建築工

事の場合6000万円以上）の場合、請負人は、特定建設業の許可を受けている者であるか。

（建設業法第16条） 

10 建設工事が軽微な工事（工事１件の請負代金の額が、建築一式工事にあっては 1500

万円未満の工事、又は延べ面積が150平方メートル未満の木造住宅工事、建築一式工事

以外の工事にあっては、500 万円未満の工事）でない場合、当該受注者は、建設業の許

可を受けている者であるか。（建設業法第３条） 

11 請負代金の支払いについて、現金払いと手形払いとを併用する場合、当該代金に占め

る現金の比率及び手形の期間は適当か。 

特に、労務費相当分については、現金払いとされているか。 

また、手形期間は120日以内とされているか。 

12 監理技術者及び主任技術者の配置は適正か（監理技術者補佐を配置する場合はその者

の配置を含む。）。（建設業法第26条） 

13 請負人及び受注者(適用除外は除く)が、適切な社会保険に加入しているか。 

14 １号特定技能外国人、外国人技能実習生及び外国人建設就労者の従事状況が適当か。 
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３－３ 県工事を受注する建設業者への指導について 

建業第１７２－２号 

平成 14 年 8 月 30 日 

 土木部出先機関の長 様 

土木部長  

県工事を受注する建設業者への指導について 

 現下の建設業は非常に厳しい経営環境にあるため、下請業者等へのしわ寄せが憂

慮されております。下請業者の経営の安定や健全性を確保するため、適正な下請契

約や代金の支払等が強く求められております。 

 本県では従来から、元請下請取引の適正化の指導を行っていますが、下請負人通

知書の審査・指導及び建設業構造改善実態調査によると、未だ一部の建設業者に、

変更契約が結ぼれていないものや二次以下の下請契約において書面による契約が行

われていないものなど、不適切な処理が見受けられます。 

 ついては、貴職においても、下記のことに留意の上、従来にも増して元請下請取

引の適正化の推進に努めてください。 

 

記 

１ 下請契約における代金支払の適正化等について 

  別添のとおり国土交通省から通知（平成 14 年 8 月 6 日付国総入企第 30 号国土

交通省総合政策局建設業課長通知）があったので、一層の指導に努めること。 

  「総合工事業者・専門工事業者における工事見績条件の明確化について－「施

工条件・範囲リスト」（標準モデル）の作成－」（建設生産システム合理化推進

協議会）については、別添のとおりです。 

 

２ 「静岡県発注建設工事に係る建設生産システム合理化指導要綱（以下「指導要

綱」という。）」に基づく指導について 

 (1）下請契約書は、一次下請については下請負人通知書(下請業者を使用した全て

の工事)に添付され、二次以下の下請については施工体制台帳(下請契約の請負

代金の総額が、3,000 万円（建築一式工事は 4,500 万円)以上の工事)に添付され

て発注者へ提出されるので、提出された契約書について「指導要綱の取扱いに

ついて」の「下請負人通知書の審査頁目」に基づき審査し、違反又は適正を欠

くと認められる場合には、「指導要綱」の第 7に基づき、適正な契約や支払い

が行われるよう指導すること。 

         ※平成 30 年 7 月 静岡県建設工事執行規則等改正により取止め 

 

 (2）「指導要綱」の第 6に基づく下請取引責任者の選任及び通知書の提出等につ

いては、施工体制台帳の発注者への提出や監理枝術者等の専任制確認のチェッ

ク体制が整ったので、事務の簡素化のため当面中止する。 

 

３ 契約時の指導について 

  別添パンフレット「県の公共工事を受注される建設業者の皆様へ（H14.8 改訂

版）」の原稿を送付するので、貴事務庁において印刷のうえ、契約の際、必ず受

注業者へ配布し指導すること。 
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県の公共工事を受注される建設業者の皆様へ 
適正な下請契約代金の支払等について 
～ 適正な契約を結びましょう ～ 

① 下請代金の設定については、施工責任範囲、施工条件等を反映した合理的なものとし、下請業者から

の明確な経費内訳による見積書の提出、それを踏まえた双方の協議など適正な手順を遵守しましょう。

取引上の地位を不当に利用して、いわゆる指し値等の通常必要な原価に満たない額で下請させることは、

建設業法、独占禁止法上問題となります。 

② 下請代金の見積りに当たっては、適正な見積期間（建設業法施行令第６条）を設けるとともに、賃金

等に加えて必要な諸経費、法定福利費を適正に考慮しましょう。 

③ 下請契約を結ぶ場合は、契約の内容となる一定の重要な事項（建設業法第19条第１項各号）を具体的

に記載した適正な契約書（建設工事標準下請契約約款又はこれに準拠した内容を持つ契約書）を作成し、

相互に交付しましょう。 

   ※契約約款及び注文請書の販売：建設事業協同組合連合会又は最寄りの地区建設事業協同組合 

④ 工事内容、工期又は請負金額を変更する場合は、双方の協議の適正な手順により変更のうえ、変更契

約書を作成し、相互に交付しましょう。 

⑤ 「建設リサイクル法」対象工事の受注者は、工事の一部を下請けに出す場合、分別解体等の方法、再

資源化をする施設の名称及び所在地の事項等を書面に記載し、下請業者に対して告知（県発注工事にお

いては告知書を下請業者に通知し、その写しを県の工事監督員に提出することとなっています。）する

ことが義務付けられています。 

～ 請負代金は適正に支払いましょう ～ 
① 元請業者が前払金を受けた場合は、当該工事の下請業者に対して相応する額を速やかに現金で前金払

いしましょう。 

② 下請契約における代金の支払は、請求書提出締切日から支払日までの期間をできる限り短くしましょ

う。 

③ 下請契約における代金の支払は、できる限り現金払とし、現金払と手形払を併用する場合は、支払代

金に占める現金の比率を高める（現金比率が 50％を超えること）とともに、労務費相当分については、

現金払としましょう。公共工事においては、発注者から現金による支払いがなされるので、下請業者に

対して速やかに現金で支払うよう配慮しましょう。 

④ 手形期間は、120日以内で、できる限り90日以内の短い期間としましょう。 

⑤ 県では、平成30年７月１日以降に契約手続きを開始する、契約書を作成する全ての工事について、健

康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費が明示された請負代金内訳書を徴していますので、

契約日から10日以内に必ず発注者へ提出してください。 

～ 元請業者は、下請業者の指導に努めましょう ～ 
① 元請業者は、下請業者が建設業法、建築基準法、労働基準法、労働安全衛生法等の法令に違反しない

よう指導に努めなければなりません。直接の下請業者だけでなく、二次以下の下請業者など工事全体の

業者に対して指導に努める責任があります。二次以下の下請契約についても、適正な契約や支払いが行

われるよう下請契約の関係者保護に特に配慮してください。 

  また、資材業者、建設機械又は仮設機材の賃貸業者、警備業者、運送事業者等に対しても、下請業者

と同様に適正な契約や支払いに配慮してください。 

② 下請業者の選定においては、原則、社会保険等加入業者(適用除外者を含む)を選定するように努めて

ください。平成30年 1月1日以降に契約を締結する案件から、社会保険等未加入業者との下請契約締結

禁止の措置を二次下請以降の業者について拡大しています。 
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  また、できる限り地元業者を優先的に選定しましょう。 

③ 資材購入業者の選定においては、県産品・県産材を取り扱う業者を積極的に選定しましょう。 

④ 公共工事を請け負った建設業者は下請契約を締結したとき、以下の書類を添付した施工体制台帳を作

成し、発注者へ提出してください。また、施工体系図についても同様に、発注者へ提出してください。 

 【施工体制台帳への添付書類】 

  ・発注者との請負契約書の写し 

  ・下請負人が請負った建設工事の契約書の写し（契約約款等を含む） 

  ・元請業者が配置した監理技術者の資格を証する書面(監理技術者資格者証の写し(監理技術者を配置

した場合)) 

  ・元請業者が配置した主任技術者の資格を証する書面(主任技術者となり得る国家資格証の写し又は当

該主任技術者の実務経験証明書の写し等)(主任技術者を配置した場合) 

  ・元請業者が配置した監理技術者又は主任技術者の雇用を証する書面(健康保険証等の写し) 

  ・専門技術者(置いた場合に限る)の資格及び雇用を証する書面 

⑤ 国土交通省では、「下請セーフティネット債務保証事業」や「地域建設業経営強化融資制度」などの工

事請負代金を担保とした融資制度に加え、「下請債権保全支援事業」を実施しています。この事業は、下

請の次数に関わらず、下請建設業者及び資材業者が元請業者に対して有する請負代金又は資材代金の支

払を、保証料と引換えにファクタリング会社が保証するもので、平成 33年３月 31 日までの時限措置と

なっています。この事業の下請建設業者等への周知、利用について配慮をお願いします。 

～ 建設業退職金共済制度に加入しましょう ～ 
① 建退共制度に加入していない下請業者に対し、加入の促進に努めましょう。 

② 共済証紙については、工事ごとに建退共制度の対象労働者数及び就労日数を的確に把握し、それに応

じて必要な枚数を購入しましょう。 

   ※的確な把握が困難な場合の共済証紙購入額の割合の目安 

    ・土木工事については請負代金額(消費税分を除いた額)の1000分の2.1相当額 

    ・建築工事については請負代金額(消費税分を除いた額)の1000分の1.5相当額 

    ・設備工事については据付工事費(消費税分を除いた額)の1000分の1.5相当額 

③ 購入した証紙は、下請業者に正しく配布しましょう（下請業者が当該工事において使用した建退共制

度対象労働者の実労働日数を的確に把握し、その実労働日数に応じた証紙を交付してください。また、

一次下請業者だけではなく、二次以下の下請業者に対しても証紙を現物交付するよう努めてください）。 

④ 請負代金額が 100 万円以上(消費税分を除いた額)の工事について、工事契約締結後１ヵ月以内に掛金

収納書を発注者へ提出してください。 

⑤ 建退共の経営事項審査申請用加入・履行証明書は、建退共制度に加入し、かつ共済手帳の更新及び共

済証紙の購入など履行が適正になされている場合に限り証明書が発行されますので、注意してください。 

   ※問合せ先：〒420-0857 静岡市葵区御幸町９番地の９ 

         勤労者退職金共済機構建退共静岡県支部 TEL054-255-7171 

～ 暴力団等からの不当介入は報告してください ～ 
暴力団員等による不当要求又は工事妨害を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当

介入があった時点で速やかにその内容を警察及び発注者に通報するとともに、警察の捜査に対する協力

を行ってください。 

(H30.7版) 問い合わせ先 発注事務所 又は  

       静岡県交通基盤部建設業課指導契約班 TEL 054-221-3057 
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３－５ 県発注工事に係る現場代理人の常駐義務緩和等に関す

る取り扱いについて(通知) 
 

財 営 第 5 0 号 

住 公 第 7 0 号 

森 保 第 9 2 8 号 

建 業 第 6 5 号 

平成 28 年５月 24 日 

各部局長 様 

交通基盤部各課長 様   

交通基盤部各出先機関の長 様 

各農林事務所長 様   

経 営 管 理 部 長 

くらし・環境部長 

経 済 産 業 部 長 

交 通 基 盤 部 長 

 

県発注工事に係る現場代理人の常駐義務緩和等に関する取扱いについて(通知) 

 

県発注工事に係る現場代理人の常駐義務の緩和については、「県発注工事に係る現

場代理人の常駐義務緩和等に関する取扱いについて（通知）」（平成 26 年３月 28 日付

け財営第 321 号、住公第 470 号、建業第 240 号）により取扱いを通知したところであ

るが、このたび「建設業法施行令の一部を改正する政令」（平成 28 年政令第 192 号）

の施行に伴い、工事現場ごとに専任で技術者を配置することが必要となる建設工事の

請負代金の額が引上げられたため、県発注工事に係る現場代理人の常駐義務緩和等に

関する取扱いについて通知する。 

 

なお、「県発注工事に係る現場代理人の常駐義務緩和等に関する取扱いについて（通

知）」（平成 26 年３月 28 日付け財営第 321 号、住公第 470 号、建業第 240 号）は廃止

する。 

 

記 

１ 常駐義務を緩和する場合の判断基準 

県発注工事において常駐義務を緩和する場合は、原則、次の判断基準によるもの

とする。 

 (1) 契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始される

までの期間や、工事の全部の施工を一時中止している期間等、工事現場の作業

状況等に応じて、発注者との連絡体制を確保した上で、常駐義務を緩和するこ

とができる。 
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 (2) (1)のほか、工事の規模・内容について、安全管理、工程管理等の工事現場の

運営、取締り等が困難なものでない場合で、次のア及びイを満たす場合は、常

駐義務を緩和することができる。 

ア 発注者又は監督員と常に携帯電話等で連絡を取ることができること。 

イ 現場代理人が工事現場を離れる場合は、工事現場に連絡員等を設置し、携

帯電話等で常に連絡が可能であること。 

＊ 携帯電話の通話ができない区域の工事現場においては、近傍の現場事務

所等に固定電話を設置していること。 

 

２ 他の工事の現場代理人との兼任を認める場合の判断基準 

常駐義務の緩和に伴い、他の工事の現場代理人との兼任が可能となるが、県発注

工事において兼任を認める場合は、原則、次の(1)、(2)のいずれかの場合とする。 

なお、いずれの場合も、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 26 条第 3項に基

づく主任技術者又は監理技術者の専任義務が緩和されるものではないこと及び県

発注工事と県以外の機関の発注工事間で現場代理人を兼任しようとする場合にお

いて、判断基準をすべて満たす場合であっても、県以外の機関の規定等により兼任

が認められない場合があることに注意すること。 

(1) 工事１件の請負代金の額(税込)が 3,500万円（建築一式工事にあっては7,000

万円）以上の場合（兼任しようとする他の工事の請負代金の額は問わない。）

は、次のアからエのすべてを満たしていること。 

  ア 兼任しようとする工事の件数は、原則２件とする。 

イ 兼任しようとする工事現場間の距離が 10ｋｍ程度の近接した場所であること。 

 ウ 工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又 

は施工に当たり相互に調整を要する工事であること。 

＊ 資材の調達を一括で行う場合や工事の相当の部分を同一の下請業者で施

工する場合等も含む。 

エ 発注者又は監督員が求めた場合には、工事現場に速やかに向かう等の対応

が可能なこと。 

(2) 工事１件の請負代金の額(税込)が 3,500 万円（建築一式工事にあっては 

7,000 万円）未満の場合（兼任しようとする他の工事の請負代金の額も 3,500

万円（建築一式工事にあっては 7,000 万円）未満）は、次のアからウのすべて

を満たしていること。 

ア 兼任しようとする工事の件数は、原則３件までとする。 

イ 兼任しようとする工事現場間の距離及び移動時間が一定範囲内であること。 

具体的には、工事現場間（兼任しようとする工事のうち最も遠い工事現場

間）の直線距離が 20ｋｍ以内、かつ、高速自動車国道を通行しない通常の交

通事情における移動時間が概ね 20 分以内であること。 

ウ 発注者又は監督員が求めた場合には、工事現場に速やかに向かう等の対応

が可能なこと。 

3-18



 
 
 
 

＊ 変更契約を行う場合は、変更契約後の請負代金の額(税込)による区分の判断基

準により、改めて兼任可否の判断を行うこと。 

 

３ 現場代理人の兼任申請 

(1) 受注者が、他の工事の現場代理人と兼任しようとする場合は、次により申請

させること。 

 ア 県発注工事間で兼任 

   県発注工事間で兼任しようとする場合は、「現場代理人の兼任申請書」（様式

１）《4-25 ページ参照》により、それぞれの発注者に申請させること。 

   発注者は申請書を受理したときは、速やかに「現場代理人の兼任承認通知書」

（様式２－１）《3-20 ページ参照》又は「現場代理人の兼任否認通知書」（様式

２－２）《3-21 ページ参照》により兼任の可否等を通知すること。 

   申請者が上記通知書を受理したときは、兼任をしようとする他の工事の発注

者に通知書の写しを提出させ、発注者は兼任をしようとする他の工事の発注者

の承認を受けていることを確認すること。 

 イ 県発注工事と県以外の機関の発注工事との兼任 

県発注工事と県以外の機関の発注工事間で兼任しようとする場合は、「現場

代理人の兼任申請書」（様式１）《4-25 ページ参照》により申請させること。 

発注者は、申請者に兼任しようとする他の工事の発注者が兼任を承認したこ

とが明らかな書類（打合せ記録等）の写しを添付又は後日提出させ、兼任しよ

うとする他の工事の発注者が承認していることを確認すること。 

 

４ 入札公告、指名通知書等への記載 

  県発注工事における現場代理人の常駐義務の緩和及び兼任は、原則、本通知によ

るものとし、入札公告、指名通知書等への記載は行わないものとする。 

  本通知により難い場合は、建設業課と協議すること。 

 

 

 

                  担当 建設支援局建設業課指導契約班 

                     電話 ０５４－２２１－３０５９
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様式２-1 

 

現場代理人の兼任承認通知書 

 

 

年 月 日 

 

 受注者 様 

 

      発注機関の長 

 

 静岡県発注の下記工事に係る現場代理人について、他の工事と兼任することを

承認します。 

 

記 

 

１ 兼任を承認する工事 

受注者名  

現場代理人氏名  

兼任を承認する工事 

（工事１） 
 

工事１の現場代理人と 

兼任を承認する他の工事 

（工事２） 

 

工事１及び２の現場代理人

と兼任を承認する他の工事 

（工事３） 

 

 

２ 条件 

 (1) 兼任を承認する工事（工事２又は工事３）の兼任が認められていること

を証する書類（現場代理人の兼任承認通知書の写し（県発注工事）、打ち合

わせ記録簿の写し等（県以外の機関の発注工事））の提出をもって兼任を承

認する。 

 (2) 現場代理人は、発注者及び工事現場の連絡員等と、連絡を確実に行うこ

とができる体制をとらなければならない。 

 (3) 現場代理人は、兼任する工事のいずれかに常駐するものとする。 

 (4) 発注者又は監督員が求めた場合には、工事現場に速やかに向かう等の対応

を行うこと。 
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様式２-２ 

現場代理人の兼任否認通知書 

 

年 月 日 

 

受注者 様 

 

      発注機関の長 

 

 年 月 日付で申請があった現場代理人の兼任は、下記の理由により否認しま

す。 

記 

 

 

受注者名 
 

現場代理人氏名 
 

兼任を否認する工事名 

（工事１） 

 

理由 

 

工事１と現場代理人の兼任

を否認する他の工事 

（工事２） 

 

理由 

 

工事１及び２と現場代理人

の兼任を否認する他の工事 

（工事３） 

 

理由 
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＜参考＞ 

 

現場代理人の兼任が可能なケース 

  次のケース１又はケース２の場合、現場代理人の兼任が可能 

 

＜注意事項（ケース１、２共通）＞ 

 

 

 

 

 

 

〔ケース１〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔ケース２〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

兼任しようとする工事に 3,500 万円（建築一式は 7,000 万円） 

以上の工事が 1件以上含まれる場合 
  

  

 

 

 

 

＜下記要件をすべて満たすこと＞ 

１ 原則２件 

２ 工事現場間の距離が 10ｋｍ程度 

３ 工作物に一体性若しくは連続性が有り又は施工に当たり相互に調整が必要 

４ 工事現場に速やかに向かう等の対応が可能 

工事Ａ（土木一式） 

3,500 万円以上 

工事Ｂ（管） 

金額は問わない 

 

兼任しようとする工事すべて 3,500 万円 

（建築一式は 7,000 万円）未満の場合 
  

  

 

 

 

 

 

 

 

＜下記要件をすべて満たすこと＞ 

１ 原則３件まで 

２ 最も遠い工事現場間の直線距離が 20ｋｍ以内、かつ、移動時間が概ね 20 分以内 

３ 工事現場に速やかに向かう等の対応が可能 

工事Ａ（土木一式） 

3,500 万円未満 

工事Ｂ（建築一式） 

7,000 万円未満 

工事Ａ（電気） 

3,500 万円未満 

・ 建設業法第 26 条第３項に基づく監理技術者等の専任義務が緩和されるも

のではない。 

・ 県発注工事と県以外の機関の発注工事間で現場代理人を兼任しようとす

る場合は、県以外の機関の規定等により兼任が認められない場合がある。 
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建業第2 2 9 号 

令和２年12月２日 

 

部内各課長様 

部内各出先機関の長様 

 

交通基盤部長 

 

交通基盤部実施工事における現場代理人の常駐義務緩和等に関する 

取扱いについて（通知） 

 

このことについて、平成28年５月24日付け財営第50号、住公第70号、森保第

928号、建業第65号「県発注工事に係る現場代理人の常駐義務緩和等に関する

取扱いについて(通知)」（以下「現通知」という。）により対応しているところ

ですが、昨今のコロナ禍の接触機会削減の実現や、建設産業の人的資源の有効

活用を図ることで担い手不足に対応すること、不調・不落対策に資することも

期待されることから、一層の現場代理人の常駐義務緩和が求められるところで

す。 

一方、昨今、携帯端末による通信環境の向上からSNS やビデオ通話といった

通信手段の発達が著しく、遠隔臨場等リモートでの現場管理も始まるなど、工

事現場から離れていても発注者と連絡をとることがより容易になっているほ

か、新東名高速道路や中部横断自動車道をはじめとした道路網の発達により、

現場間の移動も容易になりつつあります。 

以上を踏まえ、次のとおり取り扱うこととします。 

 

記 

 

現通知内で原則として定められている要件のうち、距離要件（※）について、

発注機関が支障ないと判断する場合は、超過しても兼任を認めることができる

こととする。 

 

※ 距離要件（平成28年５月24日通知の要件から変更無し） 

 
担当建設支援局建設業課指導契約班 

電話番号０５４－２２１－３０５９ 
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工事における現場代理人の常駐義務における距離要件の緩和について（整理） 

 

１ 経緯 

携帯端末による通信環境の向上からSNS やビデオ通話といった通信手段

の発達が著しく、今年度は遠隔臨場等リモートでの現場管理も始まるなど、

工事現場から離れていても発注者と連絡をとることがより容易になってい

るほか、新東名高速道路や中部横断自動車道をはじめとした道路網の発達に

より、現場間の移動も容易になりつつあるなか、昨今のコロナ禍の接触機会

削減の実現や、建設工事現場における担い手不足とそれに伴い近年頻発して

いる不落・不調への対策のため、工事における現場代理人の常駐義務におけ

る現在の距離要件を、2月補正発注までに緩和する。 

 

２ これまでの経過 

工事における現場代理人の常駐は、建設工事請負契約約款第10条第3項に

定められているが、「県発注工事に係る現場代理人の常駐義務緩和等に関す

る取扱いについて(通知)」（以下「現通知」という。）により、現場代理人の

常駐義務緩和を認めている。 

現通知は平成25年度の請負契約制度検討委員会の検討を経て平成26年度

から実施され、建設業法の主任技術者の専任要件の緩和（金額が2,500万円

→3,500万円）に合わせて、現通知も平成28年5月に改正され今に至る。 

 

３ 背景 

入札参加要件の距離要件については、１のとおりの環境にあるため、部内

で試行的に当該要件を変更（現通知の要件を超過できる）運用を試みること

とする。 

また、現通知を適用した進行中の工事もある中で、年度途中に現通知の要

件を変更することは、現場の混乱を招く恐れもある。また、距離要件の廃止

すると、判断のよりどころが無くなり、やはり現場の混乱を招く恐れがある 

他方、現通知において、県発注工事において兼任を認める場合が列挙され

ているが、その要件は「原則」とされており、現在でも兼務を行おうとする

現場が隣接し、監督員も同一の場合は、現通知で定める上限数を超えて認め

るなど、柔軟な取扱いが行われているところである。 

 

４ 対応案 

今回、別案の部内通知を発出し、原則から拡大できる取扱いを示すことで、

現通知はそのままに、距離要件を超えた工事における現場代理人の常駐義務

緩和ができるようにする。 

年度内に発出する理由としては、コロナ禍の接触機会削減を年度替わりを

待たずに実現するためである。また、新たに要件の緩和を認める理由は、「１ 

経緯」のとおりとし、そのうえで、「発注機関が支障ないと判断する場合は、

距離要件について超過を認める」とする。 
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＜参考＞ 

建設工事請負契約約款 

 
 

 

県発注工事に係る現場代理人の常駐義務緩和等に関する取扱いについて(通知) 
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H26.8.28 , H26.10.24追加

H29.10.5 Q10修正

Q1

A1

Q2

A2

Q3

A3

Q4

A4

Q5

A5

同一工事における主任技術者と現場代理人の兼務については、建設工事請負契約約第10条第６
項により従来から兼務が認めれらている。

長大な公共施設（空港等）において造園（除草工）や塗装等の工事を工区割して同時期に発注
する場合、兼任の要件を満たしていても、各工事現場での作業が同時期に重なることや、急傾
斜箇所のため危険度が高い等の特別な理由により常駐義務の緩和及び兼任を認めないことは可
能か？

現場代理人の兼任を承認した場合、各工事現場における現場代理人の業務遂行に支障をきたす
ことが予想される場合は、入札公告や指名通知書に本通知を適用しない旨を記載する等、入札
参加者等に事前周知を行うことで、常駐義務の緩和及び兼任を認めないことができる。
この場合は、本通知４の記載のとおり、事前に建設業課と協議を行うこと。

本通知は県の内部通知であり、その取扱いは市町と同一ではない。
そのため、市町宛の申請書等については、それぞれの市町に確認する必要がある。

本通知発出以前に契約した建設工事は、現場代理人兼任の対象となるか？

従前の「県発注工事に係る現場代理人の常駐義務緩和の試行について」では、兼任の対象とな
らない工事は、入札公告、指名通知書に記載をしていなかったため、本通知により新たに兼任
が認められるかどうかについては、発注者に確認をする必要が有る。

公共土木施設の清掃、除草、剪定の維持管理業務は本通知の対象となるか？

維持管理業務委託は本通知の対象外とする。
なお、平成27年3月27日付けで、「県発注工事の現場代理人と小規模修繕等業務委託の業務代理
人の兼任試行について（通知）」を発出している。

今回の改正により、同一工事における主任技術者と現場代理人も兼任できることとなったの
か？

H26.11.4誤記訂正

H28.9.1 Ａ３修正、Q10追加、施行令改正に伴う金額修正

県発注工事に係る現場代理人の常駐義務緩和等に関する取扱い　Q&A

　平成26年3月28日付け財営第321号、住公第470号、建業第240号「県発注工事に係る現場代理人の常
駐義務緩和等に関する取扱いについて（通知）」（以下「本通知」という。）に関し、各発注機関、
建設業者等から質問の多かった項目を取りまとめましたので、参考としてください。

県発注工事と市発注工事間で兼任を行おうとする場合、市役所に提出する申請書類は本通知様
式１「現場代理人の兼任申請書」でよいか？

H26.6.6
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Q6

A6

Q7

A7

Q8

A8

Q9

A9

Q10

A10 現場代理人には常駐義務が課せられているため、通常、他工事の主任技術者との兼務はできな
いが、本通知の常駐義務緩和要件を満たしていれば、主任技術者と兼務することが可能。
なお、3，500万円以上の場合（専任の主任技術者）は、主任技術者の兼務可能な場合に限られ
ることに留意すること。（兼務が認められない監理技術者は他工事の現場代理人との兼務は不
可）

現場代理人には常駐義務が課せられているため、通常、他工事の主任技術者との兼務はできな
いが、本通知の常駐義務緩和要件を満たしていれば、主任技術者と兼務することが可能。
なお、3，500万円以上の場合（専任の主任技術者）は、主任技術者の兼務可能な場合に限られ
ることに留意すること。（兼務が認められない監理技術者は他工事の現場代理人との兼務は不
可）

3,500万円未満の工事の主任技術者（現場代理人兼務）は、別の3，500万円未満の工事の現場代
理人（主任技術者と兼務しない）と兼務が可能か？

3,500万円未満の工事の主任技術者には専任義務が課せられていないため、他工事の主任技術者
と兼務可能であるが、他工事の現場代理人を兼任する場合は、発注者から現場代理人の兼任承
認を受ける必要がある。
なお、3，500万円以上の場合（専任の主任技術者）は、主任技術者の兼務可能な場合に限られ
ることに留意すること。（兼務が認められない監理技術者は他工事の現場代理人との兼務は不
可）

標識設置工事など、１つの契約において複数の現場が点在している場合の兼任可否の判断はど
のように行うのか。

１つの契約において現場が点在している工事間での現場代理人兼任可否の判断は、最も遠い
（又は移動時間を要する）現場間で判断を行うものとする。

3,500万円未満の工事の主任技術者（現場代理人と兼務しない）は、別の3，500万円未満の工事
の現場代理人（主任技術者と兼務しない）と兼務が可能か？

低入札価格調査対象工事の場合、「静岡県低入札価格調査制度による調査等実施要領」第5条
(3)において、現場代理人、主任技術者（監理技術者）、専門技術者及び補助技術者は、これを
兼ねることができないと定められているが、他の工事の現場代理人等の兼任は認められるの
か？

低入札価格調査対象工事の現場代理人であっても、本通知の条件を満たす場合は他工事の現場
代理人との兼任が可能となる。

3,500万円未満の工事の現場代理人（主任技術者兼務）は、別の3，500万円未満の工事の主任技
術者（現場代理人と兼務しない）と兼務が可能か？
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３－７ 監理技術者制度運用マニュアル 
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３－８ 建設業法第２６条第３項ただし書の規定の適用を受け

る監理技術者及び監理技術者補佐の工事における取扱

いについて（通知） 
 

建業第247号  

令和２年12月24日  

 

各部局長様 

部内各課長様 

部内各出先機関の長様 

各農林事務所長様 

 

交通基盤部長  

 

建設業法第26条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者 

及び監理技術者補佐の工事における取扱いについて（通知） 

 

建設業法第26条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者（以下、「特例監

理技術者」という。）及び監理技術者を補佐する者（以下「監理技術者補佐」という。）

の配置については、令和２年９月30日付け国不建第174号「建設業法施行令の一部を

改正する政令等の施行について（通知）」により、特例監理技術者を配置した場合の

留意事項において「公共工事の発注者等は、特例監理技術者が兼務できる工事現場の

範囲について、適切に判断することも必要である。」とされていることから、特例監

理技術者を配置した場合の取扱いを下記のとおりとします。 

 

記 

 

１ 次の要件のいずれかに該当する場合は、特例監理技術者の配置は認めないものと

する。 

（１）予定価格が３億円以上であるとき。 

（２）工事の技術的難易度がⅢ以上の工事であるとき。 

（３）当該工事若しくは兼務する工事が24時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必

要な工事であるとき。 

（４）兼務する工事の発注者が異なるとき（県工事同士でも発注機関が異なる場合は

認めない）。 

（５）兼務する工事が低入札工事であるとき。 

 

２ 特例監理技術者の兼務を認める場合の判断基準 

次の（１）から（８）のすべてを満たしていることとする。 
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（１）建設業法第26条第３項ただし書による監理技術者の職務を補佐する者（以下「監

理技術者補佐」という。）を専任で配置すること。 

（２）監理技術者補佐は、一級施工管理技士補又は一級施工管理技士等の国家資格者、

学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること。なお、監理技術

者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は、特例監理技術者に求め

る技術検定種目と同じであること。 

（３）監理技術者補佐は、入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

（４）同一の特例監理技術者が配置できる工事の数は、本工事を含め同時に２件まで

とする。（ただし、同一あるいは別々の発注者が、同一の建設業者と締結する契

約工期の重複する複数の請負契約に係る工事であって、かつ、それぞれの工事の

対象となる工作物等に一体性が認められるもの（当初の請負契約以外の請負契約

が随意契約により締結される場合に限る。）については、これら複数の工事を一

の工事とみなす。） 

（５）特例監理技術者が兼務できる工事は、兼任しようとする工事現場間の距離が10

ｋｍ程度の近接した場所でなければならない。 

（６）特例監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な

工程の立会等の職務を適正に遂行しなければならない。 

（７）特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。 

（８）監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。 

 

３ 特例監理技術者の配置する場合、次の点に留意する。 

（１）受注者から監理技術者補佐を設置する旨の申し出があった場合は、特例監理技

術者の配置を予定している場合の確認事項別紙１を提出させ確認する。確認事項

に問題が無ければ、特例監理技術者の配置を行う場合の要件を確認できる書類を

別紙２のとおり提出させる。 

（２）特例監理技術者及び監理技術者補佐は、平成28年５月24日付け財営第50号、住

公第70号、森保第928号、建業第65号「県発注工事に係る現場代理人の常駐義務

緩和等に関する取扱いについて(通知)」による、他の工事の現場代理人との兼務

を認めないこととする。 

（３）「２」の判断基準を満たしている場合であっても、兼務する工事が特例監理技

術者としての職務を適正に遂行できないと発注者が判断した場合は、兼務を認め

ないこととする。 

 

本取扱いについては、令和３年１月４日以降に適用する。 

 

担  当 建設支援局建設業課指導契約班 

電話番号 054-221-3059 
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別紙１ 
 

特例監理技術者の配置を予定している場合の確認事項 

 

□ 特例監理技術者の配置を予定している。 

□ 
 建設業法第 26 条第３項ただし書による監理技術者の職務を補佐する者を

専任で配置すること。 

□ 
同一の特例監理技術者が配置できる工事は、本工事を含め同時に２件まで

とする。 

□ 
 特例監理技術者が兼務できる工事は、兼任しようとする工事現場間の距離

が 10ｋｍ程度の近接した場所である。 

□ 
 特例監理技術者が兼務できる工事は、24 時間体制での応急処理工や緊急巡

回等が必要な工事以外の工事でなければならない。 

□ 上記項目を全て満たしている。 

レまたは■を記載すること  

 

※ 競争参加資格確認時は、本チェックリストの確認のみとする。 

  要件を確認するための資料は、落札決定後に提出を求める。  
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別紙２ 
 

特例監理技術者の配置を行う場合の要件を確認できる書類一覧 
 

No 要件 確認書類 

1 建設業法第 26 条第３項ただし書による監理

技術者の職務を補佐する者（以下、「監理技術

者補佐」という。）を専任で配置すること。 

監理技術者補佐の資格を有す

る書類（一級施工管理技士等

の国家資格者などの合格証な

ど） 

2 監理技術者補佐は、一級施工管理技士補又は

一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実

務経験により監理技術者の資格を有する者で

あること。なお、監理技術者補佐の建設業法

第２７条の規定に基づく技術検定種目は、特

例監理技術者に求める技術検定種目と同じで

あること。 

１の提出書類に同じ 

3 監理技術者補佐は入札参加者と直接的かつ恒

常的な雇用関係にあること。 

監理技術者補佐の直接的かつ

恒常的な雇用関係を証明する

書類 

4 同一の特例監理技術者が配置できる工事の数

は、本工事を含め同時に２件までとする。 

特例監理技術者が兼務する工

事のＣＯＲＩＮＳの写し等 

5 特例監理技術者が兼務できる工事は兼任しよ

うとする工事現場間の距離が 10ｋｍ程度の

近接した場所であること。 

４の提出書類に同じ 

6 特例監理技術者は、施工における主要な会議

への参加、現場の巡回及び主要な工程の立会

等の職務を適正に遂行すること。 

記載した業務分担、連絡体制

等を記載した書類 

7 特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常

に連絡が取れる体制であること。 

8 監理技術者補佐が担う業務等について、明ら

かにすること。 

9 特例監理技術者が兼務できる工事は低入札工

事でないこと。 

－ 
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４－１ 一覧表と様式集について 

１ 本項の目的と特徴 

 「建築・設備工事関係書類一覧表」と「様式集」は、発注者（監督員・検査員）及

び受注者が共通認識をもち、業務の合理化（統一化・明確化・簡素化）を図ることを

目的としてとりまとめたものです。 

具体的には、 

① 工事関係書類について、契約図書上の作成要否を整理

② 工事関係書類の作成者・必要部数・提出／提示先を整理

③ 工事関係書類の作成根拠を整理・明示

④ 工事関係書類を作成する上で留意すべき事項を明示

しており、工事着工から完成までの一連の流れで構成することで、発注者・受注者と

もに不必要な作業に労力を費やすことがないよう作成しています。 

２ 使用上の注意点 

 作成要否の判断や作成上のポイントなどの注意点については「建築・設備工事関係

書類一覧表」の備考欄に記載していますので、必ず確認してください。 
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提示

発注者 受注者  監督員
契約
担当課

受注者
保管

1 1
建設リサイクル法に基づ
く説明書

○ 1 ○ ・建設リサイクル法第12条

・建設リサイクル法対象工事の場
合は、提出する。
・様式№10の「別表1～3」を添付
する。

2 2
建設リサイクル法第13条
及び同省令第4条に基づ
く書面

○ 2(1) ○ ・建設リサイクル法第13条
・建設リサイクル法対象工事の場
合は、提出する。

3 - 契約書 ○ 2(1) ○
・静岡県建設工事執行規則第
11条

・様式は静岡県HP「建設業のひろ
ば」よりダウンロード可能

第11条

4 3 監督員通知書 ○ 1
・静岡県建設工事請負契約約
款第9条

第21条

5 4 監督員変更通知書 ○ 1
・静岡県建設工事請負契約約
款第9条

第21条

6 5 工程表 ○ 2(1) ○ ○
・静岡県建設工事請負契約約
款第3条
・現場説明書

・請負契約締結後10日以内に提出 第20条

7 6 請負代金内訳書 ○ 1 ○ ○
・静岡県建設工事請負契約約
款第3条
・現場説明書

・請負契約締結後10日以内に提出
・記載内容(細目別内訳等)は数量
書(参考資料)のとおりとし、法定
福利費についても明記

第20条

8 7 主任技術者等通知書 ○ 2(1) ○ ○
・静岡県建設工事請負契約約
款第10条
・現場説明書

・請負契約締結後10日以内に提出 第22条

9 8 主任技術者等の経歴書 ○ 2(1) ○
・経験年数が必要な場合、主任技
術者等通知書に添付

10 -
建設業退職金共済制度の
掛金納入書

○ 1 ○ ・現場説明書 ・請負契約締結後30日以内に提出

11 9
火災保険その他損害保険
加入届出書

○ 1 ○
・静岡県建設工事請負契約約
款第47条
・現場説明書

・加入後直ちに提出
・保険期間は工期＋14日程度
・保険証券の写しを発注者に提出
すれば、保険証券の提示があった
ものと取扱

第56条

12 -
工事実績情報システム
(CORINS)の登録内容確認
書(受注時)

○ 1 ○ ○
・工事カルテ特記仕様書
・現場説明書

・請負契約締結後10日以内
・JACICからの自動メール送信に
て登録内容確認・登録完了報告き
を行う場合は、受注者からの提出
は不要

13 -
工事実績情報システム
(CORINS)の登録内容確認
書(工期等変更時)

○ 1 ○ ・工事カルテ特記仕様書

・変更があった日から10日以内
・JACICからの自動メール送信に
て登録内容確認・登録完了報告き
を行う場合は、受注者からの提出
は不要

14 56
情報共有・電子納品　事
前協議チェックシート
（工事用）

○ 2(1) ○

・情報共有特記仕様書
・電子納品特記仕様書
・静岡県営繕事業に係る情報
共有・電子納品運用ガイドラ
イン

15 10
建設リサイクル法に基づ
く通知書

○ 1 ・建設リサイクル法第11条
・建設リサイクル法対象工事の場
合は、通知する。

16 11
建設リサイクル法に基づ
く告知書(写し)

○ 1 ○
・建設リサイクル法対象工事の場
合は、提出する。

17 12 現場代理人の兼任申請書 ○ 1 ○

・「県発注工事に係る現場代
理人の常駐義務緩和等に関す
る取扱いについて(通知)」(建
業第65号H28.5.24交通基盤部
長通知)

・他の工事現場の現場代理人と兼
任しようとする場合は、提出す
る。

18 13
現場代理人・業務代理人
兼任申請書

○ 1 ○

・「県発注工事の現場代理人
と小規模修繕等業務委託の業
務代理人の兼任に関する取扱
いについて(通知)」(建業第
320号R3.2.26交通基盤部長通
知)

・現場代理人と業務代理人を兼任
しようとする場合は、提出する。

19 - 実施工程表 ○ 2(1) ○
・標準仕様書(建築1.2.1、電
気設備1.2.1、機械設備1.2.1)

・総合施工計画書への添付で可

20 14 施工体制台帳の写し ○ 1 ○
・公共工事の入札及び契約の
適正化の促進に関する法律第
15条

・写しを提出する。

通
し
№

様
式
№

書類名
書類作成者

作成
部数
( )は
受注者
返却
部数

提出根拠等 備考

静岡県
建設
工事
執行
規則

Ｂ　契約した時に作成する書類

Ｃ　工事着手前に作成する書類

４－２　建築・設備工事関係書類一覧表
受注者作成書類
提出先等

提出

Ａ　契約する前に作成する書類
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21 15 施工体系図の写し ○ 1 ○
・標準仕様書(建築1.1.5、電
気設備1.1.5、機械設備1.1.5)

・写しを提出する。

22 57 作業員名簿 ○ 1 ○
・標準仕様書(建築1.1.5、電
気設備1.1.5、機械設備1.1.5)

・写しを提出する。

23 16 VE提案書 ○ 1 ○
・契約後ＶＥ特記仕様書
(静岡県建設工事請負契約約款
第19条の2)

・VE提案する場合は、提出する。

24 17 VE提案採否通知書 ○ 1
・契約後ＶＥ特記仕様書
(静岡県建設工事請負契約約款
第19条の2)

・VE提案を受けた場合は、通知す
る。

25 18 実地確認の記録 ○ 1 ○
・静岡県産業廃棄物の適正な
処理に関する条例第10条

・様式は任意だが、県廃棄物リサ
イクル課のH.Pに公表している
チェックシート例を参考に作成す
る。

26 19
総合施工計画書
工種別施工計画書

○ 2(1) ○
・標準仕様書(建築1.2.2、電
気設備1.2.2、機械設備1.2.2)

・工種別の施工計画書は、各工種
の工事量が少量の場合は、複数の
工種をまとめて作成し提出でき
る。
・産業廃棄物処理に関する計画に
ついては、電子マニフェストで確
認できる事項(総括表、産業廃棄
物処理委託契約書(写)、産業廃棄
物収集運搬業許可証(写))の添付
は不要

27 20 使用材料(機材)報告書 ○ 2(1) ○
・標準仕様書(建築1.4.2、電
気設備1.4.2、機械設備1.4.2)

・施工計画書に記載した使用予定
の材料について、品質等を証明す
る資料を別に提出する場合は、こ
の様式を使用する。
・設計図書においてJIS又はJASに
よると指定された材料で、当該工
事現場にて撮影した材料規格
(JIS、JAS等)が証明できる写真を
用意する場合は省略(ただし、木
材合法性、持続可能性の証明資料
は除く。)

28 - 施工管理技術者通知書 ○ 2(1) ○ ・標準仕様書(建築1.3.2)

・施工管理技術者の資格及び能力
を証明する資料を施工計画書に記
載及び添付することで省略でき
る。

29 -
工事用電力設備の保安責
任者通知書

○ 2(1) ○ ・標準仕様書(建築1.3.4)

・工事用電力保安責任者通知書と
して必要な資格を証明する資料を
施工計画書に記載及び添付するこ
とで省略できる。

30 -
技能士の資格を証明する
資料

○ 2(1) ○
・標準仕様書(建築1.5.2、機
械設備1.5.2)

・資格を証明する資料を施工計画
書に記載及び添付する。

31 -
技能資格者の資格又は能
力を証明する資料

○ 2(1) ○ ・標準仕様書(建築1.5.3)
・資格又は能力を証明する資料を
施工計画書に記載及び添付する。

32 - 施工図 ○ 2(1) ○
・標準仕様書(建築1.2.3、電
気設備1.2.3、機械設備1.2.3)

33 - 機器承諾図 ○ 2(1) ○
・標準仕様書(建築1.2.3、電
気設備1.2.3、機械設備1.2.3)

34 21 同等品使用願 ○ 2(1) ○ ・特記仕様書
・同等品を使用する場合は、提出
する。

35 -
木材・木製品の合法性、
持続可能性を証明する資
料

○ 2(1) ○ ・標準仕様書(建築1.4.2)
・製材等、フローリング又は再生
木質ボードを使用する場合は、提
出する。

36 22
交通誘導警備員勤務実績
報告書

○ 2(1) ○ ・特記仕様書
・検査時には，勤務実績が確認で
きる資料(勤務伝票等)を提示す
る。

37 23 立会い請求書 ○ 2(1) ○
・標準仕様書(建築1.5.7、電
気設備1.5.5、機械設備1.5.6)

・監督員による立会いが必要な場
合は、提出する。
・立会いの実施日を週間工程表又
は月間工程表(様式№27,28)に記
載して提出することで省略でき
る。

38 - 自主検査記録(任意様式) ○ 2(1) ○ ・特記仕様書
・すべての材料について提出す
る。

Ｄ　工事施工中に作成する書類
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39 24 材料検査簿 ○ 2(1) ○ ・現場説明書
・特記仕様書において、監督員の
検査を受けることを指定している
材料について提出する。

第24条

40 25 発生材報告書 ○ 2(1) ○
・標準仕様書(建築1.3.11、電
気設備1.3.9、機械設備1.3.9)

・特記により引渡しを要するもの
と指定されたもの、現場において
再資源化を図ると指定されたもの
について提出する。

41 26 部分使用承諾願 ○ 1
・静岡県建設工事請負契約約
款第33条

・発注者が引渡し前において、工
事目的物の全部又は一部を使用し
たい場合は、提出する。

42 27 週間工程表 ○ 2(1) ○

・標準仕様書(建築1.2.1、電
気設備1.2.1、機械設備1.2.1)
・標準仕様書(建築1.5.4、電
気設備1.5.2、機械設備1.5.3)

・監督員の指示を受けた場合は、
提出する。

43 28 月間工程表 ○ 2(1) ○

・標準仕様書(建築1.2.1、電
気設備1.2.1、機械設備1.2.1)
・標準仕様書(建築1.5.4、電
気設備1.5.2、機械設備1.5.3)

・監督員の指示を受けた場合は、
提出する。

44 29 施工報告書 ○ 2(1) ○
・標準仕様書(建築1.5.4、電
気設備1.5.2、機械設備1.5.3)

・週間工程表又は月間工程表(様
式№27,28)を作成し、表中に施工
報告に係る記載をする場合は、不
要
・廃棄物処理完了の報告時期は、
すべて構外に搬出した時点とし、
排出事業者として適切に搬出した
ことを報告する。
・電子マニフェストによる「一覧
表(JWNETから印刷)」や、紙マニ
フェストによる「産業廃棄物管理
票」は、監督員に提示できる状態
にしておけば良く、提出は不要

45 - 各種試験成績書 ○ 1 ○
・標準仕様書(建築1.5.6、電
気設備1.5.4、機械設備1.5.5)

・各種試験に関する資料も添付の
こと。

46 30 工事工程月報 ○ 2(1) ○
・静岡県建設工事請負契約約
款第3条

・現場説明書に定められた方法に
より提出する。

第20条

47 31 指示、承諾、協議書 ○ ○ 2(1) ○
・標準仕様書(建築1.1.8、電
気設備1.1.8、機械設備1.1.8)

・設計図書により、監督員の承諾
を受けるもの、提出や報告が必要
な書類は、この様式を添付し提出
する。

48 32 工事記録簿 ○ 1 ○
・静岡県建設工事請負契約約
款第11条

・監督員が請求したときに提示す
る(提出は不要)。

第22条
の2

49 33 休日・夜間作業承諾書 ○ 2(1) ○
・標準仕様書(建築1.3.5、電
気設備1.3.3、機械設備1.3.3)

・簡素化のため、休日作業につい
ては、事前に「週間工程表で、受
発注者の双方が稼動日であること
を把握している場合は提出を省略
する。」の旨協議を行い、提出は
不要とする。
・夜間作業については、あらかじ
め理由を付して承諾を受ける。

50 - 工事写真 ○ 1 ○
・標準仕様書(建築1.2.4、電
気設備1.2.4、機械設備1.2.4)

・排出ガス対策型･低騒音型建設
機械の写真など、監督員･検査員
が現場で確認した内容の写真につ
いては提出不要

51 -
室内空気中の化学物質の
濃度測定結果報告書

○ 2(1) ○ ・特記仕様書
・特記仕様書により、濃度測定を
実施する場合は、提出する。

52 -
静岡県産材販売管理票の
写し

○ 1 ○ ・特記仕様書
・静岡県産材証明制度による県産
材を使用した場合は、提出する。

53 34
営繕工事事故速報(営繕
工事用)

○ 1 ○
・営繕工事事故対応マニュア
ル

・事故が発生した場合、直ちに連
絡し、速やかに概要を書面で報告
(FAX又はメール)する。

54 35 事故速報(公営住宅用) ○ 1 ○
・工事事故対応マニュアル(公
営住宅課用)

・事故が発生した場合、直ちに連
絡し、速やかに概要を書面で報告
(FAX又はメール)する。

55 36 事故発生報告書 ○ 1 ○ ・特記仕様書
・監督員が作成を指示した後、速
やかに作成・提出する。
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56 - 事故報告書［発注者用］ ○

・営繕工事事故対応マニュア
ル
・工事事故対応マニュアル(公
営住宅課用)

・登録を要する事故の場合は、国
土交通省SAS(建設工事事故データ
ベースシステム)へ登録し、受注
者に連絡する。

57 - 事故報告書［受注者用］ ○ ・特記仕様書

・登録を要する事故の場合は、監
督員から連絡を受けた後、国土交
通省SAS(建設工事事故データベー
スシステム)へ登録する。

58 37 工事事故等発生報告書 ○

・営繕工事事故対応マニュア
ル
・工事事故対応マニュアル(公
営住宅課用)

・国土交通省SAS(建設工事事故
データベースシステム)により作
成する。

59 38
地震・異常気象時現場点
検報告書

○ 1 ○ ・特記仕様書

・当該施工現場を対象とする観測
エリアにおいて、震度4以上の地
震が発生した場合、直ちに現場点
検を行い、速やかに報告(FAX又は
メール)する。

・当該施工現場を対象とする観測
エリアにおいて、大雨警報、暴風
警報及び大雪警報が発令した場
合、直ちに現場点検を行い、必要
な保全措置を講じ、速やかに報告
(FAX又はメール)する。

60 39 工期延長請求書 ○ 2(1) ○
・静岡県建設工事請負契約約
款第21条

・工期の延長変更を請求する場合
は、提出する。

第30条

61 40 変更工程表 ○ 2(1) ○
・静岡県建設工事執行規則第
30条

・工期延長請求書に添えて提出す
る。

第30条

62 41 完成届出書 ○ 2(1) ○ ○
・静岡県建設工事請負契約約
款第31条

第39条

63 -
工事実績情報システム
(CORINS)の
登録内容確認書(完成時)

○ 1 ○ ・工事カルテ特記仕様書
・監督員がJACICによるメール送
信を承諾した場合は、提出不要

64 42 引渡書(目録) ○
現説
による

○
・標準仕様書(建築1.7.1、電
気設備1.7.1、機械設備1.7.1)

・現場説明書に定められた方法に
より提出する。

65 - 完成写真 ○
現説
による

○ ・現場説明書
・現場説明書に定められた方法に
より提出する。

66 - 完成図 ○
現説
による

○
・標準仕様書(建築1.7.1、
1.7.2、電気設備1.7.1、
1.7.2、機械設備1.7.1、

・現場説明書に定められた方法に
より提出する。

67 - 保全に関する資料 ○
現説
による

○
・標準仕様書(建築1.7.3、電
気設備1.7.3、機械設備1.7.3)

・現場説明書に定められた方法に
より提出する。

68 -
建設業退職金共済証紙受
払簿の写し

○ 1 ○ ・現場説明書

・当該工事において、建設業を営
む事業主(元請、下請共)が建設業
退職金共済制度に加入している場
合は、提出する。

69 43 再資源化等報告書 ○ 2(1) ○ ・特記仕様書

・建設リサイクル法対象工事の場
合は、提出する。。
・工期内に再資源化処理が完了し
ない場合は、再処理施設へ搬入済
みであることが確認できる書類を
添えて提出する。再資源化が完了
した時点で報告書を再度提出す
る。

70 44

再生資源利用実施書、再
生資源利用促進実施書及
び建設副産物情報交換シ
ステム工事登録証明書

○ 2(1) ○ ・特記仕様書
・建設副産物情報交換システム
(COBRIS)に登録して書類を作成す
る。

71 -
電子データを記録させた
CD-R

○ 2 ○ ・電子納品特記仕様書

72 45
創意工夫・工事特性・社
会性等に関する実施状況
(説明資料)

○ 1 ○
・静岡県建設工事成績評定要
領の運用について　2(4)

・実施した場合は、提出する。

73 46 工事監理報告書 ○ 1 ・建築士法第20条第3項

・建築士(一級建築士、二級建築
士及び木造建築士)による工事監
理が必要な工事の場合は、作成す
る。

Ｅ　工事完成時に作成する書類
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契約
担当課

受注者
保管

通
し
№

様
式
№

書類名
書類作成者

作成
部数
( )は
受注者
返却
部数

提出根拠等 備考

静岡県
建設
工事
執行
規則

４－２　建築・設備工事関係書類一覧表
受注者作成書類
提出先等

提出

74 47 受託検査依頼書 ○ 1
・静岡県建設工事検査要領の
運用について

・発注者が教育委員会又は警察本
部の工事で、本庁検査を依頼する
場合は、提出する。

75 48 中間検査申請書 ○ 1 ○
・静岡県建設工事検査要領第7
条

・特記仕様書により、中間検査の
対象工事となる場合は、提出す
る。

76 49 工事検査申請書 ○ 1
・静岡県建設工事検査要領第7
条

77 50 工事検査記録 ○ 1
・静岡県建設工事検査要領第7
条

78 - 工事成績採点表 ○ 1
・静岡県建設工事成績評定要
領第5条

・成績評定の対象となる工事の場
合は、作成する。

79 51 工事成績評定通知書 ○ 1
・静岡県建設工事成績評定要
領第8条

・成績評定の対象となる工事の場
合は、作成する。

80 -
考査項目別運用表(建
築・設備工事)

○ 1
・静岡県建設工事成績評定要
領の運用について　2(１)

・成績評定の対象となる工事の場
合は、作成する。

81 - 細目別評定点採点表 ○ 1
・静岡県建設工事成績評定要
領の運用について　2(2)

・成績評定の対象となる工事の場
合は、作成する。

82 -
「施工プロセス」チェッ
クリスト

○ 1
・静岡県建設工事成績評定要
領の運用について　2(3)

・成績評定の対象となる工事の場
合は、作成する。

83 52 出来形確認請求書 ○ 2(1) ○
・静岡県建設工事請負契約約
款第37条

・部分払いを請求する場合は、提
出する。

第45条

84 53 出来形歩合調書 ○ 1
・静岡県建設工事請負契約約
款第37条

・部分払いの請求を受けた場合
は、作成する。

第45条

85 54 修補完了届出書 ○ 2(1) ○
・静岡県建設工事執行規則第
39条

・修補指示を受けた場合は、提出
する。

第39条

86 - 請求書 ○ 1 ○
・静岡県建設工事請負契約約
款第32条

第40条

87 55 請求明細書 ○ 1 ○
・静岡県建設工事執行規則第
40条

・請求書と共に提出する。 第40条

※ 通し番号に下線がある書類は、法令、規則、マニュアル及び通知等で様式が定められているもの

Ｇ　工事検査終了後に作成する書類

F　工事検査時に作成する書類
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４－３ 建築・設備工事関係書類 
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年 月 日

様

氏名

－ ）電話番号 － －

住所

説　　　明　　　書

（郵便番号

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第12条第１項の規定により、対象建設

工事の届出に係る事項について下記のとおり説明します。

記

１．説明内容　　添付資料のとおり

２．添付資料

① 別表（別表１～３のいずれかに必要事項を記載したもの）

 別表１（建築物に係る解体工事）

 別表２（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替））

 別表３（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等））

② その他の別添資料（添付する場合）

 案内図

 工程表

（№1）
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併用の場合の理由( )

併用の場合の理由( )

 手作業・機械作業の併用 無

 手作業・機械作業の併用

 手作業

３．再資源化等をするための施設の名称及び所在地 別紙のとおり 

　（特定建設資材廃棄物について記載されていればよい）

４．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用

　（受注者の見積金額）

円（税込）

※ 届出書の写しを添付することでもよい

２．解体工事に要する費用

　（受注者の見積金額）

円（税込）

 有

 無

）

 手作業

 手作業・機械作業の併用

 手作業

 手作業・機械作業の併用

 有

③ 外装材・上部構造部分

④ 基礎・基礎ぐい

⑤ その他（

 手作業

 手作業・機械作業の併用

基礎・基礎ぐいの取り壊し  手作業

 有

 有

② 屋根ふき材

① 建築設備・内装材等

 無

 無

外装材・上部構造部分の取り壊し

法第13条及び省令第４条に基づく書面

（建築物に係る解体工事の場合）

作　　業　　内　　容工　　　　　程 分別解体等の方法

１．分別解体等の方法

建築設備・内装材等の取り外し

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

その他の取り壊し

 無

屋根ふき材の取り外し

 有

（№2）
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４．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用

　（受注者の見積金額）

２．解体工事に要する費用

円（税込）

なし 

３．再資源化等をするための施設の名称及び所在地 別紙のとおり 

　（特定建設資材廃棄物について記載されていればよい）

 手作業

 手作業・機械作業の併用

建築設備・内装等の工事

 無

 有  無

その他の工事

 有

 手作業

 手作業・機械作業の併用

 手作業

 手作業・機械作業の併用

 手作業

 手作業・機械作業の併用

 手作業

 手作業・機械作業の併用

 手作業

 手作業・機械作業の併用

 有  無

 有  無

造成等の工事

 無

 有

）

④ 屋根 屋根の工事

 無

⑤ 建築設備・内装等

② 基礎・基礎ぐい

③ 上部構造部分・外装

基礎・基礎ぐいの工事

上部構造部分・外装の工事

法第13条及び省令第４条に基づく書面

（建築物に係る新築工事等の場合）

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工　　　　　程 作　　業　　内　　容 分別解体等の方法

⑥ その他（

１．分別解体等の方法

① 造成等

 有
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　（受注者の見積金額）

円（税込）

　（特定建設資材廃棄物について記載されていればよい）

（ ）

 手作業

 手作業・機械作業の併用

その他の工事

 無

２．解体工事に要する費用 円（税込）

４．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用

（注）解体工事の場合のみ記載する。

３．再資源化等をするための施設の名称及び所在地 別紙のとおり 

　（受注者の見積金額）

 手作業・機械作業の併用

 手作業

 手作業・機械作業の併用

 手作業

 手作業・機械作業の併用

 有  無

本体付属品の工事  手作業

 有

 有

 手作業・機械作業の併用

 手作業

 無

土工事

 有  無

本体構造の工事

 無 有

法第13条及び省令第４条に基づく書面

（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）の場合）

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工　　　　　程 作　　業　　内　　容 分別解体等の方法

⑥ その他

④ 本体構造

⑤ 本体付属品

② 土木

③ 基礎

１．分別解体等の方法

① 仮設

 無

基礎工事

 有

仮設工事

 手作業・機械作業の併用

 手作業
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別　紙

（書ききれない場合は別紙に記載）

※ 受注者が選択した施設を記載（品目ごとに複数記入可）

特定建設資材廃棄物
の　　　種　　　類

施設の名称 所　　　　　在　　　　　地

4-12



 

 

別紙様式１（第 21条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦型） 

 
 
 

監 督 員 通 知 書 
 
 
 
 
 １ 建設工事名 
 
 
 
 ２ 契約年月日 
 
 
 
 ３ 監督員の職氏名 
  

区 分 職 名 氏 名 

総括監督員   

主任監督員   

担当監督員   

 
 
 
 
  上記のとおり監督員を置いたので、静岡県建設工事請負契約約款第９条第１項の規定 
 に基づき通知します。 
 
 
      年  月  日 
 
 
 
    住  所 
受注者 商  号                様 
    氏  名（法人にあっては、代表者の氏名） 
 
 
 
 
                発注者 職 名  氏      名 □印  

 

（№3）
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 様式第１号 

 

 

監 督 員 変 更 通 知 書  
 

 

   １ 建 設 工 事 名 

 

   ２ 契 約 年 月 日 

 

   ３ 監督員の職氏名 

 

 

区分 
変 更 前 変 更 後 

職  名 氏  名 職  名 氏  名 

総括監督員     

主任監督員     

担当監督員     

 

 

   上記のとおり監督員を変更したので、静岡県建設工事請負契約約款第９条第１

項の規定に基づき通知します。 

 

        年  月  日 

 

 

      住    所 

  受注者 商号又は名称                 様 

      氏    名（法人にあっては、代表者の氏名） 

 

                      

 

   発注者 職 名   氏   名 印 

 

 

 

 

（№4）
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建設工事執行規則　様式第９号　(第21条関係）　（用紙日本産業規格Ａ４縦型）　

上記のとおり施工したいので、工程表を提出します。

年　　　月　　　日　

発注者　職　名　氏　　　　名　様

　　　　住　所

受注者　商　号

　　　　氏　名（法人にあっては、代表者の氏名）

通　　計
歩　　合

％ 

月 

10 20 30 10 20 30 10 20 30 10 20 30

工　　種 設計数量
月 月 月 

　　　　　　　郡　　　　　　　町

３ 工 期 着　手　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

完　成　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

工　　　　程　　　　表

１ 建 設 工 事 名

２ 建設工事箇所 　　　　　　　市

（№5）
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用紙（日本産業規格Ａ４判縦型） 

 

請負代金内訳書 

年  月  日  

 

住    所 

商号又は名称             

代表者氏名           

 

１ 工 事 名 

２ 工 事 場 所   

３ 請負代金内訳 

（１）工事費内訳表 

工種区分・工種・種別 単位 数量 単価 金額 備考 

      

      

      

      

直接工事費           

共通仮設費           

 共通仮設費           

純工事費           

  現場管理費           

工事原価           

 一般管理費等           

            

工事価格           

（２）法定福利費 

工事価格のうち、現場労働者に関する健康保険，厚生年金保険及び雇用保険の法定の 

事業主負担額         円 

 

 

※次ページ以降の内容（細目別内訳等）については、数量書(参考資料)に記載の項目

のとおりとすること 

（№6）
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　建設工事執行規則　様式第11号　（第22条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

先に請負契約を締結した建設工事の主任技術者等の氏名等を、上記のとおり通知します。

年　　　月　　　日　

発注者　職　名　氏　　　　名　様

　　　　住　所

受注者　商　号

　　　　氏　名（法人にあっては、代表者の氏名）

資格区分欄は、建設業法第７条第２号イ、ロ若しくはハ又は第15条第２号イ、ロ若しくはハのうち、該当するもの
を○で囲むこと。

専 門 技 術 者 イロハ

現 場 代 理 人

イロハ

専 任 の 監 理 技 術 者 イロハ

専 任 の 主 任 技 術 者

第７条
第２号

第15条
第２号

主 任 技 術 者 イロハ

備考

主　任　技　術　者　等　通　知　書

１ 建設工事名

工事

　（　　年　　月　　日契約締結）

２ 主任技術者等の氏名

区 分 職　名 氏　　　　　名 担当工事種類

資 格 区 分

（№7）

4-17



経　歴　書

主任技術者等氏名

① 現 住 所

② 生 年 月 日

③ 最 終 学 歴

④ 資格及び資格番号

⑤ 職 歴
年　　　　　月

⑥ 工 事 歴
期　　　　　間 工　　事　　名 職　　名 備　　　　　考

（記載要領）
・ ③の最終学歴は、専攻科目まで記載する。
・ ④の資格は、法令による資格免許等の名称、等級、種別、登録（合格）番号を記載する。
・ ⑤の職歴は、過去10年を記載する。
・ ⑥の工事歴は、最初に建設業に従事した工事を記入し、
　次からは、最近（過去5年）の工事件数3件程度とする。

（添付書類）
・ ④に記載した資格の証明書の写しを添付する。
・ 監理技術者は、監理技術者資格者証の写し（表裏）を添付する。
・ 主任技術者は、健康保険被保険者証の写し（表）を添付する。
（監理技術者資格者証の写しを添付した場合は不要）

令和　　年　　月　　日

（№8）

4-18



用紙（日本産業規格Ａ４）

発注者 様

住　　所

商　　号

氏　　名（氏名にあっては、代表者の氏名）

火災保険、その他損害保険を締結しましたので、別紙保険契約書の写しを提出します。

火災保険その他損害保険加入届出書

年 月 日

受注者

（№9）
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所 属 名

電 話 番 号 － －

工事の名称

市町村

工事の概要

、 、 ㎡

、 、 ㎡

、 、

工 期 年 日 年 月

月

会 社 名

所 在 地 〒 －

電 話 番 号 － － ） － －

注１）建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等の場合は工事の具体的な種類を記入する。

　　（例：舗装、築堤、土地改良等）

担当者職氏名
フリガナ

静岡県

（内線

平成

工事の種類

工事対象床面積

工事着手予定日：

月

平成

工事対象床面積階数建築物に係る解体工事

工
　
　
　
事
　
　
　
の
　
　
　
内
　
　
　
容

年

平成

 建築物に係る新築又は増築の工事

 建築物に係る新築工事等であって新築又は建築の工事に該当しないもの

万円(税込)階数 請負代金額

用途

用途

）注１

建築物に係る新築又は増築の工事

請負代金額

連
　
絡
　
先

 建築物に係る解体工事

用途

）

工事の場所

請
　
負
　
者

現場代理人氏名
フリガナ

 建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（

工事の規模

建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの

日

階数

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等

（内線

日

万円(税込)

～

ＦＡＸ

※受付番号：

通　　知　　書

殿

令和　年　月　日　

記

（工事発注者）発注者職氏名：

住　　　　所：

　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第11条の規定により、下記のとおり通知します。

（№10）
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別表１ （Ａ４）

□有

□無

□有

□無

□有

□無

その他

　　　　　　　　　　　　　　トン

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

建築物に係る解体工事

分別解体等の計画等
建築物の構造

□木造　□鉄骨鉄筋コンクリート造　□鉄筋コンクリート造
□鉄骨造　□コンクリートブロック造　□その他（　　　　　　　　）

建築物に関
する調査の
結果

建築物の状況 築年数　　　　年、棟数　　　　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況 周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

建築物に関
する調査の
結果及び工
事着手前に
実施する措
置の内容

建築物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容

作業場所 作業場所　□十分　□不十分

その他（　　　　　　　　　）

搬出経路 障害物　□有（　　　）　□無

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

通学路　□有　□無

その他（　　　　　　　　　）

残存物品 □有（　　　　　　　　　　）

□無

他
法
令
関
係

フロン
（フロン排出抑制
法）

□有（業務用のエアコン・冷凍冷蔵機器のう
ちフロン類が使われているもの）

□無

石綿
（大気汚染防止
法・安全衛生法
石綿則）

特定建設資材への付着（□有　□無）
□ 飛散性石綿（吹き付け石綿 等）
□ 非飛散性石綿（石綿含有ビニル
　 床タイル 等）

特定建設資材への
付着物（石綿以外）

( 　　　　　　　　　　）

その他
（特定建設資材以外
への付着物などの有
害物質等の状況）
（その他必要事項を記
載）

□ 飛散性石綿（鉄骨等に吹付けら
　　れた石綿、石綿を含有する断熱材
　　・保温材・耐火被覆材 等）
□ 非飛散性石綿（石綿含有建材）
□ その他（　　　　　　　　　）

(                           )
工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工程 作業内容 分別解体等の方法
①建築設備・内装材等 建築設備･内装材等の取り外し

□有　□無
□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

併用の場合の理由（　　　　　）

②屋根ふき材 屋根ふき材の取り外し
□有　□無

□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

併用の場合の理由（　　　　　）

③外装材・上部構造部分 外装材・上部構造部分の取り壊し □　手作業

□有　□無 □　手作業・機械作業の併用

④基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの取り壊し
□有　□無

□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

⑤その他
（　　　　　）

その他の取り壊し
□有　□無

□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

工事の工程の順序 □上の工程における①→②→③→④の順序
□その他（　　　　　　　          　　　　　　　　　　）
その他の場合の理由（　　　　　　　　　　          　　）

□内装材に木材が含まれる場合 ①の工程における木材の分別に支障となる建設資材の事前の取り外し

□可　□不可
不可の場合の理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

建築物に用いられた建設資材の量の見込み

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の
見込み及びその発生が見込まれる建築
物の部分

種類 量の見込み 発生が見込まれる部分（注）
□コンクリート塊

トン
□①　□②　□③　□④
□⑤

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
トン
□①　□②　□③　□④
□⑤

□建設発生木材
トン
□①　□②　□③　□④
□⑤

（注）　①建築設備・内装材等　②屋根ふき材　③外装材・上部構造部分　④基礎・基礎ぐい　⑤その他

備考
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別表２ （Ａ４）

□有

□無

□有

□無

□有

□無

その他

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）

分別解体等の計画等
使用する特定建設
資材の種類

□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材
□アスファルト・コンクリート　□木材

建築物に関
する調査の
結果

建築物の状況 築年数　　　　年、棟数　　　　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況 周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

建築物に関
する調査の
結果及び工
事着手前に
実施する措
置の内容

建築物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容

作業場所 作業場所　□十分　□不十分

その他（　　　　　　    　）

搬出経路 障害物　□有（　　　）　□無

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

通学路　□有　□無

その他（　　　　　　　  　）

他法令
関係
(修繕・
模様替
工事の
み）

フロン
（フロン排出抑制
法）

□有（業務用のエアコン・冷凍冷蔵機器
のうちフロン類が使われているもの）

□無

石綿
（大気汚染防止
法・安全衛生法
石綿則）

特定建設資材への付着（□有　□無）
□　飛散性石綿（吹き付け石綿 等）
□　非飛散性石綿（石綿含有ビニル
　　床タイル 等）

特定建設資材への付着物
（修繕・模様替工事のみ）
（石綿以外）

(
）

その他
（特定建設資材以外へ
の付着物などの有害物
質等の状況）
（その他必要事項を記
載）

□　飛散性石綿（鉄骨等に吹付けら
　　れた石綿、石綿を含有する断熱
材
　　・保温材・耐火被覆材 等）
□　非飛散性石綿（石綿含有建材）
□　その他（　　　　　　　　　）

(                           )

工
程
ご
と
の
作
業
内
容

工程 作業内容
①造成等 造成等の工事　□有　□無

②基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの工事　□有　□無

③上部構造部分・外装 上部構造部分・外装の工事　□有　□無

④屋根 屋根の工事　□有　□無

⑤建築設備・内装等 建築設備・内装等の工事　□有　□無

⑥その他
（　　　　　）

その他の工事　□有　□無

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見
込み並びに特定建設資材が使用される建
築物の部分及び特定建設資材廃棄物の発
生が見込まれる建築物の部分

種類 量の見込み
使用する部分又は発生
が見込まれる部分（注）

□コンクリート塊
トン
□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
トン
□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

□建設発生木材
トン
□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

（注）　①造成等　②基礎　③上部構造部分・外装　④屋根　⑤建築設備・内装等　⑥その他

備考
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別表３ （Ａ４）

□有

□無

□有

□無

□有

□無

その他

仮設工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

土工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

基礎工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

本体構造の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

本体付属品の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

その他の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

□上の工程における⑤→④→③の順序
□その他（    　　        　　　　　　　　　　　　　　　）
その他の場合の理由（　　　          　　　　　　　　　　）

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

分別解体等の計画等
工作物の構造
（解体工事のみ）

□鉄筋コンクリート造　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

工事の種類 □新築工事　□維持・修繕工事　□解体工事
□電気　□水道　□ガス　□下水道　□鉄道　□電話
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

使用する特定建設資材の種類
(新築･維持･修繕工事のみ）

□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材
□アスファルト・コンクリート　□木材

工作物に関
する調査の
結果

工作物の状況 築年数　　　　年

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況 周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

工作物に関
する調査の
結果及び工
事着手前に
実施する措
置の内容

工作物に関する調査の結果
工事着手前に実施する措置の内

容
作業場所 作業場所　□十分　□不十分

その他（　　　　　　　　　）
搬出経路 障害物　□有（　　　）　□無

前面道路の幅員　約　　　　ｍ
通学路　□有　□無
その他（　　　　　　　　　）

他法
令関
係(解
体・維
持・修
繕工
事の
み）

フロン
（フロン排出抑制
法）

□有（業務用のエアコン・冷凍冷蔵機
器のうちフロン類が使われているもの）

□無

石綿
（大気汚染防止
法・安全衛生法石
綿則）

特定建設資材への付着（□有　□無）
□　飛散性石綿（鉄骨等に吹付けら
　　れた石綿、石綿を含有する断熱
材
　　・保温材・耐火被覆材 等）
□　非飛散性石綿（石綿含有建材）

特定建設資材への付着物（解
体・維持・修繕工事のみ）
（石綿以外）

（　　　　　　　　　　　　　）

その他
（特定建設資材以外への付着物
などの有害物質等の状況）
（その他必要事項を記載）

□　飛散性石綿（鉄骨等に吹付けら
　　れた石綿、石綿を含有する断熱
材
　　・保温材・耐火被覆材 等）
□　非飛散性石綿（石綿含有建材）
□　その他（　　　　　　　　　）

(                           )

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工程 作業内容
分別解体等の方法
（解体工事のみ）

①仮設 □　手作業

②土工 □　手作業

③基礎 □　手作業

④本体構造 □　手作業

⑤本体付属品 □　手作業

⑥その他　　　　　　　　　　　（　　　　　　　） □　手作業

工事の工程の順序
（解体工事のみ）

工作物に用いられた建設資材の量
の見込み（解体工事のみ） 　　　　　　　　　トン

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見込み（全
工事）並びに特定建設資材が使用される工作物の
部分（新築・維持・修繕工事のみ）及び特定建設資
材廃棄物の発生が見込まれる工作物の部分（維持・
修繕・解体工事のみ）

種類 量の見込み使用する部分又は発生が見
込まれる部分（注）

□コンクリート塊
トン
□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
トン
□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

□建設発生木材
トン
□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

（注）　①仮設　②土工　③基礎　④本体構造　⑤本体付属品　⑥その他

備考
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令和 年 月 日

様

氏名

－ ）電話番号 － －

住所

告　　知　　書

（郵便番号

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第12条第２項の規定により、対象建設

工事の届出に係る事項について告知します。

記

１．添付資料

① 別表（別表１～３のいずれかに必要事項を記載したもの）

 別表１（建築物に係る解体工事）

 別表２（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替））

 別表３（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等））

② その他の別添資料（添付する場合）

 案内図

 工程表

［注］本様式は下請負人に対して告知することにあたり、書面で行う場合の標準様式を参

考として示すものである。

（№11）
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様式１ 

現場代理人の兼任申請書 
 

年 月 日 

 

発注機関の長 

       

（受注者）住所 

氏名          

 

静岡県発注の下記工事に係る現場代理人について、他の工事の現場代理人との兼任

を申請します。 

 

記 

受注者名  

現場代理人氏名  連絡先  

工事の対象となる工作

物に一体性若しくは連

続性が認められる事項

又は施工に当たり相互

に調整を要する事項 

＊(3,500 万円（建築一式は 7,000 万円）以上の場合に記入 

 

兼任を申請する工事 

（工事１） 

 

 

請負金額（税込） 

\          

工事名 
 

 

工事箇所  

工期  年 月 日から   年 月 日まで 

発注機関名  

監督員  

工事１と現場代理人

を兼任しようとする

他の工事 

（工事２） 

 

請負金額（税込） 

\          

発注機関名  

工事名 
 

 

工事箇所  

工期  年 月 日から   年 月 日まで 
兼任しようとする 

工事現場間の所要時間 

(直線距離) 

工事１から 約   分（   Ｋｍ） 

工事１及び２と現場

代理人を兼任しよう

とする他の工事 

（工事３） 

 

請負金額（税込） 

\          

発注機関名  

工事名 
 

 

工事箇所  

工期  年 月 日から   年 月 日まで 

兼任しようとする 

工事現場間の所要時間 

(直線距離) 

工事１から 約   分（   Ｋｍ） 

工事２から 約   分（   Ｋｍ） 

＊ 契約書の写しを添付すること。 

＊ 兼任しようとする工事の発注者が兼任を承認したことが明らかな書類（現場代理人の兼任承認

書の写し（県発注工事）、打ち合わせ記録簿の写し等（県以外の機関の発注工事））を添付（又は

後日提出）すること。 

（№12）

4-25



 
 
様式１ 

現場代理人・業務代理人兼任申請書 
 

年 月 日 

 

発注機関の長 

       

（受注者）住所 

氏名          

 

貴事務所発注の下記建設工事及び小規模修繕等業務委託について、現場代理人と業

務代理人の兼任を申請します。 

 

記 

受注者名  

現場（業務）代理人

氏名 
 連絡先

 

兼任を申請する工事 

 

 

 

 

 

請負金額（税込） 

\          

工事名 
 

 

工事箇所  

工期  年 月 日から   年 月 日まで 

監督員  

工事の現場代理人と

業務代理人を兼任し

ようとする小規模修

繕等業務委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務委託料（税込） 

\          

発注機関名 上記工事と同一 

業務名 
 

 

業務箇所  

（兼任を申請する工事

箇所から最も遠い地点） 
 

業務期間  年 月 日から   年 月 日まで 

兼任を申請する工事現

場と兼任しようとする

業務箇所のうち最も遠

い地点間の所要時間及

び直線距離 

 約   分 

 約   Ｋｍ 

＊ 契約書の写し及び小規模修繕等業務委託の入札公告（指名通知）を添付すること。 

 

（№13）
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様
式
第
２
号

年
月

日

［
会
社
名
・
事
業
者
I
D
］

［
事
業
所
名
・
現
場
I
D
］

　
　 　

施
工
体
制
台
帳

《
下
請
負
人
に
関
す
る
事
項
》

会
社
名
・

事
業
者
I
D

代
表
者
名

住
所

建
設
業
の

許
可

許
　
可
　
業
　
種

許
　
可
　
番
　
号

許
可
（
更
新
）
年
月
日

工
事
業
大
臣
　
特
定
 
 
 
 
 
 
 
 
第
　
　
　
　
号

　
　
年
　
　
月
　
　
日

工
事
名
称

及
び

工
事
内
容

知
事
　
一
般

工
事
業
大
臣
　
特
定
 
 
 
 
 
 
 
 
第
　
　
　
　
号

　
　
年
　
　
月
　
　
日

知
事
　
一
般

工
期

自
　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

至
　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

契
約

日
年
　
　
　
月
　
　
　
日
　

工
事
名
称

及
び

工
事
内
容

建
設
業
の

許
可

施
工
に
必
要
な
許
可
業
種

許
　
可
　
番
　
号

許
可
（
更
新
）
年
月
日

発
注
者
名

及
び

住
所

工
事
業
大
臣
　
特
定
 
 
 
 
 
 
 
 
第
　
　
　
　
号

　
　
年
　
　
月
　
　
日

知
事
　
一
般

工
期

自
　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

至
　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

契
約

日
年
　
　
　
月
　
　
　
日
　

工
事
業
大
臣
　
特
定
 
 
 
 
 
 
 
 
第
　
　
　
　
号

　
　
年
　
　
月
　
　
日

知
事
　
一
般

健
康
保
険
等

の
加
入
状
況

保
険
加
入

の
有
無

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

加
入
　
　
未
加
入

適
用
除
外

営
業
所
の
名
称

契
約

営
業

所

区
分

名
　
　
　
　
　
　
　
　
　
称

住
　
　
　
　
　
　
　
　
　
所

加
入
　
　
未
加
入

適
用
除
外

加
入
　
　
未
加
入

適
用
除
外

元
請
契
約

事
業
所

整
理
記
号
等

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

下
請
契
約

健
康
保
険
等

の
加
入
状
況

保
険
加
入

の
有
無

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

現
場
代
理
人
名

事
業
所

整
理
記
号
等

区
分

営
業
所
の
名
称

健
康
保
険

安
全
衛
生
責
任
者
名

加
入
　
　
未
加
入

適
用
除
外

加
入
　
　
未
加
入

適
用
除
外

加
入
　
　
未
加
入

適
用
除
外

権
限
及
び

意
見
申
出
方
法

安
全
衛
生
推
進
者
名

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

主
任
技
術
者
名

専
　
任

非
専
任

雇
用
管
理
責
任
者
名

資
格
内
容

元
請
契
約

資
格
内
容

担
当
工
事
内
容

専
門
技
術
者
名

下
請
契
約

権
限
及
び
意
見

申
出
方
法

一
号
特
定
技
能
外

国
人
の
従
事
の

状
況
（
有
無
）

有
　
　
無

発
注
者
の

監
督
員
名

権
限
及
び
意
見

申
出
方
法

外
国
人
建
設
就

労
者
の
従
事
の

状
況
(
有
無
)

有
　
　
無

外
国
人
技
能
実

習
生
の
従
事
の

状
況
(
有
無
)

有
　
　
無

現
場

代
理
人
名

権
限
及
び
意
見

申
出
方
法

監
督
員
名

監
理
技
術
者
名

主
任
技
術
者
名
専
　
任

非
専
任

資
格
内
容

監
理
技
術
者
補
佐

名
資
格
内
容

有
　
　
無

外
国
人
技
能
実

習
生
の
従
事
の

状
況
(
有
無
)

専
門

技
術
者
名

専
門

技
術
者
名

資
格
内
容

資
格
内
容

有
　
　
無

担
当

工
事
内
容

担
当

工
事
内
容

一
号
特
定
技
能
外

国
人
の
従
事
の

状
況
（
有
無
）

有
　
　
無

外
国
人
建
設
就

労
者
の
従
事
の

状
況
(
有
無
)

※
施
工
体
制
台
帳
の
添
付
書
類
（建
設
業
法
施
行
規
則
第
１
４
条
の
２
第
２
項
）

・
発
注
者
と
作
成
建
設
業
者
の
請
負
契
約
及
び
作
成
建
設
業
者
と
下
請
負
人
の
下
請
契
約
に
係
る
当
初
契
約
及
び
変

更
契
約
の
契
約
書
面
の
写
し
（
公
共
工
事
以
外
の
建
設
工
事
に
つ
い
て
締
結
さ
れ
る
も
の
に
係
る
も
の
は
、
請
負
代
金

の
額
に
係
る
部
分
を
除
く
）

・
主
任
技
術
者
又
は
監
理
技
術
者
が
主
任
技
術
者
資
格
又
は
監
理
技
術
者
資
格
を
有
す
る
事
を
証
す
る
書
面
及
び
当

該
主
任
技
術
者
又
は
監
理
技
術
者
が
作
成
建
設
業
者
に
雇
用
期
間
を
特
に
限
定
す
る
こ
と
な
く
雇
用
さ
れ
て
い
る
者
で

あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
又
は
こ
れ
ら
の
写
し

・
専
門
技
術
者
を
お
く
場
合
は
、
そ
の
者
が
主
任
技
術
者
資
格
を
有
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
及
び
そ
の
者
が
作
成
建
設

業
者
に
雇
用
期
間
を
特
に
限
定
す
る
こ
と
な
く
雇
用
さ
れ
て
い
る
者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
又
は
こ
れ
ら
の
写
し

（№14）
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様
式
第
３
号

年
月

日

　

　

再
下
請
負
通
知
書

《
再
下
請
負
関
係
》

再
下
請
負
業
者
及
び
再
下
請
負
契
約
関
係
に
つ
い
て
次
の
と
お
り
報
告
い
た
し
ま
す
。

会
社

名
・
事
業
者
I
D

代
表
者
名

直
近
上
位

注
文
者
名

【
報
告
下
請
負
業

住
所

電
話
番
号

住
所

工
事
名
称

及
び

工
事
内
容

元
請
名
称
・

事
業
者
I
D

工
期

自
　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

至
　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日
契

約
日

年
　
　
　
月
　
　
　
日
　

会
社
名
・

事
業
者
I
D

代
表
者
名

建
設
業
の

許
可

施
工
に
必
要
な
許
可
業
種

工
事
業

許
　
可
　
番
　
号

許
可
（
更
新
）
年
月
日

《
自
社
に
関
す
る
事
項
》

工
事
業
大
臣
　
特
定
 
 
 
 
 
 
 
 
第
　
　
　
　
号

　
　
年
　
　
月
　
　
日

工
事
名
称

及
び

工
事
内
容

知
事
　
一
般

大
臣
　
特
定
 
 
 
 
 
 
 
 
第
　
　
　
　
号

　
　
年
　
　
月
　
　
日

知
事
　
一
般

工
期

自
　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

至
　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

注
文
者
と
の

契
約

日
年
　
　
　
月
　
　
　
日
　

健
康
保
険
等

の
加
入
状
況

保
険
加
入

の
有
無

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

加
入
　
　
未
加
入

適
用
除
外

加
入
　
　
未
加
入

適
用
除
外

加
入
　
　
未
加
入

適
用
除
外

建
設
業
の

許
可

施
工
に
必
要
な
許
可
業
種

許
　
可
　
番
　
号

許
可
（
更
新
）
年
月
日

事
業
所

整
理
記
号
等

営
業
所
の
名
称

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

工
事
業
大
臣
　
特
定
 
 
 
 
 
 
 
 
第
　
　
　
　
号

　
　
年
　
　
月
　
　
日

知
事
　
一
般

工
事
業
大
臣
　
特
定
 
 
 
 
 
 
 
 
第
　
　
　
　
号

　
　
年
　
　
月
　
　
日

知
事
　
一
般

現
場
代
理
人
名

安
全
衛
生
責
任
者
名

健
康
保
険
等

の
加
入
状
況

保
険
加
入

の
有
無

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

権
限
及
び

意
見
申
出
方
法

安
全
衛
生
推
進
者
名

加
入
　
　
未
加
入

適
用
除
外

加
入
　
　
未
加
入

適
用
除
外

加
入
　
　
未
加
入

適
用
除
外

主
任
技
術
者
名

専
　
任

非
専
任

雇
用
管
理
責
任
者
名

事
業
所

整
理
記
号
等

営
業
所
の
名
称

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

資
格
内
容

担
当
工
事
内
容

専
門
技
術
者
名

資
格
内
容

安
全
衛
生
推
進
者
名

一
号
特
定
技
能
外

国
人
の
従
事
の
状

況
（
有
無
）

有
　
　
無

監
督
員
名

安
全
衛
生
責
任
者
名

外
国
人
建
設
就

労
者
の
従
事
の

状
況
(
有
無
)

有
　
　
無

外
国
人
技
能
実

習
生
の
従
事
の

状
況
(
有
無
)

有
　
　
無

現
場
代
理
人
名

雇
用
管
理
責
任
者
名

権
限
及
び

意
見
申
出
方
法

権
限
及
び

意
見
申
出
方
法

専
門
技
術
者
名

主
任
技
術
者
名
専
　
任

非
専
任

資
格
内
容

資
格
内
容

担
当
工
事
内
容

一
号
特
定
技
能
外

国
人
の
従
事
の
状

況
（
有
無
）

有
　
　
無

外
国
人
建
設
就

労
者
の
従
事
の

状
況
(
有
無
)

有
　
　
無

外
国
人
技
能
実

習
生
の
従
事
の

状
況
(
有
無
)

有
　
　
無

※
再
下
請
通
知
書
の
添
付
書
類
（建
設
業
法
施
行
規
則
第
１
４
条
の
４
第
３
項
）

・再
下
請
通
知
人
が
再
下
請
人
と
締
結
し
た
当
初
契
約
及
び
変
更
契
約
の
契
約
書
面
の
写
し
（公
共
工
事
以
外
の
建

設
工
事
に
つ
い
て
締
結
さ
れ
る
も
の
に
係
る
も
の
は
、
請
負
代
金
の
額
に
係
る
部
分
を
除
く
）
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様
式
第
４
号

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

担
当
工
事
内
容

元
方
安
全
衛
生
管
理
者

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

担
当
工
事
内
容

統
括
安
全
衛
生
責
任
者

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

施
 工
 体
 系
 図

発
注

者
名

工
期

　
自
　
　
　
　
　
　
　
年
　
  
  
　
　
 　
　
月
　
　
  
　
  
　
 　
日

　
至
　
　
　
　
　
　
　
年
　
  
  
 　
　
　
　
月
　
　
　
　
 　
  
  
日

工
事

名
称

監
理
技
術
者
名

主
任
技
術
者
名

元
請
名
・
事
業
者
ID

工 事

会
社
名
・
事
業
者

ID

工 事

会
社
名
・
事
業
者
ID

許
可
番
号

許
可

番
号

専
門
技
術
者
名

安
全
衛
生
責
任
者

会
社
名
・
事
業
者
ID

監
督

員
名

代
表
者
名

代
表

者
名

代
表

者
名

代
表

者
名

許
可

番
号

許
可

番
号

監
理
技
術
者
補
佐
名

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

工 事

会
社
名
・
事
業
者
ID

工 事

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

主
任
技
術
者

主
任
技
術
者

主
任
技
術
者

主
任
技
術
者

専
門
技
術
者
名

特
定
専
門
工

事
の
該
当

特
定
専
門
工

事
の
該
当

特
定
専
門
工

事
の
該
当

特
定
専
門
工

事
の
該
当

専
門
技
術
者

専
門
技
術
者

専
門
技
術
者

専
門
技
術
者

担
当
工
事

内
　
　
　
容

担
当
工
事

内
　
　
　
容

担
当
工
事

内
　
　
　
容

担
当
工
事

内
　
　
　
容

会
  
  
  
  
  
長

　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
　
工
期

年
月

日
～

年
月

日

工 事

会
社
名
・
事
業
者

ID

工 事

会
社
名
・
事
業
者
ID

工 事

会
社
名
・
事
業
者
ID

工 事

会
社
名
・
事
業
者
ID

副
  
  
会
  
  
長

代
表
者
名

代
表

者
名

代
表

者
名

代
表

者
名

許
可
番
号

許
可

番
号

許
可

番
号

許
可

番
号

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

主
任
技
術
者

主
任
技
術
者

主
任
技
術
者

主
任
技
術
者

特
定
専
門
工

事
の
該
当

特
定
専
門
工

事
の
該
当

特
定
専
門
工

事
の
該
当

特
定
専
門
工

事
の
該
当

専
門
技
術
者

専
門
技
術
者

専
門
技
術
者

専
門
技
術
者

担
当
工
事

内
　
　
　
容

担
当
工
事

内
　
　
　
容

担
当
工
事

内
　
　
　
容

担
当
工
事

内
　
　
　
容

　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
　
工
期

年
月

日
～

年
月

日

工 事

会
社
名
・
事
業
者

ID

工 事

会
社
名
・
事
業
者
ID

工 事

会
社
名
・
事
業
者
ID

工 事

会
社
名
・
事
業
者
ID

代
表
者
名

代
表

者
名

代
表

者
名

代
表

者
名

許
可
番
号

許
可

番
号

許
可

番
号

許
可

番
号

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

主
任
技
術
者

主
任
技
術
者

主
任
技
術
者

主
任
技
術
者

特
定
専
門
工

事
の
該
当

特
定
専
門
工

事
の
該
当

特
定
専
門
工

事
の
該
当

特
定
専
門
工

事
の
該
当

専
門
技
術
者

専
門
技
術
者

専
門
技
術
者

専
門
技
術
者

担
当
工
事

内
　
　
　
容

担
当
工
事

内
　
　
　
容

担
当
工
事

内
　
　
　
容

担
当
工
事

内
　
　
　
容

　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
　
工
期

年
月

日
～

年
月

日

工 事

会
社
名
・
事
業
者

ID

工 事

会
社
名
・
事
業
者
ID

工 事

会
社
名
・
事
業
者
ID

工 事

会
社
名
・
事
業
者
ID

代
表
者
名

代
表

者
名

代
表

者
名

代
表

者
名

許
可
番
号

許
可

番
号

許
可

番
号

許
可

番
号

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

主
任
技
術
者

主
任
技
術
者

主
任
技
術
者

主
任
技
術
者

特
定
専
門
工

事
の
該
当

特
定
専
門
工

事
の
該
当

特
定
専
門
工

事
の
該
当

特
定
専
門
工

事
の
該
当

専
門
技
術
者

専
門
技
術
者

専
門
技
術
者

専
門
技
術
者

担
当
工
事

内
　
　
　
容

担
当
工
事

内
　
　
　
容

担
当
工
事

内
　
　
　
容

担
当
工
事

内
　
　
　
容

　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
　
工
期

年
月

日
～

年
月

日
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様式－１ 

提出日：令和 年 月 日 

VE提案書 

（発注者） 

            様 

 

                          受注者 

                           住所 

                           氏名           

 

 静岡県建設工事請負契約約款第 19条の２に基づき VE提案書を提出いたします。 

工 事 名： 
工 事 場 所： 
契約締結日： 

連絡者 
 氏名 
TEL 
FAX 

VE提案の概要            注）記入欄が不足する場合には、様式－1の２とし 
                    て追記してください。なお、概算低減額は提案 
                    を審査する上で参考とするものです。 
番号 項目内容 概算低減額：千円 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

概算低減額合計  

 

（№16）
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様式－２ 

番号  項目内容  

 

（１）設計図書の定める内容と VE提案の内容の対比 
【現状】……略図等 【改善案】……略図等 

 

（２）提案理由 

 

（３）VE提案の実施方法（材料仕様、施工要領等を記入） 

 

（４）品質保証の証明（品質保証書の添付等） 

 

（５）その他 
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様
式
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３
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項
目
内
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算
出
根
拠

 

【
現
状
】
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単
位
：
千
円

 
【
改
善
案
】
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単
位
：
千
円

 

名
称

 
規
格
等

 
単
位

 
数
量

 
単
 
価

 
金
 
 
額
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規
格
等

 
単
位

 
数
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金
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様式－４ 

番号  項目内容  

 

（１）工業所有権等の排他的権利を含む VE提案である場合、その取扱いに関する事項 

 

（２）VE提案が採用された場合に留意すべき事項（提案内容の公表に係る所見等） 
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様式－５ 

第    号 

令和  年  月  日 

 

ＶＥ提案採否通知書 

 

（受注者） 

              様 

 

                          （発注者） 

長 

 

 

 契約後ＶＥ特記仕様書３（１）に基づき、令和 年 月 日付けで提出されたＶＥ提案に対す

る審査結果を下記のとおり通知します。 

工 事 名：令和 年度 
                  工事 
工 事 場 所：   市   地内 
契約締結日：令和  年  月  日 

ＶＥ提案項目数： 
  採用項目数： 
 不採用項目数： 

件

件

件

ＶＥ提案に対する「採否」及びその理由 

番号 項目内容 採否の区分 採否の理由 特記事項 

１ 

 

採・否 

 
 
 
 
 
 

２ 

 

採・否 

 
 
 
 
 
 

採否に関する問い合わせ先及び担当課 

  静岡県交通基盤部        電話  

                課 電話  

     土木事務所      課 電話  

（№17）
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産業廃棄物処理の委託先の実地確認におけるチェックシート例 

平成 27 年２月 

廃棄物リサイクル課 

 

●このチェックシート例について 

 

○ 「静岡県産業廃棄物の適正な処理に関する条例」（以下「条例」という。）では、産業廃棄物

を委託して処理する事業者に対し、その委託先の積替え保管又は中間処理若しくは最終処分

の施設を実地に確認することを求めています（条例第 10 条）。 

○ 条例では、事業者が実地確認において確認すべき項目を詳細に規定していません。事業者に

は、法に規定される基準等を踏まえ、実地確認において確認する項目を独自に定めて実地確

認を行ってください。 

○ このチェックシート例は、事業者が実地確認において確認する項目を検討する際に参考とな

るように、確認する項目の主な例をまとめ、作成したものです。チェックシート例に記載さ

れている項目に、必要な事項を追加したり（例：整理整頓・清潔等の管理、経営倫理や方針、

社員教育等）、修正を加えたりして、活用してください。 

○ チェックシート例では、「優良」、「良」、「要改善」の 3 段階評価の形式がとられていますが、

この形式も一例に過ぎません。事業者は、独自に評価の形式を定めて、実地確認をした処理

業者が委託先として適当か否かを判断してください。 

（№18）
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チェックシート例 

 

実地確認の実施年月日  

実地確認先 

事業者名  

事業場名（施設名）及

び住所 

 

対応者（役職及び氏名）  

実地確認を行った者  

 

実地確認の結果の評価 

（委託契約の適否等） 

 

 

 

 

 

 

Ａ 共通項目 

 

１ 処理業者の許可状況 評価 

（１）委託する処理（運搬又は中間処理若しくは最終処分）の許可を得てい

るか。 

□はい □いいえ 

（２）処理を委託する産業廃棄物が許可品目に含まれているか。 □はい □いいえ 

（３）処理を委託する期間が許可期限内か。 

 

□はい □いいえ 

２ 書面の保存状況（委託契約後の実地確認の場合）  

（１）帳簿※について 

①整備されているか。 

②委託した処理は適切に記載されているか。 

※ 廃棄物処理法により、産業廃棄物処理業者が、その産業廃棄物の処理について記載し、

保存するように義務付けられています。廃棄物処理法施行規則第 10 条の８及び第 10

条の 21に、帳簿の記載事項が規定されています。 

 

□はい □いいえ 

□はい □いいえ 

（２）マニフェストは適切に記載され、保管されているか（実地確認し 

た事業場に保管されていなければ、保管されている場所はどこか）。 

□はい □いいえ 

（     ） 

（３）委託契約書は適切に保管されているか（実地確認した事業場に保 

管されていなければ、保管されている場所はどこか。）。 

□はい □いいえ 

（     ） 
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Ｂ 収集運搬業の積替え保管施設 

 

１ 積替え保管施設の状況         評価 

（１）積替施設は、周囲に囲いが設けられ、かつ、積替えの場所である

ことについて表示されているか。  

□優良 □良 □要改善

（２）保管施設は、周囲に囲いが設けられているか。     □優良 □良 □要改善

（３）保管施設であることについて必要な事項※を表示した掲示板が見や

すい箇所に設けられているか。    

  ※ 保管する産業廃棄物の種類、保管の場所の管理者の氏名又は名称及び連絡先、

（屋外で容器を用いない場合）最大積上高さ、保管上限 

□優良 □良 □要改善

（４）産業廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、並びに悪臭が

発散しないように必要な措置が講じられているか。 

□優良 □良 □要改善

（５）保管に伴い汚水が生ずるおそれがある場合には、排水溝等の設備

を設けるとともに、底面を不浸透性の材料で覆っているか。 

□優良 □良 □要改善

（６）石綿含有産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の積替え保管施設は、

その他の物と混合するおそれがないように仕切りを設ける等必要

な措置を講じているか。 

□優良 □良 □要改善

 

２ 積替え保管施設における産業廃棄物の処理の状況 評価 

（１）保管されている産業廃棄物は許可品目に含まれているか。 □はい □いいえ 

（２）搬入される産業廃棄物の内容、量を適切に確認しているか。 □優良 □良 □要改善

（３）産業廃棄物が飛散、流出していないか。 □優良 □良 □要改善

（４）悪臭、騒音又は振動により生活環境の保全上支障を生じていない

か。 

□優良 □良 □要改善

（５）産業廃棄物は決められた場所に保管されているか。 □優良 □良 □要改善

（６）保管されている産業廃棄物の量が保管上限を超えていないか。 □優良 □良 □要改善

（７）産業廃棄物の保管に伴い発生する汚水は適正に処理されているか。 □優良 □良 □要改善

（８）屋外で容器を用いずに産業廃棄物を保管する場合にあっては、積

み上げられた産業廃棄物の高さが最大積上高さを超えていない

か。 

□優良 □良 □要改善

（９）ねずみの生息、及び蚊、はえ等の害虫の発生を防止するための措

置が取られているか。 

□優良 □良 □要改善
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Ｂ 処分業の処理施設 
 
●中間処理施設 

１ 処理施設の状況 評価 

（１）廃棄物処理法施行令第７条に規定される処理施設の場合、必要な

設置許可を得ているか。 

□はい □いいえ 

（２）施設に腐食が発生していない等、十分な維持管理が施されている

か。 

□優良 □良 □要改善

（３）産業廃棄物の飛散、流出及び地下への浸透を防止するための必要

な措置が取られている施設か（保管施設を含む。）。 

□優良 □良 □要改善

（４）悪臭、騒音及び振動等の発生により、生活環境の保全上支障が生

じないように必要な措置が取られている施設か。 

□優良 □良 □要改善

（５）排水を放流する場合は、必要な排水処理設備を設けているか。 □優良 □良 □要改善

（６）産業廃棄物の保管施設は、周囲に囲いが設けられているか。 □優良 □良 □要改善

（７）産業廃棄物の保管施設は、必要な事項※を表示した掲示板が見やす

い箇所に設けられているか。  
  ※ 保管する産業廃棄物の種類、保管の場所の管理者の氏名又は名称及び連絡先、

（屋外で容器を用いない場合）最大積上高さ、保管上限 

□優良 □良 □要改善

（８）産業廃棄物の保管施設は、保管に伴い汚水が生ずるおそれがある

場合には、排水溝等の設備を設けるとともに、底面を不浸透性の材

料で覆っているか。 

□優良 □良 □要改善

（９）石綿含有産業廃棄物※又は特別管理産業廃棄物の保管施設は、その

他の物と混合するおそれがないように仕切りを設ける等必要な措

置を講じているか。 

   ※ 石綿含有産業廃棄物の中間処理の方法は、環境大臣が定める方法（溶融等）
により行うこととされています（廃棄物処理法施行令第６条第１項第 2号二
（2））。 

□優良 □良 □要改善

 

２ 処理施設における産業廃棄物の処理の状況 評価 

（１）処分されている産業廃棄物は許可品目に含まれているか。 □優良 □良 □要改善

（２）搬入される産業廃棄物の内容、量を適切に確認しているか。 □優良 □良 □要改善

（３）産業廃棄物が飛散、流出していないか。 □優良 □良 □要改善

（４）悪臭、騒音又は振動により生活環境の保全上支障を生じていない

か。 

□優良 □良 □要改善

（５）産業廃棄物は決められた場所に保管されているか。 □優良 □良 □要改善

（６）保管されている産業廃棄物の量が保管上限を超えていないか。 □優良 □良 □要改善

（７）産業廃棄物の保管に伴い発生する汚水は適正に処理されているか。 □優良 □良 □要改善

（８）屋外で容器を用いずに産業廃棄物を保管する場合にあっては、積

み上げられた産業廃棄物の高さが最大積上高さを超えていない

か。 

□優良 □良 □要改善

（９）産業廃棄物の保管施設には、ねずみの生息、及び蚊、はえ等の害

虫の発生を防止するための措置は取られているか。 

□優良 □良 □要改善
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（10）委託先が中間処理した後の産業廃棄物を委託して処理している場

合、この中間処理後の産業廃棄物の適正な処理を確認しているか。

（委託先が中間処理した後の物を有価物として使用又は販売して

いる場合、この中間処理後の物の適正な使用又は販売を確認して

いるか。） 

□優良 □良 □要改善

 
●最終処分場 

１ 処分場の状況 評価 

（１）最終処分場の設置許可を得ているか。 □はい □いいえ 

（２）施設に腐食が発生していない等、十分な維持管理が施されている

か。 

□優良 □良 □要改善

（３）産業廃棄物の飛散、流出を防止するための必要な措置が取られて

いる施設か。 

□優良 □良 □要改善

（４）悪臭等の発生により、生活環境の保全上支障が生じないように必

要な措置が取られている施設か。 

□優良 □良 □要改善

（５）最終処分場の入口の見やすい箇所に、産業廃棄物の最終処分場で

あることを表示する立札その他の設備が設けられているか。 

□優良 □良 □要改善

（６）埋立地の周囲には、みだりに人が埋立地に立ち入るのを防止する

ことができる囲いが設けられ、産業廃棄物の処分の場所であるこ

との表示がされているか。 

□優良 □良 □要改善

（７）浸出液による公共の水域及び地下水の汚染のおそれがある場合、

必要な設備の設置等の措置を講じているか。 

□優良 □良 □要改善

 

２ 処分場における産業廃棄物の処理の状況 □優良 □良 □要改善

（１）処分されている産業廃棄物は許可品目に含まれているか。 □優良 □良 □要改善

（２）最終処分場の残存容量は十分か。 □優良 □良 □要改善

（３）搬入される産業廃棄物の内容、量を適切に確認しているか。 □優良 □良 □要改善

（４）産業廃棄物が飛散、流出していないか。 □優良 □良 □要改善

（５）悪臭等により生活環境の保全上支障を生じていないか。 □優良 □良 □要改善

（６）安定型最終処分場にあっては、安定型産業廃棄物以外が混入して

処 

分されていないか。 

□優良 □良 □要改善

（７）浸出液は適正に処理されているか。 □優良 □良 □要改善

（８）産業廃棄物の種類ごとに埋立基準（廃棄物処理法施行令第６条第

３号へからムまで及び第６条の５第３号ニからツまでに掲げられ

る基準）に合った処分をしているか。 

□優良 □良 □要改善

（９）ねずみの生息、及び蚊、はえ等の害虫の発生を防止するための措

置は取られているか。 

□優良 □良 □要改善
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令和○○年度［第○○－○○○○○－○○号］○○○○○○○○○○工事

　標記について、標準仕様書等に基づき提出します。

令和○○年○○月○○日

総 合 施 工 計 画 書　(作 成 例)

　〇〇土木事務所長　○○　○○　様

受　注　者

現場代理人 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（№19）
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１　一般事項

適用範囲

本総合施工計画書は、

「令和○○年度［第○○－○○○○○－○○号］○○○○○○○○○○工事」

に適用する。

１－１　適用図書等

（１）適用図書

　すべての設計図書は、相互に補完するものとする。ただし、設計図書間に相違

がある場合の優先順位は、次の順番のとおりとする。

　①質問回答書（②から④に対するもの）

　②現場説明書

　③特記仕様書

　④図面

　⑤公共○○工事標準仕様書（平成○○年版）

（２）関係法規

　工事の施工にあたり、適用を受ける関係法令等を遵守し、工事の円滑な進行を

図る。

（３）参考図書

　工事の施工にあたり、次の図書を参考とする。

　・建築工事監理指針（上下巻）（平成○○版）

　・電気設備工事監理指針（平成○○版）

　・機械設備工事監理指針（平成○○版）

１－２　協議等

　・監督員への協議、提出、報告等は書面をもって行う。

　・特に設計変更に関係するものは監督員と協議し、事前に承諾を得てから施工

　　する。

　・設計図書の照査の結果、現場との相違事実がある場合は、監督員にその事実

　　が確認できる資料を提出して確認を受ける。
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２　工事概要

２－１　工事概要

２－２　工事内容

㎡

㎡

地上 階 地下 階

ｍ

造

工事内容 外壁改修工事、防水改修工事　各一式

延べ面積

階　　数

高　　さ

構　　造

建物名称 ○○○○棟

工事種別 改修

建築面積

受 注 者

○○建設㈱　代表取締役　○○　○○
所在地：　静岡県○○市○○○－○○
電　話：　○○○－○○○－○○○○
　　　　　　　　　　　　　現場代理人：　○○　○○

請負金額 ○○，○○○，○○○円

工　　期 令和○○年○○月○○日 ～ 令和○○年○○月○○日

監 督 員
総括監督員　建築住宅課　課長　○○　○○
主任監督員　　　同　　　主査　○○　○○
担当監督員　　　同　　　○○　○○　○○

設 計 者 ㈱○○建築設計事務所　○○　○○

工事監理者 建築住宅課　課長　○○　○○

工 事 名
令和○○年度［第○○－○○○○○－○○号］
　　　　　　　　　　　　　○○○○○○○○○○工事

工事場所 ○○市○○地内

発 注 者 ○○土木事務所　所長　○○　○○
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２－３　主要工種

工事区分 工種 数量 単位

建築工事 外壁改修 714.0 ㎡

357.0 ㎡

35.9 ｍ

0.4 ｍ

4.1 ㎡

2.0 ㎡

2.0 か所

外壁ﾓﾙﾀﾙ浮き補修
ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ部分ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入
16本/㎡

外壁ﾓﾙﾀﾙ浮き補修
ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入
13本/㎡　注入口12箇所/㎡

外壁欠損部補修
ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ工法　厚50程度
50×50

水洗い
高圧ﾎﾟﾝﾌﾟ
10～15MPa

外壁ｸﾗｯｸ補修
自動式ｴﾎﾟｷｼ樹脂低圧注入工法
0.2～1.0m/m以下

外壁ｸﾗｯｸ補修
Uｶｯﾄｼｰﾙ材充填工法
可とうｴﾎﾟｷｼ樹脂充填+けい砂散布

細目 摘要

施工数量調査
（外壁改修）

ﾀｲﾙ･ﾓﾙﾀﾙ塗替改修
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３－２　工程管理方針

（１）工事進捗管理

※工事全体の工程管理について記載する(変更があった場合、遅れが生じた場合、

　月例報告の方法、作業員の休日確保の方法等)。

（２）月間工程管理

※月間工程表の作成･提出方法等について記載する。

（３）週間工程管理

※週間工程表の作成･提出方法等について記載する。

（４）毎日の工程管理

※毎日、現場で行う連絡･調整等について記載する。

（５）工事作業日

・工事作業を行う日は、○曜日から○曜日とする。

・日曜日は原則として休工日とする。工程上やむを得ず休日に作業する場合は

　安全管理体制を整えた上で休日作業届監督員へ提出し、承諾を得る。

・作業時間は原則として午前○時から午後○時までとする。ただし、○○○○

　等の作業でやむを得ない場合は、時間外の作業を行う場合もある。

・年末年始の休工日は、令和○○年１２月○○日から令和○○年１月○○日と

　する。
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４　品質計画

４－１　施工体制

（１）現場組織表

現場事務所　 所在地：○○市○○ 電話：○○○－○○○－○○○○

現場代理人 工事主任

夜間連絡先 工程管理
○○○－○○○○－○○○○

主任技術者等 品質管理

夜間連絡先 測量･出来方、写真管理
○○○－○○○○－○○○○

社内検査員 電気・機械主任

重機管理

電気管理

事務主任

安全管理主任

産業廃棄物管理責任者

工事用電力設備の保安責任者

電気主任技術者（出力10kW以上の発電機を使用する場合）
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４－２　品質目標

※使用予定の材料、仕上げ状態、機能･性能･精度について、設計図書及び標準

　仕様書に定められた基本要求品質を工種別施工計画書に明記する。旨を記載

　する。

４－３　品質管理

（１）材料、仕上げ状態、機能･性能･精度及び出来形等の管理

※工種別施工計画書に明記する事項について記載する。

　＜例＞ ・使用資材メーカーリストの提出

・主要材料の規格･品質証明書

・品質管理基準(品質管理基準値、品質管理方法等)の設定

・出来方管理基準(出来方管理基準値、測定位置、測定頻度等)の設定

・品質管理基準、出来方管理基準による自主検査記録の作成

・施工に関して試験を要するものの試験結果報告書を提出する項目

・各種保証書を提出する項目

・製作図･承諾図の作成･提出

・施工図の作成

（２）工種別施工計画書作成･提出計画

※工種別施工計画書を作成･提出する工種と提出予定時期を記載する。

（３）監督員の検査･立会項目と予定時期

※監督員の検査･立会項目と予定時期を記載する。

（４）写真管理計画

※「工事写真の撮り方(○○編)」(国土交通大臣官房官庁営繕部監修)を参照して

　写真管理計画を作成する。

（５）重要管理事項

※次の項目を考慮して記載する。

・設計意図の伝達や工事監理方針等において監督員から指示があった

　もの

・特殊材料や特殊工法を使用するもの

・その他品質管理上重要と思われるもの
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５　安全対策

５－１　緊急時の体制及び対応

（１）緊急時の連絡系統図

※事故等の緊急事態発生時に対応できるよう監督員･関係機関･受注者等への

　連絡系統図を記載する。

＜緊急連絡体制表＞

総括

主任

担当

（２）不慮の事故が発生した場合

　不慮の事故が発生した場合には、人命救助を最優先して対応すると共に、

所定の様式により早急に発注者に事故報告書を提出する。

○○　○○
携帯TEL:

FAX:

発
注
者

〇〇土木事務所
（建築住宅課） 監

督
員

○○　○○
電
　
話

㈱○○○○

TEL: ○○　○○ TEL:

FAX:

FAX:

保
健
所

○○○○○
水
　
道

○○市水道局

TEL: TEL:

FAX: FAX:

消
防
署

○○消防
ガ
　
ス

○○ガス㈱

TEL: 現
　
場

TEL: TEL:

FAX: FAX:

警
察
署

○○警察署
電
　
気

○○電力㈱

TEL: TEL:

FAX: FAX:

監
督
署

○○労基署
病
　
院

○○病院

TEL: TEL:

FAX: FAX:

受
注
者

○○建設㈱ 現場代理人
○○　○○
携帯TEL:

TEL:
監理(主任)
技術者

○○　○○
携帯TEL:

FAX:
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（３）異常気象時等の体制

　異常気象時(大雨／暴風／大雪警報時)及び震度４以上の地震発生時には、

下記異常気象時等体制表に基づき現場点検と必要な保全措置を行い、地震･

異常気象時現場点検報告書(様式№36)をもって速やかに監督員へ報告する。

＜異常気象時等体制表＞

担当監督員 情報連絡先 … 情報の収集と関係機関への連絡

災害対策部長 対策係 … 巡回、応急対策の指揮

庶務係 … 避難誘導

５－２　安全対策

（１）安全衛生管理体制表

　下表の体制をもって、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、

労働安全衛生法等関連法令に基づく措置を常に講じておく。

＜安全衛生管理体制表＞

（２）防火管理組織編成表

※防火管理のため組織を確立し、火元責任者及び危険物取扱責任者を明確

　にする旨を記載する。

＜防火管理組織編成表＞

統括安全衛生責任者 火元責任者 管理場所

○○建設㈱
○○　○○

詰所、休憩所

防火責任者
○○建設㈱
○○　○○

危険物保管庫

○○建設㈱
○○　○○

㈲○○建築
○○　○○

○○○○㈱
○○　○○

○○建設㈱
○○　○○

㈱○○建材
○○　○○

㈲○○○○
○○　○○

○○建設㈱
○○　○○

○○建設㈱
○○　○○

現場事務所

○○病院

TEL:

元方
安全衛生管理者

○○建設㈱
○○　○○

FAX:

避難誘導
警備班

消火班
通報連絡
渉外班

救急･
資材工作班

救護班

○○○－○○○○－○○○○ ○○○－○○○○－○○○○

○○建設㈱
○○　○○

休日夜間連絡先
○○○－○○○○－○○○○

統括
安全衛生責任者

○○建設㈱
○○　○○ 病

　
院

○○○－○○○○－○○○○ ○○○－○○○○－○○○○

○○建設㈱
○○　○○

○○建設㈱
○○　○○

休日夜間連絡先 休日夜間連絡先

○○土木事務所
○○　○○

○○建設㈱
○○　○○

休日夜間連絡先 休日夜間連絡先
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（３）作業主任者/有資格者一覧表

＜作業主任者一覧表＞

・作業主任者を選任した作業については、それぞれの主任者が当該作業の

　直接指揮を行う。

・選任した作業主任者は、現場に氏名･実施する項目等を掲示し、関係者に

　周知する。

＜有資格者一覧表＞

※作業主任者/有資格者が未定の場合は「未定」と記載し、別途工種別施工

　計画書に記載する。

５－３　安全活動

※安全活動(災害防止協議会･店社パトロール･安全教育･ＫＹ等･新規入場者

　教育)、仮設備点検(過積載防止･機械車輌の点検整備･足場や支保工の点

　検)等の具体的な内容や頻度を記載する。

玉掛け ○○　○○ ○○工業㈱ ○○年○○月○○日 ○○○○○○

ガス圧接 ○○　○○ ㈱○○○○ ○○年○○月○○日 ○○○○○○

資 格 名 氏　　名 会 社 名 取得年月日 資格交付番号

有機溶剤取扱作業主任者○○　○○ ㈱○○塗装 防水・塗装 ○○○○○○

石綿取扱作業主任者 ○○　○○ ㈲○○解体 石綿除去 ○○○○○○

資 格 名 氏　　名 会 社 名 業務内容 資格交付番号

足場組立等作業主任者 ○○　○○ ○○建設㈱
外部足場
高さ20ｍ

○○○○○○
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６　環境対策 ※今回工事に関係する事項について、対策を記載する。

（１）騒音･振動対策

（２）粉塵対策

（３）水質汚濁対策

（４）大気汚染対策

（５）土壌汚染対策

（６）地盤沈下対策

（７）近隣苦情対応
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７　共通仮設計画

※仮設計画図等を用いて、仮設建物･資機材仮置場等の配置、資機材搬出入ルー

　ト、仮囲い･工事標識･保安施設･防護施設の位置、仮設電気･水道の引き込み

　方、揚重機の配置計画、足場計画、交通誘導員配置等を具体的に記載する。
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８　産業廃棄物の適正処理

　発生材の抑制、再利用及び再資源化並びに再生資源の積極的活用に努める。

なお、発生材の処理及び管理は以下による。

　・再利用･再資源化を図るもの以外の発生材は、すべて構外に搬出し、関係

　　法令に従って適正に処理する。

　・発生材の処理を委託した場合、産業廃棄物管理票(マニフェスト)によっ

　　て管理する。なお、電子マニフェストを使用することを原則とする。

　・廃棄物管理の責任者は「４－１（１）現場組織表」による。

８－１　再生資源利用計画書ほか

　再生資源利用の促進に関する法律に基づき、下記事項について計画する。

　・再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書は後添のとおり。

　・発生材の抑制･再利用･再資源化を積極的に行う。

　・現場内での分別収集を徹底する。

８－２　産業廃棄物処理フロー図

　・産業廃棄物は後添の処理フロー図により適正に処理する。

　・処理フロー図の記載内容に変更があった場合は、その都度速やかに監督

　　員に報告する。
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（後添）再生資源利用計画書

再生資源利用計画書
 建設資材搬入工事用 

添付

4-56



（後添）再生資源利用促進計画書

再生資源利用促進計画書
 建設副産物搬出工事用 

添付
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９　その他

９－１　総合評価関係等

※総合評価時に提案した施工計画書、総合評価における技術提案確認表等

　を添付する。

９－２　関係官公署との調整等

　関係機関への申請･届出等の状況についてはその都度報告する。

９－３　その他

※その他契約図書及び監督員の指示で、総合施工計画書に記載を必要とする

　ものを記載する。

消防用設備等設置届出書 ○○消防署 ○○年○○月下旬

特定粉じん排出等作業実施届出書 ○○健康福祉センター ○○年○○月中旬

防火対象物使用開始届出書 ○○消防署 ○○年○○月下旬

道路使用許可申請 道路管理者(○○市役所)○○年○○月初旬

特定建設作業実施届(騒音、振動規制法関係) ○○市役所 ○○年○○月中旬

提 出 書 類 関 係 機 関 提出予定時期

足場設置届 ○○労働基準監督署 ○○年○○月初旬
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（表紙）

本工事の主要な使用材料（機材）について別紙（内訳書）のとおり使用したいので報告いたします。

発注者 様

受注者

現場代理人

使　用　材　料　（機　材）　報　告　書

建 設 工 事 名

建 設 工 事 箇 所

年 月 日

（№20）
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別
紙
（
内
訳
書
）
（
用
紙
Ａ
４
版
横
型
）

工 種 名
材
料
（
機
材
）
名

商
品

名
規

格
製

造
会

社
名
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令和　　年　　月　　日

監督員　　　　　　　　　　様

（会社名）

現場代理人 ○○○○　　　

同等品使用願

　○○○○○工事について下記材料・機材等を同等品として使用したいので承諾を願います。

                                            記

　１．建築材料・

　　　設備機材等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　２．製造業者等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　３．同等品を使用する理由

（注）１．同等品と証明する資料を添付する。
　　　２．指定された材料を使用できない理由を記入すること。

…………………………………………………………………………………………………………

（№21）
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（発注者）　様

（受注者名）

（警備会社名）

次の工事について，配置した交通誘導警備員の勤務実績を報告します。

工事名
施工箇所
検定合格者の配置の義務づけ

12月5日 8:00 ～ 16:00 1 人 8 ｈ 2 人 16 ｈ 無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無
～ 人 ｈ 人 ｈ 有・無

月計 ｈ ｈ
工事計 ｈ ｈ

報告書は，毎月月末に集計し，翌月１０日までに監督員に提出すること。
検査時には，勤務実績が確認できる資料（勤務伝票等）を提示すること。

当月までの合計を記載

配置
人員

延勤務
時間

配置
人員

延勤務
時間

コンクリート打設

令和　年　月　日

交通誘導警備員勤務実績報告書（　月分）

有・無

月日 勤務時間
交通誘導警備員A 交通誘導警備員B

交代
要員

交通誘導警備員勤務時
の主な作業内容

（№22）
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監督員

様

現場代理人

下記のとおり立会いを請求します。

１． 工 事 名

２． 品 名 ・ 数 量

３． 会 社 名 及 び

場 所

４． 立会い希望日

５． 理 由

令和　　年　　月　　日

（会社名）

立 会 い 請 求 書

記

（№23）
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量

検
　
　
　
査

数
　
　
　
量

検
　
　
　
印
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令和　　年　　月　　日

　（発注者）
殿

受　注　者　名

現場代理人

工事名 の施工に伴い別紙調書のとおり、発生材が

生じたので報告します。

発　生　材　報　告　書

（№25）
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部  分  使  用  承  諾  願 
       

 

                                                  令和    年    月    日 

             

                            様 

 

 

                                      静岡県知事                       印 

 

 

 

静岡県建設工事請負契約約款第33条第１項の規定に基づき下記のとおり部分使

用したいので、別添「部分使用承諾書」により承諾願います。 

 

記 

 

 １ 建設工事名     

                                                

 

 ２ 建設工事箇所                 市      町      

 

 ３ 工        期   着手  令和    年    月    日 

                       完成  令和    年    月    日 

 

 ４ 使 用 部 分         (別図の範囲) 

 

 ５ 使 用 期 間   自    令和    年    月    日 

                      至    令和    年    月    日 

 

（№26）
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工
　
事
　
週
　
報

令
和
　
　
年
　
　
月
　
　
日
　

監
理
事
務
所
＊
現
場
代
理
人
＊
監
理
技
術
者
＊
N
0
.

実
 
施
 
工
 
程
 
表

工
事

施
　
工
　
報
　
告

受
注
者

区
　
分

施
工
場
所
月
／
日

※
報
告
は
一
工
程
終
了
毎
と
す
る
。

曜
　
日

（
確
認
内
容
も
含
め
て
記
載
す
る
。
）

騒
音
・
振
動
等

打
合
せ
○
 
検
査
△

天 　 気

○ 　 晴

◎ 　 曇

● 　 雨

＊ 　 雪

○
【
キ
ー
プ
ラ
ン
】

　
　
　
監
理
技
術
者

　
　
　
氏
　
名

（
注
）
＊
印
欄
は
参
考
表
示
と
す
る
。

　
　
上
記
の
内
容
に
つ
い
て
確
認
し
た

　
の
で
報
告
し
ま
す
。

記
　
　
　
　
　
事

（
検
査
項
目
等
記
載
）

資
料
の
有
無

監
督
員
＊

工
　
事
　
週
　
報

実
施
工
程
表
（
今
週
）

実
施
工
程
表
（
来
週
）

施
　
工
　
報
　
告

（№27）
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4
月

3
0

3
1

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木

【
休
日
・
夜
間
作
業
】

休
日
：
★
　
夜
間
：
●

【
騒
音
・
振
動
】

騒
音
：
●
　
　
騒
音
振
動
：
★

【
監
督
職
員
等
の
検
査
・
立
会
請
求
】

【
工
事
材
料
搬
入
】

●
：
搬
入
日

★
：
検
査
日

【
施
工
計
画
書
・
報
告
書
、
施
工
図
等
】

●
：
提
出

★
：
承
諾

【
主
要
行
事
】

＜
曜
日
＞

実
施
報
告
日

＜
天
気
＞
晴
:
○
　
雨
:
●
　
曇
:
◎
　
雪
:
※

＜
 
月
 
＞

計
画
作
成
日

＜
 
日
 
＞

月
間
工
程
表

受
注
者
：
株
式
会
社
○
○
建
設

報
告
N
o
.

指
定
工
期

工
事
監
理
現
場
代
理
人
主
任
技
術
者
計
画
N
o
.

工
期
至

○
月

△
月

工
期
自

進
捗
状
況
(
累
計
％
)

監
督
員

令
和
○
年
○
月
度

令
和
〇
年
度
[
第
Z
 
 
 
 
-
 
 
]
○
○
庁
舎
改
修
工
事

改
工
期

予
定

実
施

予
定
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監督員
様

受注者
現場代理人

主任(監理)技術者

　下記の通り完了したので、報告します。

　工事名 工事

区   分　 工 種 別　 部   位　 内   容　 記   事　
監 督 員
検    印

令和　　年　　月　　日

施 工 報 告 書

（№29）
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）

摘
要

３
　
　
月 後
半

前
半

２
　
　
月 後
半

前
半

１
　
　
月 後
半

前
半

1
2
月

1
1
月

1
0
月

９
月

８
月

７
月

６
月

５
月

４
月

工
　
期

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

・
 
・

契
約
額

箇
　
　
　
所 大 字

町
市 郡

建
設
工
事
名

備
考

１ ２

　
　
　
　
住
　
所

受
注
者
　
商
　
号

　
　
　
　
氏
　
名
（
法
人
に
あ
っ
て
は
、
代
表
者
の
氏
名
）

年
　
　
月
末
現
在

建
設
工
事
執
行
規
則
　
様
式
第
1
0
号
（
第
2
0
条
関
係
）
（
用
紙
　
日
本
産
業
規
格
　
Ａ
４
横
型
）

複
数
の
建
設
工
事
を
受
注
し
て
い
る
場
合
に
は
、
上
か
ら
順
に
列
記
し
、
完
成
し
た
建
設
工
事
が
あ
っ
て
も
消
さ
な
い
も
の
と
す
る
。

監
督
員
が
指
示
し
た
場
合
に
は
、
工
程
表
に
よ
り
進
捗
状
況
を
説
明
す
る
も
の
と
す
る
。

上
段
　
計
画
　
％

下
段
　
実
績
　
％

工
　
　
事
　
　
工
　
　
程
　
　
月
　
　
報

工
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
程

路
線
河
川
名
等
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（様式１）

建設工事執行規則　　　　　（第21条関係）

注１ 不要な文字は＝で消すこと。
　２ 起案用、監督用、受注者用の３部とする。
　３ 起案用は上欄に決裁欄を設ける。

監　督　員

請負代金額 円 

※承諾の場合は署名とする。

建設工事箇所

上記について承諾する。受理する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　 月　　 日

受　注　者

建 設 工 事 名

着手
完了

年月日
　　　　市　　　　町
　　　　郡

契約担当者

工事番号 指示・承諾・協議・提出・報告書

契約担当者

監　督　員

受　注　者

現場代理人

現場代理人

下記のように指示、承諾、協議、提出、報告する。

　　　　　　願いたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

 　　　　年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　工事

 　　 　　年 　　月 　　日
 　　 　　年 　　月 　　日

（№31）
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建設工事執行規則　様式第12号　（第22条の２関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

備考 １

２　摘要欄については、指示等を行った監督員名等を記入すること。

工　事　記　録　簿

建 設 工 事 名

建 設 工 事 箇 所

着 手 年 月 日

完 成 年 月 日

年　月　日 曜　日 天　候 記　　　　　　　　　　　　　　録 摘　　　要

　記録欄には、現場の作業状況又は監督員の指示等若しくは指示等に対する処理状況等について記
入すること。

（№32）
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休日・夜間作業承諾書 
 

 
年  月  日 

 

 

発注機関の長 様 

       

 

受注者名 

 

現場代理人             

 

 

下記のとおり休日（夜間）作業を行いたいので、承諾ください。 

 

 

記 

 

   

１．工 事 名 

 

２．作業日時 

 

３．作業内容 

 

４．作業人数 

 

５．作業理由 

 

６．そ の 他 

 

 

 

 
 

 

 

 

上記について承諾する。 

 

年  月  日 
 

監督員             

 

（№33）
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速報様式

注１）　事故が発生した場合は直ちに「緊急連絡表」に掲載の監督員に通報すること。

注２）この速報は発生直後、直ちに第１報を入れ、ケガの状況や現場での対応があり次第、

　　　第２、３報を入れ、指示を仰ぐものとする。

注３）この速報様式は、「緊急連絡表」と一体のものとして、現場に保管すること。

○○課 ○○○-○○○-○○○○

ケガの状況

対応
工事作業の状況

通報先 警察　・　消防　・　労働基準監督署（現地調査の予定：　有　・　無　）

被災者

雇用主

職種

氏名 性別

　  年　　月　   日　　　　時

報告者名：○○○○（株）　○○　○○
電話番号：○○○-○○○-○○○○

○○課 ○○○-○○○-○○○○

年齢

営繕工事事故速報（第○報）

工 事 名 称
　　　　　　年度〔第○○－Z○○○○－○○号〕
○○建築工事

事故発生時期 　　　　　　年○○月○○日　　PM○○：○○頃

その他特記事項

工事発注課
FAX番号

事故概要

（№34）
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工事名

事故発生日時

雇用主(団地)

職種(棟・部屋)

氏名 性別 年齢

1

2

3 この速報様式は緊急連絡体制表と一体の物として、現場に保管しておく。

　　年　　月　　日　　時

くらし・環境部建設工事等現場事故速報（第　　　　報）
報告者名：○○(株)　　　○○　○○　　

電話番号：○○○－○○○－○○○○

工事発注課FAX番号 ○○土木事務所○○課 ○○○－○○○－○○○○

対応

この速報は発生直後直ちに、第１報を入れ、ケガの状況や現場での対応があり次第、２，３報
をいれ指示を仰ぐものとする。

被
害
者

事故概要

ケガの状況

その他特記事項

事故が発生した時は直ちに緊急連絡表に載っている監督員（３人の内１人に）通報する。

（№35）
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事 故 発 生 報 告 書 
 

 

年  月  日 

 

 

発注機関の長 殿 

       

 

（受注者）住所 

氏名          

 

 

 特記仕様書（事故報告）に基づき、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

１．事故発生の日時      年   月   日   時   分頃 

２．事故発生の場所 

３．事故発生の工事名 

４．請負金額 

５．工  期 

６．事故の概要 

７．被災者の所属、氏名、生年月日、年齢 

８．被災者の雇用年月日 

９．被災者の住所 

１０．事故発生後の応急措置 

１１．現認者の氏名及び現認の状況 

１２．直接監督者の所見 

１３．当日の監督体制及び通常の監督体制 

１４．本工事における安全管理対策 

１５．通常における安全管理対策 

１６．今後の対策 

１７．関係機関（労働基準監督署、警察署）の所見 

１８．施工体系図 

１９．その他 

  

（№36）
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記入要領 

６．について、事故位置図（工事名入）、被災状況図、診断書コピーの添付、事故の（再現）写真、図 

７．について、物損の場合は不要 

８．について、公衆災害及び物損の場合は不要 

  ※新規入場から何日目の事故であるかを記入 

１２．について、視点：事故の要因は何か。 

１３．について、元請、関係請負人責任者の事故時の配置状況、命令系統を明記 

１４．について、以下の項目を確認 

  ・作業前に計画された安全対策内容（事故に係わる代表的な個所を抜粋） 

  ・施工計画（事故に係わる代表的な個所を抜粋） 

  ・元請から下請けへの事故に関する事項の周知状況 

  ・作業指示書（当日作業のみ）、ＫＹ（当日作業、事故に係わる内容であれば、事故前も可）、そ

の他打ち合わせ記録は、事故に係わる内容で代表的な個所を抜粋 

  ・作業機械に関する事故であれば、機械の点検状況 

１５．について、会社が定めている安全管理体制で、当該事故に係わる事項の代表的な個所を抜粋 

１６．について、概要が把握できる程度でよい。 

１９．について、資料の添付の必要はないが、説明資料等として以下の項目を用意 

  ・事故内容のほか、事故の原因となった物、事象が各種法令に違反していないか確認して下さい。 

  ・監督員の受注者に対する指導内容について確認して下さい。（口頭のみでも可） 

  ・低入札工事、総合評価で安全対策の提案がある場合はその内容が分かる資料（入札調書、技術

提案書等）を準備願います。 
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様式第1号

　様
建築工事課長

設備課長
（○○土木事務所長）

（内容）工事事故等報告書（様式第1号）へ、次の資料を添付する。
①事故報告書（様式第２号）
（インターネット国交省SASセンターｱﾄﾞﾚｽ   sas.hrr.mlit.go.jp/    の様式に事務所安全委員会の対応、
  警察署、監督署の動向等を入力、請負業者と事務所双方の入力頁あり）
②事故処理状況調書（時間的経過）（様式第３号）
③事例周知・再発防止（様式第４号）
  断面図、写真等の事故の状況をワード様式に電子データーとして貼り付けたもの
④位置図、平面図（各々A4版）
⑤契約書写し、主任技術者等通知書写し、工程表写し
⑥下請負人関係書類写し(注文請書、下請負人通知書、下請取引責任者通知書)
⑦工事施工計画書の写し
 以下⑧～⑪は必要に応じて提出する。
⑧労働基準監督署への「労働者死傷病報告書」写し
⑨労災保険加入の有無
⑩被災者の診断書写し
⑪参考資料(新聞記事等)

注１）工事発注課（建築工事課又は設備課の場合）は建築企画課及び営繕委員会、建設業課、工事検査課へ

　報告書を提出する。

注２）工事発注課（土木事務所の場合）は建築企画課へ報告書（３部）を提出する。

　建築企画課は、報告書を建設業課、工事検査課へ提出する。

工　事　箇　所 静岡県○○市○○地内

発　生　時　期 　　　　年○○月○○日　　PM○○：○○頃

発　生　場　所 静岡県○○市○○地内（現場内）

　　　　　　年度〔第○○－Z○○○○－○○号〕
○○建築工事

商号又は名称 株式会社　○○

代表者氏名

許　可　番　号
大臣

（　　　）　　第　　　　号
知事

営業所所在地 静岡県○○市○○番地

関係工事名

   　　  第　　　   　　号
　  年　　月　   日

工　事　事　故　等　発　生　報　告　書

（№37）
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様
式
第
2
号

事
　
　
故
　
　
報
　
　
告
　
　
書
　
　
【
発
注
者
用
】

※
　
国
土
交
通
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
様
式

事
故
発
生
日

　
（
時
間
は
２
４
時
間
表
示
）

□
現
場
の
安
全
対
策
（
　
　
月
　
　
日
）

工
事
分
類
ｺ
ｰ
ﾄﾞ
(ｺ
ｰ
ﾄﾞ
表
１
参
照
：
C
O
R
IN
S
と
整
合
を
と
る
こ
と
）

１
．
労
働
災
害

9
9
．
そ
の
他

工
事
分
野
（
１
つ
だ
け
）
　
［
　
］

工
事
の
種
類
１
つ
だ
け
［
　
］

工
種
，
広
報
・
形
式
等
番
号
（
直
接
事
故
に
関
連
し
た
ｺ
ｰ
ﾄﾞ
を
１
つ
）
［
　
］

２
．
第
３
者
災
害

  
 （

－
）

３
．
物
損
事
故

負
担
行
為
コ
ー
ド
1
4
桁

  
 （
  
－
  
）
 －
 （
  
－
 ）
 －
 （
  
　
  
－
　
　
  
  
）

４
．
も
ら
い
事
故

地
建
ｺ
ｰ
ﾄﾞ
2
桁
　
発
注
事
務
所
2
桁
　
番
号
5
桁

事
務
所

①
②
☆

（
）
－
（
－

）

②
☆
；
都
道
府
県
、
政
令
指
定
都
市
は
記
入
不
要

H
（
　
　
）
　
年
　
（
　
　
）
　
月
　
（
　
　
）
日
か
ら

H
（
　
　
）
　
年
　
（
　
　
）
　
月
　
（
　
　
）
日
ま
で

１
次
下
請

施
行
延
長
　
L
=
　
　
　
ｍ

被
災
者
の
氏
名
及
び
年
齢

（
　
　
　
　
　
）
才

（
　
　
　
　
　
）
才

（
　
　
　
　
　
）
才

（
　
　
　
　
　
）
才

所
属
（
い
ず
れ
か
に
○
，
下
請
は

１
．
元
請
け
　
　
３
．
第
３
者

１
．
元
請
け
　
　
３
．
第
３
者

１
．
元
請
け
　
　
３
．
第
３
者

１
．
元
請
け
　
　
３
．
第
３
者

  
次
数
を
記
入
す
る
こ
と
)

２
．
下
請
け
　
　
　
（
）
次

２
．
下
請
け
　
　
　
（
）
次

２
．
下
請
け
　
　
　
（
）
次

２
．
下
請
け
　
　
　
（
）
次

職
種
コ
ー
ド
（
コ
ー
ド
表
5
参
照
）

（
0
1
、
0
2
、
0
5
）

（
　
　
　
　
　
　
）

（
　
　
　
　
　
　
）

（
　
　
　
　
　
　
）

死
・
傷
病
名
及
び
程
度

0
1
、
0
2
、
0
5

傷
害
程
度
コ
ー
ド

１
．
死
亡

１
．
死
亡

１
．
死
亡

１
．
死
亡

　
（
い
ず
れ
か
に
○
）

２
．
負
傷
に
よ
る

２
．
負
傷
に
よ
る

２
．
負
傷
に
よ
る

２
．
負
傷
に
よ
る

休
業
（
　
　
　
）
日

休
業
（
　
　
　
）
日

休
業
（
　
　
　
）
日

休
業
（
　
　
　
）
日

全
治
日
数
（
医
師
の
診
断
日
数
）

全
治
（
　
　
　
）
に
ち

全
治
（
　
　
　
）
に
ち

全
治
（
　
　
　
）
に
ち

全
治
（
　
　
　
）
に
ち

傷
　
害
　
部
　
位

  
複
　
数
　
回
　
答
　
可

（
　
　
）
　
（
　
　
）
　
（
　
　
）

（
　
　
）
　
（
　
　
）
　
（
　
　
）

（
　
　
）
　
（
　
　
）
　
（
　
　
）

災
害
分
類
コ
ー
ド

(注
)複
数
記
入
可
。

9
9
.そ
の
他
の
場
合
に
は

　
　
内
容
を
記
入
の
こ
と
。

事 故 の 内 容

コ
ー
ド
番
号

代
 表
 者
 氏
 名

請
負
者
の
住
所

工
事
の
概
要

請
負
金
額

備
　
　
　
考

（
入
院
先
、
第
３
者
の
職
業
、
物
損
の
程
度
）

工
　
事
　
名

　
　
　
　
年
度
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
工
事

公
衆
災
害

建 設 省 の み

負
担
行
為
コ
ー
ド

（
１
４
桁
）

設
計
書
番
号

（
９
桁
）

（
　
　
）
　
－
　
（
　
　
）

事
務
所
コ
ー
ド

（
コ
ー
ド
表
2
参
照
）

（
　
　
）

工
　
　
　
　
　
　
期

作
　
業
　
内
　
容

請
負
者
の
称
号
又
は
名

称

下
請
負
人
（
協
力
会
社
）

の
商
号
又
は
名
称

下
請
負
人
（
協
力
会
社
）

の
本
店
所
在
地

所
　
　
　
　
　
　
見

事
故
当
日
の
天
候
コ
ー
ド

（
コ
ー
ド
表
4
参
照
）

事
故
発
生
場
所

監
督
官
署
の
動
向

事
故
発
生
当
時
の
状
況

事
故
発
生
後
の
対
策

事
故
分
類
コ
ー
ド

事
　
務
　
所
　
名

（
コ
ー
ド
表
３
参
照
）
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様
式
第
3
号

事
故
処
理
状
況
調
書
（
時
間
的
経
過
）
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様式第4号

性別・年齢

職　　業

 ［災害の概要］
  

      （　　　）年（　）月（　）日（　曜日）

  □安全対策の有無 ：
 ［再発防止策］
  □問      題      点 ：

  □防   止   対   策 ：

　［事故の状況が分かる写真または図面］
②

被
災
者

□現 場 の 状 況 ：

□事 故 の 概 要 ：

①
②

①

事故内容

被災状況

事故周知・再発防止〔　　　　　年度発生事例〕

災害の種類 工 事 区 分
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様式第4号

　［事故の状況が分かる写真または図面］

事故周知・再発防止〔　　　　　年度発生事例〕
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様式第５号

※送付状なしでお送り下さい。　　

年 月 日

工事名称：

受注者：

発注機関名： ○○○○○@pref.shizuoka.lg.jp

点検：点検したものは○，該当なしは－

対応：具体的に記入する

※（この欄は、記入しないで下さい）

担当監督員氏名：

全
　
　
体

足
　
　
場
　
　
関
　
　
係

（被害があった場合その被害状況）

27 資材、機器等の飛散・転倒防止

28 飛散、破壊が懸念される重要物品の退避

25 移動式足場の移動・転倒対策は良いか

工事発注課受信確認：

台帳記録：

29 浸水、湛水、洪水その他の情報把握体制

30 強風等納まった時、各部の緊結部や接合部の緩みの点検

そ
の
他

26 その他

23 強風が開口部を貫通する場合、風対策（特に風下側）は大丈夫か

24 吊足場の状況は良いか

21 工事用シートの巻寄せ又は撤去はしたか（風圧減少効果＝特に地表３層）

22 枠組足場が躯体より突出している場合は、養生シートを巻き取るか撤去する

19 単管・くさび緊結式足場の大違交いは大丈夫か

20 朝顔の点検

17 隅各部のTOP火打材はしてあるか(高層の場合、2層毎設置が望ましい。)

18 枠組足場(ブレス･アームロック）の点検

15 足場全体各部の締付部の点検

16 壁つなぎがとれていない場合の足場の控えはとってあるか

13 壁つなぎ(間隔・締付け・アンカーの状況）は良いか

14 足場上に物は置いてないか。やむを得ない場合の固定はしてあるか

11 足場脚部の沈下は無いか

12 足場脚部の敷板への固定・根がらみは良いか

9 その他

10 足場脚部の水はけは良いか

7 近接している電線(架線)は大丈夫か

8 揚重機(タワークレーン等)の耐風対策は良いか

5 工事看板及びその他看板類の固定は良いか

6 場内全般の飛散の恐れのある物は無いか

3 現場事務所耐風対策は良いか

4 仮囲い・バリケード･ゲートは良いか

1 工事敷地

2 工事目的物

　　月　　日　　時 　　月　　日　　時

単位 NO. チェックすべき事項 点検 対応 点検 対応

地震・異常気象時現場点検報告書

震度4以上・大雨警報・暴風警報・大雪警報：発表     年　　月　　　日

報　　告：

報告者名：

ＦＡＸ： Eﾒｰﾙ：

安全点検表
事前点検 事後点検

（№38）
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建設工事執行規則 様式第 14号（第 30条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

工  期  延  長  請  求  書 

 

１  建設工事名  

 

２  建設工事箇所                市             

                                郡            町 

 

３  請負代金額                                  円 

 

４  契約年月日                  年      月      日 

 

５  工        期     着 手       年      月      日 

                     完 成       年      月      日 

 

６ 変更完成期日                  年      月      日 

 

７ 工期延長の理由 

 

 

 

 

  上記のとおり工期の延長を請求します。 

 

                                                                 年     月     日 

 

  発注者 職  名 氏       名 様 

 

 

 

                                          住  所 

                                  受注者  商  号 

                                          氏  名（法人にあっては、代表者の氏名） 

 

 

 

 

 

（№39）
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建設工事執行規則 様式第 15号（第 30条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

変     更     工     程     表 

 

１  建設工事名  

 

 

２  建設工事箇所            市              

                            郡             町 

 

 

３  工        期  着手      年     月      日 

                  完成      年     月      日 

 

 

 
工   種 設計数量 

月 月 月 月

   10   20   30   10   20   30   10   20   30   10   20  30

              

              

              

              

 通計歩合 ％             

 

   上記のとおり変更したいので、変更工程表を提出します。 

 

                                                                    年    月    日 

 

  発注者  職 名  氏          名 様 

 

 

 

 

 

                                            住 所 

                                    受注者  商 号 

                                            氏 名（法人にあっては、代表者の氏名） 

備考  変更した部分は、朱書きすること。 

（№40）
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建設工事執行規則 様式第 16号（第 39条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

完     成     届     出     書 

 

 １  建設工事名 

 

 ２  建設工事箇所           市                

                            郡               町 

 

 ３  請負代金額              円 

 

 ４  契約年月日                年    月    日 

 

 ５  工        期  着手          年    月    日 

                   完成          年    月    日 

 

 ６  完成年月日                年    月    日 

 

  

  上記のとおり完成したので、届け出ます。 

 

 

 

                                                                年     月     日 

 

 

  発注者 職  名  氏      名 様 

 

 

 

                                          住 所 

                                   受注者  商 号 

                                           氏 名（法人にあっては、代表者の氏名） 

 

（№41）
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引 渡 書（目録） 

 
発注者        様 

 
住所 

受注者 商号 
    氏名 

 
 下記のとおり引渡しますから御査収願います。 

 
記 

 

１ 建設工事名 
 ２ 建設工事箇所 
 ３ 引渡し年月日 
 ４ 引渡し品目録 

１） 完成図   原図  部 
製本  部 ・折りたたみ     部 

・二つ折り（ｻｲｽﾞ ） 部 
・二つ折り（ｻｲｽﾞ ） 部 

２） 完成写真         部 
３） 工事写真         部 
４） 関係書類       ・ 工事関係書類     部 
          ・ 完成図書       部 
５） 鍵・予備品   別紙鍵・予備品一覧表 
６） 電子納品    ・ CD    枚 

・ DVD   枚 

  
上記のとおり受領しました。 

 
年 月 日 

 
                 担当者職氏名             

 

（№42）
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年 月 日

氏名

－ －

住所

１．工事の名称

２．工事の場所

３．再資源化等が完了した年月日 年 月

再　資　源　化　等　報　告　書

様

（郵便番号 ）電話番号 －

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第18条第１項の規定により、下記のと

おり、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したことを報告します。

記

日

４．再資源化等をした施設の名称及び所在地

　（書ききれない場合は別紙に記載）

５．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用 万円（税込み）

（参考資料を添付する場合の添付資料） ※ 資源有効利用促進法に定められた一定規模以上の工事の場

　 合など

特定建設資材廃棄物
の　　　種　　　類

施　　設　　の　　名　　称 所　　　在　　　地

 再生資源利用実施書（必要事項を記載したもの）

 再生資源利用促進実施書（必要事項を記載したもの）

（№43）
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別　紙

（書ききれない場合は別紙に記載）

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所　　　在　　　地
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工事名称 施工者名

項　　目 評　価　内　容
□　創意工夫

□　工事特性

騒音・振動・水質汚濁等環境対策
作業スペース制約、現道上の交通規制

□　社会性等
地域の自然環境保全、動植物の保護

創意工夫・工事特性・社会性等に関する実施状況

備　　　考
□　準備・片付け

施工に伴う機械・器具・工具・装置類
二次製品・代替製品の利用
施工方法の工夫
施工環境の改善
仮設計画の工夫
施工管理・品質管理の工夫

安全施設・仮設備の配慮
安全教育・講習会・パトロールの工夫
作業環境の改善
交通事故防止の工夫

建物の耐震レベル
建物機能の特殊性

特殊な工種及び工法
新工法（機器類を含む）及び新材料の適用

湧水、地下水の影響
軟弱地盤、支持地盤の状況
作業スペースの制限
気象現象の影響
地滑り・急流河川・潮流等、動植物等

埋設物等の地中内の作業障害物
鉄道・供用中の道路、建築物等の近接施工

廃棄物処理

長期工事への対応
災害での臨機の処置
施工状況（条件）の変化への対応
工事時間の制限（停電、給排水等の制限を含む）

救援活動への協力

現場環境の地域への調和
地域住民とのコミュニケーション
ボランティアの実施

1　該当する項目の□にレマーク記入
2　具体的内容の説明として、写真・略図等を説明資料に整理

□　その他

□　地域への貢献等

地域社会や住民に対す
る貢献

「高度技術」で評価す
るほどではない軽微な
工夫

□　施工関係

工事全体を通して他の
類似工事に比べて、特
異な技術力

□　建物固有

□　技術固有

□　自然・地盤条件

□　周辺環境等、社会条件

□　現場での対応

□　品質関係

□　安全衛生関係

□　施工管理関係

□　その他

□　建物規模

（№45）
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　　工　事　名
項　　目 評価内容
提案内容

創意工夫・工事特性・社会性等に関する実施状況（説明資料）

説明資料は簡潔に作成するものとし、必要に応じて別葉とする。

（説明）

（添付図）
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第四号の二の二書式（第十七条の十五関係）（Ａ４） 

（表面） 

工事監理報告書 

 
工事監理を終了しましたので、建築士法第20条第３項の規定により、その結果を報告します。 

 

   年   月   日 

 

（    ）建築士（    ）登録第    号 

氏名             印 

 

（    ）建築士事務所（    ）登録第    号 

名称 

所在地 

電話        番 

 

建築主          殿 

建築物の名称

及び所在地 

 

工事種別 新築・増築・改築・大規模の修繕・大規模の模様替 

建築確認番号 第        号 

建築確認年月

日 
 年 月 日 

工事期間  年 月 日から   年 月 日まで 

工事期間にお

ける主要な設

計変更 

変 更 

年月日 

変更された設計

図書の種類 
変更の概要 

   

主要な建築材

料、建築設備等

が設計図書の

とおりである

ことの確認 

確  認 

年月日 

建築材料、建築

設備等の名称及

び規格 

名称及び規格が定

められている設計

図書の種類 

確認方法の概要 

    

主要な工事が

設計図書のと

おりに実施さ

れていること

の確認 

確  認 

年月日 
確認事項 

確認事項が定めら

れている設計図書

の種類 

確認方法の概要 

 

（№46）
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（裏面） 

工事完了時に

おける確認 

確  認 

年月日 
確認事項 確認結果の概要 

   

工事施工者に

与えた注意 

注  意 

年月日 
注意の概要 

工事施工者の対応と 

建築主に対する報告の概要 

   

建築設備に係

る意見 

意見を聴

いた年月

日 

意見を聴いた者

の住所及び氏名 

意見を聴いた者の勤務

先の住所及び名称 
意見を聴いた事項 

    

電話             番

備 考 

  

 
〔記入注意〕１ 工事監理を共同で行った場合においては、連名で報告してください。 

２ 「工事種別」の欄は、該当するものを○で囲んでください。 

３ 「工事期間における主要な設計変更」の欄の変更の概要については、変更の内容、

変更の理由等の概要を記入してください。 

４ 「工事施工者に与えた注意」の欄は、建築士法第18条第3項に規定する注意につ

いて記入してください。 

５ 「建築設備に係る意見」の欄は、建築士法第20条第5項に規定する場合に記入し

てください。 

６ 「備考」の欄は、工事監理に関して特に報告すべき事項等を記入してください。 

７ ここに記入しきれない場合には、別紙に書いて添えてください。 
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様式 1 

受 託 検 査 依 頼 書   

 

○ ○ 第     号 

   年  月  日 

 

工 事 検 査 課 長 様 

 

○○○○課長 

 

 下記の案件について、受託検査を依頼します。 

 

記 

 

 １ 事 業 名 

 

 ２ 箇 所 

 

 ３ 工 期 

 

 ４ 工 事 名（予定を含む）及び工事概要 

    

 

 ５ 旅費の再配当 

  ・旅費については、受託検査決定後再配当します。 

 

 

 

 

 

※概要が解る図面を添付 

 

  

担当者名  

電  話  

 

（№47）
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様式第１号 

 年 月 日 

 

 発注者  職  名  氏           名  様 

 

                                           住  所 

                           受  注  者  商  号 

                                           氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）

 

 

第  回 中 間 検 査 申 請 書 

 

 次のとおり中間検査を申請します。 
 

工 事 番 号  

建 設 工 事 名 
 

 

建 設 工 事 箇 所     

請 負 代 金 額   

担 当 監 督 員    

工 期 年  月  日から  年  月  日まで 

検査希望年月日    年   月   日 

中 間 検 査 内 容  

※検査希望年月日は、監督員と協議して決定する。 
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様式第２号 

第    号 

 年 月 日 

 

   工事検査課長（○○○○事務所長） 様 

 

                                 発注機関の長 

 

工 事 検 査 申 請 書 

 
次のとおり工事(完成・一部完成・出来形・中間)検査を申請します。 

 

工 事 番 号  

建 設 工 事 名  

建 設 工 事 箇 所    

検 査 の 種 類 完成・一部完成・出来形（第 回）・中間（第 回） 

請 負 代 金 額   

受 注 者    

担 当 監 督 員   

工 期 年  月  日から  年  月  日まで 

完 成 ・ 一 部 完 成 
年 月 日 

   年   月   日 

完 成 届 出 書 受 理 
出来形確認請求書受理 
契 約 解 除 通 知 ・受 理 
年 月 日 

   年   月   日 

出 来 形                         ％ 

中 間 検 査 内 容  

備 考  

※１ 出来形検査の場合は、出来形調書を添付する。 

※２ 一部完成検査の場合は、その内容を備考欄に記載する。  
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様式第３号

総合評価 契約
工事番号

工区

 
 

　今年度発注の場合　…　
　前年度発注の場合　…　

種別 回数
検査日
処理日
検査日
処理日
検査日
処理日
検査日
処理日
検査日
処理日
検査日
処理日
検査日
処理日
検査日
処理日
検査日
処理日
検査日 指定工期
処理日 受 理 日
検査日 指定工期
処理日 受 理 日
検査日
処理日
再検査日 期　　限
処理日 受 理 日

業種

第　回

第　回

第　回

第　回

一部完成
検査

第　回

第　回

出
来
形
検
査

　　年  月  日

　　年  月  日

第　回

第　回

第　回

工事事故等 評定点

完成検査

完成届出
書受理日

　　年  月  日

備　　考

　　年  月  日 　　年  月  日
　　年  月  日 　　年  月  日
　　年  月  日
　　年  月  日
　　年  月  日 　　年  月  日
　　年  月  日 　　年  月  日

　　年  月  日 　　　　　　　　　　％
　　年  月  日 出  来  形

　　　　　　　　　　％
　　年  月  日 　　年  月  日
　　年  月  日 　　年  月  日

　　年  月  日 出  来  形
　　年  月  日 　　　　　　　　　　％

出  来  形
　　年  月  日 　　　　　　　　　　％
　　年  月  日 出  来  形

契　約
区　分

日　付 検査員名 検　査　内　容
　　年  月  日
　　年  月  日
　　年  月  日
　　年  月  日

　
中
　
間
　
検
　
査

　　年  月  日
　　年  月  日
　　年  月  日
　　年  月  日
　　年  月  日
　　年  月  日

　工事概要

第　回

第　回

主任監督員 総括監督員
当初工期 年　　月　　日 年　　月　　日
変更工期 年　　月　　日 年　　月　　日

課・支所名・監督
員名

変更契約額 主任(監理)技術者

補助技術者

課・支所名 担当監督員

受　注　者
品質証明員

建設工事名

建設工事箇所 事務所名
当初契約額 現場代理人

　　　　　　　　　工　事　検　査　記　録

入札方式
事業種別 県単・公共 担当事業課
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様式第２ 

  第     号

  年  月  日

 

 

 受 注 者  様 

 

 

                             契約担当者   

 

工 事 成 績 評 定 通 知 書 

 

貴社が受注した工事について、静岡県建設工事成績評定要領に基づき、評定した結果を

通知します。 

なお，評定の結果に疑問があるときは，当職に対してその疑問を付して，この書面の通

知を受けた日から 14日以内に書面により，説明を求めることができます。 

 また，疑問の旨に対する説明は，書面により回答いたします。 

 

工 事 番 号  

建 設 工 事 名  

建設工事箇所  

請 負 代 金 額                        

工 期    年  月  日 ～   年  月  日 

検 査 年 月 日    年  月  日 

評 定 点            点（項目別評定点は別紙１のとおり） 

修 正 評 定 点            点（項目別評定点は別紙１のとおり） 

業 種  

 

              手続き等問い合わせ先 

 

 

 

※修正評定点は、評定点が修正された場合のみ 
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別紙１

／ 3.3 点

／ 4.1 点

／ 13 点

／ 8.1 点

／ 8.8 点

／ 3.7 点

／ 14.9 点

／ 17.4 点

／ 8.5 点

／ 7.3 点

／ 5.7 点

／ 5.2 点

／ 100 点

項　目　別　評　定　点

評　価　項　目 細　　　別 評定点  ／   満点

工事事故等による減点
総合評価による減点

Ⅰ．施工体制一般

Ⅱ．配置技術者

Ⅰ．施工管理

Ⅱ．工程管理

Ⅲ．安全対策

Ⅳ．対外関係

Ⅰ．出来形

Ⅱ．品質

Ⅲ．出来ばえ

Ⅰ．高度技術力

Ⅰ．創意工夫

Ⅰ．地域への貢献等

評定点合計

７．法令遵守等（減点のみ）

６．社会性等（加点のみ）

５．創意工夫（加点のみ）

４．工事特性（加点のみ）

３．出来形及び出来ばえ

１．施工体制

２．施工状況

4-105



 

様式第 19号（第 45条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

出  来  形  確  認  請  求  書 

 

 １  建設工事名  

 

 ２  建設工事箇所                  市                   

                                   郡                  町 

 

 ３  工        期  着手            年        月        日 

                   完成            年        月        日 

 

 ４  請負代金額                                       円 

 

 ５  出来形の内容 

 

工   種 単位 

設  計 

数  量 

Ａ 

出 来 高 

数   量 

Ｂ 

出来高歩合

Ｂ÷Ａ 

×100=C 

構 成

比 率

Ｄ 

通    計

出 来 高

歩    合

Ｃ×Ｄ 

摘     要

 

    ％  ％  

        

        

 

         

        

        

計    

 

              年    月    日現在における第      回出来形の確認を請求します。 

 

                                                              年     月     日 

 

  発注者 職  名  氏      名 様 

 

                                           住 所 

                                    受注者  商 号 

                                            氏 名（法人にあっては、代表者の氏名） 
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（乙）

工　　種 単位
設計数量
Ａ

出来高数量
Ｂ

出来高歩合
Ｂ÷Ａ
×100＝Ｃ

構成比率
Ｄ

通　　計
出 来 高
歩　　合
Ｃ×Ｄ

摘　　要

％ ％ 
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建設工事執行規則（第 45条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

出  来  形  歩 合 調 書 

 

 １  建設工事名  

 

 ２  建設工事箇所                  市                   

                                   郡                  町 

 

 ３  工        期  着手            年        月        日 

                   完成            年        月        日 

 

 ４  請負代金額                                       円 

 

 ５  出来形の内容 

 

工   種 単位 

設  計 

数  量 

Ａ 

出 来 高 

数   量 

Ｂ 

出来高歩合

Ｂ÷Ａ 

×100=C 

構 成

比 率

Ｄ 

通    計

出 来 高

歩    合

Ｃ×Ｄ 

摘     要

 

    ％  ％  

        

        

 

         

        

        

計    

 

        年   月   日現在における第    回出来形は上記のとおり相違ないことを証明しま

す。 

 

                                                              年     月     日 

 

   

    職名・氏名             ○印  
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様式第 17号（第 39条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

 

修  補  完  了  届  出  書 
 

 １  建 設 工 事 名 

 

 

 ２  建設工事箇所                市          町 

                                   郡           

 

 

 ３  請 負 代 金 額 

 

 

 ４  契 約 年 月 日                年    月    日 

 

 

 ５  工          期  着手          年    月    日 

                     完成          年    月    日 

 

 

 ６  完 成 年 月 日                年    月    日 

 

 

 ７  検 査 年 月 日                年    月    日 

 

 

 ８  修 補 事 項  

 

 

 ９  修補完了年月日                年    月    日 

 

 

  上記のとおり修補を完了したので、届け出ます。 

 

 

                                                                  年     月     日 

 

 

  発注者 職  名  氏      名 様 

 

 

                                            住 所 

                                    受注者  商 号 

                                            氏 名（法人にあっては、代表者の氏名） 
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   様
式
第
1
8
号
（
第
4
0
条
、
第
4
5
条
、
第
4
6
条
関
係
）（
用
紙
 
日
本
産
業
規
格
A
４
横
型
）
 

 

請
求

明
細

書
 

請
負
代
金
額
 

(
部
分
引
渡
し
に
係
る
請
負
代
金

額
) 

A 

 

円
 

前
払
金
額
 

 

B
 

 

円
 

今
回
請
求
額

 

（
第
 
 
 
 

回
）
 

（
し
ゅ
ん
工
）

 

円
 

 

 

区
分
 

  

 
 

 

年
 
月
 
日
 

  出
来
高
歩
合
 

C
 

出
来
高
金
額
 

 
一
部
引
渡
指
定
部
分
に
 

相
応
す
る
請
負
代
金
の
額
 

D
 

 

 D
×
9
/
10
の
額
 

 E
 

 

前
払
償
却
額
 

B
×
C
＝
F 

差
引
き
額

 

E
－
F
＝
G 

し
ゅ
ん
工
の
場
合
に
あ
っ
て
は
 
 

D－
F＝
G 

 

 

支
払

額
 

(G
－
前
回
ま
で
の
支
払
額
の
合
計
額
) 

第
1
回
 
 

％
 

円
 

円
 

円
 

円
 

円
 

第
2
回
 
 

 
 

 
 

 
 

第
3
回
 
 

 
 

 
 

 
 

第
4
回
 
 

 
 

 
 

 
 

第
5
回
 
 

 
 

 
 

 
 

第
6
回
 
 

 
 

 
 

 
 

し
ゅ
ん
工
 
 

 
 

 
 

 
 

備
考
 
E
の
算
出
に
つ
い
て
は
万
円
未
満
を
切
り
捨
て
、
F
の
算
出
に
つ
い
て
は
万
円
未
満
を
切
り
上
げ
る
こ
と
。
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R03.04版

（１）基本情報

工事番号 （記載例：31-A1234-01-11-01）

工事名

電子納品

情報共有

（２）適用要領・基準類

（３）インターネットアクセス環境

発注者 電子メール　受信可能ファイルの容量

受注者 電子メール　受信可能ファイルの容量

（４）対象項目

電子 紙 選択 必須項目

<root> ○ ○ ● 工事概要

DRAWINGF ○ ○ ○ ● 完成図 レイヤリスト共

○ ○ ○ ● 施工図

MAINT ○ 施設利用説明書

○ 取扱説明書

PLAN ○ 〇 施工計画書

SCHEDULE ○ 〇 ● 実施工程表等

○ 〇 工事工程月報

○ 〇 休日夜間作業届

MEET ○ 〇 工事打合せ簿

○ 〇 工事実績（コリンズ）データ

○ 施工体系図

○ 施工体制台帳

MATERIAL ○ 〇 使用材料(機器)報告書

○ 〇 使用材料品質証明書

○ 〇 ● 県産材販売管理表の写し

PROCESS ○ 出来形管理

○ 品質管理表

INSPECT ○ 完成届

○ 中間検査申請書

SALVAGE ○ 〇 再生資源利用促進計画書等

○ 建設副産物処理

○ 残土処分

OTHERS ○ 〇 工事記録簿

○ 安全・訓練等の実施報告書

○ 〇 建退共証紙受払簿（写）

○ 〇 総合評価履行確認シート

○ 〇 創意工夫・社会性に関する実施状況

PHOTO ○ ● 工事写真、完成写真 目次共

BORING　※1 － － － 地質土質調査

ICON　※2 － － － i-Construction関連

※1　地質土質調査成果がある場合に対象とします。

※2　i-Constructionに関連する電子成果がある場合に対象とします。

（５）ボーリング納品データの取扱い（地質土質調査成果がある場合）

（６）検査方法

情報共有・電子納品　事前協議チェックシート　（工事用）

対象としない理由：

静岡県営繕工事電子納品要領 静岡県営繕事業に係る情報共有・電子
納品運用ガイドライン

静岡県ＣＡＤ図面作成要領 営繕工事写真撮影要領

提出方法
（○を記入）

併用の場合は複数記入

　外部公開の可否

備考

　機器の準備 受注者

　代表写真の紙媒体での提出

　完成書類の検査方法
　※併用の場合は複数チェック 　(ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞﾃﾞｰﾀ含む)

　工事写真の検査方法

フォルダ

電子納品
対象項目
(○を記入) 納品項目

R03.04 それ以外( . )

2Mbyte未満

5Mbyte以上 5Mbyte未満 1Mbyte未満

電子 紙 紙の場合は理由を記載：

H30.04 H30.04

R03.04

対象とする 対象としない

それ以外( . )

それ以外( . )

それ以外( . )

情報共有システム 電子媒体 紙

不要 必要

公開 非公開 非公開の場合は理由を記載：

発注者

利用する 利用しない
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様
式
第
６
号

一
次
会
社
名

・
事
業
者
I
D

（
　
次
)
会
社
名

・
事
業
者
I
D

（
注
)
１
.
※
印
欄
に
は
次
の
記
号
を
入
れ
る
。

（
注
）
３
．
経
験
年
数
は
現
在
担
当
し
て
い
る
仕
事
の
経
験
年
数
を
記
入
す
る
。

（
注
）
４
．
各
社
別
に
作
成
す
る
の
が
原
則
だ
が
、
リ
ー
ス
機
械
等
の
運
転
者
は
一
緒
で
も
よ
い
。

 
…
現
場
代
理
人

 
…
作
業
主
任
者
（
（
注
）
2
.
)

 
…
女
性
作
業
員

（
注
）
５
．
資
格
・
免
許
等
の
写
し
を
添
付
す
る
こ
と
。

 
…
主
任
技
術
者

 
…
職
　
長

 
…
安
全
衛
生
責
任
者

 
…
能
力
向
上
教
育

 
…
危
険
有
害
業
務
・
再
発
防
止
教
育

（
注
）
１
２
．
記
載
事
項
の
一
部
に
つ
い
て
、
別
紙
を
用
い
て
記
載
し
て
も
差
し
支
え
な
い
。

作
　
　
業
　
　
員
　
　
名
　
　
簿

（
　
　
年
　
　
月
　
　
日
作
成
)

元
請

確
認
欄

事
業
所
の
名
称

・
現
場
I
D

 
本
書
面
に
記
載
し
た
内
容
は
、
作
業
員

名
簿
と
し
て
安
全
衛
生
管
理
や
労
働
災
害

発
生
時
の
緊
急
連
絡
・
対
応
の
た
め
に
元

請
負
業
者
に
提
示
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、

記
載
者
本
人
は
同
意
し
て
い
ま
す
。

所
長
名

提
出
日
　
　
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

番 号

ふ
り
が
な

職 種
※

生
年
月
日

健
康
保
険

建
設
業
退
職
金

共
済
制
度

教
　
育
・
資
　
格
・
免
　
許

入
場
年
月
日

氏
名

年
金
保
険

年
齢

中
小
企
業
退
職
金

共
済
制
度

雇
入
・
職
長

特
別
教
育

技
能
講
習

免
　
許

受
入
教
育

実
施
年
月
日

技
能
者
I
D

雇
用
保
険

年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

歳
年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

歳
年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

歳

年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

歳
年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

歳
年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

歳

年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

歳
年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

歳
年
　
月
　
日

 
 
 
 
 
 
 
…
1
8
歳
未
満
の
作
業
員

（
注
）
６
．
健
康
保
険
欄
に
は
、
左
欄
に
健
康
保
険
の
名
称
（
健
康
保
険
組
合
、
協
会
け
ん
ぽ
、
建

　
設
国
保
、
国
民
健
康
保
険
）
を
記
載
。
上
記
の
保
険
に
加
入
し
て
お
ら
ず
、
後
期
高
齢
者
で
あ
る

　
等
に
よ
り
、
国
民
健
康
保
険
の
適
用
除
外
で
あ
る
場
合
に
は
、
左
欄
に
「
適
用
除
外
」
と
記
載
。

 
…
外
国
人
技
能
実
習
生

 
…
外
国
人
建
設
就
労
者

 …
１
号
特
定
技
能
外
国
人

（
注
）
７
．
年
金
保
険
欄
に
は
、
左
欄
に
年
金
保
険
の
名
称
（
厚
生
年
金
、
国
民
年
金
）
を
記
載
。

　
各
年
金
の
受
給
者
で
あ
る
場
合
は
、
左
欄
に
「
受
給
者
」
と
記
載
。

（
注
）
２
.
作
業
主
任
者
は
作
業
を
直
接
指
揮
す
る
義
務
を
負
う
の
で
、
同
時
に
施
工
さ
れ
て
い
る
他
の
現
場
や
、
同
一
現
場
に
お
い
て
も

 
 
他
の
作
業
個
所
と
の
作
業
主
任
者
を
兼
務
す
る
こ
と
は
、
法
的
に
認
め
ら
れ
て
い
な
い
の
で
、
複
数
の
選
任
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
注
）
８
．
雇
用
保
険
欄
に
は
右
欄
に
被
保
険
者
番
号
の
下
４
け
た
を
記
載
。
（
日
雇
労
働
被
保
険

　
者
の
場
合
に
は
左
欄
に
「
日
雇
保
険
」
と
記
載
）
事
業
主
で
あ
る
等
に
よ
り
雇
用
保
険
の
適
用
除

　
外
で
あ
る
場
合
に
は
左
欄
に
「
適
用
除
外
」
と
記
載
。

（
注
）
９
．
建
設
業
退
職
金
共
済
制
度
及
び
中
小
企
業
退
職
金
共
済
制
度
へ
の
加
入
の
有
無
に
つ
い

　
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
欄
に
「
有
」
又
は
「
無
」
と
記
載
。

（
注
）
１
０
．
安
全
衛
生
に
関
す
る
教
育
の
内
容
（
例
：
雇
入
時
教
育
、
職
長
教
育
、
建
設
用
リ
フ

　
ト
の
運
転
の
業
務
に
係
る
特
別
教
育
）
に
つ
い
て
は
「
雇
入
・
職
長
特
別
教
育
」
欄
に
記
載
。

（
注
）
１
１
．
建
設
工
事
に
係
る
知
識
及
び
技
術
又
は
技
能
に
関
す
る
資
格
（
例
：
登
録
○
○
基
幹

　
技
能
者
、
○
級
○
○
施
工
管
理
技
士
）
を
有
す
る
場
合
は
、
「
免
許
」
欄
に
記
載
。

現
作

女

主
職

安
能

習
就

１
特

未

再

（№57）
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各種試験

照明基準総則（JIS Z 9110）

照度測定方法（JIS C 7612）

・ 6 照明制御装置 施工終了後 各種試験

・ 7 コンセント 施工終了後 各種試験

・ 10 電熱設備 敷設課程中及び埋設完了後 各種試験

構造試験 製造者の社内規格による試験方法

構造試験 製造者の社内規格による試験方法

機能試験

構造試験 製造者の社内規格による試験方法

制 御 回 路 一 括 と 大 地 間

（60Ｖ以下の回路の配線は通信・情報設備工事に準ずる）

総合動作
(機能試験)

設計図書に示された機能であることを確認 製造者の社内規格による試験方法

機器の設置及び配線完了後

設計図書に示されている構造であることを確認

絶縁抵抗試験
(性能試験)

測　定　箇　所 絶縁抵抗値

２ 次 （ 高 圧 側 ） と 大 地 間
  5 ＭΩ以上

電力貯蔵設備工事（直流電源装置、交流無停電電源装置） 標仕 P.236、指針 P.593

・ 14 電力貯蔵設備

機器の設置及び配線完了後
設計図書に示されている構造であることを確認

総合動作、接地抵抗測定

機器の設置及び配線完了後 各種試験
Ｂ種接地線に流れる電流を測定
低圧回路の漏れ電流が1Aを超える場合、誤結線等異常の確認

変圧器ごと

・ 13 絶縁監視装置

接地抵抗測定
(性能試験)

図面特記 表１ ※ 規定値の 90 %以下
電位差計方式（JIS C
1304:2002）または電位降下法

・ 12 変圧器

その他 製造者の社内規格による

総合動作
(性能試験)

承諾を受けたシーケンス図に従った動作の確認 製造者の社内規格による試験方法

地絡方向
継電器

最小動作
電流

整定ﾀｯﾌﾟに設定し、150 %の電圧、動作位相の
電流で測定

最小動作
電圧

整定ﾀｯﾌﾟに設定し、150 %の電流、動作位相の
電圧で測定

動作時間
特性

整定ﾀｯﾌﾟに設定し、150 %の電圧として、130
%、400 %の電流の動作時間を測定

位相特性
整定ﾀｯﾌﾟに設定し、150 %の電圧、1000 %の電
流の動作位相角を測定

比率特性
１次又は２次の整定値の電流値を一定にした
ときの２次又は１次の動作電流値を測定

地　絡
過電圧
継電器

最小動作
電圧

整定値において測定

動作時間
特性

最小整定値、最大整定時間、整定電圧値の
150%において動作時間を測定

不足電圧
継電器

最小(大)
動作電圧

整定ﾀｯﾌﾟにて測定

動作時間
特性

整定ﾀｯﾌﾟの70 %の電圧の動作時間を測定

比率差動
継電器

最小動作
電流

整定値において測定

動作時間
特性

整定値において0 ～ 300 %まで電流を急変し
たときの動作時間を測定

整定ﾀｯﾌﾟに設定して測定

動作時間
特性

整定ﾀｯﾌﾟの130 %、400 %の電流の動作時間を
測定

過電圧
継電器

最小(大)
動作電圧

整定ﾀｯﾌﾟにて測定

動作時間
特性

整定ﾀｯﾌﾟの120 %の電圧の動作時間を測定

1.5 E

過電流
継電器

最小動作
電流

限時要素及び瞬時要素を整定ﾀｯﾌﾟに設定し、
測定

動作時間
特性

整定ﾀｯﾌﾟ、ﾚﾊﾞｰ10に設定し、300 %、700 %の
電流の動作時間を測定

地絡過
電流継
電器

最小動作
電流

  5 ＭΩ以上

交流用ケーブルは交流印可電
圧の２倍の直流電圧でも可
E : 最高使用電圧

電　圧　印　加　箇　所 印加電圧

特別高圧主回路と大地間
72/84 kV 1.1 E

24/36 kV 1.25 E

高 圧 充 電 部 相 互 間 及 び 大 地 間

制 御 回 路 一 括 と 大 地 間

耐電圧試験
(性能試験)

10分

継電器試験
(性能試験)

測　定　箇　所 絶縁抵抗値

特 別 高 圧 と 大 地 間 100 ＭΩ以上

機器の設置及び配線完了後

設計図書に示されている構造であることを確認

絶縁抵抗試験
(性能試験)

１次（高圧側）と２次（低圧側）間
 30 ＭΩ以上

１ 次 （ 高 圧 側 ） と 大 地 間

２ 次 （ 高 圧 側 ） と 大 地 間

施工終了後

・ 11 受変電設備

発熱線の導通試験、絶縁抵抗試験

 受変電設備工事（キュービクル式配電盤） 標仕 P.195、指針 P.545

キャビネット形動力制御盤
（JSIA 113）

・ 9 動力設備 各種試験

電動機の回転方向又は相回転
機器の発停（手動、遠方等）、連動、インターロック
限時継電器及び保護継電器の整定、電流計赤指針の設定
警報回路の動作

施工終了後 各種試験
据付の状態、外部配線の接続、処理の状態
外観試験、構造試験、ｼｰｹﾝｽ試験、動作特性試験
電源配線の線間電圧、対地電圧、相回転

総合動作試験

極性試験

・ 8 制御盤

施工終了後

点灯試験（不点、ちらつき、スイッチ動作等）

照度試験
一般照明：参考値として設計照度及びJIS基準
非常用照明：床面の水平面照度 2 lx 以上（LED、蛍光灯）

各種試験
据付の状態、外部配線の接続、処理の状態
外観試験、構造試験、ｼｰｹﾝｽ試験
電源配線の線間電圧、対地電圧、相回転

・ 5 照明器具

・ 4
分電盤、OA盤、実験盤
及び開閉器箱

施工終了後

施工終了後 絶縁耐力試験
最大使用電圧の１．５倍
（交流用ケーブルは交流試験電圧の２倍の直流電圧でも可）

10分・ 3
配線（高圧）
　600 ～ 7000 V 以下

開閉器等で区切ることのでき
る電路ごと

使用電圧
測定電圧

一般 制御機器接続

100 V

500 V

125 V

200 V

施工終了後 絶縁抵抗試験

5 MΩ 以上（機器接続状態 1 MΩ 以上）

250 V

400 V 500 V

施工終了後 接地抵抗測定 図面特記 表１ ※ 規定値の 90 %以下
電位差計方式（JIS C
1304:2002）または電位降下法

・ 2
配線（低圧）
　600 V 以下

電力設備工事 標仕 P.132、指針 P.438

・ 1 接地極

備　　　　考

４－４　設備工事試験一覧表
１　電気設備工事 電気設備工事試験項目
　
         項　目

試験時期 試験方法 試 験 値 及 び 試 験 内 容
最　小
保持時間
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備　　　　考

４－４　設備工事試験一覧表
１　電気設備工事 電気設備工事試験項目
　
         項　目

試験時期 試験方法 試 験 値 及 び 試 験 内 容
最　小
保持時間

始動停止試験

充気試験 始動可能回数３回以上

充電試験

３時間 100 %負荷

30分 110 %負荷（ガス以外）

10分 110 %負荷（ガス）

37 ～ 71 225～545 545～

305 250 230

12800 12400 11600

保安装置試験

継電器試験

低圧

高圧

耐電圧試験 10分

ばい煙測定 排出規制及び地方条例による

騒音測定 騒音規制及び地方条例による

構造試験 製造者の社内規格による試験方法

性能試験

機能試験

構造試験 製造者の社内規格による試験方法

性能試験

機能試験

構造試験 製造者の社内規格による試験方法

性能試験

機能試験

・ 20 UTPケーブル 配線完了後 伝送品質測定 JIS基準で測定

・ 21 光ケーブル 配線完了後 伝送損失測定

子時計の極性

子時計の動作

時刻補正機構 製造者の社内規格による試験方法

警報機構 製造者の社内規格による試験方法

動作試験 製造者の社内規格による試験方法

ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ試験

音圧分布 設計図書で特記された場合

視界試験

画質

検出動作試験 製造者の社内規格による試験方法

製造者の社内規格による試験方法

・ 32 防犯・入退室管理設備 機器設置後 総合動作試験 製造者の社内規格による試験方法

各種試験 関係法令に基づいて実施

設計図書に示された機能及び基本性能の試験を実施

・ 33
自動火災報知設備
非常警報設備

機器設置後

機器設置後

設計図書に示された車両条件で動作することを確認

総合動作試験
車両の確認、発券、ｶｰｹﾞｰﾄの動作、信号点灯、警報の発報等の
一連の動作を確認

・ 31 駐車場管制設備

機器設置後

監視区域の全域が画面で容易に視認できることを確認

監視区域ごとに監視可能な画質が得られることを確認

遠隔操作
及び切替え

操作器により所定のカメラの旋回と切替え、ズーム動作を確認
特記によりワイパ、デフロスタ、ヒータ等の動作を確認

出力レベル
受像画質

各戸の各ﾁｬﾝﾈﾙについて保安器の出力ﾚﾍﾞﾙの測定及び受像画質
をっ確認。共同受信設備方式の場合は系統ごとの端末の出力ﾚﾍﾞ
ﾙの測定及び受信画像を確認

・ 30 監視カメラ設備

24 dB 以上

・ 29 ﾃﾚﾋﾞ電波障害防除設備 機器設置後

（公営）
出力電圧
C/N比

CATV受信は事業者との打合せ
による

周波数 端子出力電圧 C/N比

UHF 50 dBμV 以上 24 dB 以上

BS･広帯域CS

機器設置後

出力レベル
受像画質

系統ごとの端末ﾃﾚﾋﾞ端子又は直列ﾕﾆｯﾄの出力ﾚﾍﾞﾙ及び受像画質
を、各受信ﾁｬﾝﾈﾙについて測定

52 dBμV 以上 24 dB 以上

高度BS･CS 54 dBμV 以上

・ 28 ﾃﾚﾋﾞ共同受信設備

設計図書で特記された場合

伝送周波数
特性

音源に1/3ｵｸﾀｰﾌﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾋﾟﾝｸﾉｲｽﾞを用い、増幅器、ｽﾋﾟｰｶ及び室の
影響を含む受音点までの特性を測定する。同時にｺﾝﾄﾛｰﾙｱﾝﾌﾟの
ｸﾞﾗﾌｨｯｸｲｺﾗｲｻﾞを用い、ﾌﾗｯﾄﾊﾟﾜｰﾚｽﾎﾟﾝｽを確認

設計図書で特記された場合

機器設置及び配線完了後

設計図書に示されている動作を確認

ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ試験値（1 kHZ）を用い各回線のｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽを測定

残響時間
拡声装置を用いてピンクノイズを発生させ断続音を記録し、
フィルタと高速度ペンレコーダによって減衰のパターンを記録
し、残響時間を測定

ﾋﾟﾝｸﾉｲｽﾞのﾊﾞﾝﾄﾞﾉｲｽﾞを用い、聴取位置での音圧分布を測定

・ 27 映像・音響設備

機器接続後

子時計入力極性を確認

親時計のパルスにより正常動作を確認

調針及び時刻補正を確認

各種警報を確認

・ 26 情報表示(時刻表示)設備

機器接続後 動作試験 設計図書の機能を満たしていることを確認・ 25
拡声設備
情報表示設備
誘導支援設備

機器の設置及び配線完了後
基本性能

基本ｻｰﾋﾞｽ機能
付加ｻｰﾋﾞｽ機能

設計図書に示されている動作であることを確認 製造者の社内規格による試験方法

パケット
送信機能

IPパケット（原則としてデータ長64Byte）を連続して送信し、
相手先で確実に受信できること

・ 24 構内交換設備

電位差計方式（JIS C
1304:2002）または電位降下
法

・ 23 構内情報通信網設備 機器の設置及び配線完了後

設置極埋設後 接地抵抗試験 図面特記 表１ ※ 規定値の 90 %以下・ 22 接地極

配線完了後 絶縁抵抗試験
電線相互間及び電線と大地間
5 MΩ 以上（機器接続状態 1 MΩ 以上）
測定電圧 : 標仕 表 1.21.1 ～ 1.21.17

１系統ごと

標仕 表 2.28.2

機器の許容伝送損失以下

通信・情報設備工事 標仕 P.419、指針 P.988

・ 19 配線

機器の設置及び配線完了後

設計図書に示されている構造を確認

絶縁抵抗、継電器特性 : 標仕 P.313

総合動作 : 標仕 P.296

・ 18 小出力発電装置

機器の設置及び配線完了後

設計図書に示されている構造を確認

絶縁抵抗、騒音、動的試験 : 標仕 P.312

設計図書に示されている動作を確認

・ 17 風力発電設備

機器の設置及び配線完了後

設計図書に示されている構造を確認

電気出力特性、絶縁抵抗、継電器特性 : 標仕 P.312

総合動作 : 標仕 P.293

 最大使用圧力の  2  倍
（最少は 0.2 Ｍpa）

空 気 系 統  最大使用圧力の 1.25 倍

規定値以下 : 指針 P.742

規定値以下 : 指針 P.742

・ 16 太陽光発電設備

圧力試験 30分

配管種別 圧　　力

燃 料 系 統  最大使用圧力の 1.5 倍

水   系   統
 最大使用圧力の 1.5 倍
（最少は0.75 Ｍpa）

蒸 気 系 統

最大使用電圧の１．５倍

接地抵抗試験 図面特記 表１ ※ 規定値の 90 %以下
電位差計方式（JIS C
1304:2002）または電位降下
法

排気排圧
測定試験

製造者の保証値以内
（排気ガス温度を測定することにより推定できるものは不要）

定格負荷運転時
製造者の社内規格による試験方
法

 5 ＭΩ以上

1000Ｖ絶縁抵抗計 30 ＭΩ以上

界　磁　巻　線  500Ｖ絶縁抵抗計  3 ＭΩ以上

製造者の社内規格による試験方法

絶縁抵抗試験

試 験 箇 所 測 定 器 絶縁抵抗

電機子巻線
 500Ｖ絶縁抵抗計

定格運転
防振装置取付部の上部近傍で測定

1､2､3 シリンダ 4､5､7 シリンダ 6､8 シリンダ以上

0.8 mm 0.4 mm 0.3 mm

100 %負荷

原動機出力［kW］

37 以下 71～225

ディーゼル［g/kWh］ 320 270

ガス［kJ/kWh］ 13300 12800

機器の設置及び配線完了後

自動及び手動にて原動機の始動及び停止の試験を実施

必要空気量を定格圧力まで充気できること

消費された蓄電池容量を24時間以内に充電できること

負荷試験
計測装置、電気計器等の表示、ボルト等の締付状態、油、水等
の漏れ、異常音の有無

燃料消費率
試験

振動試験

設計図書に示されている動作を確認

発電設備工事 標仕 P.310、指針 P.741

・ 15
ディーゼル、ガスター
ビン発電設備等
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備　　　　考

４－４　設備工事試験一覧表
１　電気設備工事 電気設備工事試験項目
　
         項　目

試験時期 試験方法 試 験 値 及 び 試 験 内 容
最　小
保持時間

煙感知器動作

自動閉鎖装置動作

連動制御器動作 製造者の社内規格による試験方法

配線完了後 絶縁抵抗試験

機器の設置及び配線完了後 総合動作 製造者の社内規格による試験方法
・ 36 中央監視制御設備

機器接続後

加煙試験器を用い、煙感知器が正常に動作することを確認

自動閉鎖装置が設計図書に示された動作をするか確認

予備電源切替え、動作表示及び連動制御器の性能を確認

中央監視制御設備工事 標仕 P.444、指針 P.1012
項目 2 又は 20 による

設計図書に示された機能及び基本性能の試験を実施

・ 34 自動閉鎖設備

通信・情報設備工事 標仕 P.419、指針 P.988
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４－４　設備工事試験一覧表

・ 3 油管 配管完了後の塗装又は保温前等 空気圧試験 30分

（参考）設計圧力

43 50 55 60 65

R22 1.60 1.90 2.22 2.50 2.80 1.30

R134a 1.00 1.22 1.40 1.59 1.79 0.87

R407C 1.78 2.11 2.38 2.67 2.98 1.56

R410A 2.50 2.96 3.33 3.73 4.17 2.21

 ※ 周囲温度変化による圧力変化の補正を行う。

・ 6 給水装置に該当する管 配管完了後の塗装又は保温前等 水圧試験 60分

60分

・ 11 給湯管 配管完了後の塗装又は保温前等 水圧試験 60分

配管完了後の塗装又は保温前等 満水試験 30分

衛生器具等の取付け完了後 通水試験 －

・ 15 空調用ドレン管 配管完了後の塗装又は保温前等 通水試験 －

配管完了後
気密試験
（空気又は
窒素）

貯蔵容器から選択弁までは圧力調整器の設定圧力
選択弁から噴射ヘッドまでは最高使用圧力
（選択弁を設けない場合は、最高使用圧力）

10分・ 22 粉末消火配管

配管完了後
気密試験
（空気又は
窒素）

貯蔵容器から選択弁までは、40 ℃における貯蔵容器内圧力値
4.4 MPa
選択弁から噴出ヘッドまでは最高使用圧力
（選択弁を設けない場合は、最高使用圧力）

10分・ 21 ハロゲン化物消火配管

配管完了後
気密試験
（空気又は
窒素）

貯蔵容器から選択弁までは、6.0 MPa
選択弁から噴出ヘッドまでは最高使用圧力
（選択弁を設けない場合は、最高使用圧力）

10分 改修のみ・ 20 二酸化炭素消火配管

配管完了後
気密試験
（空気又は
窒素）

貯蔵容器から選択弁までは、40 ℃における貯蔵容器内圧力値
（容器弁に圧力調整装置が設けている場合は、最高調整圧力）
選択弁から噴出ヘッドまでは最高使用圧力
（選択弁を設けない場合は、最高使用圧力）

10分・ 19
不活性ガス消火配管
（二酸化炭素を除く）

配管完了後 水圧試験
配管の設計送水圧力の１.５倍（ノズル先端における放水圧力
が 0.6 MPa）
（17と兼用される配管は 17、18 のいずれか大なる圧力）

60分
消防長又は消防署長が指
定する場合はそれによ
る。

水圧試験 当該ポンプの締切圧力の１.５倍 60分

・ 18
連結送水管送水口、各
種送水口に連結される
消火配管

 消火配管 標仕 P.82、指針 P.295

・ 17
各消火ポンプに連結さ
れる消火配管

配管完了後

配管接続完了後 水圧試験
当該ポンプの全揚程に相当する圧力の２倍
（ただし、最小 0.75 MPa）

60分

枡への放流を確認し、報告書を作成

枡への放流を確認し、報告書を作成

・ 16 排水ポンプ吐出管

・ 14 排水管

配管完了後の塗装又は保温前等 水圧試験

0.75 MPa で加圧し、１時間後に 0.45 MPa（PE管）以上、0.55
MPa （PB管）以上
再試験の場合は、同様の試験を行い、１時間後に0.55 MPa
（PE） 以上、0.65MPa（PB）以上（公営）

60分

 排水配管 標仕 P.82、指針 P.294

水圧試験

1.75 MPa １分間加圧後、1.0 MPa に減圧し、１時間後に 0.7
MPa 以上
再試験の場合は、同様の試験を行い、１時間後に0.8 MPa 以上
（公営）

60分

水道事業者の試験圧力の
規定がある場合はそれに
よる。

・ 13
さや管ヘッダー配管
（公営）

上記 6～8,12,13 に準ずる。

・ 12

水道配水用ポリエチレ
ン管及び給水用高密度
ポリエチレン管（公
営）

配管完了後の塗装又は保温前等

衛生器具等の取付け完了後 通水試験 衛生器具等取付完了後、系統ごとに着色水を用いた通水試験等

配管完了後の塗装又は保温前等 水圧試験
水道事業者の規定による

1.75 MPa以上（公営）

・ 10 飲料水以外の給水管

・ 9
水道直結増圧方式の配
管

配管完了後の塗装又は保温前等 水圧試験

静水頭に相当する圧力の２倍
（ただし、最小 0.75 MPa） 60分

1 MPa以上（公営）

・ 8 高置タンク以下の配管

配管完了後の塗装又は保温前等 水圧試験

当該ポンプの全揚程に相当する圧力の２倍
（ただし、最小 0.75 MPa）

60分
1.75 MPa以上（公営）
ただし、当該ポンプの全揚程に相当する圧力の２倍を超える場
合は、その圧力値

 給水、給湯配管 標仕 P.82、指針 P.294

1.75 MPa以上

水道事業者の試験圧力の
規定がある場合はそれに
よる。

・ 7
揚水管等のポンプに直
結する配管

配管接続完了後 気密試験

製造者の設計圧力以上
（窒素、炭酸ガス又は乾燥空気を用いて、外部に発砲液を塗
布）

24時間

・気密試験後、ガスパー
ジし真空乾燥を行う。絶
対圧力 0.04 MPa 以下に
なってから、更に １h 以
上真空引きし、密閉放置
して漏れのないことを確
認。
・冷媒配管に冷媒を充填
し、運転開始後にガス検
知器により、配管接続部
の冷媒漏れのないことを
確認。
・屋内外ユニットの連絡
配線は、配線完了後、絶
縁抵抗試験、動作試験を
行う。

冷媒

高圧部（MPa）

低圧部
（MPa）

基準凝縮温度（℃）
・ 5 冷媒管

配管完了後の塗装又は保温前等 水圧試験
最高使用圧力の１.５倍
（0.75 MPa 未満の場合は 0.75 MPa）

30分

最高使用圧力の２倍
（0.2 MPa 未満の場合は 0.2 MPa）

30分

最大常用圧力の１.５倍

・ 4 ブライン管

・ 2 蒸気、高温水管 配管完了後の塗装又は保温前等 水圧試験

配管途中若しくは隠ぺい、
埋戻し前又は配管完了後の
塗装又は保温施工前（以
降、「配管完了後の塗装又
は保温前等」と表記）

水圧試験
最高使用圧力の１.５倍
（0.75 MPa 未満の場合は 0.75 MPa）

30分

最　小
保持時間

備　　　　考

 冷温水、冷却水、蒸気、油、ブライン、高温水及び冷媒配管 標仕 P.81、指針 P.293

・ 1 冷温水、冷却水管

２　機械設備工事 機械設備工事試験項目
　
         項　目

試験時期 試験方法 試 験 値 及 び 試 験 内 容
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４－４　設備工事試験一覧表

最　小
保持時間

備　　　　考

２　機械設備工事 機械設備工事試験項目
　
         項　目

試験時期 試験方法 試 験 値 及 び 試 験 内 容

気密試験

気密試験

・ 25 槽 設置完了後の清掃後 水張試験 24時間

・ 26 汚水管及び汚泥管 配管完了後の塗装又は保温前等 満水試験 30分

・ 27 ポンプ吐出管 配管完了後の塗装又は保温前等 水圧試験 最小 0.75 MPa 60分

・ 28 消泡管 配管完了後の塗装又は保温前等 通水試験 －

・ 29 空気管 配管完了後の塗装又は保温前等 気密試験 最高使用圧力の１.１倍 60分

単独手動試験を実施し、また、制御装置も動作させ異常の有無を試

各機器を自動又は連動運転にし、異常の有無を試験

水質試験

水道法施行規則第56条第２項（簡易専用水道）
建築物における衛生的環境の確保に関する法律第４条第３項
（ビル管法特定建築物）
水道法施行規則第10条（専用水道）
飲料水配管は、端末において遊離残留塩素 0.2 mg/L 以上（公
営）

－
特記仕様書に記載された
場合に実施

 その他 特記仕様書

・ 32 水質試験 配管完了後

－

・ 31 総合
各機器の能力等を仕様に適
合するよう調整した後

総合運転試験
各槽を満水にし、各機器の能力等を仕様に適合するよう調整し
た後、総合的な運転を行い、全体及び各部の状態について異常
の有無を試験

－

 浄化槽設備 標仕 P.344,346、指針 P.841,842

水面高の変化等で漏水の有無を検査

・ 30 各機器 機器設置後 動作試験

機器接続後

高圧側 1.56 MPa 以上、低圧側 8.4 kPa 以上 10.0 MPa 以下

監理指針
による。

ガス事業法に定める技術
基準及びガス供給事業者
の供給約款

耐圧試験
耐圧部分（最高使用圧力が高圧又は中圧）については、最高使
用圧力の１.５倍以上の圧力

点火試験
気密試験終了後、管内の空気をガスと入れ替え、指定の圧力に
調整された調整器を取付後に行う。

・ 24 液化石油ガス

最高使用圧力以上の圧力（低圧（0.1MPa未満）の場合）

監理指針
による。

ガス事業法に定める技術
基準及びガス供給事業者
の供給約款

耐圧試験
耐圧部分（最高使用圧力が高圧又は中圧の場合）については、
最高使用圧力の１.５倍以上の圧力

点火試験
気密試験終了後、管内の空気をガスと入れ替え、指定の圧力に
調整された調整器を取付後に行う。

 ガス設備 標仕 P.310,315、指針 P.778,798

・ 23 都市ガス 機器接続後
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５－１ 静岡県建設工事成績評定要領 

 

静岡県建設工事成績評定要領 

（目 的） 

第１条 この要領は、静岡県が発注する建設工事に係る工事の成績評定（以下｢評定｣

という。）について必要な事項を定め、厳正かつ的確な評定の実施を図り、もって

受注者の適正な選定及び指導育成に資することを目的とする。 

（評定の対象） 

第２条 評定の対象は、１件の当初契約金額が 500 万円以上の建設工事とする。 

（評定の内容） 

第３条 評定は、工事の施工体制、施工状況、出来形、品質及び出来ばえ等について

行うものとする。 

（評定者） 

第４条 評定を行う者（以下｢評定者｣という。）は、静岡県工事検査要領に定める検

査員（以下｢検査員｣という。）及び静岡県工事監督要領に定める監督員（以下｢監督

員｣という。）とする。 

（評定の方法） 

第５条 評定は、監督、検査等その他必要な事項について、工事ごと、評定者ごとに

独立して的確かつ公正に行うものとする。 

２ 評定の結果は、工事成績採点表（様式第１）《5-3 ページ参照》に記録するものと

する。 

（評定の時期） 

第６条 検査員は、検査が終了したとき、監督員は、工事が完成したとき、それぞれ

評定を行うものとする。 

（採点表の提出） 

第７条 評定者は、評定を行ったときは、遅滞なく契約担当者に提出するものとする。 

（評定の結果の通知） 

第８条 契約担当者は、評定者から工事成績採点表の提出があったときは、遅滞なく、

その結果を当該工事の受注者に対して、工事成績評定通知書（様式第２）《4-104

ページ参照》により通知するものとする。 

（評定の修正） 

第９条 契約担当者は、前条の通知をした後、当該評定を修正する必要があると認め

られる場合は、修正しなければならない。 
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２ 契約担当者は、前項の修正を行ったときは、遅滞なく、その結果を当該工事の受

注者に対して、工事成績評定通知書により通知するものとする。 

（説明請求等） 

第 10 条 第８条又は前条第２項による通知を受けた者は、通知を受けた日から起算

して 14 日（休日を含む。）以内に、書面により通知を行った契約担当者に対して、

評定の内容について説明を求めることができる。 

２ 契約担当者は､前項により説明を求められたときは、書面（様式第３）《5-4 ペー

ジ参照》により回答するものとする。 

（再説明請求等） 

第 11 条 前条第２項の回答を受けた者は、説明に係る回答を受けた日から起算して

14 日(休日を含む。）以内に、書面により契約担当者に対して､再説明を求めること

ができる。 

２ 契約担当者は、前項による再説明を求められたときは、工事成績評定評価委員会

の審議を経て、書面（様式第４）《5-5 ページ参照》により回答するものとする。 

（工事成績評定評価委員会の設置） 

第 12 条 前条第２項に規定する工事成績評定評価委員会に関し必要な事項は、別に

定める。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

（土木工事成績評価要領等の廃止） 

２ 次の要領等は、廃止する。 

（１）土木工事成績評価要領

（２）土木工事成績評定基準

（３）土木工事技術的難易度評定基準

（４）土木工事成績評価通知規定

（５）土木工事成績評定基準等の留意事項

（６）建築・設備工事成績評価要領

（７）建築・設備工事成績評定基準

（８）建築・設備工事技術的難易度評定基準

（９）建築・設備工事成績評価通知規定

（10）建築・設備工事成績評定基準等の留意事項

（11）工事成績が特に劣るものの措置について(平成 16年 7月 28日建技第 246 号)

３ この要領は、令和２年 4月 1日から施行する。 
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様式第３ 

第 号 

年  月  日 

様 

契約担当者 ㊞ 

工事成績評定に係る説明書（回答） 

年 月 日付けで貴社から説明を求められました評定内容について、下記のと

おり回答します。 

 本説明書に疑問があるときは、その疑問の旨を付して、この書面の回答を受けた日か

ら起算して14日（休日を含む。）以内に書面により、再説明を求めることができます。 

記 

１ 工 事 名 

２ 回 答 

３ 再説明の問い合わせ先 
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様式第４ 

 

第     号 

年  月  日 

 

 

 

        様 

 

契約担当者 ㊞ 

 

工事成績評定に係る再説明書（回答） 

 

    年 月 日付けで貴社から再説明を求められました評定内容について、下記の

とおり回答します。 

 

記 

 

１ 工 事 名 

 

 

２ 回  答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        担  当 

                        電話番号  

 

5-5



 
 
 

 

５－２ 静岡県建設工事成績評定要領の運用について 

静岡県建設工事成績評定要領の運用について 

１ 評定の対象（第 2条） 

  次の工事は、評定を省略することができるものとする。 

 (1) 災害応急仮工事 

 (2) 主たる工事内容が除草又は漂着物処理工事 

 (3) 畳工事及び木製建具工事 

 

２ 評定の方法（第 5条） 

 (1) 工事成績の採点は、別紙－１《5-8 ページ参照》の「考査項目別運用表」によ

り行うものとする。 

 (2) 細目別評定点の算出は、別紙－２《5-25 ページ参照》の「細目別評定点採点表」

によるものとする。 

 (3) 評定にあたっては、別紙－３《5-26 ページ参照》の「「施工プロセス」チェッ

クリスト」を考慮するものとする。また、工事における「工事特性」、「創意工夫」、

「社会性等」に関しては、請負者は当該工事における実施状況を別紙－４《4-97

ページ参照》により提出できるものとし、提出があった場合はこれも考慮するも

のとする。 

 (4) 施工体制、施工状況、出来形及び出来ばえの評価は、0 点を標準とし、標準よ

り優れていた場合は加点、標準より劣っていた場合は減点することにより行う。 

 (5) 工事特性、創意工夫、社会性等の評価は、加点評価のみとする。 

 (6) 工事特性と創意工夫は、二重評価はしない。 

 (7) 評定点は、評価項目に係る採点結果の合計値(35 点満点)を 65 点に加算して算

出する。 

 (8) 法令遵守等は、工事が完成した時に行うものとする。 

 

３ 評定の修正（第 9条） 

  引渡しを受けた後、次の場合は評定の修正を検討するものとする。 

 (1) 2 年の間にその工事における工事事故及び不正行為等が発覚した場合 

 (2) 瑕疵担保期間中に瑕疵が発覚した場合 

 

４ 評定の報告 

  契約担当者は、「建設事務総合システム」以外で工事を執行し、工事成績評定を

行った場合は、遅滞なく別紙－５《5-29 ページ参照》により工事検査課長に報告す

るものとする。 
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５ 工事成績が特に劣るもの 

  静岡県工事請負契約等に係る入札参加停止等措置要綱の運用について（平成元年

9月 1 日付け管第 333 号）２の（２）の①に規定する「過失による粗雑工事等」の

うち、工事成績が特に劣ると認められた工事とは、64 点以下の工事とする。 

 

６ 附則 

  この通知は、令和２年 4月 1日以降に契約を行う工事について運用するものとす

る。 
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６－１ 静岡県建設工事執行規則 

静岡県建設工事執行規則 

第1章 総則 

(趣旨) 

第1条 この規則は、県が行う建設工事の執行方法に関し、法令その他別に定めるも

ののほか必要な事項を定めるものとする。 

(用語の意義) 

第2条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 契約担当者 知事及び知事の委任を受けて請負契約の締結を行うかい長を

いう。

(2) 監督員 請負工事について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第234条の2第

1項の規定による監督を行う職員をいう。

(3) 建設工事 建設業法(昭和24年法律第100号。以下「法」という。)第2条第1

項に規定する建設工事をいう。

(建設工事の執行方法) 

第3条 建設工事の執行方法は、請負又は直営とし、特に必要があると認めるときは、

委託によることができる。 

2 請負で執行する場合においては、分割又は分離して執行することができる。 

3 直営で執行する場合においても一部を請負に付することができる。 

(直営とする場合) 

第4条 次の各号のいずれかに該当するときは、直営で建設工事を執行するものとす

る。 

(1) 建設工事の目的又は性質により、請負に付することを不適当と認めるとき。 

(2) 急施を要し、請負に付する暇がないとき。

(3) その他特に必要があると認めるとき。

(請負者の資格要件) 

第5条 建設工事の請負者は、知事が別に定める建設工事に係る競争入札参加者に必

要な資格を有する者(以下「有資格者」という。)でなければならない。ただし、庁

舎等の維持若しくは補修のための建設工事その他知事が特に必要があると認める

建設工事で請負代金額が100万円に満たないもの又は建設工事の性質上有資格者の

うちに当該建設工事を施工することができる者がない場合における当該建設工事

の請負者については、この限りでない。 
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(建設工事の見積り期間) 

第6条 契約担当者は、請負契約の方法が随意契約による場合にあっては契約を締結

する以前に、入札の方法による競争に付する場合にあっては入札を行う以前に次に

掲げる見積り期間を設けるものとする。ただし、やむを得ない事情があるときは、

第2号及び第3号の期間は、5日以内に限り短縮することができる。 

 (1) 建設工事1件の予定価格が500万円未満の建設工事については、1日以上 

 (2) 建設工事1件の予定価格が500万円以上5,000万円未満の建設工事については、

10日以上 

 (3) 建設工事1件の予定価格が5,000万円以上の建設工事については、15日以上 

 

(設計付入札) 

第7条 建設工事の種類又は性質により、必要があると認めるときは、設計付入札に

付することができる。 

2 前項の場合においては、設計内容及び入札金額により選考の上落札者を決定する。 

 

(入札書及び見積書) 

第8条 様式第1号《6-30ページ参照》による入札書は、封印の上、表面に「番号、

何々工事入札書在中」と明記し、裏面に入札者の住所、商号及び氏名(法人にあっ

ては、代表者の氏名)を記載して提出させなければならない。 

2 見積書は、記載内容の漏えいの防止に留意して提出させなければならない。 

 

(関連建設工事の調整) 

第9条 契約担当者は、請負者の施工する建設工事及び契約担当者の発注に係る第三

者の施工する他の建設工事が施工上密接に関連する場合において、必要があるとき

は、その施工につき、調整を行うものとする。この場合においては、請負者は、契

約担当者の調整に従い、第三者の行う建設工事の円滑な施工に協力しなければなら

ない。 

 

第2章 請負契約 

(通則) 

第10条 請負契約に関して当事者間で用いる言語は、日本語とする。 

2 請負契約に基づく金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

3 請負契約に関して当事者間で用いる計量単位は、設計図書(仕様書、設計書、図

面、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。以下同じ。)に特別の定

めがある場合を除き、計量法(平成4年法律第51号)に定めるものとする。 

4 請負契約における期間の計算については、民法(明治29年法律第89号)及び商法

(明治32年法律第48号)の定めるところによる。 

5 請負契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

6 請負契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専属的な管
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轄裁判所とする。 

7 請負契約に定める請求、通知、報告、指示、承諾及び解除は、書面により行わな

ければならない。 

8 請負者は、請負契約に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

(請負契約の締結) 

第11条 請負契約は、様式第3号《6-31ページ参照》による建設工事請負契約書(請

負者が共同企業体を結成している場合にあっては、様式第3号の2《6-32ページ参照》

による建設工事請負契約書)、静岡県建設工事請負契約約款及び設計図書により、

その内容を明らかにして締結しなければならない。ただし、その請負契約に係る請

負代金額が150万円未満のときは、様式第4号《6-33ページ参照》による建設工事請

書によることができる。 

2 請負契約の内容を変更する場合においては、様式第5号《6-34ページ参照》によ

る建設工事変更請負契約書(請負者が共同企業体を結成している場合にあっては、

様式第5号の2《6-35ページ参照》による建設工事変更請負契約書)又は様式第6号

《6-36ページ参照》による建設工事変更請書によるものとする。 

3 請負契約に関する書類の作成に必要な費用は、請負者の負担とする。 

 

(契約の保証) 

第12条 請負者は、請負契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を

付さなければならない。ただし、1件の請負代金額が300万円未満の建設工事に係る

請負契約については、この限りでない。 

 (1) 契約保証金の納付 

 (2) 契約保証金に代わる担保となる有価証券(静岡県財務規則(昭和39年静岡県

規則第13号)第42条第1項各号(第5号を除く。)に掲げるものに限る。以下同じ。)

の提供 

 (3) 請負契約に基づく債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する金融

機関(知事が確実と認めるものに限る。)の保証 

 (4) 保証事業会社(公共工事の前払金保証事業に関する法律(昭和27年法律第184

号)第2条第4項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。)の保証(請負契約

に係る契約保証金の納付に代わる担保としての保証を行う特約を付したもの

に限る。) 

 (5) 公共工事履行保証証券による保証 

 (6) 県を被保険者とする履行保証保険契約の締結 
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2 前項の保証に係る契約保証金の額、有価証券の額面金額(静岡県財務規則第42条

第1項第3号及び第4号に掲げるものにあっては、発行価額の10分の8に相当する額)、

保証金額又は保険金額(以下この条において「保証の額」と総称する。)は、請負代

金額の10分の1(低入札価格調査(予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申

込みをした者の当該申込みに係る価格によってはその者により当該契約の内容に

適合した履行がされないおそれがあると認められる場合に行われる調査をいう。以

下同じ。)を受けて落札者となった請負者と締結する請負契約に係る保証の額に

あっては、請負代金額の10分の3)以上の額としなければならない。 

3 請負者が第１項第３号から第６号までのいずれかに掲げる保証を付す場合は、当

該保証は第55条の２第３項各号に規定する者による契約の解除の場合についても

保証するものでなければならない。 

4 第1項の規定により、請負者が同項第2号から第4号までに掲げる保証を付したと

きは、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第

5号又は第6号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

5 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の10分の

1(低入札価格調査を受けて落札者となった請負者と締結した請負契約に係る保証

の額にあっては、変更後の請負代金額の10分の3)に達するまで、契約担当者は保証

の額の増額を請求することができ、請負者は保証の額の減額を請求することができ

る。 

6 請負者は、第1項第3号から第5号までに掲げる保証を付したときにあっては当該

保証委託契約の締結後直ちにその保証書等を契約担当者に提出し、同項第6号に掲

げる保証を付したときにあっては当該保険契約の締結後直ちにその保険証券を契

約担当者に寄託しなければならない。 

 

(権利義務の譲渡等) 

第13条 請負者は、請負契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承

継させてはならない。ただし、あらかじめ、契約担当者の承諾を得た場合は、この

限りでない。 

2 請負者は、工事目的物、工事材料(工場製品を含む。以下同じ。)のうち第24条第

2項の検査に合格したもの及び第45条第3項の規定による部分払のための確認を受

けたもの並びに工事仮設物を第三者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他の担保の

目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、契約担当者の承諾を得た場合は、

この限りでない。 

3 請負者は、請負代金の請求権の譲渡について承諾を得ようとするときは、様式第

7号《6-37ページ参照》による建設工事請負代金請求権譲渡承諾(変更承諾)申請書

を契約担当者に提出しなければならない。これを変更しようとするときも同様とす

る。 
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(一括委任又は一括下請負の禁止) 

第14条 請負者は、建設工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立

してその機能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせ

てはならない。 

 

(暴力団関係業者による下請負の禁止等) 

第14条の2 請負者は、第52条の２第１項第10号アからオまでのいずれかに該当する

者(以下「暴力団関係業者」という。)を下請負人としてはならない。 

2 請負者は、その請け負った建設工事に係る全ての下請負人に、暴力団関係業者と

当該建設工事に係る下請契約を締結させてはならない。 

3 請負者が、第1項の規定に違反して暴力団関係業者を下請負人とした場合又は前

項の規定に違反して下請負人に暴力団関係業者と当該建設工事に係る下請契約を

締結させた場合は、契約担当者は、請負者に対して、当該契約の解除(請負者が当

該契約の当事者でない場合において、請負者が当該契約の当事者に対して当該契

約の解除を求めることを含む。以下この条において同じ。)を求めることができる。 

4 前項の規定により契約担当者が請負者に対して当該契約の解除を求めたことに

よって生じる請負者の損害及び同項の規定により下請契約が解除されたことに

よって生じる下請契約の当事者の損害については、請負者が一切の責任を負うも

のとする。 

 

(下請負人の通知) 

第15条 契約担当者は、第14条の規定による請負の禁止に違反する疑いがあると認

めるときは、下請契約を締結した請負者に対し、次に掲げる事項の通知を請求する

ことができる。 

 (1) 下請負人の住所及び商号 

 (2) 下請契約の内容 

 (3) 下請負人が請け負った工事に係る建設業の種類並びに当該建設業の許可の

年月日及び許可番号 

2 請負者は、前項の規定による請求があったときは、遅滞なく、様式第8号《6-38

ページ参照》による下請負人通知書により契約担当者に通知しなければならない。 

 

(特許権等の使用) 

第16条 請負者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基

づき保護される第三者の権利(以下「特許権等」という。)の対象となっている工事

材料及び施工方法等(仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一

切の手段をいう。以下同じ。)を使用するときは、その使用に関する一切の責任を

負わなければならない。ただし、契約担当者が、その工事材料及び施工方法等を指

定した場合において、設計図書に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、請

負者がその存在を知らなかったときは、契約担当者は、請負者がその使用に関して
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要した費用を負担しなければならない。 

 

(共同企業体に係る請負契約に基づく行為の特則) 

第17条 請負者が共同企業体を結成している場合においては、契約担当者は、請負

契約に基づくすべての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、契約担当

者が当該代表者に対して行った請負契約に基づくすべての行為は、当該企業体のす

べての構成員に対して行ったものとみなし、また、請負者は、契約担当者に対して

行う請負契約に基づくすべての行為について当該代表者を通じて行わなければな

らない。 

 

第3章 建設工事の施工 

(自主施工の原則) 

第18条 施工方法等については、請負契約において特に定める場合を除き、請負者

がその責任において定めるものとする。 

 

(建設工事の着手) 

第19条 請負者は、請負契約締結後、速やかに、建設工事に着手しなければならな

い。 

 

(工程表、工事工程月報及び請負代金内訳書) 

第20条 請負者は、請負契約締結後10日以内に、設計図書に基づいて様式第9号《4-15

ページ参照》による工程表を作成し、契約担当者に提出しなければならない。 

2 請負者は、工期が1月を超える建設工事については、毎月10日までに様式第10号

《4-71ページ参照》による工事工程月報に前月末における建設工事の進ちょくの状

況を記載し、契約担当者に提出しなければならない。 

3 請負者は、契約担当者から請求があった場合においては、請負契約締結後10日以

内に、設計図書に基づいて請負代金内訳書を作成し、契約担当者に提出しなければ

ならない。 

 

(監督員) 

第21条 契約担当者は、監督員を置いたときは、その者の氏名を請負者に通知しな

ければならない。監督員を変更したときも同様とする。 

2 監督員は、各本条に特別の定めがある場合を除くほか、次に掲げる権限を有し、

請負契約の定めるところにより、これを行使する。 

 (1) 請負契約の履行についての請負者又は請負者の現場代理人に対する指示、承

諾又は協議 

 (2) 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は請負者

が作成した詳細図等の承諾 
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 (3) 設計図書に基づく工程の管理、工事の施工への立会い、工事の施工の状況の

検査又は工事材料の検査(確認を含む。第24条第2項及び第3項において同じ。) 

3 契約担当者は、2人以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときは、それ

ぞれの監督員の有する権限の内容を請負者に通知しなければならない。 

4 第2項の規定による監督員の権限のうち指示又は承諾は、第10条第7項の規定にか

かわらず、口頭により行うことができる。 

5 契約担当者が監督員を置いたときは、この規則に定める請求、通知、報告、承諾

及び解除であって請負者が契約担当者に対して行うものについては、第23条第4項

の規定による請求を除き、監督員を経由して行うものとする。この場合においては、

監督員に到達した日をもって契約担当者に到達したものとみなす。 

6 契約担当者が監督員を置かないときは、この規則に定める監督員の権限は、契約

担当者に帰属する。 

 

(主任技術者、現場代理人等) 

第22条 請負者は、次の各号に掲げるいずれかの者の氏名等を様式第11号《4-17ペー

ジ参照》による主任技術者等通知書により契約担当者に通知しなければならない。

これらの者を変更したときも同様とする。 

 (1) 主任技術者(法第26条第1項に規定する主任技術者をいう。以下同じ。) 

 (2) 監理技術者（法第26条第2項に規定する監理技術者をいう。以下同じ｡) 

 (3) 専任の主任技術者(法第26条第3項の規定により専任の者でなければならな

い主任技術者をいう。以下同じ。) 

 (4) 監理技術者補佐（法第26条第3項ただし書に規定する者をいう。以下同じ｡) 

 (5) 専任の監理技術者(法第26条第4項の規定により選任された専任の者でなけ

ればならない監理技術者をいう。以下同じ。) 

2 請負者は、次に掲げる者を置いたときは、その者の氏名等を様式第11号《4-17ペー

ジ参照》による主任技術者等通知書により契約担当者に通知しなければならない。

これらの者を変更したときも同様とする。 

 (1) 現場代理人 

 (2) 専門技術者(法第26条の2に規定する建設工事の施工の技術上の管理をつか

さどる者をいう。以下同じ。) 

3 現場代理人は、請負契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営及び取締り

を行わなければならない。ただし、特に常駐する必要がないと契約担当者が認めた

ときは、この限りでない。 

4 前項に規定するもののほか、現場代理人は、第23条第1項の規定による請求の受

理、同条第3項の規定による決定及び通知、同条第4項の規定による請求並びに同条

第5項の規定による通知の受理、請負代金額の変更、請負代金の請求及び受領並び

に請負契約の解除に係る権限を除き、この規則に基づく請負者の一切の権限を行使

することができる。 
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5 請負者は、前項の規定にかかわらず、同項の規定により現場代理人が行使するこ

とができるとされた権限のうち現場代理人に委任せず自ら行使しようとするもの

があるときは、あらかじめ、当該権限の内容を契約担当者に通知しなければならな

い。 

6 現場代理人、監理技術者等（監理技術者、監理技術者補佐又は主任技術者をいう。

以下同じ｡)及び専門技術者は、これを兼ねることができる。 

７ 低入札価格調査を受けて落札者となった請負者については、前項の規定は適用

しない。 

 

(履行報告) 

第22条の2 請負者は、様式第12号《4-73ページ参照》による工事記録簿に必要な事

項を記録し、監督員が指示したときはこれを提示しなければならない。 

2 前項の規定によるほか、請負者は、設計図書に定めるところにより、契約の履行

について契約担当者に報告しなければならない。 

 

(工事関係者に関する措置請求) 

第23条 契約担当者は、現場代理人がその職務(監理技術者等又は専門技術者と兼任

する現場代理人にあっては、これらの者の職務を含む。)の執行につき著しく不適

当と認められるときは、請負者に対して、その理由を明示した書面により、必要な

措置をとるべきことを請求することができる。 

2 契約担当者又は監督員は、監理技術者等、専門技術者(これらの者と現場代理人

を兼任する者を除く。)、下請負人、労働者その他請負者が工事を施工するために

使用している者で工事の管理又は施工につき著しく不適当と認められるものがあ

るときは、請負者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべ

きことを請求することができる。 

3 請負者は、前2項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項につい

て決定し、その結果を請求を受けた日から10日以内に契約担当者に通知しなければ

ならない。 

4 請負者は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、契

約担当者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを

請求することができる。 

5 契約担当者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項につ

いて決定し、その結果を請求を受けた日から10日以内に請負者に通知しなければな

らない。 

 

(工事材料の品質、検査等) 

第24条 工事材料は、設計図書に定める品質を有するものを使用しなければならな

い。ただし、設計図書にその品質の定めのない場合にあっては、中等の品質を有す

る工事材料を使用するものとする。 
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2 請負者は、設計図書において監督員の検査を受けて使用すべきものとされた工事

材料については、当該検査に合格したものを使用しなければならない。 

3 監督員は、請負者から前項の検査を請求されたときは、当該請求を受けた日から

7日以内に検査を行わなければならない。 

4 第2項の検査に直接必要な費用は、請負者の負担とする。 

5 請負者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで工事現場

外に搬出してはならない。 

6 請負者は、前項の規定にかかわらず、第2項の検査の結果不合格と決定された工

事材料については、当該決定を受けた日から7日以内に工事現場外に搬出しなけれ

ばならない。 

7 請負者は、主要な工事材料で完成検査を受ける際に外部から明視することができ

ないものについて第2項の検査を受けたときは、様式第13号《4-65ページ参照》に

よる材料検査簿にその状況を記入し、監督員の検印を受けるものとする。 

 

(監督員の立会い、見本等の整備等) 

第25条 請負者は、設計図書において監督員の立会いの上調合し、又は調合につい

て見本検査を受けるものとされた工事材料については、立会いを受けて調合したも

の又は見本検査に合格したものを使用しなければならない。 

2 請負者は、設計図書において監督員の立会いの上施工するものとされた工事につ

いては、立会いを受けて施工しなければならない。 

3 請負者は、前2項に規定するもののほか、設計図書において見本、工事の写真そ

の他の記録(以下「見本等」という。)を整備すべきものとされた工事材料の調合又

は工事の施工をするときは、設計図書に定めるところにより見本等を整備し、監督

員の請求があったときは、整備した見本等を当該請求を受けた日から7日以内に提

出しなければならない。 

4 監督員は、請負者から第1項又は第2項の立会い又は見本検査を請求されたときは、

当該請求を受けた日から7日以内に立会い又は見本検査を行わなければならない。 

5 前項に規定する期間内に、監督員が正当な理由なく立会い又は見本検査を行わな

いため、その後の工程に支障を来すときは、請負者は、監督員に通知した上で、立

会い又は見本検査を受けることなく、当該工事材料を調合して使用し、又は当該工

事を施工することができる。この場合において、請負者は、当該工事材料の調合又

は当該工事の施工を適切に行ったことを証する見本等を整備し、監督員の請求が

あったときは、整備した見本等を当該請求を受けた日から7日以内に提出しなけれ

ばならない。 

6 第1項、第3項又は前項の場合において、見本検査又は見本等の整備に直接必要な

費用は、請負者の負担とする。 

 

(支給材料及び貸与品) 

第26条 契約担当者が請負者に支給する工事材料(以下「支給材料」という。)及び
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貸与する建設機械器具(以下「貸与品」という。)の品名、数量、品質、規格又は性

能、引渡場所及び引渡時期は、設計図書に定めるところによる。 

2 監督員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、請負者の立会いの上、県

の負担において、当該支給材料又は貸与品を検査しなければならない。 

3 前項の規定による検査の結果、請負者は、その品名、数量、品質又は規格若しく

は性能が設計図書の定めと異なり、又は使用に適当でないと認めたときは、その旨

を直ちに契約担当者に通知するとともに、その引渡しを拒むことができる。 

4 請負者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から7日以

内に、契約担当者に受領書又は借用書を提出しなければならない。 

5 請負者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は貸与品に

第2項の規定による検査によっては発見することが困難であった隠れたかしがあり

使用に適当でないと認めたときは、その旨を直ちに契約担当者に通知しなければな

らない。 

6 契約担当者は、請負者から第3項又は前項の規定による通知を受けた場合におい

ては、当該支給材料又は貸与品に代えて他の支給材料又は貸与品を引き渡さなけれ

ばならない。ただし、既に引き渡した支給材料又は貸与品を使用することによって

も工事の目的を達成することができると認められる場合にあっては、支給材料若し

くは貸与品の品名、数量、品質若しくは規格若しくは性能を変更し、又は理由を明

示した書面により、当該支給材料若しくは貸与品の使用を請負者に請求することが

できる。 

7 契約担当者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又は

貸与品の品名、数量、品質、規格若しくは性能、引渡場所又は引渡時期を変更する

ことができる。 

8 請負者は、引渡しを受けた支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管

理しなければならない。 

9 請負者は、設計図書に定めるところにより、建設工事の完成、設計図書の変更等

によって不用となった支給材料又は貸与品を契約担当者に返還しなければならな

い。 

10 請負者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失し、若しくは毀損し、

又はその返還が不可能となつたときは、契約担当者の指定した期間内に代品を納め、

若しくは原状に復し、又は損害を賠償しなければならない。 

11 請負者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に定められていないとき

は、その使用方法につき監督員の指示に従わなければならない。 

 

(工期等の変更及び費用の負担) 

第26条の2 前条第6項及び第7項の場合において、当事者は必要に応じ工期又は請負

代金額を変更し、県は請負者に生じた損害につき必要な費用を負担しなければなら

ない。 

2 前項の規定による変更後の工期又は請負代金額は、当事者が協議して定める。た
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だし、当該協議の開始の日から14日以内に協議が整わない場合には、契約担当者が

定め、請負者に通知する。 

3 前項の規定による協議の開始の日(以下「変更協議開始日」という。)については、

契約担当者が請負者の意見を聴いて定め、請負者に通知するものとする。ただし、

契約担当者が、工期又は請負代金額の変更事由が生じた日から7日以内に変更協議

開始日を通知しない場合には、請負者が、変更協議開始日を定め、契約担当者に通

知することができる。 

4 第1項の必要な費用の額は、当事者が協議して定める。 

 

(工事用地等の確保等) 

第26条の3 契約担当者は、工事用地その他設計図書において定められた建設工事の

施工上必要な用地(以下「工事用地等」という。)を、請負者が建設工事の施工上必

要とする日(請負契約に特別の定めがあるときは、その定められた日)までに確保し、

請負者に引き渡さなければならない。 

2 第26条第8項の規定は、前項の規定により引渡しを受けた工事用地等について準

用する。 

3 建設工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合にお

いて、当該工事用地等に請負者又は下請負人が所有し、又は管理する工事材料、建

設機械器具、仮設物その他の物件があるときは、請負者は、当該物件を撤去すると

ともに、当該工事用地等を修復し、かつ、取り片付けて契約担当者に明け渡さなけ

ればならない。 

4 前項に規定する請負者のとるべき措置の期限、方法等については、契約担当者が

請負者の意見を聴いて定める。 

5 前項の期限までに、請負者が正当な理由なく第3項に規定する請負者のとるべき

措置をとらないときは、契約担当者は、請負者に代わって当該物件を処分し、又は

工事用地等を修復し、若しくは取り片付けることができる。この場合において、請

負者は、契約担当者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出ること

ができず、また、契約担当者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担

しなければならない。 

 

(設計図書不適合の場合の改造義務、破壊検査等) 

第27条 請負者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督員

がその改造を請求したときは、当該請求に従わなければならない。 

2 第26条の2の規定は、前項に規定する不適合が監督員の指示その他契約担当者の

責めに帰すべき事由によって生じた場合に準用する。 

3 監督員は、請負者が第24条第2項又は第25条第1項から第3項までの規定に違反し

たことが明らかな場合において、必要があると認められるときは、工事の施工部分

を破壊して検査することができる。 

4 前項に規定するもののほか、監督員は、工事の施工部分が設計図書に適合しない
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と認められる相当の理由がある場合において、必要があると認められるときは、そ

の理由を請負者に通知して、工事の施工部分を最小限度の範囲に限り破壊して検査

することができる。 

5 前2項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は、請負者の負担とする。 

 

(条件変更等) 

第28条 請負者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発

見したときは、直ちにその旨を監督員に通知し、その確認を請求しなければならな

い。 

 (1) 設計図書が相互に一致しないこと(設計図書に優先順位が定められている場

合を除く。)。 

 (2) 設計図書に誤びゅう又は脱漏があること。 

 (3) 設計図書の表示が明確でないこと。 

 (4) 工事現場の形状、地質、ゆう水等の状態、施工上の制約その他の設計図書に

示された施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。 

 (5) 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特

別の状態が生じたこと。 

2 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき、又は自ら同項各号に掲げる

事実を発見したときは、請負者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。

ただし、請負者が立会いに応じない場合には、請負者の立会いを受けずに行うこと

ができる。 

3 契約担当者は、請負者の意見を聴いて、前項の調査の結果(これに対してとるべ

き措置を指示する必要があるときは、当該指示を含む。)をとりまとめ、調査の終

了後14日以内に、その結果を請負者に通知しなければならない。ただし、その期間

内に通知できないやむを得ない理由があるときは、あらかじめ請負者の意見を聴い

た上、当該期間を延長することができる。 

4 前項の規定によりとりまとめられた調査の結果において、第1項各号に掲げる事

実が確認された場合で、必要があると認められるときは、契約担当者は、設計図書

の訂正又は変更を行わなければならない。ただし、同項第4号又は第5号に掲げる事

実が確認されその結果設計図書を変更する場合(工事目的物の変更を伴わない場合

に限る。)には請負者と協議して行う。 

5 第26条の2の規定は、前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合

に準用する。 

 

(設計図書の変更) 

第29条 契約担当者は、必要があると認めるときは、その内容を請負者に通知して、

設計図書を変更することができる。 

2 第26条の2の規定は、前項の規定による設計図書の変更が行われた場合に準用す

る。 
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(工事の中止) 

第29条の2 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地

震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的若しくは人為的な事象(以

下「天災等」という。)であって、請負者の責めに帰すことができないものにより

工事目的物等に損害を生じ、若しくは工事現場の状態が変動したため、請負者が建

設工事を施工できないと認められるときは、契約担当者は、直ちに請負者に通知し

て、建設工事の全部又は一部の施工を一時中止させなければならない。 

2 前項に規定するもののほか、契約担当者は、必要があると認められるときは、請

負者に通知して、建設工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

3 第26条の2の規定は、契約担当者が、前2項の規定により建設工事の全部又は一部

の施工を一時中止させた場合に準用する。 

 

(請負者による工期の延長の請求) 

第30条 請負者は、天候の不良、第9条の規定による関連建設工事の調整への協力そ

の他の請負者の責めに帰すことができない事由により工期内に建設工事を完成す

ることができないときは、契約担当者に対し、工期の延長を請求することができる。 

2 前項の規定による請求は、様式第14号《4-85ページ参照》による工期延長請求書

に様式第15号《4-86ページ参照》による変更工程表を添えて行わなければならない。 

3 契約担当者は、第1項の規定による請求があった場合において、必要があると認

められるときは、当該請求に係る工期の延長をしなければならない。この場合にお

いて、当該工期の延長が契約担当者の責めに帰すべき事由による場合にあっては、

当事者は必要に応じ請負代金額を変更し、県は請負者に生じた損害につき必要な費

用を負担しなければならない。 

4 第26条の2第2項及び第3項の規定は、第1項の規定による請求があった場合及び前

項後段の規定による変更後の請負代金額の決定に、同条第４項の規定は前項後段の

必要な費用の額の決定に準用する。この場合において、同条第2項本文中「前項の

規定による変更後の工期又は請負代金額」とあるのは「第1項の規定による請求に

係る延長後の工期及び前項後段の規定による変更後の」と、同条第3項ただし書中

「工期又は請負代金額の変更事由が生じた日」とあるのは「工期の延長の請求を受

けた日」と、同条第４項中「第１項」とあるのは「前項後段」と読み替える。 

 

(契約担当者による工期の短縮の請求等) 

第31条 契約担当者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期

の短縮を請負者に請求することができる。 

2 契約担当者は、この規則の定めるところにより工期を延長すべき場合において、

特別の理由があるときは、延長する工期について、通常必要とされる工期に満たな

い工期への変更を請求することができる。 

3 前2項の場合において、当事者は必要に応じ請負代金額を変更し、県は請負者に

生じた損害につき必要な費用を負担しなければならない。 
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4 第26条の2第2項及び第3項の規定は第1項又は第2項の規定による請求があった場

合及び前項の規定による変更後の請負代金額の決定に、同条第4項の規定は前項の

必要な費用の額の決定に準用する。この場合において、同条第2項本文中「前項の

規定による変更後の工期又は請負代金額」とあるのは「第1項又は第2項の規定によ

る請求に係る変更後の工期及び前項の規定による変更後の請負代金額」と、同条第

3項ただし書中「工期又は請負代金額の変更事由が生じた日」とあるのは「請負者

が工期の短縮又は変更の請求を受けた日」と、同条第4項中「第1項」とあるのは「前

項」と読み替える。 

 

(賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更) 

第32条 契約担当者又は請負者は、工期内で請負契約締結の日(第3項の規定により

請負代金額を変更した場合にあっては、当該変更のうち、直前に行われた変更に係

るこの項の規定による請求の日)から12月を経過した後に、日本国内における経済

事情の変動により請負代金額が不適当となったと認めたときは、相手方に対して請

負代金額の変更を請求することができる。 

2 契約担当者又は請負者は、前項の経済事情の変動が特別な事情により急激に生じ

た結果請負代金額が不適当となったと認めたときは、同項の規定にかかわらず、直

ちに請負代金額の変更を請求することができる。特別な要因により工期内に主要な

工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生じ請負代金額が不適当となっ

たときも同様とする。 

3 第1項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額(現に定められてい

る請負代金額から現に定められている設計図書を基礎として算出した当該請求時

の出来形部分に相当する額を控除した額をいう。以下同じ。)と変動後残工事代金

額(変動後の経済事情を基礎として算出した請負代金額から変動後の経済事情を基

礎として算出した当該請求時の出来形部分に相当する額を控除した額をいう。以下

同じ。)との差額のうち変動前残工事代金額の1,000分の15を超える額を現に定めら

れている請負代金額から減じ、又は現に定められている請負代金額に加えた額を変

更後の請負代金額とする。 

4 第26条の2第2項及び第3項の規定は、第1項又は第2項の規定による請求があった

場合に準用する。この場合において、同条第2項本文中「前項の規定による変更後

の工期又は請負代金額」とあるのは「第2項の規定による請求に係る変更後の請負

代金額並びに変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額」と、同条第3項ただし

書中「工期又は請負代金額の変更事由が生じた日」とあるのは「第1項又は第2項の

規定による請求を行った日又は受けた日」と読み替える。 

 

(臨機の措置) 

第33条 請負者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をと

らなければならない。この場合において、請負者は、そのとった措置の内容を直ち

に監督員に通知するものとする。 
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2 前項前段の場合において、必要があると認めるときは、請負者は、あらかじめ監

督員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、

この限りでない。 

3 監督員は、災害防止その他建設工事の施工上特に必要があると認めるときは、請

負者に対して臨機の措置をとることを請求することができる。この場合においては、

請負者は、直ちにこれに応じなければならない。 

4 請負者が第1項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措

置に要した費用のうち、請負者が請負代金額の範囲内において負担することが適当

でないと認められる費用については、県が負担する。 

5 第26条の2第4項の規定は、前項の規定により県が負担する費用の額の決定に準用

する。 

 

(一般的損害) 

第34条 各本条に特別の定めがある場合を除くほか、工事目的物の引渡しが行われ

たとみなされる前に工事目的物又は工事材料について生じた損害その他建設工事

の施工に関して生じた損害については、請負者がその費用を負担する。ただし、そ

の損害(第56条第1項の規定により付された保険等によりてん補される損害(以下

「保険てん補部分」という。)を除く。)のうち、契約担当者の責めに帰すべき事由

により生じた損害については、県がその費用を負担する。 

 

(第三者に及ぼした損害等) 

第35条 建設工事の施工に伴い第三者に及ぼした損害の負担については、請負契約

に定めるところによる。 

2 建設工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合においては、当事者が

協力してその処理解決に当たるものとする。 

 

(不可抗力による損害) 

第36条 工事目的物の引渡しが行われたとみなされる前に、天災等(設計図書で基準

を定めたものにあっては、当該基準を超えるものに限る。)で当事者双方の責めに

帰すことができないもの(以下「不可抗力」という。)により、工事目的物、仮設物

又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害を生じたときは、

請負者は、その事実の発生後直ちにその状況を契約担当者に通知しなければならな

い。 

2 契約担当者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項

の損害の状況を調査し、その結果を請負者に通知するものとする。 

3 契約担当者は、前項の規定により確認された損害のうち、この規則の定めるとこ

ろにより行った検査若しくは立会い又は整備された見本等その他の請負者の工事

に関する記録等により確認することができた工事目的物、仮設物又は工事現場に搬

入済みの工事材料若しくは建設機械器具に係る損害の額(請負者が善良な管理者の
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注意義務を怠ったことに基づく損害の額及び保険てん補部分の額を除く。)及び当

該損害の取片付けに要する費用の額の合計額(以下「損害合計額」という。)を負担

しなければならない。ただし、損害合計額のうち請負代金額の100分の1に相当する

額に至るまでの金額については、この限りでない。 

4 不可抗力によって生じた損害のうち工事材料、仮設物及び建設機械器具に係る損

害の額は、請負者が通常妥当と認められる範囲を超えた品質、数量、規格又は性能

の工事材料、仮設物及び建設機械器具を使用した場合であっても、通常妥当と認め

られる範囲の品質、数量、規格又は性能に基づいて算定する。 

5 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第2次以降の損

害の負担については、第3項本文中「損害の額」とあるのは「損害の額の累計」と、

「保険てん補部分の額」とあるのは「保険てん補部分の額の累計」と、「損害の取

片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付けに要する費用の額の累計」

と、同項ただし書中「損害合計額のうち請負代金額の100分の1に相当する額」とあ

るのは「損害合計額のうち請負代金額の100分の1に相当する額に既に負担した額を

加えた額」として同項を適用する。 

 

(請負代金額の増額等に代えて行う設計図書の変更) 

第37条 契約担当者は、第16条ただし書、第26条の2第1項(第27条第2項、第28条第5

項、第29条第2項及び第29条の2第3項において準用する場合を含む。)、第30条第３

項後段、第31条第3項、第32条第1項及び第2項、第33条第4項、第34条、前条第3項

及び第5項並びに第41条第3項の規定により請負代金額を増額すべき場合又は費用

を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、請負代金額の増額又は費用

の全部又は一部の負担に代えて設計図書を変更することができる。 

2 第26条の2第2項及び第3項の規定は、前項の規定による設計図書の変更に準用す

る。この場合において、同条第2項本文中「変更後の工期又は請負代金額」とある

のは「設計図書の変更の内容」と、同条第3項ただし書中「工期又は請負代金額の

変更事由が生じた日」とあるのは「請負代金額を増額すべき事由又は費用を負担す

べき事由が生じた日」と読み替える。 

 

第4章 建設工事の検査及び引渡し並びに支払 

(検査を行う職員) 

第38条 地方自治法第234条の2第1項の規定による検査は、静岡県行政組織規則(平

成19年静岡県規則第29号)第4条に規定する本庁若しくは同規則第6条に規定する出

先機関の検査技監若しくは検査監又は知事若しくはかい長の命ずる職員が行う。 

 

(検査及び引渡し) 

第39条 請負者は、建設工事が完成したときは、様式第16号《4-87ページ参照》に

よる完成届出書を契約担当者に提出しなければならない。 

2 契約担当者は、前項の完成届出書の提出を受けたときは、その日から14日以内に
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請負者の立会いの上設計図書に定めるところにより建設工事の完成を確認するた

めの検査を完了し、かつ、当該検査の結果を請負者に通知しなければならない。こ

の場合において、契約担当者は、必要があると認められるときは、その理由を請負

者に通知して、工事目的物を最小限度の範囲に限り破壊して検査することができる。 

3 第27条第5項の規定は、前項後段の検査に準用する。 

4 契約担当者が、検査に合格した旨の第2項の規定による通知をしたときは、工事

目的物の引渡しが行われたものとみなす。 

5 請負者は、検査に合格しなかった旨の第2項の規定による通知を受けたときは、

直ちに修補しなければならない。この場合のこの条の規定の適用については、第1

項中「建設工事が完成したときは、様式第16号による完成届出書」とあるのは「修

補が完了したときは、様式第17号《4-109ページ参照》による修補完了届出書」と

し、第2項中「完成届出書」とあるのは「修補完了届出書」とする。 

 

(請負代金の支払) 

第40条 請負者は、検査に合格した旨の前条第2項の通知を受けたときは、請求書に

様式第18号《4-110ページ参照》による請求明細書を添えて請負代金の支払を請求

することができる。 

2 県は、前項の規定による請求を受けたときは、当該請求を受けた日から40日以内

に請負代金を支払わなければならない。 

3 契約担当者がその責めに帰すべき事由により前条第2項に規定する期間内に検査

の結果を通知しないときは、当該期間の末日の翌日から検査の結果を通知した日ま

での期間の日数は、前項に規定する期間(以下「約定期間」という。)の日数から差

し引くものとする。この場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超えると

きは、約定期間は、同条第2項に規定する期間を経過した日から起算して40日を経

過する日において満了したものとみなす。 

 

(部分使用) 

第41条 契約担当者は、第39条第4項の規定により引渡しが行われたとみなされる前

においても、請負者の承諾を得て、工事目的物の全部又は一部を使用することがで

きる。 

2 前項の場合においては、契約担当者は、その使用部分を善良な管理者の注意を

もって使用しなければならない。 

3 契約担当者が、第1項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことに

よって請負者に損害を及ぼしたときは、県は必要な費用を負担しなければならない。 

4 第26条の2第4項の規定は、前項の規定により県が負担する費用の額の決定に準用

する。 

 

(前金払) 

第42条 請負者は、1件の請負代金額が200万円以上の建設工事に要する費用につい
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て、建設工事請負契約書記載の建設工事完成の時期を保証期限とする保証事業会社

との保証委託契約(以下「保証委託契約」という。)を締結し、その保証証書を契約

担当者に提出して、請負代金額の10分の4以内の額の前払金の支払を請求すること

ができる。 

2 前項に規定する前払金の支払を受けた請負者は、当該建設工事に要する費用につ

いて、前項の保証委託契約に加えて新たに保証委託契約を締結し、その保証証書を

契約担当者に提出して、当該前払金に追加して請負代金額の10分の2以内の額の前

払金の支払を請求することができる。 

3 前項の規定による請求をしようとする請負者は、契約担当者に対し、あらかじめ、

当該建設工事が次に掲げる要件に該当することの認定を請求し、その旨の認定を受

けなければならない。 

 (1) 工期の2分の1を経過していること。 

 (2) 工程表により工期の2分の1を経過するまでに実施すべきものとされている

当該建設工事に係る作業が行われていること。 

 (3) 既に行われた当該建設工事に係る作業に要する経費が請負代金額の2分の1

以上の額に相当するものであること。 

4 契約担当者は、前項の規定による認定の請求を受けたときは、速やかに当該認定

の結果を当該請負者に通知しなければならない。 

5 契約担当者は、第1項又は第2項に規定する請求があったときは、当該請求を受け

た日から14日以内に当該前払金を支払わなければならない。 

 

(前払金等の変更) 

第43条 請負者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の

請負代金額に基づく前払金額から受領済みの前払金額を差し引いた額の前払金の

支払を請求することができる。この場合において、あらかじめ保証委託契約を変更

し、変更後の保証証書を契約担当者に提出しなければならない。 

2 前条第5項の規定は、前項の規定による請求があった場合に準用する。 

3 請負者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が、

減額後の請負代金額に基づく前払金額に当該減額後の請負代金額の10分の1(前条

第2項に規定する前払金の支払を受けているときは10分の2)に相当する額を加えた

額を超えるときは、請負代金額が減額された日から30日以内に、その超過額を返還

しなければならない。この場合において、保証委託契約を変更したときは、変更後

の保証証書を直ちに契約担当者に提出しなければならない。 

4 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて著し

く不適当であると認められるときは、当事者が協議して返還すべき超過額を定める。

ただし、請負代金額が減額された日から7日以内に協議が整わない場合には、契約

担当者が定め、請負者に通知する。 

5 契約担当者は、請負者が第3項に規定する期間内に同項の超過額又は前項の返還

すべき超過額の全額を返還しなかったときは、その未返還額につき、第3項に規定
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する期間を経過した日から返還をする日までの日数に応じ、知事が別に定める割合

で計算した額の遅延利息の支払を請求することができる。 

6 契約担当者は、工期の変更が行われた場合には、直ちにその旨を当該建設工事に

関し請負者と保証委託契約を締結している保証事業会社に通知するものとする。 

 

(前払金の使用) 

第44条 請負者は、前払金を当該建設工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料又

は購入費(当該建設工事において償却される割合に相当する額に限る。)、動力費、

支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証委託契約に係る保証料

以外の支払に充当してはならない。 

 

(部分払) 

第45条 請負者は、建設工事の完成前に、出来形部分又は製造工場等にある特殊な

工場製品に相応する請負代金相当額(以下「出来高金額」という。)の10分の9以内

の額について、部分払を請求することができる。ただし、前払金があった場合にお

いては特に必要があると認める場合を除き、出来形が、現になされた前払金の請負

代金額に対する割合に10分の1を加えた率以上に達したときに限る。 

2 請負者は、前項の規定による請求をしようとするときは、契約担当者に対し、あ

らかじめ、様式第19号《4-106ページ参照》による出来形確認請求書を提出して、

当該請求に係る出来形部分及び製造工場等にある特殊な工場製品の確認を請求し

なければならない。 

3 契約担当者は、前項の規定による確認の請求を受けた日から14日以内に、請負者

の立会いの上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行

い、かつ、当該検査の結果を請負者に通知しなければならない。 

4 第27条第5項及び第39条第2項後段の規定は、前項の検査に準用する。 

5 出来高金額は、当事者が協議して定める。ただし、請負者が第3項の通知を受け

た日から10日以内に協議が整わない場合には、契約担当者が定め、請負者に通知す

る。 

6 請負者は、検査に合格した旨の第3項の規定による通知を受けたときは、請求書

に様式第18号《4-110ページ参照》による請求明細書を添えて部分払金の支払を請

求することができる。この場合においては、契約担当者は、当該請求を受けた日か

ら14日以内に部分払金を支払わなければならない。 

7 部分払金の額は、次の式により算定する。 

出来高金額×((9／10)－(前払金額／請負代金額)) 

8 第1項の規定による部分払の請求回数は、次の各号に掲げる請負代金額の区分に

応じ当該各号に掲げる回数以内とする。ただし、契約担当者が特に必要があると認

めたときは、請求回数を増加することができる。 

 (1) 請負代金額100万円以上2,000万円未満 2回 

 (2) 請負代金額2,000万円以上5,000万円未満 3回 
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 (3) 請負代金額5,000万円以上 4回 

9 第6項の規定により部分払金の支払があった後、再度部分払の請求をする場合に

おいては、第1項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部分

払の対象となった請負代金相当額を控除した額」とする。 

 

(部分引渡し) 

第46条 第39条及び第40条の規定は、契約担当者が設計図書において建設工事の完

成に先立って工事目的物の一部の引渡しを受けるべきことを指定した部分又は工

事目的物の一部が完成した場合には当該部分を引渡すことについて当事者の合意

が成立した部分(以下「一部引渡指定部分」という。)がある場合において当該一部

引渡指定部分が完成した場合に準用する。この場合において、第39条中「建設工事」

とあるのは「一部引渡指定部分に係る工事」と、「工事目的物」とあるのは「一部

引渡指定部分に係る工事目的物」と、第40条中「請負代金」とあるのは「部分引渡

しに係る請負代金」と読み替える。 

2 前項の規定により準用される第40条第1項の規定により請求することができる部

分引渡しに係る請負代金の額は、次の式により算出する。 

一部引渡指定部分に相応する請負代金の額×(1－(前払金額／請負代金額)) 

3 前条第5項の規定は、前項の規定による部分引渡しに係る請負代金の額の算定に

当たって準用する。この場合において、同条第5項本文中「出来高金額」とあるの

は「一部引渡指定部分に相応する請負代金の額」と、同項ただし書中「第3項の通

知を受けた日から10日以内」とあるのは「第1項の規定により準用される第39条第2

項前段の規定による通知を受けた日から14日以内」と読み替える。 

 

(第三者による代理受領) 

第47条 請負者は、契約担当者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領につき、

第三者を代理人とすることができる。 

2 契約担当者は、前項の規定により請負者が第三者を代理人とした場合において、

請負者の提出する請求書に当該第三者が請負者の代理人である旨の明記がなされ

ているときは、当該第三者に対して第40条(前条第1項において準用する場合を含

む。)又は第45条の規定による支払をしなければならない。 

 

(前払金等の不払に対する建設工事の中止) 

第48条 請負者は、契約担当者が第42条第5項(第43条第2項において準用する場合を

含む。)、第45条第6項又は第46条第1項において準用される第40条第2項の規定によ

る支払を遅延し、相当の期間を定めてその支払を請求したにもかかわらず支払をし

ないときは、建設工事の全部又は一部の施工を一時中止することができる。この場

合においては、請負者は、その理由を明示した書面により、直ちにその旨を契約担

当者に通知しなければならない。 

2 第26条の2の規定は、前項の規定により請負者が建設工事の施工を中止した場合
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について準用する。 

 

(契約不適合責任) 

第49条 契約担当者は、引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内

容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときは、請負者に対し、

目的物の修補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただ

し、その履行の追完に過分の費用を要するときは、契約担当者は履行の追完を請求

することができない。 

2 前項の場合において、請負者は、契約担当者に不相当な負担を課するものでない

ときは、契約担当者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることがで

きる。 

3 第１項の場合において、契約担当者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、

その期間内に履行の追完がないときは、契約担当者は、その不適合の程度に応じて

代金の減額を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合

は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

 (1) 履行の追完が不能であるとき。 

 (2) 請負者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

 (3) 工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間 

  内に履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、 

  請負者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。 

 (4) 前３号に掲げる場合のほか、契約担当者がこの項の規定による催告をしても 

   履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

4 （削除） 

 

(履行遅滞の場合における損害金等) 

第50条 （削除） 

 

第5章 請負契約の解除 

第51条 削除 

 

(契約担当者の解除権) 

第52条 契約担当者は、請負者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期

間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、請負契約を解除

することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行が請負契

約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 (1) 正当な理由なく、建設工事に着手すべき期日を過ぎ、かつ、相当の期間を定

めてその着手を催告したにもかかわらずその期間内に当該建設工事に着手し

ないとき。 

 (2) 工期内に建設工事を完成しないとき、又は工期経過後相当の期間内に建設工
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事を完成する見込みが明らかにないと認められるとき。 

 (3) 相当の期間を定めてその設置を催告したにもかかわらずその期間内に第22

条第1項各号に掲げる者を設置しなかったとき。 

 (4) 正当な理由なく、第49条第1項の履行の追完がなされないとき。 

 (5) 前各号に掲げる場合のほか、請負契約に違反したとき。 

  

2 前項の規定により請負契約を解除しようとするときは、様式第20号《6-39ページ

参照》による請負契約解除通知書により、請負者に通知するものとする。 

 

（契約担当者の催告によらない解除権） 

第52条の2 契約担当者は、請負者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに 

請負契約を解除することができる。 

(1) 第13条第1項の規定に違反して請負代金債権を譲渡したとき。 

(2) 請負契約の目的物を完成させることができないことが明らかであるとき。 

(3) 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合が目 

的物を除却した上で再び建設しなければ、契約の目的を達成することができな 

いものであるとき。 

(4) 請負者が請負契約の目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表 

示したとき。 

(5) 請負者の債務の一部の履行が不能である場合又は請負者がその債務の一部 

の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは 

契約をした目的を達することができないとき。 

(6) 契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間 

内に履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、請 

負者が履行をしないでその時期を経過したとき。 

(7) 前各号に掲げる場合のほか、請負者がその債務の履行をせず、契約担当者が 

前条の催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みが 

ないことが明らかであるとき。 

(8) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この項において同じ｡)又は 

暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に 

規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員で 

なくなった日から５年を経過しない者をいう。以下この項において同じ。）が経 

営に実質的に関与していると認められる者に請負代金債権を譲渡したとき。 

(9) 第54条又は第54条の2の規定によらないで請負契約の解除を申し出たとき。 

(10) 請負者（請負者が共同企業体を結成している場合にあっては、その構成員 

のいずれかの者。以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

  ア 役員等（請負者が個人である場合にあっては当該個人をいい、請負者が法 

人である場合にあっては当該法人の役員又はその支店若しくは常時建設工事 
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の請負契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が 

暴力団員等であると認められるとき。 

イ 暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

  ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に 

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる 

とき。 

  エ 役員等が暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に有 

利な取扱いをする等直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し 

又は関与していると認められるとき。 

  オ アからエまでに該当するもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と密 

接な関係を有していると認められるとき。 

  カ 下請契約又は工事材料の購入契約その他の契約の締結に当たり、その相手 

方が暴力団関係業者であることを知りながら、当該契約を締結したと認めら 

れるとき。 

  キ 暴力団関係業者を下請契約又は工事材料の購入契約その他の契約の相手方 

とした場合（カに該当する場合を除く。）に、契約担当者が請負者に対して当 

該契約の解除を求め、請負者がこれに従わなかったとき。 

  ク 契約担当者が第14条の２第３項の解除を求め、請負者が正当な理由がなく 

これに従わなかったとき（キに該当する場合を除く。）。 

2 前条第２項の規定は、前項の規定による解除に準用する。 

 

（契約担当者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第52条の3 第52条第1項各号又は前条第1項各号に定める場合が契約担当者の責め 

に帰すべき事由によるものであるときは、契約担当者は、前２条の規定による契 

約の解除をすることができない。 

 

第53条 契約担当者は、建設工事が完成するまでの間は、第52条又は第52条の2の規

定によるほか、必要があるときは、請負契約を解除することができる。 

2 第52条第2項の規定は、前項の規定による解除に準用する。 

3 県は、第1項の規定により請負契約が解除されたことにより請負者に損害を及ぼ

したときは、その損害につき必要な費用を負担しなければならない。 

4 第26条の2第4項の規定は、前項の規定により県が負担する費用の額の決定に準用

する。 

 

(請負者の催告による解除権) 

第54条 請負者は、契約担当者が請負契約に違反したときは、相当の期間を定めて

その履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、請負契約を解除することが

できる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行が請負契約及び取引

上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 
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(請負者の催告によらない解除権) 

第54条の2 請負者は、次の各号のいずれかに該当する理由があるときは、直ちに請 

負契約を解除することができる。 

(1) 第29条第1項の規定により設計図書を変更したため請負代金額が3分の2以上 

減少したとき。 

(2) 第29条の2第1項又は第2項の規定による建設工事の施工の中止期間が工期の 

10分の5(工期の10分の5が6月を超えるときは、6月)を超えたとき。ただし、中 

止が建設工事の一部のみの場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了し 

た後3月を経過しても、なおその中止が解除されないとき。 

 

（請負者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第54条の３ 第54条又は前条各号に定める場合が請負者の責めに帰すべき事由によ 

るものであるときは、請負者は、前２条の規定による契約の解除をすることがで 

きない。 

 

(解除に伴う措置) 

第55条 第39条第2項から第4項までの規定は、請負契約が解除された場合において

準用する。この場合において、同条第2項前段中「前項の完成届出書の提出を受け

たとき」とあるのは「解除の通知をし、又は解除の通知を受けたとき」と、「建設

工事の完成」とあるのは「出来形部分」と、同条第4項中「工事目的物」とあるの

は「出来形部分及び部分払の対象となった特殊な工場製品」と読み替える。 

2 契約担当者は、前項の規定によって準用される第39条第2項前段の規定による通

知をしたときは、前項の規定によって準用される第39条第2項前段の検査に合格し

た出来形部分に相応する請負代金額を請負者に支払わなければならない。 

3 第45条第5項の規定は、前項の出来形部分に相応する請負代金額の決定について

準用する。この場合において、同条第5項本文中「出来高金額」とあるのは「第1

項の規定により準用される第39条第2項前段の検査に合格した出来形部分に相応す

る請負代金額」と、同項ただし書中「第3項の通知を受けた日から10日以内」とあ

るのは「第1項の規定により準用される第39条第2項前段の規定による通知を受けた

日から14日以内」と読み替える。 

4 第2項の場合において、第42条の規定による前払金があったときは、当該前払金

の額(第45条の規定による部分払をしているときは、その部分払において償却した

前払金の額を控除した額)を第2項の検査に合格した出来形部分に相応する請負代

金額から控除した額を支払い、受領済みの前払金に余剰があるときは、請負者はそ

の余剰額を返還しなければならない。 

5 前項の規定による返還に当たっては、当該余剰額に前払金の支払の日から返還の

日までの日数に応じ、知事が別に定める割合で計算した額の利息を付さなければな

らない。ただし、前2条の規定による解除の場合にあっては、この限りでない。 

6 請負者は、工事の完成前に請負契約が解除された場合において、支給材料がある
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ときは、第2項の検査に合格した出来形部分に使用されているものを除き、契約担

当者に返還しなければならない。この場合において、当該支給材料が請負者の故意

若しくは過失により滅失し、若しくは毀損したとき、又は同項の検査に合格しな

かった出来形部分に使用されているときは、代品若しくは原状に復した支給材料を

返還し、又は返還に代えてその損害につき必要な費用を負担しなければならない。 

7 請負者は、工事の完成前に請負契約が解除された場合において、貸与品があると

きは、当該貸与品を契約担当者に返還しなければならない。この場合において、当

該貸与品が請負者の故意又は過失により滅失し、又は毀損したときは、代品若しく

は原状に復した貸与品を返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければなら

ない。 

8 第26条の3第3項及び第5項の規定は、契約が解除された場合に準用する。この場

合において、同条第3項中「建設工事の完成、設計図書の変更等」とあるのは「請

負契約の解除」と、同条第5項中「前項の期限までに」とあるのは「次項の期限ま

でに」と読み替える。 

9 第6項前段及び第7項前段の規定による請負者のとるべき措置の期限、方法等につ

いては請負契約の解除が請負者の責めに帰すべき事由によるときは契約担当者が

定め、請負契約の解除が請負者の責めに帰すべき事由によらないときは請負者が契

約担当者の意見を聴いて定めるものとし、第6項後段、第7項後段及び第8項におい

て準用する第26条の3第3項の規定による請負者のとるべき措置の期限、方法等につ

いては契約担当者が請負者の意見を聴いて定めるものとする。 

10 工事の完成後に請負契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理に

ついては契約担当者及び請負者が民法の規定に従って協議して決める。 

 

（契約担当者の損害賠償請求等） 

第55条の2 契約担当者は、請負者が次の各号のいずれかに該当するときは、これに 

よって生じた損害の賠償を請求することができる。 

(1) 工期内に工事を完成することができないとき。 

(2) この工事目的物に契約不適合があるとき。 

(3) 第52条又は第52条の2の規定により、工事目的物の完成後に請負契約が解除 

されたとき。 

(4) 前3号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務 

の履行が不能であるとき。 

2 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、請負者は、請 

負代金額の10分の1に相当する額を違約金として契約担当者の指定する期間内に 

支払わなければならない。 

(1) 第52条又は第52条の2の規定により工事目的物の完成前に請負契約が解除さ 

れたとき。 

(2) 工事目的物の完成前に、請負者がその債務の履行を拒否し、又は請負者の責 

めに帰すべき事由によって請負者の債務について履行不能となったとき。 
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3 次の各号に掲げる者が請負契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合と 

みなす。 

(1) 請負者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16 

年法律第75号）の規定により選任された破産管財人 

(2) 請負者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平 

成14年法律第154号）の規定により選任された管財人 

(3) 請負者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平 

成11年法律第225号）の規定による再生債務者等 

4 第1項各号又は第2項各号に定める場合（前項の規定により第2項第2号に該当する 

場合とみなされる場合を除く。）が請負契約及び取引上の社会通念に照らして請負 

者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、第1項及び第2項の 

規定は適用しない。 

5 第1項1号に該当し、契約担当者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、請負代 

金額から出来形部分に相応する請負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、 

知事が別に定める割合で計算した額を請求することができるものとする。 

6 第2項の場合（第52条の2第1項第8号及び第10号の規定により、請負契約が解除さ 

れた場合を除く。）において、第12条の規定により契約保証金の納付又はこれに代 

わる担保の提供が行われているときは、契約担当者は、当該契約保証金又は担保を 

もって同項の違約金に充当することができる。 

 

（請負者の損害賠償請求等） 

第55条の3 請負者は、契約担当者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれに 

よって生じた損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定める場 

合が請負契約及び取引上の社会通念に照らして契約担当者の責めに帰することが 

できない事由によるものであるときは、この限りでない。 

(1) 第54条又は第54条の2の規定により請負契約が解除されたとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の 

履行が不能であるとき。 

2 第40条第2項(第46条第1項において準用する場合を含む。)に規定する期日までに 

請負代金が支払われなかった場合においては、請負者は、未受領金額につき、遅 

延日数に応じ、知事が別に定める割合で計算した額の遅延利息の支払を県に請求 

することができる。 

 

（契約不適合責任期間等） 

第55条の4  契約担当者は、引き渡された工事目的物に関し、第39条第4項（第46条 

第1項において準用する場合を含む。）の規定による引渡し（以下この条において 

単に「引渡し」という。）を受けた日から2年以内でなければ、契約不適合を理由 

とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除（以 

下この条において「請求等」という。）をすることができない。 
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2 前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡しの時、 

契約担当者が検査して直ちにその履行の追完を請求しなければ、請負者は、その 

責任を負わない。ただし、当該検査において一般的な注意の下で発見できなかっ 

た契約不適合については、引渡しを受けた日から１年が経過する日まで請求等を 

することができる。 

3 前2項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等 

当該請求等の根拠を示して、請負者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げる 

ことで行う。 

4 契約担当者が第1項又は第2項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間 

（以下この項及び第７項において「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不 

適合を知り、その旨を請負者に通知した場合において、契約担当者が通知から1年 

が経過する日までに前項に規定する方法による請求等をしたときは、契約不適合 

責任期間の内に請求等をしたものとみなす。 

5 契約担当者は、第1項又は第2項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠とな 

る契約不適合に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認めら 

れる請求等をすることができる。 

6 前各項の規定は、契約不適合が請負者の故意又は重過失により生じたものである 

ときには適用せず、契約不適合に関する請負者の責任については、民法の定める 

ところによる。 

7 民法第637条第1項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 

8 引き渡された工事目的物の契約不適合が支給材料の性質又は契約担当者若しく 

は監督員の指図により生じたものであるときは、契約担当者は当該契約不適合を 

理由として、請求等をすることができない。ただし、請負者がその材料又は指図 

が不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。 

 

第6章 雑則 

(保険等) 

第56条 請負者は、工事目的物、工事材料等を設計図書に定める火災保険、建設工

事保険その他の保険(これに準ずるものを含む。以下同じ。)に付さなければならな

い。 

2 請負者は、前項に規定する保険の契約を締結したときは、その証券又はこれに代

わるものを直ちに契約担当者に提示しなければならない。 

3 請負者は、工事目的物、工事材料等を第1項に規定する保険以外の保険に付した

ときは、直ちにその旨を契約担当者に通知しなければならない。 

 

(違約金等の徴収) 

第57条 請負者が、この規則に基づく違約金その他の損害金を契約担当者の指定す

る期日までに支払わなかったときは、その指定する期日を経過した日から損害金の

支払いをする日までの日数に応じ、知事が別に定める割合で計算した額の遅延利息
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を支払わなければならない。 

2 前項の損害金及び遅延利息は、請負代金と相殺することができる。 

 

(あっせん又は調停) 

第58条 請負契約に関して当事者間に紛争を生じた場合には、契約担当者及び請負

者は、法第25条の規定により設置された建設工事紛争審査会(以下「審査会」とい

う。)のあっせん又は調停によりその解決を図る。 

2 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争若しくは監理技

術者等、専門技術者、下請負人、労働者その他請負者が工事を施工するために使用

している者の工事の管理若しくは施工に関する紛争又は監督員の職務の執行に関

する紛争については、第23条第3項の規定により請負者が決定を行った後若しくは

同条第5項の規定により契約担当者が決定を行った後又は請負者若しくは契約担当

者が決定を行わずに同条第3項若しくは第5項に規定する期間が経過した後でなけ

れば、契約担当者又は請負者は、前項のあっせん又は調停を申請することができな

い。 

 

(仲裁) 

第59条 前条第1項の規定にかかわらず、契約担当者又は請負者は、審査会のあっせ

ん又は調停により紛争を解決する見込みがないと認めたときは、仲裁合意書に基づ

き、審査会に仲裁を申請することができる。 

 

(実施細目) 

第60条 この規則の実施のための手続その他実施について必要な事項は、知事が定

める。 

 

  附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、昭和50年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現に締結されている請負契約に係る工事等については、なお

従前の例による。 

 

[以下部分省略] 

 

   

附 則（令和２年９月25日規則第144号） 

１ この規則は、令和２年10月１日から施行する。  

２ この規則の施行前に締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の 

 例による。 
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３ この規則の施行の際現に改正前の静岡県建設工事執行規則の規定及び様式によ 

 り作成されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。 

 

※「不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理に関する

規則(令和元年 7月 1 日規則第 4号)」の施行(令和元年 7月 1 日)により、静岡県

建設工事執行規則の様式中の「日本工業規格」を「日本産業規格」に改正。 
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様式第１号（第８条関係）（用紙  日本産業規格 A4 縦型） 

 

 

入      札      書 
 

 

 

  １  入札番号              第           号 

 

 

  ２  建設工事名 

 

 

  ３  建設工事箇所                     市             町 

                                       郡              

 

 

  上記の建設工事を、建設工事等競争契約入札心得を承諾の上、下記の金額で請け負いたいので、 

申し込みます 

 

 

                      

 

        入札金額 

拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円  

 

 

 

   年   月   日     

 

 

 

 

 

 

    発注者  職  名    氏         名  様 

 

 

 

 

                                           住    所 

                                   入札者  商    号 

                                           氏    名 （法人にあっては、代表者の氏名）○印 
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様式第３号（第 11 条関係）（用紙  日本産業規格 A4 縦型） 

 

建  設  工  事  請  負  契  約  書 

 

１  建設工事名 収 入 

 

印 紙 

 

 

 

２  建設工事箇所                市           町 

                                郡            

 

 

３  工        期    着手      年    月    日 

                    完成      年    月    日 

 

４ 工事を施工しない日 
 
  工事を施工しない時間帯 

 

 

５  請負代金額    ￥                      

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥                     ） 

 

 

６  請負代金の支払 

    

      前払金額    ￥                      

 

      部分払回数          回以内 

 

 

７  契約保証金    ￥                     （約款第４条第１項第  号該当） 

 

  上記の建設工事について、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に基づいて、別添の

約款によって請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

  この契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自その１通を

所持する。 

 

年    月    日 

 

発注者  職  名  氏           名                       □印 
 

                                               住  所 

                               受  注  者  商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印 
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様式第３号の２（第 11 条関係）（用紙  日本産業規格 A4 縦型） 

 

建  設  工  事  請  負  契  約  書 

 

１  建設工事名 収 入 

 

印 紙 

 

 

２  建設工事箇所                市           町 

                                郡            

 

３  工        期    着手      年    月    日 

                    完成      年    月    日 

 

４ 工事を施工しない日 
 
  工事を施工しない時間帯 

 

５  請負代金額    ￥                      

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥                     ） 

 

 

６  請負代金の支払 

    

      前払金額    ￥                      

 

      部分払回数          回以内 

 

７  契約保証金    ￥                     （約款第４条第１項第  号該当） 

 

 

  上記の建設工事について、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に基づいて、別添の

約款によって連帯して請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

  この契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自その１通を

所持する。 

 

年    月    日 

 

発注者  職  名  氏           名                       □印 

 

                               受注者  共同企業体の名称 

                                               住  所 

                                     代表者    商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）◯印 

                        

                                     その他の  住  所 

                                     構 成 員  商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）◯印 
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様式第４号（第 11 条関係）（用紙  日本産業規格 A4 縦型） 

 

建  設  工  事  請  書 

 

１  建設工事名 収 入 

 

印 紙 

 

 

 

２  建設工事箇所                市           町 

                                郡            

 

 

３  工        期    着手      年    月    日 

                    完成      年    月    日 

 

 

４ 工事を施工しない日 
 
  工事を施工しない時間帯 

 

 

５  請負代金額    ￥                      

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥                     ） 

 

 

６  その他 

 

 

 

 

  上記の建設工事の施行については、静岡県建設工事請負契約約款中受注者に関する規定を遵守

し、仕様書、設計図書及び図面に基づいて相違なく完成します。 

 

 

年    月    日 

 

 

発注者  職  名  氏        名  様 

 

 

 

                                               住  所 

                                   受注者  商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印 
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様式第５号（第 11 条関係）（用紙  日本産業規格 A4 縦型） 

 

建  設  工  事  変  更  請  負  契  約  書 

 

１  建設工事名 収 入 

 

印 紙 

 

 

 

２  建設工事箇所                市           町 

                                郡            

 

 

３ 変更事項 

 

 (1)  請負代金額    ￥                      

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥                     ） 

 

 

 (2)  工        期 

 

 

 (3)  建設工事内容 

 

 

 (4)  そ の 他 

 

 

 

  上記のとおり    年  月  日締結した請負契約を変更し、この契約の成立を証するため、この契

約書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自その１通を所持する。 

 

 

年    月    日 

 

 

発注者  職  名  氏           名                       □印 
 

                                               住  所 

                               受  注  者  商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印 
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様式第５号の２（第 11 条関係）（用紙  日本産業規格 A4 縦型） 

 

建  設  工  事  変  更  請  負  契  約  書 

 

１  建設工事名 収 入 

 

印 紙 

 

 

２  建設工事箇所                市           町 

                                郡            

 

３ 変更事項 

 

 (1)  請負代金額    ￥                      

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥                     ） 

 

 (2)  工        期 

 

 (3)  建設工事内容 

 

 (4)  そ の 他 

 

 

  上記のとおり    年  月  日締結した請負契約を変更し、この契約の成立を証するため、この契

約書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自その１通を所持する。 

 

 

年    月    日 

 

 

発注者  職  名  氏           名                       □印 
 

 

                               受注者  共同企業体の名称 

                                               住  所 

                                        代表者 商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印 

 

                                         その他の住  所 

                                         構成員 商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印 
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様式第６号（第 11 条関係）（用紙  日本産業規格 A4 縦型） 

 

建  設  工  事  変  更  請  書 

 

１  建設工事名 

 

 

収 入 

 

印 紙 

 

２  建設工事箇所                市           町 

                                郡            

 

 

３ 変更事項 

 

 (1)  請負代金額    ￥                      

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥                     ） 

 

 

 (2)  工        期 

 

 

 (3)  建設工事内容 

 

 

 (4)  そ の 他 

 

 

 

  上記のとおり    年  月  日提出した請書を変更し、相違なく完成します。 

 

 

 

年    月    日 

 

 

発注者  職  名  氏         名  様 

 

 

                                

                                               住  所 

                              受  注  者   商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印 
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様式第７号（第１３条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

                                                   承    諾 

建設工事請負代金請求権譲渡        申請書 

                                                   変更承諾 

 

建 設 工 事 名  

 

建 設工事箇所  

区         分 当 初 契 約 変更契約による増減 

計 
工         期 

着手   年  月  日 

完成   年  月  日 

着手   年  月  日 

完成   年  月  日 

請 負 代 金 額    

前 払 金 額    

部 分 払 金 額    

譲 渡債権金額    

債 権 譲 渡 先    

 

                        のため、先に締結した建設工事請負契約の履行により生ずる請負代金請

求権を、上記のとおり譲渡したいので承諾されるよう申請します。 

 

                                                                         年   月   日 

 

 発注者  職  名  氏         名  様 

 

                                               住  所 

                                       受注者  商  号 

     氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印 

                                                    承    諾 

建設工事請負代金請求権譲渡        書 

                                                     変更承諾 

 
  上記の建設工事請負代金請求権の譲渡については、申請のとおり承諾します。 
 

                                                                   年   月   日 

 

                                                  発注者  職  名  氏         名  □印 

備考  変更契約により当該工事請負代金額に増減を生じたときは、遅滞なく変更承諾申請書を提出  

    すること。 
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様式第８号（第１５条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４横型） 

 

下  請  負  人  通  知  書 
 

１  下請負人に関し通知を求められた建設工事 

 

  (1)  建設工事名 

 

  (2)  請負代金額                       円 

 

  (3)  契約年月日         年   月   日 

 

  (4)  工      期  着手   年   月   日 

                   完成   年  月    日 

 

２  下請負人に関する事項 

 

 

商       号 住      所 

下請契約の内容 
請け負った工事に係る建設業の種類並び

に当該建設業の許可年月日及び許可番号 

 

工種 数量 金額 種類 
許可の 

年月日 
許可番号 

    

円 

  

般      

      第     号 

特 

        

        

        

   

 

  下請負人に関する事項を上記のとおり通知します。 

                                                                       年   月   日 

  発注者 職  名  氏       名 様 

 

                                                住  所 

                                        受注者  商  号 

                                                氏  名（法人にあっては、代表者の氏名） 
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様式第 20 号（第 52 条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

 

請  負  契  約  解  除  通  知  書 
 

 

 １  建設工事名 

 

 

 

 ２  建設工事箇所                  市                町 

                                   郡                 

 

 

 

 ３  工        期    着手          年       月       日 

                     完成          年       月       日 

 

 

 

 ４ 請負代金額                                     円 

 

 

 

            年    月    日に契約を締結した上記の建設工事については、静岡県建設工事請負 

  契約約款第    条第    項    第    号の規定により､契約を解除します。 

 

 

 

                                                                     年     月     日 

 

 

 

                                             住 所 

                                      受注者  商 号 

                                              氏 名（法人にあっては、代表者の氏名）様 

 

 

 

 

 

                                                         発注者 職  名  氏      名 □印 

 

6-39



 

 

 

 

６－２ 静岡県建設工事請負契約約款 

 

静岡県建設工事請負契約約款 

（令和 3年 4 月最終改正） 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、契約書記載の工事の請負契約に関し、契約書に定めるものの

ほか、この約款に基づき、別冊の仕様書、設計書（「公共建築工事標準仕様書」、「公共

建築改修工事標準仕様書」、「建築物解体工事共通仕様書」、「公共建築木造工事標準仕

様書」及び「公共住宅建設工事共通仕様書」を適用する建築工事及び建築設備工事は除

く、以下同じ。）及び図面（現場説明書及び現場説明に対する質問回答書を含む。以下こ

れらの仕様書、設計書及び図面を「設計図書」という｡)に従い、日本国の法令を遵守し、

この契約（この約款及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ｡)を履行

しなければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的物を発注者に引

き渡すものとし、発注者は、その請負代金を支払うものとする。 

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段（以下「施工方法

等」という。)については、この約款及び設計図書に特別の定めがある場合を除き、受注者

がその責任において定める。 

４ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

５ この約款に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わなければ

ならない。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

７ この約款に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特別の

定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第 51 号）に定めるものとする。 

９ この約款及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治 29 年法律第 89 号）

及び商法（明治 32 年法律第 48 号）の定めるところによるものとする。 

10 この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

11 この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所

とする。 

12 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契約に基づくすべ

ての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、発注者が当該代表者に対して行っ

たこの契約に基づくすべての行為は、当該企業体のすべての構成員に対して行ったものと

みなし、また、受注者は、発注者に対して行うこの契約に基づくすべての行為について当

該代表者を通じて行わなければならない。 

13 この契約に要する費用は、受注者の負担とする。 
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（関連工事の調整） 

第２条 発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者の施工する他の工

事が施工上密接に関連する場合において、必要があるときは、その施工につき、調整を行

うものとする。この場合においては、受注者は、発注者の調整に従い、当該第三者の行う

工事の円滑な施工に協力しなければならない。 

（工程表、請負代金内訳書及び工事工程月報） 

第３条 受注者は、この契約締結後10日以内に、設計図書に基づいて工程表を作成し、発注

者に提出しなければならない。 

２ 発注者は、工程表につき直ちにその内容を審査し、不適当と認めたときは、受注者に訂

正を求めるものとする。 

３ 受注者は、工期が１月を超える工事については、工程表に基づいて、工事工程月報を提

出しなければならない。 

４ 受注者は、発注者から請求があった場合においては、この契約締結後10日以内に、設計

図書に基づいて請負代金内訳書を作成し、発注者に提出しなければならない。 

５ 請負代金内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示す

るものとする。 

（契約の保証） 

第４条 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなけ

ればならない。ただし、１件の請負代金額が300万円未満の建設工事にかかる請負契約に

ついては、この限りでない。また、第６号の場合においては、履行保証保険契約の締結

後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなければならない。 

 (1) 契約保証金の納付 

 (2) 契約保証金に代わる担保となる有価証券の提供 

 (3) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は発注者が

確実と認める金融機関の保証 

 (4) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する保証事業会社（公

共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第1 8 4    号）第２条第４項に規定

する保証事業会社をいう。以下同じ｡)の保証（契約保証特約を付したものに限る｡) 

 (5) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

 (6) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４項において「保証の

額」という｡)は、請負代金額の 10 分の１（低入札価格調査（予定価格の制限の範囲内で

最低の価格をもって申込みをした者の当該申込みに係る価格によってはその者により当該

契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる場合に行われる調査をい

う。以下同じ。）を受けて落札者となった受注者と締結する請負契約に係る保証の額にあっ

ては 10 分の３）以上としなければならない。 

３ 受注者が第１項第３号から第６号までのいずれかに掲げる保証を付す場合は、当該保証
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は第 46 条の２第３項各号に規定する者による契約の解除の場合についても保証するもの

でなければならない。 

４ 第１項の規定により、受注者が同項第２号から第４号までに掲げる保証を付したとき

は、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第５号又は

第６号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

５ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の 10 分の１（低

入札価格調査を受けて落札者となった受注者と締結した請負契約に係る保証の額にあって

は、変更後の請負代金額の 10 分の３）に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求

することができ、受注者は、保証の額の減額を請求することができる。 

（権利義務の譲渡等） 

第５条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させて

はならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、工事目的物、工事材料（工場製品を含む。以下同じ｡)のうち第13条第２項の

規定による検査に合格したもの及び第37条第３項の規定による部分払のための確認を受け

たもの並びに工事仮設物を第三者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他の担保の目的に供

してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

（一括委任又は一括下請負の禁止） 

第６条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能

を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

（暴力団関係業者による下請負の禁止等） 

第６条の２ 受注者は、第43条の２第１項第10号アからオまでのいずれかに該当する者（以

下「暴力団関係業者」という。）を下請負人としてはならない。 

２ 受注者は、その請け負った建設工事に係る全ての下請負人に、暴力団関係業者と当該建

設工事に係る下請契約を締結させてはならない。 

３ 受注者が、第１項の規定に違反して暴力団関係業者を下請負人とした場合又は前項の規

定に違反して下請負人に暴力団関係業者と当該建設工事に係る下請契約を締結させた場合

は、発注者は、受注者に対して、当該契約の解除（受注者が当該契約の当事者でない場合

において、受注者が当該契約の当事者に対して当該契約の解除を求めることを含む。以下

この条において同じ。）を求めることができる。 

４ 前項の規定により発注者が受注者に対して当該契約の解除を求めたことによって生じる

受注者の損害及び同項の規定により下請契約が解除されたことによって生じる下請契約の

当事者の損害については、受注者が一切の責任を負うものとする。 

（下請負人） 

第７条 受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約の相手方を静岡県内に建設業法

（昭和24年法律第100号）に規定する主たる営業所を有する者の中から選定するよう努め

なければならない。ただし、「地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定

める政令（平成７年11月１日政令第372号）第３条第１項に基づき告示された「特定役務

のうち建設工事の調達契約」に係る特例政令の適用基準額以上の工事については、本項は
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適用しない。 

２ 発注者は、第６条の規定による請負の禁止に違反する疑いがあると認めるときは、下請

契約を締結した受注者に対し、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知を請求す

ることができる。 

（下請負人の社会保険等加入義務等） 

第７条の２ 受注者は、次の各号に掲げる届出の義務を履行していない建設業者（建設

業法（昭和 24 年法律第 100 号）第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義

務がない者を除く。以下「社会保険等未加入建設業者」という。）を下請負人として

はならない。 

 (1) 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出の義務 

 (2) 厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出の義務 

 (3) 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出の義務 

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、次の各号に掲げる下請負人の区分に応じて、

当該各号に定める場合は、社会保険等未加入建設業者を下請負人とすることができ

る。 

 (1) 受注者と直接下請契約を締結する下請負人 

  当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければ工事の施工が困難となる場

合その他の特別の事情があると発注者が認める場合において、受注者が発注者の指定

する期間内に当該社会保険等未加入建設業者が前項各号に掲げる届出の義務を履行

し、当該事実を確認することのできる書類(以下「確認書類」という。)を発注者に提

出したとき 

 (2) 前号に掲げる下請負人以外の下請負人 

  次のいずれかに該当する場合 

  ア 受注者が、当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としていると発注者が認

め、その旨を通知した日から 30 日(発注者が、受注者において確認書類を当該期

間内に提出することができない相当の理由があると認め、当該期間を延長したと

きは、その延長後の期間)以内に確認書類を発注者に提出した場合  

  イ 前号に定める特別の事情があると発注者が認める場合 

３ 受注者は、次の各号に掲げる場合は、発注者の請求に基づき、違約罰（制裁金）と

して、当該各号に定める額を発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

 (1) 社会保険等未加入建設業者が前項第１号に掲げる下請負人である場合において、

同号に定める特別の事情があると認められなかったとき又は同号に定める特別な事情

があると認められたにもかかわらず、同号に定める期間内に確認書類が提出されなか

ったとき 受注者が当該社会保険等未加入建設業者と締結した下請契約の最終の請負

代金額の 10 分の 1 に相当する額 

 (2) 社会保険等未加入建設業者が前項第２号に掲げる下請負人である場合において、

受注者が同号アに定める期間内に確認書類を提出せず、かつ、同号イに定める特別の

事情があると認められなかったとき 当該社会保険等未加入建設業者がその注文者と
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締結した下請契約の最終の請負代金額の 100 分の 5 に相当する額 

（特許権等の使用） 

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護

される第三者の権利（以下「特許権等」という｡)の対象となっている工事材料、施工方法

等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、発

注者がその工事材料、施工方法等を指定した場合において、設計図書に特許権等の対象で

ある旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注者は、受注者

がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

（監督員） 

第９条 発注者は、監督員を定めたときは、その氏名を受注者に通知しなければならない。

監督員を変更したときも同様とする。 

２ 監督員は、この約款の他の条項に定めるもののほか、設計図書に定めるところにより、

次に掲げる権限を有する。 

 (1) この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾又は協

議 

 (2) 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作成した

詳細図等の承諾 

 (3) 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の試験若

しくは検査（確認を含む｡) 

３ 発注者は、２人以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときにあっては、それぞ

れの監督員の有する権限の内容を、受注者に通知しなければならない。 

４ 第２項の規定に基づく監督員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなければ

ならない。 

５ この約款に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除については、設計図書に定め

るものを除き、監督員を経由して行うものとする。この場合においては、監督員に到達し

た日をもって発注者に到達したものとみなす。 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第 10 条 受注者は、次の各号に掲げるものを定めて工事現場に設置し、設計図書に定める

ところにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの

者を変更したときも同様とする。 

 (1) 現場代理人 

 (2) 主任技術者（建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 26 条第１項に規定する主任技術

者をいう。以下同じ｡)又は監理技術者（建設業法第 26 条第２項に規定する監理技術者

をいう。以下同じ｡) 

 (3) 監理技術者補佐（建設業法第 26 条第３項ただし書に規定する者をいう。以下同じ｡) 

(4) 専門技術者（建設業法第 26 条の２に規定する建設工事の施工の技術上の管理をつか

さどるものをいう。以下同じ｡) 

２ 主任技術者又は監理技術者は、工事が建設業法第 26 条第３項の規定に該当する場合
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は、専任の者でなければならない。この場合において、当該工事が同法第 26 条第５項の

規定にも該当する場合には、当該専任の監理技術者は、監理技術者資格者証の交付を受け

た者でなければならない。 

３ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを行わな

ければならない。 

  ただし、特に常駐する必要がないと発注者が認めたときは、この限りでない。 

４ 現場代理人は、請負代金額の変更、請負代金の請求及び受領、第 12 条第１項の請求の

受理、同条第３項の決定及び通知、同条第４項の請求、同条第５項の通知の受理並びにこ

の契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限を行使することが

できる。 

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委任せず自

ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者に通知しな

ければならない。 

６ 現場代理人、監理技術者等（監理技術者、監理技術者補佐又は主任技術者をいう。以下

同じ｡）及び専門技術者は、これを兼ねることができる。 

７ 低入札価格調査を受けて落札者となった受注者については、前項の規定は適用しない。 

（履行報告） 

第 11 条 受注者は、工事記録簿に必要な事項を記録し、監督員が請求したときは提示しな

ければならない。 

２ 受注者は、前項の規定によるほか、設計図書に定めるところにより、この契約の履行に

ついて発注者に報告しなければならない。 

（工事関係者に関する措置請求） 

第12条 発注者は、現場代理人がその職務（監理技術者等又は専門技術者と兼任する現場代

理人にあっては、それらの者の職務を含む｡)の執行につき著しく不適当と認められるとき

は、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求

することができる。 

２ 発注者又は監督員は、監理技術者等又は専門技術者（これらの者と現場代理人を兼任す

る者を除く｡)その他受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等で工

事の施工又は管理につき著しく不適当と認められるものがあるときは、受注者に対して、

その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

３ 受注者は、前２項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定

し、その結果を請求を受けた日から10日以内に発注者に通知しなければならない。 

４ 受注者は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注者に

対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することがで

きる。 

５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定

し、その結果を請求を受けた日から10日以内に受注者に通知しなければならない。 

（工事材料の品質及び検査等） 
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第 13 条 工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計図書にその品

質が明示されていない場合にあっては、中等の品質を有するものとする。 

２ 受注者は、設計図書において監督員の検査又は発注者の指定する検査（確認を含む。以

下この条において同じ｡)を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当該

検査に合格したものを使用しなければならない。この場合において、当該検査に直接要す

る費用は、受注者の負担とする。 

３ 監督員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日から７日以内に

応じ、又は所要の措置をとらなければならない。 

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで工事現場外に搬

出してはならない。 

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、第２項の検査の結果不合格と決定された工事材料

については、当該決定を受けた日から７日以内に工事現場外に搬出しなければならない。 

（監督員の立会い及び工事記録の整備等） 

第14条 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上調合し、又は調合について見本検

査を受けるものと指定された工事材料については、当該立会いを受けて調合し、又は当該

見本検査に合格したものを使用しなければならない。 

２ 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上施工するものと指定された工事につい

ては、当該立会いを受けて施工しなければならない。 

３ 受注者は、前２項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設計図書において

見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指定した工事材料の調合又は工事の施工を

するときは、設計図書に定めるところにより、当該見本又は工事写真等の記録を整備し、

監督員の請求があったときは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならな

い。 

４ 監督員は、受注者から第１項又は第２項の立会い又は見本検査を請求されたときは、当

該請求を受けた日から７日以内に応じなければならない。 

５ 前項の場合において、監督員が正当な理由なく受注者の請求に７日以内に応じないた

め、その後の工程に支障をきたすときは、受注者は、監督員に通知した上、当該立会い又

は見本検査を受けることなく、工事材料を調合して使用し、又は工事を施工することがで

きる。この場合において、受注者は、当該工事材料の調合又は当該工事の施工を適切に行

ったことを証する見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の請求があったときは、当

該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならない。 

６ 第１項、第３項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等の記録

の整備に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

（支給材料及び貸与品） 

第15条 発注者が受注者に支給する工事材料（以下「支給材料」という｡)及び貸与する建設

機械器具（以下「貸与品」という｡)の品名、数量、品質、規格又は性能、引渡場所及び引

渡時期は、設計図書に定めるところによる。 

２ 監督員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、受注者の立会いの上、発注者の
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負担において、当該支給材料又は貸与品を検査しなければならない。この場合において、

当該検査の結果、その品名、数量、品質又は規格若しくは性能が設計図書の定めと異な

り、又は使用に適当でないと認めたときは、受注者は、その旨を直ちに発注者に通知しな

ければならない。 

３ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日以内に、

発注者に受領書又は借用書を提出しなければならない。 

４ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は貸与品に種類、

品質又は数量に関しこの契約の内容に適合しないこと（第２項の規定による検査により発

見することが困難であったものに限る。）などがあり使用に適当でないと認めたときは、

その旨を直ちに発注者に通知しなければならない。 

５ 発注者は、受注者から第２項後段又は前項の規定による通知を受けた場合において、必

要があると認められるときは、当該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支給材料若しく

は貸与品を引き渡し、支給材料若しくは貸与品の品名、数量、品質若しくは規格若しくは

性能を変更し、又は理由を明示した書面により、当該支給材料若しくは貸与品の使用を受

注者に請求しなければならない。 

６ 発注者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又は貸与品の品

名、数量、品質、規格若しくは性能、引渡場所又は引渡時期を変更することができる。 

７ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは工期若しくは請負代

金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならな

い。 

８ 受注者は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管理しなければならな

い。 

９ 受注者は、設計図書に定めるところにより、工事の完成、設計図書の変更等によって不

用となった支給材料又は貸与品を発注者に返還しなければならない。 

10 受注者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失若しくはき損し、又はその返

還が不可能となったときは、発注者の指定した期間内に代品を納め、若しくは原状に復し

て返還し、又は返還に代えて損害を賠償しなければならない。 

11 受注者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に明示されていないときは、監督

員の指示に従わなければならない。 

（工事用地の確保等） 

第16条 発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施工上必要な用地

（以下「工事用地等」という｡)を受注者が工事の施工上必要とする日（設計図書に特別の

定めがあるときは、その定められた日）までに確保しなければならない。 

２ 受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならな

い。 

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、当該

工事用地等に受注者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件

（下請負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。)があるときは、受注者は、当該物件
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を撤去するとともに、当該工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなけれ

ばならない。 

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、

又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって

当該物件を処分し、工事用地等の修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合に

おいては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出るこ

とができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなけれ

ばならない。 

５ 第３項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の

意見を聴いて定める。 

（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等） 

第17条 受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督員がその改

造を請求したときは、当該請求に従わなければならない。この場合において、当該不適合

が監督員の指示によるときその他発注者の責めに帰すべき事由によるときは、発注者は、

必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及

ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

２ 監督員は、受注者が第13条第２項又は第14条第１項から第３項までの規定に違反した場

合において、必要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊して検査することが

できる。 

３ 前項に規定するほか、監督員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認められる

相当の理由がある場合において、必要があると認められるときは、当該相当の理由を受注

者に通知して、工事の施工部分を最小限度破壊して検査することができる。 

４ 前２項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担とする。 

（条件変更等） 

第 18 条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見した

ときは、その旨を直ちに監督員に通知し、その確認を請求しなければならない。 

 (1) 仕様書、設計書、図面、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこ

と。（これらの優先順位が定められている場合を除く｡) 

 (2) 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

 (3) 設計図書の表示が明確でないこと。 

 (4) 工事現場の形状、地質、涌水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又

は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。 

 (5) 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が

生じたこと。 

２ 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を発

見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、受注

者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する
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必要があるときは、当該指示を含む｡)をとりまとめ、調査の終了後14日以内に、その結果

を受注者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむを得ない理

由があるときは、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長することができ

る。 

４ 前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、必要があると認め

られるときは、次の各号に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなければ

ならない。 

 (1) 第１項第１号から第３号までのいずれかに該当し、設計図書を訂正する必要があるも

の 発注者が行う。 

 (2) 第１項第４号又は第５号に該当し、設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴

うもの 発注者が行う。 

 (3) 第１項第４号又は第５号に該当し、設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴

わないもの 発注者と受注者とが協議して発注者が行う。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要が

あると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼした

ときは必要な費用を負担しなければならない。 

（設計図書の変更） 

第 19 条 発注者は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図書

の変更内容を受注者に通知して、設計図書を変更することができる。この場合において、

発注者は、必要があると認められるときは、工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注

者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（工事の中止） 

第20条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべ

り、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」という｡)

であって、受注者の責めに帰すことができないものにより工事目的物等に損害を生じ若し

くは工事現場の状態が変動したため、受注者が工事を施工できないと認められるときは、

発注者は、工事の中止内容を直ちに受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時

中止させなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を受注

者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

３ 発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要がある

と認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工

事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施

工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは、必要な

費用を負担しなければならない。 

 （著しく短い工期の禁止） 

第20条の２ 発注者は、工期の延長又は短縮を行うときは、この工事に従事する者の労働時

間その他の労働条件が適正に確保されるよう、やむを得ない事由により工事等の実施が困
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難であると見込まれる日数等を考慮しなければならない。 

（受注者の請求による工期の延長） 

第21条 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他受注

者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を完成することができないとき

は、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延長変更を請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるとき

は、当該請求に係る工期の延長をしなければならない。この場合において、当該工期の延

長が発注者の責めに帰すべき事由による場合にあっては、当事者は必要に応じ請負代金額

を変更し、発注者は受注者に生じた損害につき必要な費用を負担しなければならない。 

（発注者の請求による工期の短縮等） 

第22条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変更を

受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、この約款の他の条項の規定により工期を延長すべき場合において、特別の理

由があるときは、延長する工期について、通常必要とされる工期に満たない工期への変更

を請求することができる。 

３ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは、請負代金額を変更

し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（工期の変更方法） 

第23条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の

日から14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知す

るものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた日（第21条の場合にあっては発

注者が工期変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受注者が工期変更の請求を受け

た日）から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定

め、発注者に通知することができる。 

（請負代金額の変更方法等） 

第24条 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議

開始の日から14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知す

るものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を

通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

３ この約款の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に発

注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。 

 （賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第25条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から12月を経過した後に日本国内

における賃金水準又は物価水準の変動により請負代金額が不適当となったと認めたとき

は、相手方に対して請負代金額の変更を請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額（請
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負代金額から当該請求時出来形部分に相応する請負代金額を控除した額をいう。以下この

条において同じ｡)と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変

動前残工事代金額に相応する額をいう。以下この条において同じ｡)との差額のうち変動前

残工事代金額の1,000分の15を超える額につき、請負代金額の変更に応じなければならな

い。 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指数

等に基づき、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14日以内に

協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度行う

ことができる。この場合においては、同項中「請負契約締結の日」とあるのは、「直前の

この条に基づく請負代金額変更の基準とした日」とするものとする。 

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生

じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほ

か、請負代金額の変更を請求することができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフレ

ーション又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったときは、発注者

又は受注者は、前各項の規定にかかわらず、請負代金額の変更を請求することができる。 

７ 前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議して

定める。ただし、協議開始の日から14日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が

定め、受注者に通知する。 

８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注

者に通知しなければならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請求を行っ

た日又は受けた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開

始の日を定め、発注者に通知することができる。 

（臨機の措置） 

第26条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなけれ

ばならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ監督

員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この限

りではない。 

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督員に直ちに通知しなけ

ればならない。 

３ 監督員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、受注者に対し

て臨機の措置をとることを請求することができる。この場合においては、受注者は、直ち

にこれに応じなければならない。 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要

した費用のうち、受注者が請負代金額の範囲内において負担することが適当でないと認め

られる部分については、発注者が負担する。 

（一般的損害） 
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第27条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害その他工事

の施工に関して生じた損害（次条第１項若しくは第２項又は第29条第１項に規定する損害

を除く｡)については、受注者がその費用を負担する。ただし、その損害（第47条第１項の

規定により付された保険等によりてん補された部分を除く｡)のうち発注者の責めに帰すべ

き事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

（第三者に及ぼした損害） 

第28条 工事の施工に伴い第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償しなけ

ればならない。ただし、その損害（第47条第１項の規定により付された保険等によりてん

補された部分を除く。以下この条において同じ｡)のうち、発注者の責めに帰すべき事由に

より生じたものについては、発注者が負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振動、地

盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がその損害

を負担しなければならない。ただし、その損害のうち工事の施工につき受注者が善良な管

理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、受注者が負担する。 

３ 前２項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合においては、

発注者及び受注者は協力してその処理解決に当たるものとする。 

（不可抗力による損害） 

第29条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当該

基準を超えるものに限る｡)で、発注者と受注者のいずれの責めにも帰すことができないも

の（第６項において「不可抗力」という｡)により、工事目的物、仮設物又は工事現場に搬

入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害が生じたときは、受注者は、その事実の発

生後直ちにその状況を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害（受

注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第47条第１項の規定により

付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条において「損害」という｡)の

状況を確認し、その結果を受注者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担を

発注者に請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったときは、

当該損害の額（工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械

器具であって第 13 条第２項、第 14 条第１項若しくは第２項又は第 37 条第３項の規定に

よる検査、立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認することができるものに

係る額に限る｡)及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（第６項において「損

害合計額」という｡)のうち請負代金額の100分の１を超える額を負担しなければならな

い。 

５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、

算定する。 

 (1) 工事目的物に関する損害 損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存
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価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。 

 (2) 工事材料に関する損害 損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応す

る請負代金額とし、残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。 

 (3) 仮設物又は建設機械器具に関する損害 損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常

妥当と認められるものについて、当該工事で償却することとしている償却費の額から損

害を受けた時点における工事目的物に相応する償却費の額を差し引いた額とする。ただ

し、修繕によりその機能を回復することができ、かつ、修繕費の額が上記の額より小額

であるものについては、その修繕費の額とする。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可抗力

による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害の額」とあるのは「損害の額の

累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付けに要す

る費用の額の累計」と、「請負代金額の 100 分の１を超える額」とあるのは「請負代金額

の 100 分の１を超える額から既に負担した額を差し引いた額」として同項を適用する。 

（請負代金額の変更に代える設計図書の変更） 

第30条 発注者は、第８条、第15条、第17条から第22条まで、第25条から第27条まで、前条

又は第33条の規定により請負代金額を増額すべき場合又は費用を負担すべき場合におい

て、特別の理由があるときは、請負代金額の増額又は負担額の全部又は一部に代えて設計

図書を変更することができる。この場合において、設計図書の変更内容は、発注者と受注

者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14日以内に協議が整わない場合には、

発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知し

なければならない。ただし、発注者が前項の請負代金額を増額すべき事由又は費用を負担

すべき事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協

議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

（検査及び引渡し） 

第31条 受注者は、工事が完成したときは、その旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から14日以内に、受

注者の立会いの上、設計図書に定めるところにより、工事の完成を確認するための検査を

完了し、かつ、当該検査の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、

発注者は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、工事目的物を

最小限度破壊して検査することができる。 

３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

４ 発注者が第２項の規定により検査に合格した旨の通知をしたときは、工事目的物の引渡

しが行われたものとする。 

５ 受注者は、工事が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補しなければならない。

この場合においては、修補の完了を工事の完成とみなして前４項の規定を適用する。 

（請負代金の支払） 

第32条 受注者は、前条第２項の検査に合格したときは、請負代金の支払を請求することが
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できる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から40日以内に請負

代金を支払わなければならない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に検査の結果の通知をしな

いときは、その期限を経過した日から検査の結果の通知をした日までの期間の日数は、前

項の期間（以下この項において「約定期間」という｡)の日数から差し引くものとする。こ

の場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、前条第２

項の期限を経過した日から起算して40日を経過する日において満了したものとする。 

（部分使用） 

第33条 発注者は、第31条第４項の規定による引渡し前においても、工事目的物の全部又は

一部を受注者の承諾を得て使用することができる。 

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用し

なければならない。 

３ 発注者は、第１項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことによって受注

者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

（前金払） 

第34条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする公共工

事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第５項に規定する保証

契約（以下「保証契約」という｡)を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金

額10分の４以内の前払金の支払を発注者に請求することができる。ただし、請負代金額が

200万円未満の場合及び前払金を支払う旨特約しない場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、前項に規定する前払金の支払を受けた後、当該前払金に追加して行う中間前

払金に関する保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金額の10分の

２以内の額の前払金の支払を発注者に請求することができる。 

３ 受注者は、前項の規定による請求をしようとするときは、発注者に対し、あらかじめ、

当該建設工事が次に掲げる該当することの認定を請求し、その旨の認定を受けなければな

らない。 

 (1) 工期の２分の１を経過していること。 

 (2) 工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該建設

工事に係る作業が行われていること。 

 (3) 既に行なわれた当該建設工事に係る作業に要する経費が請負代金額の２分の１以上の

額に相当するものであること。 

４ 発注者は、前項の規定による認定の請求を受けたときは、速やかに当該認定の結果を受

注者に通知しなければならない。 

５ 発注者は、第１項又は第２項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から14

日以内に前払金を支払わなければならない。 

６ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代金額に

基づく前払金額から受領済みの前払金額を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金の
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支払を請求することができる。この場合においては、前項の規定を準用する。 

７ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が、減額

後の請負代金額に基づく前払金額に当該減額後の請負代金額の10分の１（第２項に規定す

る中間前払金の支払を受けているときは10分の２）に相当する額を加えた額を超えるとき

は、受注者は、請負代金額が減額された日から30日以内に、その超過額を返還しなければ

ならない。 

８ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて著しく不適

当であると認められるときは、発注者と受注者とが協議して返還すべき超過額を定める。

ただし、請負代金額が減額された日から７日以内に協議が整わない場合には、発注者が定

め、受注者に通知する。 

９ 発注者は、受注者が第７項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還額に

つき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ、

年2.5パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払を請求することができる。 

（保証契約の変更） 

第35条 受注者は、前条第６項の規定により受領済みの前払金に追加して更に前払金の支払

を請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を発注者に寄託

しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合において、保証契約

を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄託しなければならない。 

３ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に代わり

その旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

（前払金の使用等） 

第36条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費

（この工事において償却される割合に相当する額に限る｡)、動力費、支払運賃、修繕費、

仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払に充

当してはならない。 

  ただし、平成28年４月１日以降新たに請負契約を締結する工事に係る前払金で、令和４

年３月31日までに払出しが行われるものについては、前払金の100分の25を超える額及び

第34条第２項に規定する前払金を除き、現場管理費及び一般管理費等のうち、この工事の

施工に要する費用に係る支払いに充当することができる。 

（部分払） 

第37条 受注者は、工事の完成前に、出来形部分及び製造工場等にある特殊な工場製品に相

応する請負代金相当額の10分の９以内の額について、次項以下に定めるところにより部分

払を請求することができる。ただし、前払金があった場合においては特に必要があると認

める場合を除き、出来形が現になされた前払金の請負代金額に対する割合に10分の１を加

えた率以上に達した時にかぎる。また、この請求は契約書記載の回数を超えることができ

ない。 

２ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部分
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又は製造工場等にある特殊な工場製品の確認を発注者に請求しなければならない。 

３ 発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から14日以内に、受注者の立会い

の上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い、当該確認の

結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者は、必要があると認

められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査する

ことができる。 

４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

５ 受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求することができる。

この場合においては、発注者は、当該請求を受けた日から14日以内に部分払金を支払わな

ければならない。 

６ 部分払金の額は、次の式により算出する。この場合において、第１項の請負代金相当額

は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の請求を受けた日から10

日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

部分払金の額≦第１項の請負代金相当額× 
９ 

－ 
前払金額 

１０ 請負代金額 

７ 第５項の規定により部分払金の支払があった後、再度部分払の請求をする場合において

は、第１項及び前項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部分払の

対象となった請負代金相当額を控除した額」とする。 

（部分引渡し） 

第38条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先だって引渡しを受

けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という｡)がある場合において、当該指定

部分の工事が完了したときについては、第31条中「工事」とあるのは「指定部分に係る工

事」と、「工事目的物」とあるのは「指定部分に係る工事目的物」と、第32条中「請負代

金」とあるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み替えて、これらの規定を準用する。

工事目的物について指定部分がない場合において、工事目的物の一部が完成し、その引渡

しについての合意が成立したときについても同様とする。 

２ 前項の規定により準用される第32条第１項の規定により請求することができる部分引渡

しに係る請負代金の額は、次の式により算定する。この場合において、指定部分に相応す

る請負代金の額は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の規定に

より準用される第32条第１項の請求を受けた日から14日以内に協議が整わない場合には、

発注者が定め、受注者に通知する。 

部分引渡しに係る 

請負代金の額 
＝ 

指定部分に相応する 

請負代金の額 
× １－ 

前払金額 

請負代金額 

（第三者による代理受領） 

第39条 受注者は、発注者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領につき、第三者を代

理人とすることができる。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合において、受注者の提

出する支払請求書に当該第三者が受注者の代理人である旨の明記がなされているときは、
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当該第三者に対して第32条（前条において準用する場合を含む｡)又は第37条の規定に基づ

く支払をしなければならない。 

（前払金等の不払に対する工事中止） 

第40条 受注者は、発注者が第34条、第37条又は第38条において準用される第32条の規定に

基づく支払を遅延し、相当の期間を定めてその支払を請求したにもかかわらず支払をしな

いときは、工事の全部又は一部の施工を一時中止することができる。この場合において

は、受注者は、その理由を明示した書面により、直ちにその旨を発注者に通知しなければ

ならない。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が工事の施工を中止した場合において、必要がある

と認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工

事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施

工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費

用を負担しなければならない。 

（契約不適合責任） 

第41条 発注者は、引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しな

いもの（以下「契約不適合」という。）であるときは、受注者に対し、目的物の修補又は

代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、その履行の追完に過

分の費用を要するときは、発注者は履行の追完を請求することができない。 

２ 前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発

注者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間

内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求す

ることができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、

直ちに代金の減額を請求することができる。 

 (1) 履行の追完が不能であるとき。 

 (2) 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

 (3) 工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履

行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行の

追完をしないでその時期を経過したとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完

を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

第42条 削除 

 

第42条の２ 削除 

 

（発注者の催告による解除権） 

第43条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めてそ

の履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。た
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だし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照

らして軽微であるときは、この限りでない。 

 (1) 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 

 (2)  工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期間内に工事を完成する見込みが明ら

かにないと認められるとき。 

 (3) 第 10 条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき。 

 (4) 正当な理由なく、第41条第1項の履行の追完がなされないとき。 

 (5) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

 （発注者の催告によらない解除権） 

第43条の２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を

解除することができる。 

(1)  第5条第１項の規定に違反して請負代金債権を譲渡したとき。 

(2) この契約の目的物を完成させることができないことが明らかであるとき。 

(3) 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合が目的物を 

除却した上で再び建設しなければ、契約の目的を達成することができないものである 

とき。 

(4) 受注者がこの契約の目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したと 

き。 

(5) 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を 

拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的 

を達することができないとき。 

(6) 契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履 

行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行を 

しないでその時期を経過したとき。 

(7) 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告 

をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らか 

であるとき。 

(8) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号） 

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この項において同じ｡)又は暴力団員等 

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員 

（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年 

を経過しない者をいう。以下この項において同じ。）が経営に実質的に関与している 

と認められる者に請負代金債権を譲渡したとき。 

(9) 第45条又は第45条の２の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

(10) 受注者（受注者が共同企業体を結成している場合にあっては、その構成員のいずれ 

かの者。以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

  ア 役員等（受注者が個人である場合にあっては当該個人をいい、受注者が法人であ 

る場合にあっては当該法人の役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を 
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締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員等である 

と認められるとき。 

  イ 暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

  ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を 

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められるとき。 

  エ 役員等が暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に有利な取 

扱いをする等直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与し 

ていると認められるとき。 

オ アからエまでに該当するもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と密接な関 

係を有していると認められるとき。 

カ 下請契約又は工事材料の購入契約その他の契約の締結に当たり、その相手方が暴 

力団関係業者であることを知りながら、当該契約を締結したと認められるとき。 

キ 暴力団関係業者を下請契約又は工事材料の購入契約その他の契約の相手方とした 

場合（カに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を 

求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

ク 発注者が第6条の２第３項の解除を求め、受注者が正当な理由がなくこれに従わ 

なかったとき（キに該当する場合を除く。）。 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第43条の３ 第43条各号又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるも

のであるときは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（談合等の不正行為に係る解除）  

第43条の４ 発注者は、受注者がこの契約に関し、次の各号のいずれかに該当したときは、

この契約を解除することができるものとし、このため受注者に損害が生じても、発注者は

その責めを負わないものとする。 

(1) 第46条の3第１項に該当するとき。 

(2)  受注者が不正な手段で入札に参加したことが判明したとき。 

（発注者の任意解除権） 

第44条 発注者は、工事が完成するまでの間は、第43条、第43条の2又は第43条の4の規定に

よるほか、必要があるときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼしたと

きは、その損害を賠償しなければならない。 

（受注者の催告による解除権） 

第 45 条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の

催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、

その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして

軽微であるときは、この限りでない。 

（受注者の催告によらない解除権） 

第 45 条の２ 受注者は、次の各号のいずれかに該当する理由があるときは、直ちにこの契
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約を解除することができる。 

 (1) 第 19 条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以上減少したと

き。 

 (2) 第 20 条の規定による建設工事の施工の中止期間が工期の 10 分の５（工期の 10 分の

５が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が建設工事の一部のみ

の場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後３月を経過しても、なおそ

の中止が解除されないとき。 

（解除に伴う措置） 

第46条 発注者は、この契約が解除された場合においては、出来形部分を検査の上、当該検

査に合格した部分及び部分払の対象となった特殊な工場製品の引渡しを受けるものとし、

当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分及び特殊な工場製品に相応す

る請負代金を受注者に支払わなければならない。この場合において、発注者は、必要があ

ると認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検

査することができる。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

３ 第１項の場合において、第34条の規定による前払金があったときは、当該前払金の額

（第37条の規定による部分払をしているときは、その部分払において償却した前払金の額

を控除した額）を同項前段の出来形部分及び特殊な工場製品に相応する請負代金額から控

除する。この場合において、受領済みの前払金額 になお余剰があるときは、受注者は、

解除が第43条、第43条の２又は第46条の２第３項の規定によるときにあってはその余剰額

に前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ年2.5パーセントの割合で計算した額

の利息を付した額を、解除が第44条、第45条又は第45条の2の規定によるときにあっては

その余剰額を、それぞれ発注者に返還しなければならない。 

４ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、支給材料があるとき

は、第１項の出来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者に返

還しなければならない。この場合において、当該支給材料が受注者の故意若しくは過失に

より滅失若しくは毀損したとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった部分に使用され

ているときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を

賠償しなければならない。 

５ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、貸与品があるときは、

当該貸与品を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が受注者

の故意又は過失により滅失又は毀損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還

し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

６ この契約が工事の完成前に解除された場合において、工事用地等に受注者が所有又は管

理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれ

らの物件を含む。)があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、工事用地等

を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、

6-60



 

 
 

 

 

 

又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって

当該物件を処分し、工事用地等の修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合に

おいては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出るこ

とができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなけれ

ばならない。 

８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等について

は、この契約の解除が第43条、第43条の２又は第46条の２第３項の規定によるときは発注

者が定め、第44条、第45条又は第45条の２条の規定によるときは、受注者が発注者の意見

を聴いて定めるものとし、第４項後段、第５項後段及び第６項に規定する受注者のとるべ

き措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 

９ 工事の完成後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理については

発注者及び受注者が民法の規定に従って協議して決める。 

（発注者の損害賠償請求等） 

第46条の２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じ

た損害の賠償を請求することができる。 

 (1) 工期内に工事を完成することができないとき。 

 (2) この工事目的物に契約不適合があるとき。 

 (3) 第43条又は第43条の２の規定により、工事目的物の完成後にこの契約が解除された

とき。 

 (4) 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行

が不能であるとき。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受注者は、請負代金

額の10分の１（低入札価格調査を受けて落札者となった受注者にあっては、請負代金額の

10分の３）に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならな

い。 

 (1) 第43条又は第43条の２の規定により工事目的物の完成前にこの契約が解除されたと

き。 

 (2) 工事目的物の完成前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰

すべき事由によって受注者の債務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみな

す。 

 (1) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律

第75号）の規定により選任された破産管財人 

 (2) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年

法律第154号）の規定により選任された管財人 

 (3) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年

法律第225号）の規定による再生債務者等 

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２号に該当する場
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合とみなされる場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受注者の責め

に帰することができない事由によるものであるときは、第1項及び第2項の規定は適用しな

い。 

５ 第１項１号に該当し、発注者が損害賠償を請求する場合の請求額は、請負代金額から出

来形部分に相応する請負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年2.5パーセント

の割合で計算した額を請求することができる。 

６ 第２項の場合（第43条の２第１項第８号及び第10号の規定により、この契約が解除され

た場合を除く。）において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保

の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって同項の違約金

に充当することができる。 

（談合等の不正行為に係る違約金）  

第46条の３ この契約に関し、受注者（共同企業体にあっては、その構成員）が、次の各号

のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、この契約の請負代金額

（この契約締結後、請負代金額の変更があった場合には、変更後の請負代金額）の10分の

２に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

(1) この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22

年法律第54号。以下｢独占禁止法｣という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が構成

事業者である事業者団体が同法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委

員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準

用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）

を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第63条第２項の

規定により取り消された場合を含む。以下この条において同じ。）。 

(2) 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（こ

れらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」とい

う。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者

等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合におけ

る当該命令をいう。次号及び次項において同じ。）において、この契約に関し、受注者

等が独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動

があったとされたとき。 

(3) 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は

第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象

となった取引分野が示された場合において、この契約が当該期間（これらの命令に関す

る事件について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したとき

は、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除

く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に

該当するものであるとき。 

(4) この契約に関し、受注者（法人の場合にあっては、その役員又はその使用人を含む。

次項において同じ。）の独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号又は刑法
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（明治40年法律第45号）第96条の６に規定する刑が確定したとき。 

２ 受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該

期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ､年2.5パーセントの割合で計算した

額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

（受注者の損害賠償請求等） 

第46条の４ 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた

損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取引

上の社会通念に照らして発注者の責めに帰することができない事由によるものであるとき

は、この限りでない。 

 (1) 第45条又は第45条の２の規定によりこの契約が解除されたとき。 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が

不能であるとき。 

２ 第32条第2項（第38条において準用する場合を含む。）に規定する期日までに請負代金

が支払われなかった場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年

2.5パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払を発注者に請求することができる。 

（契約不適合責任期間等） 

第46条の５ 発注者は、引き渡された工事目的物に関し、第31条第４項（第38条第1項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による引渡し（以下この条において単に「引渡し」と

いう。）を受けた日から２年以内でなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の請

求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除（以下この条において「請求等」

という。）をすることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡しの時、発注

者が検査して直ちにその履行の追完を請求しなければ、受注者は、その責任を負わない。

ただし、当該検査において一般的な注意の下で発見できなかった契約不適合については、

引渡しを受けた日から１年が経過する日まで請求等をすることができる。 

３ 前２項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請

求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 

４ 発注者が第１項又は第２項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この

項及び第7項において「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その

旨を受注者に通知した場合において、発注者が通知から1年が経過する日までに前項に規

定する方法による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみ

なす。 

５ 発注者は、第１項又は第２項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不

適合に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をする

ことができる。 

６ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるときに

は適用せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるところによる。 

７ 民法第637条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 
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８ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項の

規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請

求等をすることはできない。ただし、受注者がその契約不適合があることを知っていたと

きは、この限りでない。 

９ 引き渡された工事目的物の契約不適合が支給材料の性質又は発注者若しくは監督員の指

図により生じたものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、請求等をする

ことができない。ただし、受注者がその材料又は指図が不適当であることを知りながらこ

れを通知しなかったときは、この限りでない。 

（火災保険等） 

第47条 受注者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下この条において同じ｡)

等を設計図書に定めるところにより火災保険、建設工事保険その他の保険（これに準ずる

ものを含む。以下この条において同じ｡)に付さなければならない。 

２ 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わるも

のを直ちに発注者に提示しなければならない。 

３ 受注者は、工事目的物及び工事材料等を第１項の規定による保険以外の保険に付したと

きは、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない 

（制裁金等の徴収） 

第48条 受注者がこの契約に基づく制裁金、賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定する

期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間を経過

した日から請負代金額支払の日まで年2.5 パーセントの割合で計算した利息を付した額

と、発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し、なお、不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年2.7パーセントの

割合で計算した額の延滞金を追徴する。 

（暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置） 

第48条の２ 受注者は、暴力団員等又は暴力団関係業者による不当介入を受けた場合は、断

固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行い、

捜査上必要な協力を行うものとする。 

２ 前項の規定による警察への通報を行い、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかに

発注者にその旨を文書で報告しなければならない。 

３ 受注者は、暴力団員等又は暴力団関係業者による不当介入を受けたことにより、工程に

遅れが生じる等の被害が生じた場合は、発注者と協議を行うものとする。 

（あっせん又は調停） 

第49条 この約款の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるものにつき協議が整

わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服がある場合その他この契約に関して

発注者と受注者との間に紛争を生じた場合には、発注者及び受注者は、建設業法による静

岡県建設工事紛争審査会（以下「審査会」という｡)のあっせん又は調停によりその解決を

図る。 

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、監理技術者等、専門
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技術者その他受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等の工事の施

工又は管理に関する紛争及び監督員の職務の執行に関する紛争については、第12条第３項

の規定により受注者が決定を行った後若しくは同条第５項の規定により発注者が決定を行

った後、又は発注者若しくは受注者が決定を行わずに同条第３項若しくは第５項の期間が

経過した後でなければ、発注者及び受注者は、前項のあっせん又は調停を請求することが

できない。 

（仲裁） 

第50条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の審査会のあっせん又は調停により

紛争を解決する見込みがないと認めたときは、同条の規定にかかわらず、仲裁合意書《6-

66ページ参照》に基づき、審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服する。 

（雑則） 

第51条 この約款に基づく受注者の発注者に対する届出、通知等の書式は、発注者の定める

ところによる。 

（補則） 

第 52 条 この約款に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議し 

 て定める。 

(総合評価落札方式による契約に関する附則) 

  受注者は、契約書記載の工事の施工に際しては、発注者に対して提出した施工計画に記

載されている仕様等を遵守すること。 

２ 発注者は、受注者の責により、入札時の技術資料により提案した技術提案等が履行でき

ない場合は、達成度合いに応じて以下に示す算式により請負契約金額の減額を行うものと

する。ただし、技術提案等において発注者が採用を認めないことを通知した提案は除く。 

 ・減額の算出方法 

 

 

 

 

Ｃ：当初の契約金額（円） 

α：当初の加算点 

β：達成度合いに応じて再計算した加算点 

※算出金額は、千円未満切り捨てとする。 

３ 契約締結時点において想定されなかった事象の発生によって入札時の技術資料に基づく

施工ができない場合は、発注者と受注者とが協議の上その取り扱いについて決定する。 

 

減額 ＝ １－ 
１００＋β 

×Ｃ 
１００＋α 
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【別添】 

 

 ［表面］ 

 

仲  裁  合  意  書 

 

  建設工事名             

 

  建設工事場所 

 

  年  月  日に締結した上記建設工事の請負契約に関する紛争については、発注者

及び受注者は、建設業法に規定する下記の建設工事紛争審査会の仲裁に付し、その仲裁

判断に服する。 

 

                  管轄審査会名      建設工事紛争審査会 

                  管轄審査会名が記入されていない場合は建設業法 

                  第 25 条の９第１項又は第２項に定める建設工事紛 

                  争審査会を管轄審査会とする。 

 

                              年  月  日 

 

                発注者 職 名 氏   名          □印 

 

                    住 所 

                受注者 商 号 

                    氏 名（法人にあっては、代表者の氏名）◯印 
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 ［裏面］ 

 

仲 裁 合 意 書 に つ い て 

 

 1) 仲裁合意 

   仲裁合意とは、裁判所への訴訟に代えて、紛争の解決を仲裁人に委ねることを約する

当事者間の契約である。 

   仲裁手続によってなされる仲裁判断は、裁判上の確定判決と同一の効力を有し、たと

えその仲裁判断の内容に不服があっても、その内容を裁判所で争うことはできない。 

 

 2) 建設工事紛争審査会について 

   建設工事紛争審査会（以下「審査会」という｡)は、建設工事の請負契約に関する紛争

の解決を図るため建設業法に基づいて設置されており、同法の規定により、あっせん、

調停及び仲裁を行う権限を有している。また、中央建設工事紛争審査会（以下「中央審

査会」という｡)は、国土交通省に、都道府県建  設工事紛争審査会（以下「都道府県

審査会」という｡)は各都道府県にそれぞれ設置されている。審査会  の管轄は、原 

則として、請負者が国土交通大臣の許可を受けた建設業者であるときは中央審査会、都

道  府県知事の許可を受けた建設業者であるときは当該都道府県審査会であるが、当

事者の合意によって管  轄審査会を定めることもできる。 

   審査会による仲裁は、三人の仲裁委員が行い、仲裁委員は、審査会の委員又は特別委

員のうちから当事者が合意によって選定した者につき、審査会の会長が指名する。ま

た、仲裁委員のうち少なくとも一人は、弁護士法の規定により弁護士となる資格を有す

る者である。 

   なお、審査会における仲裁手続は、建設業法に特別の定めがある場合を除き、仲裁法

の規定が適用される。 
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６－４ 過積載による違法運行の防止対策について 
 

 

 

設 計 第 ４ ４ 号 

平成６年５月10日 

 

本庁各課及び各出先機関の長 

 

設 計 検 査 課 長 

 

過積載による違法運行の防止対策について 

 

 大型貨物自動車等の過積載による運行の取り締まりが、平成６年５月１０日に施行

した道路交通法により強化されました。 

 公共事業を発注する立場から、この違法運行を防止するための申し合わせが、別紙

のとおりなされたため、現場において徹底するようお願いします。 

 なお、土木事務所においては、貴職管内市町村への通知をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計検査課設計積算スタッフ 

TEL:054-221-2148 

FAX:054-251-5582 
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別紙 

建設省経建発第 117 号の２ 

建設省道交発第 27 号の２ 

平成６年４月 20 日 

 

 

 

 

過積載による違法運行の防止対策について

 

 大型貨物自動車等の過積載による違法運行の防止については、「過積載による違法運行の防

止に関する当面の対策について」（昭和５６年８月２９日付関係省庁申合せ）、「ダンプカーの

さし枠装着車等の一掃に関する対策について」（昭和６１年３月１９日付関係省庁申合せ）等

によりその徹底について御配慮を願っているところであるが、過積載による違法運行は依然

として跡を絶たず、最近においても過積載による重大事故が少なからず発生している。 

 また、本年５月１０日には、過積載運転に対する罰則強化とそれを助長する荷主、自動車

の使用者等に対する責任追及の充実等を柱とする改正道路交通法が施行されることとなって

いる。 

 このような状況に鑑み、このたび、別添１のとおり「過積載による違法運行の防止対策に

ついて」の申合せを行い、関係省庁の緊密な連絡の下に過積載防止対策を強力に推進するこ

ととした。 

 ついては、貴職におかれても、本対策の効果的な推進を図るため、適切な措置を講ぜられ

るよう御協力方お願いする。 

 また、貴管下市区町村に対しても、その旨、周知徹底方願いたい。（都道府県知事あてのみ）

 なお、建設業者に対しては、別添２の通り関係建設業者団体を通じ指導することとしたの

で、念のため申し添える。 

 

  

静岡県 知事 殿

建 設 省 建 設 経 済 局 長

道  路  局  長
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別添１ 

過積載による違法運行の防止対策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 大型貨物自動車等の過積載による違法運行の防止については、「過積載による違法運行の防

止に関する当面の対策について」（昭和５６年８月２９日付関係省庁申合わせ）及び「ダンプ

カーのさし枠装着車等の一掃に関する対策について」（昭和６１年３月１９日付関係省庁申合

わせ）等に基づき、各般の対策を講じてきたところである。 

 しかしながら、過積載による違法運行は依然として跡を絶たず、とりわけダンプカーによ

る土砂等の運搬に関しては、さし枠を装着する等物品積載装置を不正に改造して公然と過積

載による違法運行を行うなど悪質・危険な事例が数多く見られる状況となっている。こうし

た中で、最近においても、過積載車両による重大事故が少なからず発生している。 

 このため、平成５年には、過積載の取締規定の整備及び罰則の強化等を内容とする道路交

通法の改正が行われ、平成６年５月１０日に施行されることとなっている。 

 もとより、過積載による違法運行の防止は、自動車の運転者及び使用者、更には荷主等の

関係者における法令遵守についての強い自覚と、これに基づく実践によりその達成を図るこ

とが第一義であるが、最近における事態の重大性、緊急性と、構造的な背景を有するという

この種の違反の特異性とにかんがみ、政府においても、これら過積載による違法運行を防止

し、交通安全の確保を図るため、関係省庁の緊密な連絡の下に、改正道路交通法の施行に合

わせ、次の対策を強力に推進することとする。 

 

平成６年４月８日

総務庁長官官房交通安全対策室長

警察庁交通局長 

厚生省生活衛生局長 

農林水産省食品流通局長 

通商産業省産業政策局長 

運輸省運輸政策局長 

運輸省自動車交通局長 

郵政省電気通信局長 

労働省労働基準局長 

建設省建設経済局長 

建設省道路局長 
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第１ 関係事業者に対する指導、監督の徹底 

１ダンプカーによる土砂等の運搬において、特に悪質・危険な過積載運行が顕著とな

っている状況に鑑み、次の措置を講ずる。 

（１)  ダンプカーを使用して土砂等を運搬する事業者（以下「ダンプカー事業者」とい

う。）に対し、次の事項について強力に指導する。 

 ア 過積載による違法運行を行わないこと。 

 
イ さし枠の装着等過積載を目的とするダンプカーの物品積載装置の不正改造をしな

いこと。 

 

ウ 土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（以下

「ダンプ規制法」という。）の使用の届出義務及び表示番号等の表示義務を遵守す

ること。 

（２）  砕石業者、砂利採取業者、建設業者等、ダンプカー事業者に対して土砂等の引き

渡しを行う事業者に対し、次の事項を強力に指導するとともに、その徹底状況につ

いての把握に努め、適切な対応を図る。 

 ア 積載重量制限を超えて土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

 
イ さし枠装着車、ダンプ規制法の表示番号等の不表示車（以下「不表示車」という。）

等に土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

 

ウ 取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車

等を土砂等運搬に使用している場合は、早急に不正状態を解消する措置を講ずる

こと。 

 
エ 取引に当たってダンプカー事業者の利益を不当に害することのないようにするこ

と。 

 オ 従業員等に対し、過積載防止のための教育を徹底すること。 

（３）  生コンクリート製造業者、建設業者等、ダンプカー事業者から土砂等の引き渡し

を受ける事業者に対し、次の事項を強力に指導するとともに、その徹底状況につい

ての把握に努め、適切な対応を図る。 

 
ア 過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引き渡しを受ける等、過積

載を助長することのないようにすること。 

 

イ 取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車

等を土砂等運搬に使用している場合は、早急に不正状態を解消する措置を講ずる

こと。 

 
ウ 骨材の購入等に当たって骨材納入業者の利益を不当に害することのないようにす

ること。 

 
エ 従業員等に対し、過積載防止のための教育を徹底すること。 
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（４）  過積載による違法運行に関し、建設業者の背後責任が明らかとなった場合は、建

設業法に基づき指導、監督処分を行う。 

（５)  産業廃棄物収集運搬業者に対し、産業廃棄物運搬用のダンプカーをダンプ規制法

に違反して土砂等の運搬に流用し、過積載を行うことのないように指導するととも

に、産業廃棄物の収集運搬業の許可に係る講習において、過積載の防止についての

教育を充実する。さらに、土砂等以外の物品を専用に運搬するダンプカーについて

道路運送法上の使用届を受理する際は、ダンプ規制法に違反して土砂等を積んでは

ならない旨指導する。 

（６）  不正改造車を排除する運動の実施等により、ボディー架装業者、自動車販売事業

者等に対し、さし枠の装着等物品積載装置の不正改造を行わず、また不正改造した

車両等の販売を行わないよう強力に指導する。 

２  その他木材、鋼材等の輸送及び冷凍車又は保冷車による輸送等、積載重量制限違

反の多い輸送に関しても、荷主又は自家用車の使用者としての関係業界に対し、過

積載による違法運行の防止について強力に指導する。 

３  貨物自動車運送事業者に対し、過積載による違法運行の防止及び届出運賃の遵守

について強力に指導するとともに、違反事業者に対しては貨物自動車運送事業法に

基づき厳正な処分を行う。 
 

 

第２ 過積載による違法運行に対する取締りの強化等 

１ 過積載による違法運行に対する取締りについては、自動車重量計の計画的整備を進め

るとともに、超過重量の多いもの、さし枠装着車又は不表示車を土砂等運搬に使用する

もの、 第１による指導に従わないもの等悪質・危険なものに重点を置き、効果的な取

締りを強力に推進する。 

 この場合において、道路交通法の改正により新設された、過積載車両に係る指示及び

使用制限命令並びに過積載車両の運転の要求等の再発防止命令を厳正に行うとともに、

自動車の使用者、荷主、荷送人、荷受人、物品積載装置の不正改造に関与した者等の背

後責任について、右命令違反又は過積載による違法運行の下命・容認若しくは教唆・幇

助として徹底して追求する。 

また、土砂等以外の物品を専用に運搬するダンプカーを用いた土砂等の過積載に対処す

るため、積載重量制限違反で取り締まるほか、ダンプ規制法違反での取締りも強化する。

さらに、効果的な過積載の取締りのため、電波法に違反する無線局に対する取締りも強

化する。 

２ 道路運送車両の保安基準に違反するさし枠装着車等に対する取締り体制の充実強化

を図ることとし、街頭検査においてこれら違反車両に対する整備命令を徹底する。 

３ 車両制限令の重量制限違反車両に対し、指導取締用施設及び体制の整備を進め、警察

等関係機関と密接な連携を取りつつ、道路管理者による取締りを強化するとともに、悪

質な違反者に対しては刑事告発を含め厳正に対処する。 
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４ 取締りによって得られた情報を関係行政庁に提出することとし、各行政庁はこれに基

づき行政処分又は行政指導を積極的に行う。 

   

第３ 公共工事発注における過積載防止措置等 

１ 公共工事の請負業者等に対し、設計図書への記載、現場説明等を通じ、また施工計画

書に記載させること等を通じて以下のことを指導する。 

（１) 積載重量制限を超えて土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

（２) さし枠装着車、不表示車等に土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

（３) 過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引き渡しを受ける等、過積載を

助長することのないようにすること。 

（４) 取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車等を

土砂等運搬に使用している場合は早急に不正状態を解消する措置を講ずること。 

（５) 建設発生土の処理及び骨材の購入等に当たって、下請事業者及び骨材納入業者の利益

を不当に害することのないようにすること。 

（６) 以上のことにつき、元請建設業者は下請建設業者を十分指導すること。 

２ 過積載による違法運行について背後責任があるとして、建設業者が逮捕又は起訴され

たことを知った場合には、当該建設業者について指名停止措置を講ずる。 

３ 公共工事の発注者による工事現場の総点検を随時実施し、過積載車両、さし枠装着車、

不表示車等を発見したときは、請負業者に改善措置を命ずるとともに、改善結果の報告

を求める。さらに、これらについて、工事成績の評定に反映させる。 

４ 定量積載を促進するため、建設発生土の処理については受入地を指定する等の条件明

示及び適正積算を積極的に行う。また、大量に骨材を使用する工事において、可能な場

合には、 骨材の産地指定による条件明示を行う。 

５ 上記諸対策により、公共工事の現場において定量積載の確保を図ることとし、その結

果、骨材等の取引価格の変動があった場合には、以後発注する工事の予定価格の積算に

速やかに反映させる。 

６ ダンプカー協会の設立、加入等の状況に応じて、ダンプカー協会に加入しているダン

プカー 事業者について優先的な配慮がなされるよう、元請事業者に対して趣旨を徹底

する。 
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第４ 関係機関、関係団体の協力体制の整備 

１ 地方公共団体、都道府県警察、陸運支局、道路管理者等の関係機関は、本対策の効果

的な推進を図るため、相互の連絡協調体制を整備するとともに、協力して関係者に対す

る指導、取締り等を実施する。 

 特に、都道府県における過積載防止対策連絡会議に、都道府県交通安全対策主管部局、

都道府県警察、陸運支局に加え、道路管理者も参加することとし、さらに必要に応じ他

の関係行政機関、関係団体の参加も得る等、過積載防止のための組織体制を地域の実情

に応じて整備する。 

２ ダンプカー協会、貨物自動車運送事業者団体、砕石業者団体、砂利採取業者団体、建

設業者団体、生コンクリート製造業者団体等関係団体に対し、各団体の都道府県支部が、

広報活動、自主パトロール等を強化することにより、過積載による違法運行の防止につ

いての地域における自主的規制を推進するよう指導する。 

  

第５ その他 

  本対策については、関係省庁で構成する過積載防止対策連絡会議等において、関係省

庁が定期的にその実施状況を報告するとともに、それを踏まえ、逐次見直しを行う。 
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別紙 

全国管工事業協同組合連合会会長 (社)日本建設業団体連合会会長 

(社)日本空調衛生工事業協会会長 全国建設産業協会会長 

(社)全国建設業協会会長 (社)日本造園建設業協会会長 

(社)日本電設工業協会会長 (社)日本機械土工協会会長 

(社)建築業協会会長 全国建設業協同組合連合会会長 

(社)日本電力建設業協会会長 (社)日本造園組合連合会会長 

(社)日本土木工業協会会長 (社)日本建設業経営協会会長 

(社)日本道路建設業協会会長 (社)土地改良建設協会会長 

(社)日本埋立浚渫協会会長 専門建設業者団体連合会会長 

(社)鉄骨建設業協会会長 
全日本コンクリート圧送事業団体連合会会長 

日本建設組合連合会会長 (社)日本建築コンクリートブロック工事業 

協会会長 

(社)全国中小建設業協会会長 (社)日本下水道施設業協会会長 

(社)全国建設専門工事業団体連合会会長 
全国推進工事業協会会長 

(社)日本橋梁建設協会会長 (社)公共土木用コンクリート製品団体 

工事関連連合会会長 

全国鉄筋業協同組合連合会会長 建設産業専門団体協議会代表幹事 

(社)日本鉄道建設業協会会長 
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過積載による違法運行の防止対策について 

 

 大型貨物自動車等の過積載による違法運行の防止については、「過積載による違法運行の防

止に対する当面の対策について」（昭和５６年８月２９日付関係省庁申合せ）、「ダンプカーの

さし枠装着車等の一掃に関する対策について」（昭和６１年３月１９日付関係省庁申合せ）等

によりその徹底について御配慮を願っているところであるが、過積載による違法運行は依然

として跡を絶たず、最近においても過積載による重大事故が少なからず発生している。 

 また、本年５月１０日には、過積載運転に対する罰則強化とそれを助長する荷主、自動車

の使用者等に対する責任追及の充実等を柱とする改正道路交通法が施行されることとなって

いる。 

 このような状況に鑑み、このたび、別添のとおり「過積載による違法運行の防止対策につ

いて」の申合せを行い、関係省庁の緊密な連絡の下に過積載防止対策を強力に推進すること

とした。 

 ついては、本対策に基づく下記事項の徹底について貴会の傘下会員に対し指導方お願いす

る。 

記 

１ 積載重量制限を超えて土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

２ さし枠装着車、ダンプ規制法の表示番号等の不表示車（以下「不表示車」という。）等に

土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

３ 過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引き渡しを受ける等、過積載を助

長することのないようにすること。 

４ 取引関係にあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車等を土

砂運搬に使用している場合は、早急に不正状態を解消する措置を講ずること。 

５ 取引に当たってダンプカー事業者の利益を不当に害することのないようにすること。 

６ 骨材の購入等に当たって骨材納入業者の利益を不当に害することのないようにするこ

と。 

７ 従業員等に対し、過積載防止のための教育を徹底すること。 

８ 広報活動、自主パトロール等を強化することにより、過積載防止についての地域におけ

る自主的規制を推進するよう指導すること。 

  

別添２

建設省経建発第１１７号の３

平成６年４月２０日

別紙 

関係業界団体の長あて
建設省建設経済局長
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６－５ 営繕工事における杭工事の現場確認について(依頼) 
 

財 営 第 １ ３ ２ 号 

平成２８年８月４日 

 営繕工事課長 様 

 設備課長 様 

 各土木事務所長（営繕工事担当課） 様 

                        経営管理部財務局営繕企画課長 

 

営繕工事における杭工事の現場確認について（依頼） 

 

 杭工事の現場確認については、平成 28 年３月４日付けで、「基礎ぐい工事の適正な施

工を確保するために講ずべき措置（国土交通省告示）」が発出されたことから、平成 27

年 12月 9日付け財営第277号「営繕工事における杭工事の現場確認について（依頼）」

は、廃止する。 

 杭工事の施工にあたっては、国土交通省告示等及び下記による適正な管理を行うこと。 

 

記 
 

１ 対象工事  営繕工事 

２ 対象工種  既製コンクリート杭地業、鋼杭地業 

３ 設計及び施工上の留意点 

 (1)十分な地盤調査の実施 

   地盤調査の内容は、「建築基礎設計のための地盤調査計画指針」（日本建築学会、平

成 21 年）に基づき、敷地の地盤状況及び建築物の配置計画等に応じ、適切な位置及

び数量等とする。 

 (2)地盤調査結果に基づく適切な設計の実施 

   設計者へ当該地盤情報を適切に提供するとともに、基礎杭の施工上の留意事項及び

施工時の支持層確認に特に注意すること等を設計図書に記載する。 

 (3)地盤情報等の工事施工者等との情報共有 

   (2)の設計図書に記載された事項について、工事施工者等に十分に説明し、注意喚

起を行うなど、工事施工者等と情報共有する。 

 (4)杭施工時の工事監督員の立会い確認 

  ・試験杭については、当該施工時に立会い、杭長、杭の位置、支持層の土質、支持層

への根入れ深さ等の必要な項目を確認するとともに、工事施工者による施工管理の

もとで設計図書どおりに施工されていることを確認する。 

  ・本杭については、設計図書等で確認した地盤状況等（傾斜等により支持層の深さが

複雑な地盤の場合など）により、必要に応じて当該施工時に立会い確認する。 

  ・立会い確認を実施しない杭については、工事施工者が作成した自主検査記録、施工

記録、工事写真等の書類を確認する。 

  ・すべての杭について、元請の工事施工者が施工に立ち会ったことを確認する。 

 
                         担当 経営管理部財務局 

                            営繕企画課 技監 野村 

                            ＴＥＬ 054-221-3091 
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６－６ 建築工事におけるコンクリートの品質管理について 

(通知) 
 

設 計 第 2 7 2 号 

平成 6 年 3 月 16 日 

 

 

関  係  各  位 

 

設計検査課長 

 

 

建築工事におけるコンクリートの品質管理について（通知） 

 

このことについて、 レディーミクスコンクリートを使用する場合には、平成 6年 2月 1

日付設計第 233 号「土木工事におけるコンクリートの品質管理について（通知）」を準用

することにしたので通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                担 当 設計検査課 検査監 

                                電 話 054 221 2133 
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設 計 第 2 3 3 号 

平成 6 年 2 月 1 日 

関 係  各 位 様 

 

設 計 検 査 課 長 

 

土木工事におけるコンクリートの品質管理について （通知） 

 

  このことについて、レディーミクスコンクリートを使用する場合には、「レディーミ

クスコンクリート取扱基準」により品質管理を実施しているところですが、圧縮強度試

験の供試体の管理について、下記により運用するので通知します。 

 

記 

 

 １．適用期日 平成 6年 4月 1日から適用する。 

 

 ２．コンクリートの供試体の管理 

   「レディーミクスコンクリート取紋基準」より現場で採取した供試体は次に示すＡ

法又はＢ法により確認するものとする。 

   (1) Ａ法 

     １) コンクリートを供試体型枠に投入したときの写真撮影時には、型枠外面に

供試体を特定できる番号、記号等を記載し撮影するものとする。 

     ２) 供試体頭部硬化後、型枠外面に記載した番号、記号等と同一のものを頭

部にも記載し、２箇所の番号、記号等が 1枚の写真で良く分かるよう撮影

するものとする。 

        ただし、撮影は型枠税型前に行うこと。 
 

   (2) Ｂ法 

    １) 供試体型枠の側面内側にグリース塗布後所定の事項を記入した市販の QC 版

等の供試体確認シールを張り付け、コンクリートを打設するものとする。 

    ２) 強度試験を実施する前に QC 版等の供試体確認シールにより、試料採取時と

同一のものであることを確認するものとする。 

 

 ３．Ａ法、Ｂ法いずれも購入者が行うものである。 
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ＱＣ版等の供試体確認シール 

 

 

  
 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                担 当 設計検査課 検査監 

                                電 話 054 221 2133 

立 会 者 

所属氏名 

    年  月   日 
採 

取 

  

塩 

分 

     

空 
気 

     

ス
ラ
ン
プ 

及
び
規
格 

構 

造 

物 

工
事
名 

     年度 

静 岡 県 
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６－７　建設工事安全パトロール参考様式

年 月 日 （ ）

№

～

％

名

マップが見やすい場所に見やすい大きさで掲示されているか リストの事故対策が講じられているか

工事進捗に伴う想定リスクの変化に応じて更新されているか リスト以外の危険箇所がないか

配電盤ボックスは施錠出来るか

配線に劣化、亀裂等の損傷はないか

　１０．　そ　の　他

作業従事者の服装、保護帽の着用は適切か

歩行者通路が確保されているか

枠組足場の場合、「下さん15～40cm」又は「幅木
15cm以上」を取り付けているか（なお「上さん」「手
すり先行専用型」がより望ましい）

枠組足場以外の場合、「85cm以上の手すり」＋「中さん35
～50cm」を取り付けているか（なお物体落下対策として
「幅木」等が追加されているか）

漏・感電防止装置又は、アースが取り付けられているか

　８．　電　気　設　備

用途外使用はないか

バリケード、赤色灯、規制標識等が適正に配置されているか

架空線、地下埋設物等の保護は適切か

　９．　交　通　安　全　管　理

安全帯は着用されているか。親綱を設けているか

高圧設備の場合、立入禁止措置がなされているか

特定自主点検実施済標章が貼付されているか作業開始前点検を実施しているか

作業誘導員を配置しているか

吊用具類の点検を適切に実施しているか

作業半径内の立入禁止措置はなされているか

転倒防止措置は適切になされているか

梯子は固定され、上端は６０㎝以上出ているか高さ１．５ｍ以上の昇降箇所に、昇降設備があるか

手摺り、筋交いは、適切に設置されているか

　６．　崩　壊　・　落　石　対　策

壁つなぎは適切に設置されているか

安全日誌の記録（現場巡視・安全教育等）

　３　．作　業　現　場　の　状　況

店社パトロールの実施

場内は整理整頓されているか作業内容が作業従事者に十分伝達されているか

４．　事故対策リスト・ハザードマップの適切な掲示・更新・措置　等

作業エリアは適切に区分されているか

崩壊・落石等の恐れがある時の防護を講じているか

掘削土・資材等を法肩に積んでいないか

浮石等の点検はされているか

土留支保工・切梁腹起の設置状況は適切か

掘削状況（勾配・すかし掘りの有無）

ダンプ・重機等の通路は法肩から離れているか

注意看板・掲示板の設置は適切か

　５．　足　場　・　型　枠　の　状　況

足場工は「手すり先行工法」により組立を行っている最大積載荷重の表示はあるか

作業床の幅は４０㎝以上、床材の隙間は３㎝以下か

開口部など転落の恐れがある箇所に手摺り等設けているか

労災保険成立票の掲示

安全管理簿の備付（有資格者名簿等）

消火器の設置

救急箱の設置

工 事 名
施 工 箇 所
工　　　期 令和 　　年　　月　　日

受 注 者

現場代理人

担当者

本日の作業員人数

本 日 の 進 捗 率

安全管理組織図の掲示

制限荷重を超えた無理な吊上げ作業をしていないか

取扱責任者の表示

施工体制台帳の備付

安全衛生管理責任者の選任

請 負 金 額

　　　　安全パトロール点検項目 ○：良好　　△：一部不良　　×：不良　　―：該当なし

令和　　年　　月　　日

〔使用重機・機械等〕

　１．　安　全　衛　生　管　理

　７．　車　両　系　建　設　機　械

床材は固定されているか

ＫＹ活動（朝礼）の実施

作業に応じた適切な人員配置がされているか

建退共加入標識の掲示

各種作業主任者の掲示

工事看板の設置

施工計画書の備付

安全旗の掲揚

緊急連絡表の掲示

指摘事項　（×の場合の内容、　その他）

適切な吊用具を使用しているか

運転資格者証を携帯しているか

運転休止時の措置（鍵、車止め等）の状況

現場詰所は整理整頓されているか

令和

　２．　現　場　管　理

新規入場者教育の実施 安全巡視員の配置

施工体系図の掲示

有資格者一覧表の掲示

建設業の許可証の掲示(元請け業者のみで可）

建設工事安全パトロール点検表
様式ー１

交通整理人等適正に配置されているか

〔本日の作業内容〕
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５．工　　期

様式ー３

建　設　工　事　安　全　パ　ト　ロ　ー　ル　指　導　書

日月年令和

受注者 様

静岡県〇〇〇〇事務所長

６．指摘事項

　令和　　年　　月　　日実施の建設工事安全パトロールにおいて、下記の工事に指摘事項が
あるので、至急是正措置を講じ、別報告書により提出してください。

記

１．工　事　名

２．路線・河川名

３．施工箇所

４．請負代金
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４．請負代金

５．工　　期

備　考指　摘　事　項 是　正　措　置 措　置　年　月　日

記

１．工　事　名

２．路線・河川名

３．施工箇所

静岡県〇〇〇〇事務所長 様

住　所

氏　名
受注者

　令和　　年　　月　　日実施の建設工事安全パトロールにおいて指摘された事項について
は、下記のとおり是正措置を講じたので報告します。

様式ー４－１

建　設　工　事　安　全　パ　ト　ロ　ー　ル　是　正　報　告　書

日月年令和
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是

正

前

是

様式ー４－２

写　　真

写　　真

施 工 箇 所

正

後

是　正　措　置　報　告　書

指 摘 事 項

路 線 ・ 河 川 名

工　　事　　名

請 負 人
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６－８ 建設業法に基づく施工体制等に関する資料 

(地方整備局作成パンフレット) 
 

(令和３年８月現在) 

地方整備局 パンフレット名称・URL 備考 

関東 

地方整備局 

「建設工事の適正な施工を確保するための

建設業法(令和 3年 3月改訂版)」 

 

https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/

content/000699485.pdf 

 

北陸 

地方整備局 

「建設業者のための建設業法(令和 3年 3月

改訂版)」 

 

http://www.hrr.mlit.go.jp/kensei/sangyo

/kensetsu/kyoka/210322kensetugyoushanot

amenokensetugyouhou.pdf 

 

中部 

地方整備局 

「建設業法に基づく適正な施工の確保に向

けて(令和 3年 7月改訂版)」 

 

https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/info/

qa/qa.htm 

 

近畿 

地方整備局 

「建設業法に基づく適正な施工体制と配置

技術者(令和 3年 3月改訂版)」 

 

https://www-1.kkr.mlit.go.jp/kensei/ 

kensetugyo/pdf/all-data_R0303.pdf 

平成 31 年 4 月 1 日

改正・適用後の施工

体制台帳等の様式・

解説あり 

  ※上記以外の地方整備局は省略 
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住 公 第 272 号

建 工 第 45 号

建 営 第 249 号

令和元年 12 月 26 日

営繕工事課長 様

設 備 課 長 様

各土木事務所長 様

（建築主務課関係）

建築分野における工事事故防止行動計画の運用について(通知)

くらし・環境部建築住宅局公営住宅課長

交通基盤部建設支援局工事検査課長

交通基盤部建設支援局営繕企画課長

交通基盤部では、土木分野において工事事故の防止を目的として、平成 30 年度よ

り「工事事故防止行動計画」を策定し取り組んでいるところですが、建築分野におい

ても、下記のとおり運用することとしたので通知します。

記

１ 適用時期及び適用対象

令和２年１月１日以降、静岡県において入札公告又は指名通知する営繕工事及

び公営住宅工事（建築設備を含む。以下、「建築工事」という。）に適用する。

２ 実施方法

「工事事故防止行動計画」について、建築工事においても準拠する。

ただし、次の項目については、以下のとおりとする。

(1) 「工事事故防止行動計画」３ 行動計画（１）（発注時）中の「工事安全管理に

関する特記仕様書」について、建築工事においては、別に定める「工事安全管理

に関する特記仕様書【建築・設備工事】」を適用する。

(2) 「工事事故防止行動計画」３ 行動計画（２）（情報共有）中の「事故が発生し

た場合、速やかに工事検査課及び所管事業課へ報告する」については、「事故が

発生した場合、速やかに工事検査課（土木事務所発注の営繕工事の場合は、営繕

企画課）及び所管事業課へ報告する」とする。

６－９　建築分野における工事事故防止行動計画の運用について
（通知）
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《添付資料》

①工事安全管理に関する特記仕様書【建築・設備工事】

②工事事故ハザードマップ（作成例）

③工事事故防止行動計画 参考

④工事安全管理に関する特記仕様書 参考土木工事版

⑤工事事故防止行動計画の事務分担
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